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⑦ 諸外国と比較した日本の研究開発状況について、下記の分類による評価及びその簡単な説明 

◎：日本が先行 ○：諸外国と拮抗 ×：諸外国が先行

⑧ 研究開発段階。基礎・開発・実用の 3 段階で評価 

⑨ 成果の展開を考慮した国際標準化の重要度について、下記の分類による評価及びその簡単な説明 

◎：重要度が高い ○：重要度が低い ×：不要 

⑩ 技術課題の難易度を下記の五段階で評価 

難、やや難、標準、やや易、易 

⑪ 官民問わず当該技術を開発するために必要な資金総額。カッコ内はその対象としている期間 

⑫ 当該技術から開発される製品の国内及び海外の予想市場規模。カッコ内は予測の対象年 

⑬ 現時点で研究開発を主導すべき主体、主導的に資金を提供すべき主体 

⑭ 産学官の役割分担・連携方策、諸外国との役割分担・連携方策 
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 新世代ネットワーク 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算）

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

ネットワーク基

盤 

ブロードバンド＆ユビキタスネットワ

ーク環境における多彩なユーザニーズに

柔軟に対応するために、有線・無線を統

合したアクセスネットワークとペタビッ

トクラスのコアネットワークを高信頼・

高品質で提供しつつ、統合的に運用する

ためのネットワーク構築技術及び制御技

術を実現する。 

2015年：多様な品質のサービスを受けることが可能になる。 

2020年：10Ｇビット級の光アクセスサービスが可能になる。 

2025年：ペタビット級のコアネットワークの実現 

 

           

  ●次世代バックボーン技術 

高信頼・高品質なバックボーンネ

ットワーク構築、運用に向けた、分

散型バックボーン構築技術、複数事

業者間で帯域・品質等を確保する品

質保証技術、異常トラヒックを監

視・検出・分析・制御する技術 

2009年：分散バックボーン構築技術、品質保証技術、異常トラヒック監視・

検出・分析・制御技術の確立 

2012年：確立技術をベースとしたネットワークノード、オペレーション支援

ツール等の実現 

      ＜ルータ市場＞ 

■国内市場 

2011年：1,400億円 

■世界市場 

2011年：9,450億円 

 

＜運用管理ソフトウェア市場＞ 

■国内市場 

2011年：3000億円 

■世界市場 

2011年：1兆5000億円 

（IDCの市場予測より） 

 

海外においても、ブロードバンド・

トラヒックの増大・集中等の我が国と

同様の課題が顕在化していくに伴っ

て、国内外の機器・サービス市場が今

後急激に拡大。特に、バックボーン向

けのハイエンドルータ、及び企業向け

拠点ルータが市場成長要因と考えら

れる。ルータ市場と運用管理ソフトウ

ェア市場の規模を算出した。 

また、世界市場は、90億米ドルで

あり、2008年6月2日時点の為替レ

ートを適用し、1米ドル＝105円で換

算した。 

    

   ○分散型バックボーン構築技

術 

トラヒック交換地点の分散

化により通信設備への負荷を

軽減するとともに、瞬発的なト

ラヒックの急増等に対応する

高信頼・高品質な分散型バック

ボーンを構築する技術 

2009年：トラヒック交換地点の分散化により通信設備への負荷を軽減すると

ともに、瞬発的なトラヒックの急増等に対応する高信頼・高品質な分

散型バックボーンを構築する技術の確立 

2012年：確立技術をバックボーン設備構成，相互接続点の検討へ適用．また

障害時の迅速な対処，パス開通・設定業務の効率化，およびそれら機

能を具備するネットワークノード等の実現 

 

ブロードバンド・トラヒ

ックの増大・集中は、我が

国が真っ先に直面した課

題であり、海外において類

似の取組みは見られない。

◎ 

海外において類似の取組

は見られない。 

開発 ◎ 

ブロードバンド・トラヒ

ックの増大・集中に対する

取り組みに関する世界的な

先導性を維持するために容

量拡張技術分野の技術の標

準化が重要。 

やや難 90億円 

（2008 

～2015）

民間 国、民間 国が主導し、民間の知見や技

術・ノウハウを活用して研究開

発を推進することが必要。 

また、商用化に向けては、ネッ

トワークの利用者、運用者（ISP

等）を含めたオープンな環境で、

運用検証を実施することが効率

的である。 

 

 

研究開発成果を実装した設備の

インターフェースの基本仕様をオ

ープン化する等により、当該研究開

発による技術の優位性の理解を得

て、国際標準化の展開を図る。 

 

   ○複数事業者間の品質保証技

術 

サービスに応じて複数事業

者間で最低限必要となる帯

域・品質等を確保する品質保証

技術 

2009年：サービスに応じて複数事業者間で最低限必要となる帯域・品質等を

確保する品質保証技術の確立 

2012年：多様なサービスの特性に応じて複数事業者間で連携して品質制御を

可能とする高信頼・高機能なネットワークノード等の実現 

 

米国では、PlanetLab

プロジェクトにおいて、大

規模テストベッド上での

品質情報に関する情報共

有のためのプロトコルの

研究等がある。 

◎ 

海外においては、我が国

のような詳細なデータ収

集、制御は実施されていな

い。 

開発 ◎ 

詳細データ収集，制御に

関する世界的な先導性を維

持するためにデータ収集分

野の技術の標準化が重要。

やや難  民間 国、民間 

   ○異常トラヒックの検出・制御

技術 

通常のネットワーク運用で

は見られない異常トラヒック

をリアルタイムで監視・検出・

分析・制御する技術 

2009年：通常のネットワーク運用では見られない異常トラヒックをリアルタ

イムで監視・検出・分析・制御する技術の確立 

2012年：異常トラヒックの検出から制御までを連携して行う異常トラヒック

対策オペレーション支援ツールの実現 

 

米国ではベンチャー

（Arbor等）による異常ト

ラヒック対策システムの

開発，及びNSF（全米科学

財団）の助成スキームによ

り、大学にてネットワーク

の状況を自動判別し、異常

トラヒックの検出，分析を

行う技術等の研究が行わ

れている。 

◎ 

海外においては、ネット

ワーク全体のスケーラブル

な測定や検出から制御まで

の連携を視野に入れ、実用

化を指向した研究開発は行

われていない。 

開発 ◎ 

スケーラブルな測定に関

する世界的な先導性を維持

するためにトラヒック監視

分野の技術の標準化が重要

やや難  民間 国、民間 
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  ●次世代IPネットワーク技術 

IPを用いて、既存の電話ネッ

トワークと同等の信頼性を持

つ、高品質・高信頼かつ高度な

モビリティを実現する技術 

2020年：IPを用いて、既存の電話ネットワークと同等の信頼性を持つ、高

品質・高信頼かつ高度なモビリティを実現するオールパケット型

の高機能ネットワークの普及 

 

     ＜ルータ、LAN スイッチ、その他（

xDSL、FTTH、無線LAN 関連機器）

の市場＞ 

■国内市場 

2009年：5,200億円 

■世界市場 

2009年：26,000億円 

 

国内市場については、矢野経済研究所

資料を参照。世界市場は、国内市場の5

倍と見込んでいる。 

 

我が国のみならず、諸外国において次

世代IPネットワークの構築に向けた動

きが本格化しており、国内外の機器・サ

ービス市場が今後急激に拡大。 

 

    

   ○機能分散型IPネットワーク

運用技術 

ネットワークのインタフェ

ース同士が、ネットワークの

資源情報を相互に共有し、効

率的な運用を可能とする技術 

2010年：モジュール化した機能を組み合わせて通信内容に応じた転送機能を

柔軟に構築するネットワーク運用技術の確立 

 

既存電話網の次世代IPネ

ットワークへの移行に向け

、欧米、中韓等が国をあげ

て研究開発を推進。 

○ 

欧米、中韓も戦略的な取

組を実施しており、拮抗。

開発 ◎ 

相互接続性を保証するため

、標準化が重要。 

やや難 120億円 

（2008～ 

2010）

民間、独

法 

 

国、民間 複数の技術の融合により、次

世代情報通信基盤の構築が可能

となるため、業界横断的な「次

世代IPネットワーク推進フォー

ラム」等を活用。 

 

 

 

欧州、米国に対抗して国際

標準化を主導するためには、

アジア諸国との地域連携、特

に、中韓とはCJKの枠組みを

通じた国際共同実証実験等が

必要。 

   ○複数IPネットワーク間QoS

制御技術 

複数のIPネットワーク間で

、エンド・エンドの品質保証

や広域トラヒック制御を実現

するための基盤技術 

2010年：複数の通信事業者のIPネットワークや固定・移動通信IPネットワー

ク間において、それぞれのネットワーク上で実現される様々なアプ

リケーションをセッションを維持してシームレスに接続し、最適な

サービス提供を可能とする技術の確立 

 

 

○ 

欧米、中韓も戦略的な取

組を実施しており、拮抗。

開発 ◎ 

国内・海外の複数事業者の

ネットワークを跨ってエンド

・エンドで品質を保証するた

めに、標準化が重要。 

やや難 民間、独

法 

国、民間 

   ○大容量アクセス収容技術 

様々なローカルネットワー

クをシームレスに接続するこ

と等により超高速アクセス環

境を実現する技術 

2010年：固定・移動通信が融合されたネットワークや、ペタビット級のバッ

クボーンと10ギガビット級のアクセスを実現するネットワークを

自律的に構成し、最適なネットワーク選択・相互接続や品質管理の

可能なネットワーク構築技術の実現 

 

◎ 

FTTH等の超高速アクセ

ス技術は日本が先行。 

開発 ◎ 

相互接続性を保証するため

に、標準化が重要。 

標準 

／やや難 

民間、独

法 

国、民間 

   ○次世代光無線システム 

 世界最先端の国産技術であ

る光無線通信を活用し、超高

速ブロードバンド環境を実現

する技術 

2011年：フル光無線システムを高度化し、大容量化及び長距離化を実現 諸外国において次世代光

無線システムに関する研究

開発は行われていない。 

◎ 

世界最高速10Gbpsの光

空間伝送に成功（2006年

）しており、日本が先行。

開発 ◎ 

相互接続性を保証するため

に、標準化が重要。 

標準 5億円 

（2009～ 

2011）

民間、大

学、独法 

国 光無線通信に関する国内標準

化を行っている高速光空間通信

網推進協議会及び光無線通信シ

ステム推進協議会等を活用し、

産学官が連携することが重要。

日本が先行する技術を将来

、国際標準とするためには、

諸外国との連携が必要。 

   ○大容量インタフェース収容

・制御技術 

 100Gb/40Gbイーサネ

ットを収容し、障害監視/復旧

、誤り訂正や複数インタフェ

ース一括収容により信頼性向

上伝送距離延長や、高機能化

を実現する技術 

2010年： IEEE802.3ba 100Gb/40Gbイーサネット標準化完了時期に、

高信頼化イーサネット制御用論理/高速外部入出力インタフェース

を実現 

米国を中心に、多くの研

究開発が推進。 

× 

制御論理回路に関しては、

研究推進は不十分（光部品

は活発に研究開発実施）。

開発 ◎ 

相互接続性の保証、ならびに

機器コスト低減による普及拡

大のため、標準化が必要。 

やや難 20億円 

（2008～

2010）

民間、独

法 

国、 

民間 

「超高速フォトニックネット

ワーク開発推進協議会」(PIF) 等

を活用し、産学官が連携するこ

とが重要。 

国際標準化においては、米

国の標準化機関が主導してお

り、諸外国との連携（特に米

国）が必要。 
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基盤 

             

  ●新世代ネットワーク技術 

現状のネットワークにおける伝

送容量、伝送品質、セキュリティ、

信頼性、有線と無線の統合等の諸問

題を、既存技術の延長ではなく、新

しいアプローチで解決するための

ネットワーク構成技術 

2015年：IPネットワークの限界を克服し、ユーザー

からの多種多様な要求に応え、自由自在に

最適な品質やセキュリティ等を確保する

ことができる、新しい世代のネットワー

ク・アーキテクチャを創出する。 

《米国》 

■FIND 

・将来のインターネットのアーキテクチャの確立を目指

すNSFの研究ファンドプログラム。 

・既存技術を前提としないアプローチ。 

・包括的なネットワークアーキテクチャ設計研究に重点

化。 

・採択時は小規模な多数のプロジェクトにより構成され、

萌芽的研究プロジェクトは1年実施した後選抜して最

終的に残ったアーキテクチャをGENIで実証。 

・2006年度は26プロジェクトに計12百万$【予算規模

40百万$$、期間未定】 

■GENIイニシアチブ 

・Planet Labの成果を継承（テストベット）。 

独創的な多種のアーキテクチャに対応するためにプロ

グラマブルである。 

・インターネットの課題の克服に向け、サービス・アー

キテクチャなどを根本から見直し、イノベーションを

起こすことを狙いとしている。 

・セキュリティ、モバイル・ワイヤレス・センサーネッ

トなどのテーマを扱う。 

・NSFの大規模設備構築のための予算枠での予算確保を

目指している。国際的な連携も指向。【予算規模367

百万$（2009～2013年）】 

 

《欧州》 

■フレームワーク・プログラム 

・欧州域内の大学や企業の技術力や競争力確保を目的と

した研究開発への助成プログラム。 

・FP7（第7次フレームワーク・プログラム）でICT分野

（予算9,100百万€ ）に設定されている7つの課題の

うち、将来のネットワーク技術を扱う課題1

「Pervasive and Trusted Network and Service 

Infrastructures」の予算は、2007～2008年に580

百万€ 。 

＜主な関連プロジェクト＞ 

1．未来のネットワーク：  200百万€  

2．サービスとアーキテクチャ：120百万€  

3．セキュアで信頼できるインフラ：9千万€  

4．ネットワーク化したメディア：85百万€  

■GÉANT2 

・欧州委員会の資金拠出により、欧州全域をカバーする

ギガビット研究開発ネットワーク「GÉANT2」を構築。

・EU加盟34カ国の学術研究ネットワーク（NREN)を相

互接続し、欧州の3,000を超える学術研究機関が研究

活動に関する最新の重要情報等を 共有可能 

・欧州委員会にけるGÉANT2関連の予算は、 2004年

9月から4年間で、計93百万€ 。 

・2008年より、 GÉANT3に移行し、大容量化・高度

化を図る方向性準備中。 

     関連市場として、ネットワーク機器市場等

を想定。 

■国内市場 

2020年：4,000億円 

■世界市場 

2020年：4.7兆円 

  新しい概念のネット

ワークの構築を意図し

ている事から、異分野も

含め広く知恵を求める

必要がある。 

このため、「新世代ネ

ットワーク推進フォー

ラム」が2007年11月

に設立されている。当フ

ォーラムを活用する等

により、産学官連携の強

化を図りつつAll Japan

の研究開発を戦略的に

推進する。 

 この際、利害が異なり

短期解を求めがちな企

業意見をまとめ、過度な

基礎的や学術的研究に

ならない様、実現に向け

て主導してゆく組織が

必要で、この両者の中間

的立場を取りうる独法

がこれを担う。 

将来の新世代ネットワーク

において日本が孤立しないた

めに、既存のネットワークと

の上位互換性を保つことを考

慮にいれるとともに、欧米の

研究開発プロジェクトとの連

携を適宜図る必要がある。こ

れにより結果として日本が世

界をリードしていく。これに

辺り、2007年4月にEUと政

府間のICT研究フォーラムを

開催し、具体的な協力関係を

構築した。これに引き続き、

欧米等の諸外国と「新世代ネ

ットワーク推進フォーラム」

等を活用して連携を図ってい

く。 

また、産学官における、世

界に通用するネットワーク・

アーキテクチャの人材育成を

図るため、研究開発段階から

海外の大学、研究機関、企業

等との研究開発、標準化にお

ける連携の強化を推進する。

 

   ○ダイナミックネットワーク

の要素技術 

 情報の伝達効率の飛躍的向

上や故障時の自動復旧を可能

とする技術やIDポータビリテ

ィ技術等 

2015年： 

・ アプリケーションに連動し、動的にトラフィッ

クや経路を制御する技術の確立 

・ 微細なデータや大容量なコンテンツを高い電

力効率で伝送する技術の確立 

・ 障害発生時に相互接続されたネットワークと

の連携により瞬時に復旧される技術の確立 

・ いつでも利用者が求めるサービスを実現する

端末プラットフォーム技術の確立 

○ 

民間、研究機関等において、課題

抽出、基本技術の検討。 

基礎 ◎ 

新世代ネットワ

ークの相互接続性

を確保。 

 ネットワークを

相互接続するため

に、物理的な信号レ

ベル(メディア)か

ら通信手順(プロト

コル)まで幅広い部

分で標準化が必要。

 

難 300億円 

（2008～ 

2015）

 

＜ネットワーク機器市場＞ 

■国内市場 

2020年：3000億円 

■世界市場 

2020年：3.6兆円 

 

2020年の国内のネットワーク機器市場

3000－6000億円（エンドユーザ端末を除

く）の中、50％が新世代と想定。 

 

2020年世界のネットワーク機器市場12

兆円（エンドユーザ端末を除く）の中、30％

を新世代と想定。 

 

ちなみに、エンドユーザ端末までを含めた

場合の市場は 

   1.35兆円（国内) 

となる（2.7兆円x0.5）。 

独法 

（独法

が牽引

役） 

国、民間 

   ○仮想化技術 

 新たなアーキテクチャの検

証基盤の提供と設計原理に基

づく要素技術の選択・統合・最

適化を行う技術 

2015年： 

・ 様々なアプリケーションの要求に対し、必要な

ネットワークのパラメータ(帯域、遅延等)を設

定し、最適な仮想ネットワークを自動的に設計

する技術の確立 

・ 次々と生成される無数の仮想ネットワークが

要求するリソースと実際のリソースを、ネット

ワークが自律的に最適化する技術の確立 

○ 

民間、研究機関等において、課題

抽出、基本技術の検討。 

基礎 ◎ 

国際標準の先導

的立場を確保。 

利用者が異なる

ネットワークの存

在を意識させずに

利用できる様異な

るネットワークを

一つに見せかける

ための技術の標準

化が必要。 

難 80億円 

（2008～ 

2015）

＜ネットワーク管理システム市場＞ 

■国内市場 

2020年：500億円 

■世界市場 

2020年：6000億円 

 

2020年の国内のネットワーク管理システ

ム市場500－1000億円の中、50％が新世代

と想定。 

 

世界市場については6000億円=3.6兆円* 

( 500 / 3000 ) 

独法 

（ 独 法

が 牽 引

役） 

 

国、民間 

   ○新世代ネットワークのアー

キテクチャ（設計原理） 

 新たなネットワーク・アーキ

テクチャや評価手法の開発・検

証 

2015年：多様な要求に応え、共通のネットワーク基

盤となる新世代ネットワーク・アーキテク

チャの確立 

◎ 

（独）情報通信研究機構(NICT)

の研究者グループが中心となり、新

たなネットワークアーキテクチャ

の確立と、それに基づいたネットワ

ーク設計図の作成を目的としたプ

ロジェクト「AKARI」が立ち上げ

られた。AKARIプロジェクトでは、

議論を重ね、2007年4月に、新ネ

ットワーク・アーキテクチャの原理

と手法、基本構成、その検証のため

のテストベッドに対する要求条件

等からなる「新世代ネットワーク・

アーキテクチャAKARI概念設計

書」を取りまとめ、公表。 

基礎 ◎ 

新世代ネットワ

ークの相互接続性

を確保。 

 複数種の新世代

ネットワークが相

互接続を容易とす

るためにアークテ

クチャの標準化す

る必要。 

難 80億円 

（2008～ 

2015）

＜関連計測機器市場＞ 

■国内市場 

2020年：300億円 

■世界市場 

2020年：3600億円 

 

ネットワーク・アーキテクチャの開発なら

びにその実用展開時に必要となる評価・計測

機器市場として、ネットワーク機器市場の

10％を想定。 

独法 

（ 独 法

が 牽 引

役） 

国、民間 

   ○社会インフラ（分散電源、交

通、等）を制御するためのネッ

トワーク・アーキテクチャ技術 

 故障せず、障害に強く、介入

されず等、インフラの性質上ネ

ットワークに要求される事項

を満たす技術。 

2015年：社会インフラを制御し、エネルギーの効率

化、渋滞の軽減や安全性を向上するための

ネットワーク・アーキテクチャを実現 

《米国》 

・自律分散制御アーキテクチャに基づく交通制御方式

（OPAC, RHODES等）の実証実験開発が進められて

いる。最近では、シミュレーション技術を組み合わせ

た事故対策などの研究開発にも取り組んでいる。 

 

《欧州》 

・渋滞の軽減や安全性の向上のため、日本より早く自律

分散制御アーキテクチャ(UTOPIA)の実証実験を行っ

た実績があるが、導入事例はない。最近では、道路交通

だけでなく、鉄道なども含めた交通機関の統合やpark 

and ride、shared spaceの考えを取り入れた交通空間

と公共空間の分離など、政策的なアプローチにも取り組

んでいる。 

   ◎ 

ネットワーク型自律分散制御ア

ーキテクチャに基づく信号制御技

術では欧米より先行しており、

MODERATO,RONDO等、導入実

績も多い。今後は、環境負荷軽減の

ための制御技術開発推進が必要。

基礎 ○ 

信頼性等の面で、

新世代NWとの連

携要。 

 これら制御ネッ

トワークは通信ネ

ットワークと独立

して存在する可能

性もあるが、充分な

信頼性が必要であ

り、連携を取って開

発する必要がある。

難 10億円 

（2008～ 

2015）

＜交通管理システム（通信機器）市場＞ 

■国内市場 

2020年：200億円 

■世界市場 

2020年：900億円 

 

国内市場については2020年の交通管理シ

ステムのインフラ市場（1800億円）の1/9

を想定。 

 

世界市場については2020年交通管理シス

テム世界市場8000億円の1/9を想定。 

 

民間、大

学、独法 

国、民間 社会インフラを制御

する観点では信頼性が

必要であるが、その要求

内容は通信事業者では

なく、警察(交通管制)や

電力会社(電源)が持って

いる事から新世代NW推

進フォーラム等を通じ

て、産官学の幅広い連携

が必要。 

地球温暖化問題とも関連す

るため、幅広い国際連携が欠

かせない。欧米諸国とは、意

見交換による開発の促進、ア

ジア諸国へは、成果を展開す

るなどの国際連携が必要。 



 新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算）

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ネットワーク基

盤 

             

  ●フォトニックネットワーク技術 

超大容量フォトニックネットワ

ーク実現のためのノード技術、伝

送技術及びアクセス網に関する技

術 

2010年： 

・ ユーザー主導でEnd-to-Endの高速大容量通信ができる、新世代の

超高速フォトニックネットワークを実現するための要素技術の確立 

・ 全光化による超高速フォトニックネットワークを超低消費電力化す

るための基礎技術の確立 

2015年： 

・ ユーザー主導でEnd-to-Endの高速大容量通信ができる、新世代の

超高速フォトニックネットワークの実現 

・ 全光化による超高速フォトニックネットワークを超低消費電力化す

るための要素技術の確立 

2020年：全光化による超高速フォトニックネットワークの超低消費電力化

の実現 

《米国》 

■米国国防総省高等研究計画局（DARPA） 

・DOD-Nプロジェクト（2004年～2008年、総

額約16.8百万$） 

 100Tbps級の光電子融合ルータの実現を目標

とした研究開発 

 

・Microsystems Technology Office (MTO)プロ

グラム 

 WDM技術等個別の要素技術の研究開発等 

例：Chip-scale Wavelength Division 

Multiplexing（CS-WDM）プログラム（2002

年～2005年、総額40百万$） 

 

・Electronic & Photonic Integrated Circuits 

on Silicon (EPIC) プログラム（2006～2009

年、総額43百万$） 

 

■○NSA（National Security Agency） 

・大規模ネットワーキング（LSN）プロジェクト

光透過性・高密度波長分割多重等の研究開発を

実施 

 

《欧州》 

・FP7のもとで、産官学が連携しながら、コアネ

ットワークからアクセス系までの光ネットワーク

技術・波長の動的な制御・運用を始めとした多数の

研究開発プロジェクトを実施 

・ICT分野（予算9,100百万€ ）の中で例えば「フ

ォトニック部品とサブシステム」作業プログラムは

0.9億ユーロ（2007-2008年）の予算配分とな

っている。 

 

《アジア》 

■韓国 

Gwangju FTTH Service Field- 

trial (2005年～2008年、総事業費100mil 

USD)  

WDM-PON方式により最大10GbpsのFTTHを

目指している（1ユーザーあたり100Mbps～1．

25Gbpsを確保） 

 

■中国 

“863”programにおいて、光バーストスイッチ

ング、波長変換技術、光メモリ等の研究開発を、ま

た、”973”programにおいて光MEMS、超高速

光情報処理技術等の研究開発を推進。この他、

NSFC(National Natural Scie 

nce Foundation in China)等のファンドによる

研究開発を推進。 

光バーストスイッチング、光グリッド等の研究開発

等。また、バックボーンは2.5Gbpsから10Gbps

のWDMに移行中 

     ＜光伝送装置（ＳＤＨ／Ｓｏｎ

ｅｔ、ＷＤＭ、ＰＯＮ、ルータ

）市場＞ 

■国内市場 

2011年：7000億円 

■世界市場 

2011年：2.5兆円 

 

ただし、ルータについては、

ハイエンド・ミドルレンジを光

関連部分として想定。 

  現在、超高速フォトニ

ックネットワーク開発

推進協議会(PIF) 等と連

携して標準化の推進に

向け検討を進めている。

今後、国内外での技術普

及や実用化に向けて、光

トランスポート分野、光

ネットワーク制御分野、

超高速イーサネット分

野、光アクセス分野等に

おいて、更に連携を強化

していく必要がある。

 

 

標準化等におい

ては、国際連携の実

施が必要であるが、

製品化においては、

競争関係にある。

PIFにおいて、中

国及び韓国のフォ

トニックネットワ

ークフォーラムと

研究開発の協力を

行う覚書を締結し

たところであり、今

後も標準化等のた

めには光トランス

ポート分野、光ネッ

トワーク制御分野、

超高速イーサネッ

ト分野、光アクセス

分野等において、米

国・ヨーロッパだけ

でなく中国や韓国

などアジア諸国も

含めてより一層の

海外との連携を進

めていくことが必

要である。 

   ○超大容量光ノード技術 

 光-電気技術の相補的融合に

より100Tbps級のコアルー

タ実現のための技術 

2009年：100Tbps級ルータのための要素技術を確立 

2015年：100Tbps級ルータを実用化 

◎ 

3D-MEMSによる世

界最小・最速切替・多チ

ャンネルの光スイッチ

を開発。 

(2005年当時) 

基礎 ○ 

次世代の国際標準

技術を確保するため

に、標準化に積極的

に参加。 

難 500億円 

（2008～

2015）

民間、大

学、独法 

国、民間

   ○光波長ユーティリティ技術 

高効率・高品質・大容量リン

ク伝送やボーダレス光パス制

御管理を実現するための技術 

2010年：100Gbps超級の高効率長距離光リンク技術および光3R技術、

1000ノード以上の大規模光ネットワーク制御管理技術を確立 

2015年：高効率・高品質・大容量リンク、光3R技術、大規模光ネットワ

ーク制御管理システムを実用化 

2020年：大規模全光ネットワークを実用化 

○ 

40Gbps長距離光リ

ンクの開発で日本は先

行し、商用網導入が始ま

りつつある。テストベッ

ド網（JGN2）でGMPLS

を先行導入し、学術網（

SINET3）でマルチレイ

ヤ制御を先行導入。 

基礎 ○ 

光ネットワーク制

御技術標準化貢献、

光トランスポートネ

ットワーク標準化貢

献など、次世代の国

際標準技術を確保す

るために、標準化に

積極的に参加。 

やや難 民間、大

学、独法 

国、民間

   ○光波長アクセス技術 

エンドユーザ間で大容量デ

ータを効率的に伝送するため

の波長多重アクセス技術等 

 

2010年：100Gbps級の光アクセス基本技術を確立、国際標準の提案 

2015年：次世代のテラビットLAN国際標準技術の獲得 

      

○ 

現状のバックボーン

波長多重システムであ

る10G物理層論理デバ

イスのシェアは国内で

は国産、米国では米国製

が先行しているが、

40Gbpsの開発はWAN

向けに日本が先行し、導

入が始まりつつある。

基礎 ◎ 

40/100GbE 標準

化貢献を足掛りに、次

世代の国際標準技術

を先行確保し、その標

準化を先導する。 

やや難 民間、大

学、独法 

国、民間

○光アクセスネットワーク技

術の効率化・高機能化・長距離

化技術 

 10Gbps級のユーザアクセ

スを低価格・高効率で実現する

とともに、FTTH長距離化を行

うための技術 

2009年：IEEEにおいて、10GEPONの標準化 

2010年：10Gアクセスシステムの構成技術を確立 

FTTH長距離化を達成（(～100km) 

2015年：アクティブネットワーク技術の確立等により、アクセス網の長距

離化 

○ 

FTTH技術開発、導入

は日本が先行。1Gbps

（現行）から10Gbpsへ

の移行の検討開始。国内

現行システムの光部品

は国内製であるが、シス

テム主要部品は外国企

業の寡占状態。 

基礎 ◎ 

世界を先導する技

術力で標準化を主導

することにより、世界

市場に日本の先端技

術を活用したシステ

ムのシュア拡大を図

る上で重要。さらに世

界に先駆けて 10G 光

アクセスなどの次世

代光アクセス製品投

入を最初に行うこと

による、デファクトス

タンダード獲得も重

要。 

やや難 民間、大

学、独法 

国、民間



○全光ネットワーク基盤技術 

 光パケットルーターへ適用

可能な超小型・超省電力の光

RAM技術 

2010年：入出力4bitの光RAMプロトタイプを作成 

2015年：全光ルータ実現のための技術の確立 

2020年：全光ルータを実用化 

◎ 

光ビットメモリのた

めの AlGaAs フォト

ニック結晶及び

InGaAsP フォトニック

結晶において、それぞれ

世界最高 Q 値を実現。

基礎 ○ 

現時点では、世界

最先端での取り組み

であり、標準化を行

える段階ではない

が、技術が確立され

る頃には、標準化が

必要と考えられる。

難 民間、大

学、独法 

国、民間

○極限光ネットワークシステ

ム技術 

 超低消費電力ノード（ピコ

W/bps）実現のための技術 

2010年：超低消費電力ノード構成等の基礎技術の確立 

2015年：超高速スケーラブル光スイッチングシステム技術の確立 

2020年：全光ルータを実用化 

◎ 

 光パケットを電気信

号に変換しないで光信

号のままで処理する光

パケットスイッチプロ

トタイプを世界で初め

て開発。世界最高の

160Gbpsの入出力速度

を達成。 

基礎 ○ 

ネットワークノー

ドにおける超高速化

及び超低消費電力化

のため、全光ルータ

の標準化が将来必要

となる。 

難 独法 国、民間

○ユニバーサルリンク技術の

研究開発 

 次世代イーサネット規格（

100GbE）およびその広域ト

ランスポート等の実用化のた

めの技術 

2010年：IEEEにおいて、既存WDM技術を拡張した100GbEの標準化 

2012年：IEEEにおいて、新世代の100GbEの標準化、ITU-Tにおいて、

100Gサービスの広域伝送技術の標準化およびそれを具現化する

基本技術の実現 

○ 

超高速伝送向けアナロ

グ信号補償技術、高性能

誤り訂正技術、超高速光

チャネル LSI を実現。日

本の潜在技術力は高い

が、システム主要部品は

外国企業の開発が先行。

基礎 ◎ 

国際標準化を積極

的に進め、戦略的に

製品を投入。 

やや難 民間、大

学、独法 

国、民間

 

  
 
 



 新世代ネットワーク 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスモビ

リティ 

「モバイル」を核に宇宙から地上のす

みずみまでをシームレスにカバーするス

ーパーブロードバンド環境を実現する目

標に、これまでの電波の利用の効率化を

進めるとともに、新たな電波の利用形態

を開拓してゆく。 

 

2012年：安全運転支援システムの実現・全国展開 

2015年：ユーザが意識なく電波資源を有効利用できるシステムの実現及

びスーパーブロードバンド通信技術の実現 

2018年：ネットワークを意識しないハンドオーバー環境の実現 

 

           

  ●電波資源の開発技術 

現在逼迫する周波数帯における

周波数利用効率向上技術・周波数共

同利用技術及び未利用周波数帯の

開拓や当該周波数帯への移行促進

するための技術 

2020年：周波数逼迫の解消、周波数を有効利用する基盤技術の確立       ＜電波コア産業＞ 

■国内市場 

2013年：28兆円 

■世界市場 

2011年：336兆円 

  

国内市場については、情報通信審議

会資料「中長期における電波利用の展

望と行政が果たすべき役割－ 電波政

策ビジョン－」（2003年7月）を参

照。 

  

なお、無線コア産業は、電波そのも

のを事業活動の中心にすえている産

業のことであり、例えば、無線通信・

放送事業、無線通信・放送機器製造業

が該当する。 

 

 世界市場については、世界市場にお

ける携帯電話、無線LAN等、各種無

線・放送事業の構成が将来、現時点で

の日本のような構成と同じになると

仮定し、現在の日本の携帯電話加入者

数1億台に対し、2011年の世界の携

帯電話需要予測は12億台（野村総研

資料）と、12倍になると見なし、28

兆円×12 =336兆円と算出。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

    

   ○周波数利用効率向上技術・周

波数共同利用 

周囲の電波利用環境に自律

的に適応するコグニティブ無

線など高度な電波の共同利用

のための技術 

2009年： 

・ 空間多重用アダプティブアレー技術の確立 

・ 無線環境認識技術の確立 

2010年：周囲の電波利用環境に自律的に適応するコグニティブ無線など

高度な電波の共同利用のための技術を確立 

2012年：チューナブルフィルター、CMOSワンチップ等RF回路構成技術

の確立 

2015年：ユーザが意識することなく、電波資源を有効に利用するシステ

ムの実現 

 

高度な周波数共用技術は各国で

研究開発が進められている。 

 

コグニティブ無線技術や、第4世

代移動通信システムや無線LANの

技術としてMIMO技術等の空間軸

上周波数有効利用技術、複数の無

線通信方式、周波数帯をサポート

するマルチモード通信機技術など

が欧米を中心に研究開発が進めら

れている。 

 

VHF帯, UHF帯、3.6GHz帯な

どのライセンス帯を使った周波数

共用化技術の研究開発や標準化

（IEEE802.22, 802.11y）が米

国を中心に進められている。 

 

送信用の高温超伝導フィルタ技

術の研究開発については米国や中

国を中心として進められている。

  

○ 

コグニティブ無線技術に

ついては、ITU-R WP8A

に新研究課題を提案、空間

軸上周波数有効利用技術に

ついては、MIMO技術の研

究開発、マルチモード通信

機については、RFフロント

エンドやベースバンド技術

の研究開発など、夫々研究

開発が進んでおり欧米と拮

抗している。尚、マルチモ

ード通信機の一形態とし

て、平時と非常時で通信方

式を切替ることによる、よ

り効率的な周波数共用化技

術も検討されている。 

 

× 

ライセンス帯の周波数共

用化技術については、免許

者の信号を検出するセンシ

ング技術の研究開発は米国

が先行している。 

 

○ 

送信用の高温超伝導フィ

ルタ技術については、米国

や中国で同様のデバイスの

実用化が検討されている。

基礎 ◎ 

ITU及び民間標準化

機関（IEEEなど）に

おける無線通信方式

などの標準化が必要。

やや難 140億円 

（2008～ 

2011）

 

民間、独

法 

国 周波数共用化技術を促進する

には、技術の研究開発のみなら

ず、法律や経済など横の連携も

図りつつ実施する必要があるた

め、国が先導しつつ、大学、NICT

などの研究機関、民間などと連

携を図りつつ研究開発を推進す

る必要がある。 

 

国内だけではなく、どこの国でも

利用可能な技術とするために、サー

ビス・システムの観点からの実用化

の諸条件の明確化とそれに対する

賛同国獲得が必要である。 

日本としては、欧米をはじめとし

て、IEEE802委員会、IEEE1900

委員会、SDRフォーラムなど国際

的な標準化団体や業界団体を主体

としたフォーラム等で活発に活動

している国際標準化組織に情報収

集を主眼に参画している。 

 今後、技術の国際標準化を図るに

は、国主導のもと民間が連携した枠

組みにて、サービス・システム検討

に基づく技術を積極的に提案する

ことが有効。 

   ○未利用周波数帯への移行促

進技術 

高い周波数帯への移行や、 

未利用周波数帯の利用を促

進する機器の小型化、省電力

化、低廉化等に資する基盤技術

ならびに新たなブロードバン

ドアクセス制御技術 

2009年： 

・ 65nmプロセスによるSi CMOS技術の実用化 

・ SIP実装技術の実用化 

・ ミリ波帯での効率30％、出力10W級GaN増幅器の実現 

2011年：未利用周波数帯の利用を促進する機器の小型化、省電力化、低

廉化等に資する基盤技術を確立 

2012年： 

・ Si Ge回路技術の確立 

・ ミリ波帯での効率40％、出力10W級GaN増幅器の実現 

2015年： 

低廉で使い勝手の良いミリ波帯無線デバイスを製造・利用できる環

境の実現 

 

 

 

ミリ波デバイスのうち、InP 系

HEMT 技術、GaN 系 HEMT 技術

は、米国で軍事面を中心に研究。

 

CMOSによるミリ波デバイス技

術は、2006 年頃から欧米、韓国、

台湾等を中心に研究。 

 

ミリ波帯無線装置の高能率化、

省電力化、小型化及びアンテナ技

術等については欧米で研究。 

 

ミリ波帯のアクセス制御技術に

ついては、衛星系の、多元アクセ

ス技術の研究はあるが、広帯域の

特徴を活かしきれていない。また、

固定系 WiMAX, FWA でミリ波帯

を用いる高速大容量システムの開

発が行われている。 

◎ 

InP系HEMT技術、GaN

系HEMT技術は、世界最高

水準であるが、実用化

MMIC技術は米国と拮抗。

 

◎ 

CMOSによるベースバ

ンド部の高速化技術は欧米

に先行して開発。 

 

○ 

高能率化、省電力化、小

型化及びアンテナ技術等の

開発は欧米レベルとほぼ同

等 

 

○ 

ミリ波帯のアクセス制御

技術については、中継用の

ミリ波UWB/レーダ、

TDMA等の研究あり。高効

率な多元接続研究は今後の

課題。 

基礎 ◎ 

ミリ波無線デバイ

スの高出力化等に関

してはIEEEおよび

IEC等における標準化

が必要。 

 

ミリ波無線デバイ

ス・材料の測定評価法

に関してはIEEEおよ

びIEC等における標準

化が必要。 

 

ミリ波帯のブロー

ドバンドアクセス制

御技術は、通信システ

ムとして実用化する

ために、ITU、IEEE等

における標準化が必

要。 

やや難  

210億円 

（200８～

2015）

 

 

民間、独

法 

国 ミリ波の基礎的研究について

は、これまでNICTがその役割を

担う形で実施している。 

低廉で使い勝手の良いミリ波

帯無線デバイス、ブロードバン

ドアクセス制御の各技術の確立

ならびにシステムの実用化のた

めには、技術的には依然大きな

リスクがあり、かつ、市場が顕

在化していないため、国が先導

しつつ、大学、研究機関、民間

等と連携を図りつつ実施する必

要がある。 

幾つかのミリ波デバイス技術に

ついて、我が国は競争力を有してい

ることから、サービス・システムの

観点からの実用化の諸条件の明確

化とそれを加味した当該技術につ

いて先導的地位確保が必要である。

Wireless PANについては、現

在、NICT主導のもと民間からの参

画によるIEEE委員会での標準化が

推進されつつある。  

今後は欧米をはじめ韓国、台湾等

のミリ波研究が進んでいる国及び

民間企業と、情報共有やわが国の技

術への賛同を目的として、相補関係

に基づく共同研究等による協力体

制を構築し、IEEEやIITUなどの国

際標準化を推進していくことが必

要である。 

 



 新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算）

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスモビ

リティ 

             

  ●高度道路交通システム（ITS）技

術 

ITS（Intelligent Transport 

Systems）とは、「人」と「道路」

と「車両」とを一体のシステムとし

て構築し、渋滞、交通事故、環境悪

化等道路交通問題の解決を図るシ

ステム技術で、車両単独での安全運

転支援のためのセンシング技術、路

車、車車間協調型の安全運転支援の

ための無線通信技術、センシング技

術、プローブ技術など広範囲の技術

からなるシステム技術。 

 

 

 

 

2012年：DSRC周波数帯（5.8GHz帯）やUHF帯の周波数を利用して、多数

の移動する車両が同時に高い信頼性でリアルタイム性の高い車車

間通信を実現するための通信技術として、 

・適応的車車間通信、車群通信技術、車車間通信用自律分散多重ア

クセス制御技術の確立 

・高精度ロケーションを含むセンサプローブ技術の確立 

・路車間通信によるインフラ協調安全運転支援システムの実現 

・車両、歩行者等のセンシング技術の確立 

・数十m以上の遠方の物体を分解能20cm以下で検出することによ

り、歩行者検出や車間距離制御等に有効な、79GHz帯を利用す

る車載用高分解能ミリ波レーダーシステムの実現 

 

201７年：端末（「人」）の位置を数十cmの精度で端末側で特定するシステ

ム、「クルマ」の密度に関わらず情報を直近の「クルマ」に瞬時か

つ確実に情報を伝えるシステムの実現 

 

安全運転を支援するた

めのITS関連技術について

は欧州(Prevennt）・米国

（VII）を中心に研究開発が

進められている。 

アジア（中国、韓国）も研

究開発に着手。 

◎ 

安全運転を支援するための

ITS関連技術については、産官

学の連携会議にて実証実験を

行う段階で、日本が一歩先行

している。 

 

ミリ波レーダーシステムに

ついては商用化に向けた技術

開発が行われており、他セン

サと組み合わせて、一部実用

化の段階で日本が先行してい

る。 

開発 ◎ 

レーダーの高分解

能化技術や、車路車間

通信／車車間通信技

術における無線通信

方式等について、ITU

及び民間標準化機関

（IEEE等）における

標準化が必要。 

やや難 25億円 

（2009～ 

2012）

＜先進安全運転対策システム市場

＞ 

■国内市場 

2015年：８兆円 

■世界市場 

2015年：24兆円 

 

（出展：電気通信技術審議会答申及

び三菱総研資料） 

民間、独

法 

国 ITSは統一した方式を用いる必要

がある。種々異なる方式から一つの

方式を選びそれに統一するために

は、官民一体となった連携会議を設

立し、関係省庁が主導して民間企業

や大学、NICTなどの研究機関と連

携してITSを推進することが必要。

 

ITS関連技術については、諸外国

において販売される自動車への組

込が予想される事から我が国の国

際競争力の確保及び日本と同じ方

式の普及促進の観点から、国際標準

化や国際連携等が重要である。その

ため、欧米をはじめとして研究や国

際標準化に積極的な国及び民間企

業と連携し、同じ方式を普及させる

方策について検討が必要。 

   ○高精度端末位置特定技術 

歩行者・自転車の交通事故

死亡者の大幅な削減を図るた

めに、「人」の位置を高精度

に特定し、その情報を無線で

直接または他の端末を中継す

ることにより「クルマ」等に

伝える技術。 

現在、交通事故死亡者の

40%以上が歩行者、自転車で

あり、クルマ側からのミリ波

レーダーでは検出できない隠

れた場所にいる歩行者や自転

車の存在をクルマ側につたえ

ることにより事故防止を図る

必要がある。 

201５年：端末（「人」）の位置を数十cmの精度で端末側で特定できる技術、

ならびに、その位置情報を直接電波の届かない場所にいる車両等に

他の端末を中継することにより、瞬時に通知する技術の確立。 

201７年：実用化・商用化（チップ化され、携帯電話等に装着される）。 

 

電子タグ、衛星（

GLONASS、Galileo、次

世代GPS）等を用いた位置

特定技術の開発が進めら

れている。 

米国で超小型半導体リ

ングレーザジャイロの研

究開発が行われている。ジ

ャイロと加速度センサに

より外部信号を用いない

自立的な位置情報検出が

可能となる 

◎ 

電子タグ、Bluetooth、運

輸多目的衛星MTSAT、準天

頂衛星等を用いた位置特定技

術の研究が進められている。

測位用ジャイロ、ナビゲーシ

ョン技術では、日本が先行し

ている。 

 

半導体をレーザ媒質とする

リングレーザでジャイロ機能

を実現しているのは日本のみ

である。 

基礎 ◎ 

位置特定のプラッ

トフォームとして普

及させるために、国際

標準化が必要。 

難 

 

25億円 

（2009～ 

2014）

また、上記の先進安全運転対策シス

テム市場に加え、2017年以降、機

能搭載LSIの市場が、国内市場につ

いては1000億円/年、世界市場に

ついては2兆円/年の規模で形成さ

れる。 

 

[算出根拠] 

-携帯電話10億台/世界・年

x2,000円/チップ＝2兆円／世界

・年 

-携帯電話5,000万台/国内・年

x2,000円/チップ＝0.1兆円／国

内・年 

 

民間、大

学、独法 

国 交通弱者の安全に関するもので

あるため、関係省庁が主導して民間

企業、大学、NICT等が連携した研

究開発及び普及促進の推進が必要。

従来は、連携が不十分であり、技

術の先端性、国際競争力は高いとは

言えない。 

このため、今後は連携を積極的に

行い、また、研究成果のオープン化

が必要。 

我が国の国際競争力の確保及び

普及促進の観点から、本技術を支え

る測位方式や通信方式等の国際標

準化や国際連携が必要。 

従来、この分野では、DSRC 等

一部を除き、標準化や国際連携はあ

まり積極的には行ってきていない。

このため、欧米をはじめとして研

究や国際標準化に積極的な国及び

民間との連携方策について検討が

必要。 

   ○次世代高信頼多元無線アク

セス技術 

「クルマ」の安全運転支援

のために、「クルマ」の密度

に関わらず、緊急情報、走行

情報、交通情報等を、高信頼

に瞬時に情報交換するための

新たな多元無線アクセス技術

。 

現在主として検討されてい

るCSMA等をベースとした車

間通信方式では、「クルマ」

の密度が高くなると、事故に

巻き込まれる可能性の高い直

近のクルマでさえ瞬時に確実

な情報交換を行うことができ

ない。 

2015年：渋滞した交差点においても、「クルマ」の密度に関わらず、事故に

巻き込まれる可能性のある前後左右の直近の「クルマ」に対して、

瞬時にしかも確実に情報を伝える新たな多元無線アクセス技術の

確立。 

201７年：実用化・商用化（チップ化され、車載機器に装備される）。 

 

産学官をあげて、安全運

転支援のための通信技術

の開発が進められている。

○ 

産学官をあげて、安全運転

支援のための通信技術の開発

が進められている。特に、安

全運転支援に向けたCSMAベ

ースの車車間間通信技術の具

体的な仕様検討や実証実験を

世界に先行して行っている。

基礎 ◎ 

「クルマ」市場の国

際化に対応するため

に、国際標準化が必要

。 

難 25億円 

（2009～ 

2014）

また、上記の先進安全運転対策シス

テム市場に加え、2017年以降、機

能搭載車載機の市場が、国内市場に

ついては3000億円/年、世界市場

については2.8兆円/年の規模で形

成される。 

 

[算出根拠] 

- クルマ生産台数（5600万/世界

・年）ｘ5万円/車載機器＝2.8兆円

／世界・年 

-クルマ生産台数（570万/国内・

年）ｘ5万円/車載機器＝0.3兆円／

国内・年 

 

民間、大

学、独法 

国  「クルマ」の安全に関するもので

あるため、関係省庁が主導して民間

企業、大学、NICT等と連携した研

究開発及び普及促進の推進が必要。

 従来は連携が不十分であり、技術

の先端性、国際競争力が高いとは言

えない。 

このため、連携を積極的に行い、

また、研究成果のオープン化が必要

。 

「クルマ」は国際的市場であり、

国際競争力の確保及び普及促進の

観点から、本技術を支える通信方式

等の国際標準化や国際連携等が必

要である。 

従来、この分野では、DSRC 等

一部を除き、標準化や国際連携はあ

まり積極的には行ってきていない。

このため、欧米をはじめとして研

究や国際標準化に積極的な国及び

民間との連携方策について検討が

必要。 

 

 



 新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスモビ

リティ 

             

  ●次世代移動通信システム技術 

家庭、オフィス、移動時など、い

つでもどこでも大量の情報を高品

質に交換・活用できる超高速モバイ

ル通信を実現する技術。 

2010年：高速移動時で100Mbps、低速移動時またはノマディック時で

1Gbpsの伝送速度を有する第4世代移動通信システム技術の開発 

2015年：高速移動時でギガビットクラス、オフィス環境で数十ギガビットク

ラスのスーパーブロードバンド移動通信を可能とする技術として、

以下の技術等を実現 

・移動環境に応じて大容量データを低コストで効率的かつ安定的

に伝送する超高速無線アクセス技術 

・柔軟なネットワーク構成を可能にするフレキシブル無線ネット

ワーク技術 

・電波環境に応じて使用する周波数や通信方式を選択し周波数の

利用率を向上させる技術 

・様々な無線技術を制御する機能を融合した端末プラットフォー

ム技術 

 

スーパーブロードバンド環境

を構築する次世代移動通信シス

テム技術については、欧米を中

心に研究開発が進められてい

る。 

○ 

我が国事業者、ベンダーが

ITU-Rにおいて新研究課題を

提案するなど、欧米と拮抗し

ている。 

開発 ◎ 

引き続き、我が国

事業者、ベンダー等

が主導し、多元接続

方式、変調方式等に

ついて、ITU及び民

間標準化機関にお

ける標準化が必要。

第3世代に続き、第

4世代システムに

ついても既存機関

での標準化が進め

られる予定、その後

のシステム標準化

についてもスキー

ムの継続性が求め

られる。 

難 150億円 

（2008～ 

2011）

＜次世代移動通信システム市場＞ 

■国内市場 

2015年：4.5兆円 

2020年：9兆円 

■世界市場 

2015年：49.1兆円 

2020年：90兆円 

 

情報通信白書並びに2Gと3Gの

移動通信加入者数の統計値をベー

スに推定。 

民間、独

法 

国 次世代移動通信システムは期待

される市場規模も大きく、産学官総

力を挙げて取り組むべき分野であ

る。システム規模が大きくなり，国

内事業者やベンダーが単独で牽引

することが難しくなる傾向にある

部分については、国が先導しつつ、

大学、NICTなどの研究機関、民間

などと連携を図りつつ実施する必

要がある。 

ITU及び民間標準化機関における標

準化が、実用化にあたっての重要な要

素である。賛同国の獲得と、効率的な

研究開発を実現するため、欧米をはじ

めとした研究や国際標準化に積極的

な国々、及び民間との連携方策につい

て検討が必要。 

 

 



新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスモビ

リティ 

             

  ●異種ネットワークシームレス接

続技術 

固定IPネットワークと多様なワ

イヤレス／モバイルネットワーク

の統合（FMC）により、シームレ

スでスケーラブルな接続環境を実

現するための技術 

2010年： 
・各種モバイル網のIP化や固定ネットワークとモバイルネットワークの統

合（FMC : Fixed Mobile Convergence）等によりシームレスな接続

環境を実現。 

・ フェムトセル／高機能アプライアンス等による、各種モバイル網と固

定網とのインタフェースの標準化や制度改正など。 

・ 異種ネットワーク間でのQoSの制御・管理やトラヒックエンジニアリ

ング管理などを実現する技術を確立。 

・ 単一ネットワークオペレータ内で複数無線システム間のロードバラン

スやスムーズなマイグレーションを行う技術の確立 

・ 端末主導で複数無線システムをシームレスに切り替えて使用する技術

の確立。 

2015年： 

・ モバイルネットワーク、衛星ネットワーク、固定ネットワークなど広

帯域から小電力に渡るさまざまなネットワークが混在するなか、シー

ムレスハンドオーバ技術を実現。これにより、ユーザは、一台の高機

能アプライアンスにより、様々な場面で必要なコンテンツを常に最適

な状態で享受可能。 

2017年： 

・ コグニティブ無線技術などを利用し、異種ネットワークが混在する中、

ユーザは、一台の高機能アプライアンスにより、様々な場面で必要な

コンテンツを常に最適な状態で享受できる環境を実現。 

・ コグニティブ無線技術を利用して使用可能周波数帯を検知し、最適な

無線アクセスを自由に利用することにより、周波数資源の有効利用を

図る技術の実現。 

2018年： 

・ ネットワークを意識しないQoSシームレスハンドオーバ環境、サービ

スシームレスハンドオーバ環境の実現。 

・ 複数オペレータ間でリソースの共存制御を行う技術の確立 

 

 

FMCに関しては、英国

British Telecomの「BT 

Fusion」で、無線LANと

GSMのデュアルモード端

末でFMCを実現。フランス

のNeuf CegetelやFT、ま

たドイツのDTでも、デュア

ルモード端末により、FMC

サービスを実現。 

○ 

我が国の事業者は、フェ

ムトセルを用いたFMSの

実証実験評価中である。 

基礎 ◎ 

モバイル網や固

定網を含む異種ネ

ットワークの論理

インタフェース等

について、標準化が

必要と考えられる。

難 100億円 

（2008～ 

2012）

＜異種ネットワークシームレス接続市場＞ 

■国内市場 

2015年：6兆円 

2020年：6兆円 

■世界市場 

2015年：65.5兆円 

2020年：65.5兆円 

 

情報通信白書並びに固定通信加入者数の

統計値をベースに推定。 

 

 

 

民間、独

法 

国 異種ネットワークのシーム

レス化を実現する要素技術の

研究開発は、相互運用可能な

環境での実証実験などが想定

されるため、国が先導しつつ、

大学、NICTなどの研究機関、

民間などと連携を図りつつ実

施する必要がある。 

異種ネットワークのシームレス

化は、当然、ネットワークのグロー

バル化にも対応するべきと考えら

れ、1国の1社など閉じた世界で研

究開発が進められるものではなく、

欧米をはじめとした、研究開発や国

際標準化に積極的な国及び民間、政

府等との連携方策についても検討

が必要と考えられる。 

 

 



新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスモビ

リティ 

             

  ●新世代衛星通信システム技術 

地上基幹網に匹敵する大容量衛

星通信を実現することにより、我が

国のみならずアジア・太平洋地域の

デジタル環境を高度化する地上通

信システムとの連携のとれた新世

代宇宙通信ネットワーク技術 

2010年：高速衛星ルーティング技術、コヒーレント光通信技術、再構成通 

信技術等の開発 

2015年：１００Gbps級の高速衛星通信技術、超高感度光通信方式、量子鍵配信技術

等の開発 

2030年：量子宇宙通信技術の開発 

      関連市場として、超高速衛星

通信市場等を想定。 

■国内市場 

2020年：1,500億円 

■世界市場 

2020年：1,600億円 

    

   ○超高速衛星通信基盤技術 

 災害時等にも対策機関間

でのリアルタイム画像伝送

等の通信手段を確保可能と

する100 Gbps級容量の

超高速衛星通信技術 

2010年：高速衛星ルーティング技術の開発 

多値変調等の高速データ伝送技術の開発 

2015年：100Gbps級の高速衛星通信技術の開発 

     コンフォーマルアクティブフェーズドアレイ技術の開発 

 

米国で622Mbpsのデ

ータ伝送を試験的に実

施。 

○ 

2008年2月に打ち上

げられたきずな

(WINDS)の伝送容量は

世界最高レベル

（1.2Gbps）。 

他の部分については拮

抗。 

基礎 ◎ 

インタフェースの標

準化が重要。 

やや難 130億円 

（2008～

2015）

＜超高速衛星通信市場＞ 

■国内市場 

2020年：900億円 

■世界市場 

2020年：1,000億円 

 

防災・減災の社会的便益と共

に高速・大容量衛星通信の実現

による既存市場拡大・新規市場

開拓が期待できる。 

独法、

民間 

国 基礎・基盤的な技術から製造

的な技術まで様々な技術が関

わっているため、NICT等の公

的研究機関と民間企業との連

携が必要である。 

更に研究開発成果の民間事

業への活用を促進するために、

利用実証プログラムの着実な

推進が必要である。 

研究開発成果の普及促進の

ため、アジア地域の国との連携

が有効。これにより市場拡大が

期待。 

具体的には、デジタルデバイ

ド地域対策としての活用等が

有望。 

   ○光・ミリ波などデータ中

継技術 

 災害時等、観測衛星から

の高精細画像など大容量デ

ータを瞬時に伝送する技術 

2010年：ミリ波アクティブフェーズドアレーの開発 

     適応型ミリ波スポットビーム技術の開発 

     コヒーレント光通信技術の開発 

     Sバンドマルチアクセス技術の開発 

2015年：1.5μm帯光通信装置の開発 

     超高感度通信方式の開発 

Terra-SAR で ドイ ツ

が光衛星通信装置を実証

中（1.06μm帯）。 

○ 

光衛星通信技術は世界

トップレベル。他の部分

については拮抗（ミリ波

は開発実績あり）。 

基礎  ◎ 

データ形式の標準化

が重要。 

やや難 120億円 

（2008～

2015）

 

＜光・ミリ波衛星通信市場＞ 

■国内市場 

2020年：300億円 

 

防災・減災の社会的便益と共

にミリ波・光は未開拓の周波数

帯であるため新規市場開拓が期

待できる。 

独法、 

民間 

国 相互運用性の確保のため、米

国・欧州との共同研究が重要。

   ○衛星通信再構成技術 

 セキュアで堅牢な衛星通

信・監視技術 

2010年：再構成通信技術の開発 

高精度軌道上衛星監視技術の開発 

2015年：無人飛行体等から高精細画像のリアルタイム伝送技術、量子鍵配信技術の

開発 

2030年：量子宇宙通信技術の開発 

再構成通信の研究開発

が国際的に注目。量子鍵

配信技術は欧州が一歩リ

ード。 

○ 

再構成通信技術は日本

がリード。 

基礎 ○ 

必要があるものにつ

いては標準化。 

難 90億円 

（2008～

2030)

＜衛星通信セキュリティ市場＞ 

■国内市場 

2030年：300億円 

 

セキュアで堅牢な衛星通信・

監視技術の実現による既存市場

拡大・新規市場開拓が期待でき

る。 

独法 国 量子鍵配信では欧州、飛行体

からの画像伝送では米国が先

行しており連携が有効。 

 

 



新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

新 ICT パラダイム

創出 

光・量子通信技術、ナノ ICT といった

高度に先端的・先進的な技術分野の研究

開発を通して、これまでとは全く異なる

新しいコミュニケーションパラダイムを

生み出すことで、20 年後の日本の糧とな

る ICT の「種」をつくる。 

2025 年：革新的な ICT 技術を実現する新しい原理などに基づく要素技術の確立            

  ●量子情報通信技術 

極めて高い安全性を保証された

量子暗号ネットワークの構築や、電

子や光の粒子の量子的性質を用い

た超大容量通信を可能とする量子

情報通信ネットワークの実現に必

要な技術 

2015 年：量子通信装置の特性検証装置開発、光子ゲート技術の確立。 

2020 年：都市圏量子暗号ネットワークの実現、超電導単一光子検出システムの標準化、

量子メモリの開発。 

2025 年：量子分散処理技術の開発、超電導量子デバイス技術による量子情報通信ネット

ワークの実用化 

2030 年：情報通信の大容量化と高秘匿性を確保する量子情報通信ネットワークの実現 

      関連市場として、計測機器（GPS

等）市場を想定。 

■国内市場 

2015年：600億円規模 

■世界市場 

2015年：5,000億円規模 

 

    

   ○量子暗号技術 

量子暗号ネットワークの実

現のための基礎となる量子符

号化技術、量子相関制御技術、

光子検出技術等 

2010 年：都市圏量子暗号システムの実現  

2020 年：都市圏量子暗号ネットワークの実現 

     中継器・ネットワークの安全性向上技術の確立 

無線によるグローバル量子暗号技術基盤の確立 

2025 年：ゲーム・オークションなど分散量子情報処理技術の開発 

2030 年：情報通信の大容量化と高秘匿性を確保する量子情報通信ネットワークの実現 

≪米国≫ 

DoD （国防総省）, NSA（国家安全

保障局）が有線と無線の量子暗号の研

究開発を推進。国家機密の研究課題に

移行。 

 

≪欧州≫ 

FP6 において、2004 年 4 月から量

子暗号のネットワーク化を目指すプ

ロジェクトが開始 

 

■SECOQC 

・41 研究機関、12 カ国参加の共同

プロジェクトで単一光子量子暗号、

コヒーレント型量子暗号やワイヤ

レス量子暗号を含む多様な方式を

カバーして研究開発を実施 

 

≪中国≫ 

都市圏量子暗号ネットワークや宇宙

量子通信の研究開発を実施 

◎ 

屋外での世界最

高速・最長の量子鍵

配送に成功。 

基礎 ◎ 

安全性評価基準を

策定し、国内の暗号標

準化組織

CRYPTRECでの認

証、次にISO, ITUで順

次標準化を進める必

要がある。 

難 300億円 

（2008～ 

2030）

 

＜装置及び関連システム市場＞ 

■国内市場 

2015年： 500億円 

■世界市場 

2015年： 3,150億円  

2030年：1.26兆円 

 

2015年における世界市場は、

Commercial Prospects for 

Quantum Information 

Processing（QIP IRC（Quantum 

Information Processing 

Interdisciplinary Research 

Collaboration））を参照し、30

億米ドル、また、年10%の成長を

仮定して、2030年における市場規

模は120億米ドルと算出した。さ

らに、2008年6月2日時点の為替

レートを適用し、1米ドル＝105円

で換算した。 

大学、民

間、独法 

国・民間 量子暗号技術開発では有効

性・経済性を実証する方策が

必要である。 

そのため、NICTが開催して

いる量子ICT運営会議によっ

て産学官の情報交換を行って

いる。 

今後も技術動向、推進方策、

提言、普及啓発等の情報共有

のため産学官連携が必要。ま

た、市場育成のため、産官学

連携量子技術ショーケースが

有効である。 

 

IPA、NICT､AISTが主催して

いる国際会議UQC（Updating 

Quantum Cryptography）シ

リーズを通じて安全性評価基準

の策定、標準化作業を進める。

 ○量子計測標準技術 

量子技術評価のための計測

技術 

2010 年：通信波長帯超伝導単一光子検出素子作製技術の確立 

2015 年：量子通信装置の特性検証技術の開発 

GHz 級の速度で非古典光計測可能な高感度単一光子検出システム開発 

     原子・光子の量子効果を利用した 超高感度電磁計測技術開発 

2020 年：超伝導単一光子検出システムの標準化と製品化 

2025 年：超伝導量子デバイス技術による量子情報通信ネットワークの実用化 

     超高精度量子計測技術の実用化 

 

≪米国≫ 

NIST（国立標準技術研究所）や JPL

（ジェット推進研究所）、MIT（マサ

チューセッツ工科大）等で高速・高感

度光子検出技術の研究開発を実施。

NIST は量子通信装置の特性評価標準

に向け研究開発を始めている。 

NSF（全米科学財団）、DARPA（国

防高等研究計画局）等で、原子や光子

量子効果を利用した新しい電磁計測

技術の開発を支援 

 

○ 

世界最速の時間

応答をもつカロリ

メータ型超伝導光

子計数器を開発。

基礎 ◎ 

量子計測分野では

標準化が重要。量子暗

号システム、量子通信

ネットワークシステ

ムの装置認証にも関

係するので商業的に

も重要になる。 

難  ＜関連計測機器（GPS等）市場＞ 

■国内市場 

2015年：100億円 

2030年：400億円 

■世界市場 

2015年：2,300億円 

2030年：8,400億円 

 

2015年及び2030年における

世界市場は、それぞれ21.5億米ド

ル、80億米ドルであり、2008年

6月2日時点の為替レートを適用

し、1米ドル＝105円で換算した。 

大学、民

間、独法 

国・民間 求められる技術仕様を明確

にすることが有効である。 

NICTが開催している量子

ICT運営会議における技術動

向、推進方策、提言、普及啓

発等の情報共有は有効であ

る。   

さらに、標準化を担う官側

研究機関のリーダーシップで

の開発目標の明確化による産

官学連携推進が必要。 

 

 ○量子情報通信ネットワーク

技術 

量子情報の伝送経路制御、蓄

積、中継など高度なネットワー

ク機能を実現するための量子

デバイス技術、量子回路技術、

量子システム技術 

2015 年：光子ゲート技術の確立、多数のゲートからなる量子ゲート回路技術の確立 

光子-電子間、光子-原子間等での量子メディア変換技術の開発 

量子中継アーキテクチャの確立 

2020 年：量子メモリの開発 

光子当たりの伝送効率を量子極限まで上げるための量子符号化技術の開発、量子

中継技術の開発 

2030 年：情報通信の大容量化と高秘匿性を確保する量子情報通信ネットワークの実現 

 

≪米国≫ 

NSF（全米科学財団）、DARPA（国

防高等研究計画局）等が、量子計算分

野及び量子光学分野の研究開発を総

合的に推進 

 

≪欧州≫ 

FP6 において、SCALA（光と原子に

よるスケーラブル量子計算）、QAP

（量子ビット応用）、EuroSQIP（超

伝導量子情報プロセッサー）などの総

合 プ ロ ジ ェ ク ト を 推 進 。 FP7

（2007-2013）でも同様課題を戦

略的に推進。 

○ 

原子を用いた量

子状態の蓄積など

は米国で提案され

たものだが、実証実

験では同水準にあ

る。コヒーレント光

を用いた量子ゲー

トのように新規の

提案も日本人研究

者からなされ、日米

欧で実現を目指し

た研究が進められ

ている。 

基礎 × 

基礎技術開発のた

め標準化の議論にそ

ぐわない。 

難  ＜装置及び関連システム市場＞ 

■国内市場 

2015年： 500億円 

■世界市場 

2015年： 3,150億円 

2030年：1.26兆円 

 

2015年における世界市場は、

Commercial Prospects for 

Quantum Information 

Processing（QIP IRC（Quantum 

Information Processing     

Interdisciplinary Research 

Collaboration））を参照し、30

億米ドル、また、年10%の成長を

仮定して、2030年における市場規

模は120億米ドルと算出した。さ

らに、2008年6月2日時点の為替

レートを適用し、1米ドル＝105円

で換算した。 

 

実用化される場合は量子暗号技

術と一体となるので市場規模とし

て同額を記入した。 

大学、民

間、独法 

国・民間 基礎研究としてあらゆる可

能性を検討すると同時に有望

なものを見出す目利きが必

要。 

現在のSCOPEなどによる

大学での研究への助成は有効

であるが、さらに戦略的な研

究協力体制の構築が必要であ

る。 

 

 



新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算）

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

新 ICT パラダイム

創出 

             

  ●ナノ・バイオICTネットワーク技

術 

ナノ技術の優れた特性を活かす

ことで実現可能となるネットワー

ク技術の超高機能化に関し、素子レ

ベルからシステムまで研究開発を

総合的かつ体系的に実施して、次世

代の高度情報通信ネットワークの

構築に必要な要素技術を開発する。 

2015 年：信号の揺らぎ等を積極的に活用する情報処理技術を確立、バイオモデ

ルに基づく圧縮・処理アルゴリズムのリバースエンジニアリング実現

等 

2020 年：環境にシームレスに適応する超低電力消費ネットワークの実現、分子

通信デバイスのデータ圧縮・処理技術の確立等 

2025 年：低消費電力で高性能な通信経路制御技術及びセンサーシステム技術の

開発 

 

国際特許におけるナノテクノロジー関連特許

6324件。このうち関連技術では自己組織化

253件、分子デバイス16件、分子集合体15件、

分子エレクトロニクス72件、分子モーター5件、

分子センサ9件、デンドリマー66件、量子ドッ

ト120件、量子効果26件など。（平成15年度

文部省委託「ナノバイオ研究動向調査」）フォト

ニック結晶は、2003年から2006年にかけて日

本からの出願は年間約150件で、2位の米国のほ

ぼ2倍。（平成19年旭リサーチセンター「ナノ

テクノロジー技術動向調査報告書」） 

 

≪米国≫ 

・国家ナノテクノロジー戦略（2000年1月～）

の下、コーネル大学：Nanobiotechnology 

Center （NBTC） 、CNF （Cornell 

NanoScale Science & Technology 

Facility）、CCMR （Cornell Center for 

Materials Research） 、CNS（Center for 

Nanoscale Systems in Information 

technology）などの複数の研究センターを設

置。 

・ACI（米国競争力イニシアティブ：2006）に

おいてナノテクノロジーは代表的研究分野と

して第一例に提示 

 

≪欧州≫ 

FP7 において 

・ナノテクノロジー予算規模：3,475 百万€ 

・公募プログラム：課題 3（部品・プログラム）

の中で、マイクロ・ナノ・バイオ融合を目的と

する「マイクロ/ナノシステム」で予算規模：

8,3 百万€、次世代のナノエレクトロニクス部

品及びエレクトロニクス統合」で予算規模：

8,6 百万€ 

・公募プログラム：FET（未来・先進研究）の 1

番目を「ナノスケール情報通信デバイスとシス

テム」とし、予算規模：20 百万€ 

 

≪英国≫ 

MNT（Micro and Nanotechnology 

Manufacturing Initiative （2003-2008）

基礎研究サイドから産業へ技術移転を集中的に

支援。 

 

≪中国≫ 

科学技術省のナノテクプログラム予算：300 百

万元で、ナノ材料、ナノ構造の作製、自己組織化、

及び機能化などに取り組む。 

 

 

 

     ＜BEANS（ナノバイオとメカロトニク

スを融合、自律分散で機能するデバイ

ス・システム）市場＞ 

■国内市場 

2015 年：7,400 億円 

 

産業競争力懇談会（2007 年 4 月報

告）によると、BEANS の国内市場は

2015 年で約 2 兆 4,000 億円と予測さ

れており、このうち情報通信分野が約

7,400 億円である。 

    

   ○ナノ ICT ネットワーク技術 

ナノ技術の優れた特性を活

かすことで実現可能となるネ

ットワーク技術の超高機能化

に関し、素子レベルからシステ

ムまで研究開発を総合的かつ

体系的に実施して、次世代の高

度情報通信ネットワークの構

築に必要な要素技術を開発 

（フォトニック結晶光 LSI 技

術） 

（超伝導・光デバイス技術） 

（分子フォトニック技術） 

（半導体ナノ構造光デバイス

技術） 

2010 年： 

・フォトニック結晶光素子の混載による Si フォトニクス光通信ノード光 IC の

超省電力化・高集積化基盤技術の確立 

・通信波長帯超伝導単一光子検出素子作製技術の確立 

・低消費エネルギー超伝導・光インターフェース作製技術の確立 

・極低エネルギー・高精度な分子ナノ光素子や光ﾅﾉｲﾝﾀｰﾌｪｰｽ等の基盤技術を確

立 

・原子・分子数個レベルの物質構造、素反応を極限的検出、制御するための基

盤技術を確立 

・分散エージェントの統合や超低電力消費を目指した、ノイズ・ゆらぎなどを

積極的に活用するアルゴリズムを開発 

・半導体ナノ構造光デバイス技術による、光ー光スイッチ、波形整形、波長変

換等の光高機能デバイス基盤技術の確立 

 

2015 年： 

・フォトニック結晶サブミリ長超小型光増幅素子の内蔵による光 IC の光無損

失化技術を開発 

・単一光子検出システム開発と量子暗号鍵配布フィールド実験の実施 

・光-単一磁束量子変換実験をとおした高速動作の実証 

・光素子のナノスケール動作における新機能開拓と極低エネルギーの分子情報

処理モデルを構築 

・生体各種感覚に即す環境情報や反応を高感度、高確度に検出する原子・分子

センシング技術を確立 

・新世代のネットワーク構築に向 け、信号のゆらぎなどを積極的に活用する

情報処理技術を確立 

 

2020 年： 

・フォトニック結晶光増幅素子の複数搭載で光ノード IC を無損失大規模化す

る技術を確立 

・光ノード LSI のプラグアンドプレイ技術、通信制御技術の開発 

・超伝導単一光子検出システムの標準化と製品化 

・分子の相補性に基づく自律的分子素子ｽｹｰﾙｱｯﾌﾟ技術を確立 

・原子・分子センシング技術に基づく高機能 MMI,BMI 技術開発と展開。携帯

端末での活用等環境センシングの実現 

・環境にシームレスに適応し、全てのユーザーに快適な制御をもたらす超低電

力消費ネットワーク技術の開発 

 

2025 年： 

・光ノード LSI に搭載可能なフォトニック結晶超高速光-光スイッチ素子の開

発 

・超伝導量子デバイス技術による量子情報通信ネットワークの実用化 

・超伝導・光デバイス技術の超高速フォトニックネットワークへの応用 

・ICT リソースとセンシング技術融合によるバリアフリーかつ安心・安全な社

会を実現 

・自己組織的・自律的インターフェースとしてのナノエージェントの出現 

・環境にシームレスに適応し、全てのユーザーに快適 な制御をもたらす超低

電力消費ネットワーク技術の 確立 

・ナノスケール動作における新機能開拓により、通信ネットワークの消費電力

を低減し、消費電力やサイズが数十分の一から百分の一程度へ低減した通信

経路制御技術の開発 

○ 

フォトニック結晶光

素子の開発では諸外国

に比べて高い競争。シリ

コンフォトニクス回路

への集積化では同程度。

 

○ 

世界最高の超伝導単

一磁束量子（SFQ）回路

技術を確立し、光を用い

たSFQ回路への入出力

に取り組んでいる。 

 

○ 

海外、日本とも基盤技

術開発はこれからの状

態で大きな差は無い。

 

○ 

世界最高性能の超伝

導単一光子検出器作製

技術を確立しつつ、それ

を用いた量子暗号鍵配

布テストベッド実験に

成功。 

 

基礎 ○ 

光ノード LSI の

インターフェース

規格は標準化が必

要。 

 

○ 

超伝導回路への

光入出力の標準化

が必要。 

 

○ 

分子フォトニッ

ク技術の現段階で

の標準化の必要性

は低い。研究開発の

進展に応じて再検

討。 

 

○ 

単一光子検出シ

ステムにおける検

出方式の標準化は

必要。 

やや難 300億円

（2008～

2025）

富士経済（超微細技術開発産業発掘戦略

調査 H17 経産省委託）によると、ナノ

テク関連市場の中で、センサ関連市場（以

下すべて国内市場規模予測）2020 年

1,400 億円、2030 年 4,550 億円、環

境分野への製品化が期待される極微量分

析センサ市場 2020 年 150 億円、

2030 年 250 億円、人体装着可能なセ

ンサ（ウエアラブルサンサ）市場 2020

年 200 億円、2030 年 2,500 億円。 

 

同上富士経済調査より、量子メモリ市場

2030 年 4,500 億円、量子コンピュー

タ市場 2030 年 5,000 億円、光集積回

路市場 2030 年 5,000 億円。 

 

光集積回路は光ノードの市場をほぼ引き

継ぐ可能性あり。その場合、世界市場は

国内市場の約5倍で、2030年に

25,000億円。 

民間、大

学、独法 

国・民間 デバイスとシステムの仕

様の摺り合わせを研究開発

の初期段階から行うこと

が、早期の実用化と標準化

で国際的な主導権を得るた

めに重要。 

 

 

省エネルギー通信に有効

な技術の早期開発と、その

早期の適用を促進するた

め、関連するデバイス技術

やシステム技術の開発、及

び導入シナリオの策定を連

携して進める必要がある。

そのため、国際会議の開催

等により欧米諸国はもとよ

り、本技術の積極的な導入

が望まれる中国、インドや

アジア地域での連携も強化

することが重要。 

 基礎技術開発の段階で

は、デバイス技術からネッ

トワークサブシステム技術

に至る広範な領域で多数の

候補技術が発生する。その

ため、主要な国内の研究機

関を国際的な研究開発拠点

として強化することによ

り、新規技術の早期取り込

みを容易にし、技術集約の

主導を有利にする必要があ

る。 

   ○バイオ ICT ネットワーク技

術 

・生体機能解析を通して、ナノ

技術やICT技術との融合によ

る生物情報を利用したセン

サ技術の研究開発 

・分子を用いた情報のコーディ

ング・選別・輸送による超低

エネルギーで高機能なバイオ

型ナノエージェントによる分

子通信技術の研究開発 

・状況・環境の変化を自律的に

判断し柔軟に情報通信を行う

生物に学ぶネットワークアル

ゴリズムの研究開発 

などの萌芽的情報通信技術の

研究開発 

 

2010 年： 

・細胞・生体機能分子の機能再構築技術の開発 

 

2015 年：  

・バイオモデルに見られるデータ圧縮やデータ処理アルゴリズムのリバースエ

ンジニアリングの実現 

・圧縮・処理アルゴリズムをシリコンベースのハードウエアで実現 

・分子機能イメージングの実現 

・シリコンの微細加工技術と有機分子とのインターフェースの確立 

・細胞・分子とシリコンとのハイブリッドタイプの生体・環境センサ技術の一

部実用化 

       

2020 年： 

・細胞・分子とシリコンとのハイブリッドタイプの生体・環境センサ技術の確

立 

・分子通信デバイスのデータ圧縮・処理技術の確立 

・ネットワーク化を可能とするアルゴリズムの確立  

・分子機能評価ベンチの整備 

・分子を用いた符号化・復号化技術，選別・輸送の要素技術の確立 

 

2025 年： 

≪米国≫ 

国家ナノテクノロジー戦略（2000年1月～） 

下、ナノバイオ研究施設であるNBTC 

（Nanobiotechnology Center）は、COE に

指定された大学が数多く集まってナノバイオの

研究を実施。特にナノバイオテクノロジー分野に

おけるデバイスへの応用に注力。 

 

≪欧州≫ 

FP7において、 

・公募プログラムで「バイオ技術と情報通信技術

の融合」を謳う。20百万€  

・公募プログラム：FET（未来・先進研究）の 3

番目を「バイオ技術と情報通信技術の融合

（Bio-ICT Convergence）」とし、テーマ中

に「Bio-Inspired Strategies of Growth, 

Development and Evolution」を掲げる。予

算規模：20 百万€   

 

 

 

◎ 

日本は、生体機能解

析、特にナノバイオロジ

ーに関する研究で世界

のトップレベルの成果

を挙げている。 

 

CSTPの基本計画の中

でも、省エネルギー、超

高 感 度 バ イ オ セ ン サ

ー・ブレインーマシンイ

ンターフェース技術が

重要な研究開発課題と

して取り上げられてい

る。 

 

生体分子センサの構

築や分子通信技術の要

素技術の開発で、基礎か

ら実用まで広いスペク

トルで研究開発が進行

基礎 ○ 

脳情報通信技術

と分子デバイスの

インターフェース

となるバイオセン

サ技術で、符号化・

復号化・伝送方式で

の標準化が必要。

難 180億円

（2008～

2025）

2015年 

ナノメディシンにおける、傷害や病気を

受けた組織、神経などを分子レベルで治

療する素材、デバイス開発 

400億円 

（ポテンシャルはもっと大きいであろ

う。関連研究のDDSではすでに4兆円市

場となっている。Global Information 

Incの報告書） 

 

2020年 

ユビキタスネットワークにおける環境・

生体センサ 

1000億円 

（バイオ・化学センサの2007の市場予

想 40億ドル 株式会社データリソース

レポート） 

 

 

富士経済（超微細技術開発産業発掘戦略

調査 H17 経産省委託）によると、バイ

大学、民

間、独法 

国 NICTが先導的役割を担

う形で初期段階の分子通

信・生物アルゴリズム研究

を実施している。 

民間・大学等で分子通信

技術開発への意識が高まっ

てきているが、開発リスク

が高いこと、革新的である

こと、たくさんの研究課題

を含むことから、今後、本

格的着手のためには、国が

中心となって国内のリソー

スを有効に活用する連携施

策を講じる必要がある。 

息の長い研究を行い、それ

ぞれのフェーズで産学官連

携によって応用技術を生み

出す取り組みが、国際競争

力の観点で重要である。ま

た、ネットワーク市場、光

デバイス市場でBRICS市

場が急速に拡大している。

このため、国際会議の開催

等により欧米諸国はもとよ

り、中国、インドやアジア

地域での連携も強化。 

 



・産業用分子センサの実用化。同センサによる高性能センサーネットワークの

開発 

・自己組織的・自律的インターフェースとしてのナノエージェントの出現 

・超低エネルギーで自己制御可能なバイオモデルによる分子通信システム技術

の確立  

・生体分子センシングの評価・支援のための高時空間分解能を持つ高精度計測

システムの確立 

・自己組織性・自律性を有するセンサーシステムの開発 

 

 

中。 

 

DDSに関してはバイ

オ・ナノ開発の創薬メー

カーにより積極的に研

究開発が進められてい

る。 

 

独自のプログラムを

立ち上げている他国と

の競合という増大しつ

つある圧力の下にある。

先進性と競争力を有す

る研究領域で、諸外国に

よるキャッチアップを

受ける前に研究開発を

推進することが必要。

オセンサ市場規模予測 2020 年 400 億

円、2030 年 800 億円。 

 

 

   ○生体内外無線通信技術 

・生体に導入した超小型の電子

タグ、カプセル、ロボット等

とICT技術との組み合わせに

より、個体認識、医療情報取

得、高度治療などを行う医工

連携技術の研究開発 

2008年：生体内外で無線伝送するための超小型アンテナ、1GHz 内外の周波

数帯における生体内外広帯域電波伝搬モデルの開発 

2010年：通信方式等の生体内及び生体外近傍での無線伝送の基礎技術の確立 

2013年：安全性の確認。製品化･量産化技術の確立 

･欧米、シンガポール等の医療、福祉をターゲッ

トした研究開発 

･カナダ、北欧等の通信インフラストラクチャを

用いたユビキタス医療サービスの公的プロジェ

クトH-hearth等あり。 

○ 

ICTをコア技術とする

医工連携領域の研究開

発はあまり見当たらな

い。 

開発 ○ 

ボディエリアネ

ットワーク

（BAN）、インプ

ラントセンサーネ

ットワーク等の標

準化が必要。 

やや難 100億円

（2008～

2013）

日本の医療機器市場（約2兆円）の一部

がICT応用機器に置換り、製品･サービス

の実用化後に2000億円程度。 

 

独法、大

学、民間 

国･民間 様々な技術の複合によりシ

ステムは成り立つため、そ

の効率的研究開発と標準

化、法制化の推進のために、

産学官連携コンソシアム等

の活用は必須。 

市場を国外にも求めた場

合、海外の同種のコンソシ

アム活動とのアライアンス

の促進が必要。 
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 ●テラヘルツ技術 

電磁波の未踏領域を利用するための技

術であり、これにより、超高速・大容量

通信の実現を目指す。 

2015 年：数十 Gbps の無線技術の開発 

2020 年：数十 Gbps の無線技術を実用化 

2025 年：テラヘルツ帯の高度な利用技術の開発及び光ファイバ通信技

術と無線(THz)の融合の実現 

 

 

           

  ○テラヘルツ波通信技術 

 ミリ波では帯域が不足する超高

速・大容量通信の実現を目指した基

盤技術開発 

2015 年：数十 Gbps の無線技術の開発 

2020 年：数十 Gbps の無線技術を実用化 

2025 年：テラヘルツ帯の高度な利用技術の開発、光ファイバ通信技術

（有線）と無線（THz）の融合を実現 

≪米国≫ 

■TFAST （Technology for Frequency Agile 

Digitally Synthesized Transmitter） 

・2007 年までの計画で、予算は FY06：12 億円、

FY07：12.1 億円 

・キャリア周波数が数百 GHz の超高速通信、フェー

ズドアレーアンテナ送信機の超高速 IC 開発。 

 

■THOR （Tera-Hertz Operational 

Reach-back/Optical & RF Combined Link 

Experiment Program） 

・予算：FY03：11.9 億円、FY04：41.7 億円、FY05：

29.4 億円 

・戦場などでの広帯域通信手段として未開拓周波数帯

の電波の利用が検討されており、Defense 

Advanced Research Projects Agency 

（DARPA）が支援、陸上、海上、航空機等を広帯

域で接続するネットワーク技術の開発を支援。 

 

≪欧州≫ 

FP5、FP6 において、2000 年以降、テラヘルツ波

の安全性検討、医療、通信応用を目指した研究が活発

化。 

 

■WANTED （Wireless Area Networking of 

Terahertz Emitters and Detectors 

・2000～2003 年の計画、2.96 億円 36 ヶ月 

・1～10THz の広帯域半導体発振器や検波器を開発

し、テラビット級 WAN の可能性を検討。 

 

■NANO-TERA （Ballistic Nanodevices For 

Terahertz Data Processing） 

・2002～2004 年、36 ヶ月の計画。予算は 2.1 億

円、フランスを中核とする。 

・テラヘルツ帯信号処理デバイスの研究。 

 

■SUPER-ADC （A/D converter in 

superconductor-semiconductor hybrid 

technology） 

・2002～2005 年、42 ヶ月の計画、予算は 61 億

円、スウェーデンを中核とする。 

・高温超伝導体と半導体とのハイブリッドによる超高

速 AD 変換器の実現を目指した研究。 

 

■Terahertz Communications Lab Technical 

University of Braunschweig  

・2005 からの計画で、予算は不明、ドイツを中核と

する。 

・300GHz のキャリア周波数を使用した無線システ

ムの開発に向け、アンテナ、リフレクタ、無線チャ

ネルなどの検討を進めている。また、連続波キャリ

アの代わりに 100GHz-3THz の成分をふくむパ

ルス電波を用いて、音声信号やの正弦波信号

（5GHz）の伝送実験を行っている。 

○ 

テラヘルツ波発生、検

出技術分野が急成長中。

国際的にも、デバイスか

ら計測応用・通信応用ま

で広範囲の領域で競争

が激化。主要な国際会議

（IR-MMW･THz）での

論文投稿数では、日本、

米国、欧州が同等程度。

10Gbps（キャリアは

125GHz）の無線技術

をNTTが開発。 

基礎 ◎ 

周波数標準構築のた

めの実測データベース

が存在しない領域であ

るので、緊急にそれを構

築し、ITU-R での標準化

を進める必要がある。

また、テラヘルツ領域

の利用によって初めて

可能になる各種センシ

ング技術や超高速・大容

量無線を世界に先駆け

て確立し、実用化、標準

化することが10年後の

当該分野の国際競争力

確保のためには極めて

重要。 

難 250億円

（2008～

2025）

＜IT応用市場＞ 

■国内市場 

2015年：3,800億円 

 

また、その他の分野への応用

をを含めると 7,000 億円強

（2015 年）の国内市場規模が

見込まれる。 

 

さらに、間接効果を含めると、

テラヘルツ技術がもたらす経済

効果は総計では 2 兆円（国内：

2015 年度）となる。 

 

以上については、総務省テラ

ヘルツテクノロジー動向調査報

告書（2005 年 3 月）に基づく。 

独法 国 

 

技術動向、推進方策、提言、

普及啓発等の情報共有のため

産学官連携が必要。 

官の研究所がハイリスクな

研究開発の最先端部分を担

い、そこでの成果を技術移転

して産業界が市場を広げてい

くという形が必要。そのため

の情報交換などの場として、

テラヘルツテクノロジーフォ

ーラムなどを活用する。 

標準に関して海外と連携をし

つつも、日本独自で進めること

が必要。一方で米国NIST,英国

NPL、ドイツPTBなどと協力し、

各種標準や標準化へのプラット

フォームを作ることが重要。こ

のため、まずは欧州のNPL、PTB

と組んで枠踏みをつくることが

有効。 

各種測定手順の構築に向け

て、各々の研究機関で取得した

データの相互比較を行い、その

後の標準物質の制定や、計測機

器のトレーサビリティ確保に向

けた方策を議論してゆく必要が

あるため、国際会議の開催等に

より、海外との連携を強化する

ことも重要。 
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  ●脳情報インターフェース技術 

脳内の情報処理や情報表現を，高

精度かつ非侵襲的に計測する技術

とモデル化する技術を基礎として、

さまざまな脳情報を復号化するこ

とを可能にする。復号化をリアルタ

イムで行う技術を発展させること

により、コミュニケーション、イン

ターフェース等情報通信に用いる

メディアをより脳内情報に忠実に

動作させることができる。最終的に

は脳内の情報を非侵襲で取り出し、

直接的に通信することを目指す。 

また、通信技術の進歩にともなう

情報の量的増大の中で、感性や創造

性といった人間の有する重要な特

性が受ける影響について、脳活動計

測を通じて評価し、弊害の指摘や支

援技術を開発する。コミュニケーシ

ョンの量的技術にバランスする質

的評価技術を確立する。 

 

2012 年： 

・近赤外光計測と電場計測のリアルタイム同時計測 

・脳内情報復号化のための各種分析方法の確立 

・運動、感覚、注意、感情、行動選択、意味理解、ひらめきに関

わる脳内機構の特定 

2015 年： 

・近赤外光計測と電場計測のリアルタイム同時計測の精緻化 

・運動、感覚、注意、感情、行動選択、意味理解、ひらめきに関

わる脳内機構のモデル化 

・運動、感覚、注意、行動選択に関わる復号化手法の確立 

2020 年： 

・モデルに基づく脳内情報やパフォーマンスの予測 

・感情、ストレス、意味理解、ひらめきの復号化手法の確立 

2025 年： 

・脳活動をマイクロメートル、ミリ秒単位で測定する新原理の開

発 

・モデルに基づき、適切に情報をフィードバックする技術の開発 

・脳情報伝達に最適な情報表現方法の確立 

・非侵襲で一般向けの安価な脳直結型リアルタイム通信インター

フェースの開発・実用化 

・脳情報のデータベースから情報提示システムを評価する技術の

確立 

  

 

≪米国≫ 

■NIH（国立衛生研究所） 

脳関連予算は、2006年で約48億3,0百万

$。NIH総年間予算の約16.9%に相当し、

がんへの研究開発投資に匹敵。この予算を

元に16の研究所の連携により神経科学イ

ニシアチブを立上げた。 

 

■NSF（国立科学財団） 

従来技術を融合したナノ・バイオ・インフ

ォ・コグノ（NBIC）という研究開発を推進。

 

≪英国≫ 

医学研究会議（MRC）の神経科学予算

（2005年）は約107百万￡でMRC予算の

約21％を占め、優先度7位までの研究領域

の4領域が神経科学分野。【H19年5月脳

科学研究の推進に関する懇談会報告書】 

 

≪その他≫ 

OECDの下部組織INCFでニューロインフ

ォマティックスの観点から脳イメージング

データをデータベース化しようという試み

がなされているが、情報通信への応用の観

点は殆どない。 

     関連市場として、脳直結型汎

用情報入力装置、脳直結型リア

ルタイム通信インターフェース

装置を想定。 

■国内市場 

2025年：7,000億円 

■世界市場 

2025年：1.2兆円 

  脳情報通信の実現のために

は、非常に多額の研究資金を

要し、リスクが高く、かつ様々

な研究開発要素を含んでいる

ことから、本格的な着手のた

めには国による研究開発を進

める必要がある。 

研究開発をより効率的に進

めるためには、すでにその役

割を担う形で初歩的な研究開

発を実施しており、国際的に

も高い実績を有している国内

研究機関の研究開発成果を積

極的に活用することが適当で

ある。 

非侵襲脳活動計測器の開発

においては、世界を先導する

国内企業の投資を活用するこ

とが望まれる。 

BNI の開発については、大

学等の数理科学、生理学の研

究ポテンシャルを活用する必

要がある。また， 

文部科学省関連施策と連携

し、その成果を活用すること

が必要である。 

 

技術的な側面からみると、長

期間を要する難しい研究開発で

はあるものの、いくつかの分野

で我が国は競争力を有してお

り、諸外国に模倣されない内に

国内の研究リソースを有効に活

用して研究開発を進めることを

優先する。 

   ○脳活動非侵襲計測技術 

脳 活 動 の 高 精 度 計 測 の

た め 光・電 場・磁 場 計 測 を

高 度 化 す る 技 術 。  

より高精度にかつ非侵襲的

に脳内情報を計測するため、各

種計測機器（光、電場、磁場等）

の高度化を行うとともに、これ

らの機器を組み合わせて同時

計測し、ネットワーク通信によ

る分散処理と組み合わせて高

度の統計処理による統合を行

い、正確な脳活動をリアルタイ

ムで計測する。 

2012年：近赤外光計測と電場計測のオンライン同時計測による脳内情

報のリアルタイム計測 

2015年：上記システムでの脳内活動のミリメートル、ミリ秒単位での

推定 

2020年：複数モダリティーの脳活動計測に最適なネットワーク構造の

構築 

2025年：脳活動をマイクロメートル、ミリ秒単位で測定する新原理の

開発 

 

海外においては目立った取組はない。近赤

外光計測は日本が最も進んでおり、製品開

発を行っているのは日本のみである。 

   ◎ 

組み合わせた測定方

法は我が国独自のアイ

デア。 

基礎 ◎ 

計測した脳内活動

の効率的な符号化の

標準化が必要。 

難 1200億円 

（2008〜  

2025）

＜高精度オンラインマルチモー

ダル同時計測装置市場＞ 

■国内市場 

2025 年：500 億円 

 

高精度オンラインマルチモー

ダル同時計測装置とは、光，電

場，磁場など複数の計測方法を

組み合わせ，高精度・オンライ

ンで脳活動を計測する装置のこ

と。 

民間、大

学、独法 

国、民間 

  ○脳情報モデル化技術 

 脳情報の推定とモデル化す

る技術。 

脳における情報処理の様式

と表現を脳活動や行動データ

で解明し、情報が表現されてい

る脳の場所を特定。モデルを構

築することで、脳情報通信（復

号化・インターフェース技術）

に必要な基礎情報を提供する。 

2012 年：運動、感覚、注意、感情、行動選択、意味理解、ひらめきに

関わる脳内機構の特定 

2015 年：上記の脳内機構のモデル化 

2020 年：モデルに基づく脳内情報やパフォーマンスの予測 

2025 年：モデルに基づき、適切に情報をフィードバックする技術の開

発 

 

 

視覚や運動の脳内機構のモデル化は米国、

英国でも行われているが、注意、感情、行

動選択、ひらめきなど高次機能については

始まったばかり。 

◎ 

計算理論に基づいた

脳情報モデル化技術は

我が国が世界をリード。

基礎 ○ 

脳情報のモデルや

モデル化手法の標準

化が必要。 

難 450億円 

（2008〜 

  2025）

＜脳情報通信の基礎となるさま

ざまなモデルのデータベース市

場＞ 

■国内市場 

2025 年：500 億円 

 

脳情報通信の基礎となるさま

ざまなモデルのデータベースと

は、運動、感覚、注意、感情、

行動選択、意味理解、ひらめき

に関わる脳情報のモデルを標準

化された形式で登録したデータ

ベースのこと。 

 

民間、大

学、独法 

国 

  ○脳情報復号化技術 

脳活動を、主としてオフライ

ンで復号化し、脳情報を読み取

る技術。 

脳内情報の処理と伝達を担

う神経回路網における情報の

復号化技術を開発し、現行の情

報通信網で適切に脳情報を伝

達するための情報表現方法を

確立する。 

2012年：脳内情報復号化のための各種分析方法の確立 

2015年：運動、感覚、注意、行動選択に関わる復号化手法の確立 

2017年：感情、ストレス、意味理解、ひらめきの復号化手法の確立 

2025年：脳情報伝達に最適な情報表現方法の確立 

 

脳情報復号化の試みは海外（おもに米国、

英国、オランダ）でも開始されて間もない。

◎ 

非侵襲脳活動計測に

基づく復号化は日本が

世界をリード。 

基礎 ◎ 

復号化・伝送方法等

に標準化が必要（音声

CODEC, MPEG 等と

同様）。 

難 300億円 

（2008〜 

2025）

＜脳直結型汎用情報入力装置

（非侵襲・一般向け）市場＞ 

■国内市場 

2025 年：2,000 億円 

 

脳直結型汎用情報入力装置

（非侵襲・一般向け）とは、正

確に脳内のさまざまな情報（注

意、感情、ストレス、意味理解

など高次認知表現を含む）を復

号化して機械に入力できる装置

のこと。 

民間、大

学、独法 

国 



  ○インターフェース技術 

 脳内情報をリアルタイムで

機械（人工四肢、ロボット、コ

ンピュータ）が理解できる言語

に置き換えるための適切な符

号化方式及びインターフェー

ス（BNI: Brain Network 

Interface）の開発。 

2015 年：障害者の補助など限定された用途で簡単な操作ができる通信

インターフェースの開発 

2017 年：脳内情報の符号化方式の開発 

2025年：非侵襲で一般向けの安価な脳直結型リアルタイム通信インタ

ーフェースの開発・実用化 

米国では、1990 年代後半から、DARPA

と NIH が BMI（ブレインマシンインタフェ

ース）研究に年間数十億円から百億円に達

する研究予算を 10 年以上にわたって投資

している。 

○ 

 単独の測定方法によ

る簡単なインターフェ

ースは米独等で臨床実

験中だが、複数手法の統

合を利用したインター

フェースは日本に強み

がある。 

 

基礎 ◎ 

インターフェース

の標準化が必要（ISO, 

IEEE 等）。 

難 600億円 

（2008〜 

2025）

＜脳直結型リアルタイム通信イ

ンターフェース装置（非侵襲・

一般向け）市場＞ 

■国内市場 

2025 年：1,000 億円 

 

脳直結型リアルタイム通信イ

ンターフェース装置（非侵襲・

一般向け）とは、（ロボットや

人工四肢など，主に運動制御に

関わる装置を，脳活動でリアル

タイムに制御するためのインタ

ーフェースのこと。 

民間、大

学、独法 

国 

  ○脳情報の評価技術 

 コミュニケーションに関わ

る脳情報のデータベースを作

成し、それに基づき情報提示シ

ステムを評価する技術。 

感情、ストレス、意味理解、

創造性、注意に関連する脳情報

を特定し、データベースを作成

し、データベースに基づき、情

報提示システムのわかりやす

さ、ユーザーに与えるストレス

や、ユーザーに生じるひらめき

や創造性を定量的に評価する

技術を開発する。 

 

2012年：感情、ストレス、注意、意味理解、創造性に関連する脳活動

の特定 

2020年：コミュニケーションに関わる脳情報のデータベースを作成 

2025年：脳情報のデータベースから情報提示システムを評価する技術

の確立 

コミュニケーションに関わる感情、ストレ

ス、意味理解、創造性など主観に関わる脳

研究は、脳活動の非侵襲計測技術の進歩に

伴って、海外でも精力的に進められている。

◎ 

脳情報のデータベー

スから情報提示システ

ムを評価するアイデア

は我が国独自。 

基礎 ◎ 

データベース作成

のためには脳情報デ

ータの標準化が必要

である。 

難 400億円 

（2008〜  

2025）

＜情報ストレス、感性情報評価

システム市場＞ 

■国内市場 

2025 年：1,000 億円 

 

情報ストレス、感性情報評価

システムとは、感情やストレス

に関する脳情報の復号化技術を

利用して、情報の受け手のスト

レスや感情の状態を評価するシ

ステムのこと。 

 

＜人間に優しい情報提示評価支

援システム市場＞ 

■国内市場 

2025 年：1,000 億円 

 

人間に優しい情報提示評価支

援システムとは、情報ストレス、

感性情報評価システムを利用し

て、ストレスを与えず、快適な

情報提示がなされていることを

評価するシステムのこと。 

 

＜創造的コミュニケーション評

価支援システム市場＞ 

■国内市場 

2025 年：1,000 億円 

 

創造的コミュニケーション評

価支援システムとは、意味理解

やひらめきに関する脳情報の復

号化技術を応用して、コミュニ

ケーションの場の参加者がより

創造的な状態に向かうことを評

価支援するシステムのこと。 

民間、大

学、独法 

国、民間 

 



 新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に 

必要な資金 

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスプラ

ットフォーム 

いつでもどこでも誰でも、その場の状況に応じた必要な情報通信サービ

スを簡単に利用可能にする共通基盤（プラットフォーム）を生み出す。混

在する様々なネットワーク技術や、大規模・複雑化するシステムを意識せ

ず、ユーザが自由に創意工夫して新しいサービスを生み出せる環境を実現

する。 

2012年：ユーザが簡単にユビキタスサービスを利用できるプラットフォームの普

及が開始 

 

           

  ●ユビキタスサービスプラットフォーム技術 

いつでもどこでも誰でも、その場の状況に応じた必要な情報通信

サービスを簡単に利用可能とするための端末技術及びネットワー

ク技術を開発し、混在する様々なユビキタスネットワーク技術や、

大規模・複雑化するネットワークシステムを意識せず、ユーザが自

由に創意工夫して新しいユビキタスネットサービスを生み出すこ

とが可能となるような環境を実現する。 

2010年：高速無線、有線ネットワークの上位にユビキタスの共通インフラとなる

サービスプラットフォームを構築し、社会システム、サービスなどが効果

的に相互作用できるための基盤を開発する。 

2015年：サービスプラットフォームにおいて、ユーザの状況に応じたユーザとサ

ービスのつながり（コミュニティ）を動的に形成・運用するためのコミュ

ニティ技術を確立する。 

      関連市場として、ユビキタ

スサービスプラットフォーム

市場及び広域データセンシン

グ市場を想定。 

■国内市場 

2015年：4.2兆円 

■世界市場 

2015年：15兆円 

    

   ○ユビキタスサービスプラットフォーム技術 

 様々なセンサーネットワークシステム等が収集した多種多様

な情報（状況情報）を広く共有化して、簡単便利に利用可能と

するとともに、状況情報やデータの流れから対象となる人/もの

の置かれた環境を的確に推定し、利用者が必要とする情報・サ

ービスを発見・合成し、提供するための技術を確立 

・状況情報配信技術 

 様々なシステムにまたがって状況情報を共有化し、いつでも

簡単・効率的に利用可能とする技術、また、状況情報の所有者

（人/物）と利用者が異なる場合の情報共有を適切に制限する技

術 

・状況情報及びデータストリーム処理技術 

 様々な状況情報やデータストリームから対象となる人/もの

の環境を的確に認識し、利用者が必要とする最適な情報やサー

ビスを提供可能とする技術 

2010年：ユビキタスサービスプラットフォーム技術が開発され、様々なシステム

にまたがって状況情報を共有し、いつでも簡単・効率的に状況情報が利用

可能になる情報配信技術や、様々な状況情報やデータストリームから対象

となる人/ものの環境を的確に認識し、利用者が必要とする最適な情報や

サービスの提供が可能となる状況情報及びデータストリーム処理技術を

確立。 

2015年：ユビキタスサービスプラットフォーム技術が世の中に普及し、プラット

フォーム上で提供されるユビキタスサービスが出現。 

≪欧州≫ 

「FP7」の中で、ユビキタス

なネットワークインフラやサ

ービスプラットフォームの研

究開発を進めている。 

 

≪アジア≫ 

■韓国 

「u-IT839戦略」の中で、

RFIDやUSNに関する研究開

発やパイロットプロジェクト

を推進中。 

○ 

個別ユビキタスネッ

トワーク技術は日本が

先行したが韓国などが

精力的な取組みを実施。

開発／実用 ◎ 

運用母体の異

なるユビキタス

プラットフォー

ム間で状況情報

などを国内外を

問わずトランス

ペアレントに交

換することが求

められるため、

研究成果を広く

活用する上で、

国際的な標準化

は極めて有効、

かつ重要であ

る。 

やや難 100億円 

（2008～ 

2015） 

＜ユビキタスサービスプラッ

トフォーム市場＞ 

■国内市場 

2015年：3.6兆円 

■世界市場 

2015年：13兆円 

 

世界市場については、

2007年における日本と世界

のPC台数比が18倍、日本に

比べての普及ファクターを0.

２と仮定して算出。3.6兆X１

８X0.2=13兆円となる。 

民間、大

学 

国、民間 ユビキタスサービス

プラットフォームで開

発した技術がより早く

世の中へ普及促進させ

るために「ユビキタスネ

ットワーキングフォー

ラム」等の協力を得て産

学官の連携を推進する

ことが有効。 

ユビキタスサービスプラ

ットフォームは社会基盤で

あり、その基盤の普及には

それを活用したサービスを

普及が不可欠である。ユビ

キタスサービスプラットフ

ォーム単体での研究開発活

動だけでなく、同様の研究

開発活動を行っているEU

研究開発プロジェクト

（FP7）等、国内外を問わ

ず広く連携することが有効

である。 

   ○ユビキタスセンシングデータ透過技術 

 様々な情報を利用してユーザの生活をサポートするために

は、ユーザを取り巻く環境に偏在するユビキタスセンシングデ

ータを柔軟に利用可能とすることが必要となる。そこで、ユー

ザが常に携帯する端末（携帯電話など）とその周囲の複数のセ

ンサで構成した小規模ネットワーク（PAN：Personal Area 

Network）内のデータの利用に加え、近傍のPAN内のデータ

や遠隔のPAN内のデータも、それらの所在を意識することなく

透過的に利用可能にする技術を確立。 

・PAN間自動構成技術 

 近隣のPAN間通信を成立させるための自動構成技術 

・近隣・遠隔のセンシングデータ探索・収集技術 

 PAN間でセンシングデータを共有・提供可能とする技術。ま

た、利用したい所望のセンシングデータの所在を指定すること

なく透過的にデータを利用可能とする技術。 

2010年：携帯電話などを中心に構成した複数のPANが協調することで、様々なと

ころに遍在するユビキタスセンシングデータを利用可能とするユビキタ

スセンシングデータ透過技術を確立。 

2015年：ユビキタスセンシングデータ透過技術が世の中に普及し、様々なところ

に遍在するユビキタスセンシングデータを利用する多種・多様なサービス

が提供される。 

 

 

センサネットワークに関わ

る標準化団体であるZigBee

アライアンスや米国UCLAの

CENS（Center for 

Embedded Networked 

Sensing）ではセンサネット

ワークのための通信プロトコ

ルの研究開発を進めている。

○ 

センサネットワーク

に関する技術は日本で

も企業・大学において研

究開発が進められてい

るが、携帯端末を中心に

構成したPANの協調利

用は実現されておらず

課題となっている。 

開発 ◎ 

PAN間協調に

よるセンシング

データの共有を

行うためには、

国際的な標準化

が重要。 

やや難 3億円 

（2008～ 

2010） 

＜広域データセンシング市場

＞ 

■国内市場 

2015年：0.55兆円 

■世界市場 

2015年：2兆円 

 

ユビキタスセンシングデー

タ透過技術の実用化により、

ユーザの日常生活に関わるユ

ビキタスセンシングデータを

柔軟に利用可能とする携帯電

話によるサービスが実現。市

場規模は携帯電話の契約者数

（現在の約半分を想定）、セ

ンサ、サービス料金（3つのサ

ービスを提供し、それぞれの

サービスは約半分のユーザが

利用する場合）、通信料金等

から算出し、2015年におけ

る国内市場を0.55兆円と予

測。世界市場については、上

記と同様に仮定して算出。

0.55X18X0.2=2兆円とな

る。 

民間 国、民間 ユビキタスコンピュ

ーティングやセンサネ

ットワーク分野では、実

用化の促進のため、基盤

技術から利用技術まで

広く技術開発を推進す

る必要がある。産官学で

連携し、企業、大学を含

め関連機関で進められ

ている研究の成果を広

くかつ有効に統合させ

ることが必要である。

ZigBeeアライアンスが

PANにおける通信プロト

コルを中心に標準化してい

る。そこでの活動によって、

他の海外企業（テレコムイ

タリア、フランステレコム

等）との連携を推進してい

く必要がある。 

 



 新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に 

必要な資金 

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体

資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスプラ

ットフォーム 

  

 

  

 

           

  ●個人認証・課金システム技術 

ICカード、電子タグ、情報家電な

どの様々なユビキタスアプライア

ンス（端末）を用い、相互運用性が

確保された安全な認証、課金を実現

する基盤技術を開発する 

2010年：ICカード、電子タグ、情報家電などの様々なユビキタスアプライア

ンス（端末）間において、迅速な相互接続性や、信頼性の高い相互

認証・相互運用性が確保される。 

2015年：ユーザからのニーズとそれに見合ったサービスを適宜結びつけてコ

ミュニティを形成することを可能とするため、セキュリティを抜本

的に向上させた認証・課金システムが構築される。さらに、安全性

の高い通信、サービス情報をアプライアンスネットワーク上で取捨

選択することが可能となる。 

2020年：国際的な相互運用性を確保した個人認証、課金システム基盤技術の

確立 

 水平型のサービス統合の軸として、シングルサインオンを軸とし

た統合認証技術の開発が標準化団体のOASISや、リバティアライ

アンスプロジェクトなどの業界団体を中心として進められている。

これらの統合認証技術においては、利用者のニーズポリシーに応じ

たサービス提供の実現のために、利用者の情報を統語的に管理する

アイデンティテイ管理技術も包含している。 

 WEBベースの認証技術といてURLベースのOpenIDなどの分散

認証技術がコミュニティサービス等での利用が進められているも

ののID生成にあたり厳密なユーザ確認を行わないために課金との

連携は行われていない。 

○ 

高い相互運用性を確保する

ことを目的としたIdentitiyの

統一管理基盤の実現を目指

し、OASISやLAPなどの団体

に積極的に参加して標準制定

に寄与している。この外、総

務省を中心に集中管理型の認

証基盤の構築に関する研究・

開発が進められてきた。 

各種ユビキタス端末の能力や

サービスのセキュリティポリ

シーを考慮して最適な認証方

式にカスタマイズする研究・

開発が行われている。 

認証： 

開発／実用

課金： 

開発 

◎ 

統合認証技

術、アイデンテ

ィテイ管理技術

が標準化技術を

ベースにおいて

いる現状を踏ま

えると国際的な

標準化は不可欠

となる。 

課金システムに

おけるトータル

システムとして

のセキュリティ

評価基準の国際

レベルでの統一

化が必要とな

る。 

難 100億 

（2008～ 

2015） 

関連市場として、下記の機器群市

場に加え、両技術要素に関わるサー

ビスの市場も想定され、その規模は

以下の通り。 

■国内市場 

2015年：480億円 

■世界市場 

2015年：4,800億円 

 

本サービスを月額200円、

2015年における普及ファクタを

0.2と仮定し、 

1億人 X 200円/月 X 12ヶ月

X0.2 = 480億と算出。（ただし、

本サービスは基盤であるため、これ

自身での市場はあまり大きくなら

ない。関連する市場も考えると莫大

な規模になる可能性があるが、予測

は難しい。）また、世界においては、

普及が遅れると考え、世界市場は、

国内市場の約10倍と見込んだ。 

 

その結果、本研究開発課題全体で

は、以下の市場が見込まれる。 

■国内市場 

2015年：2,600億円 

■世界市場 

2015年：2.6兆円 

民間、国 国、民間 これまでの産学

官のプロジェクト

成果を活かしたり、

取組みを国内外に

アピールするなど

連携を密にするこ

とで、国際競争力を

身につけることが

可能となり、開発技

術の国際標準化に

つなげることが可

能となる。また「安

心・安全インターネ

ット推進協議会」等

のフォーラムを活

用することでもこ

うした連携を図る

ことができる。 

認証基盤の実現・活

用にあたっては端

末・機器が国をまたい

で使用されることも

想定し、国際標準化団

体との連携を推進さ

せることが有効。 

   ○決済インフラ間および異種

アプライアンス間における相

互運用性の確立技術 

 国内・国際を問わず、インフ

ラ間に渡り決済機能が相互接

続されて、どこにいっても、ど

んなアプライアンスを用いて

も決済を可能とする技術。 

2010年： 異なる決済インフラ間における決済端末の相互接続が確保される

ことにより、複数の課金システムにおける相互運用が実現。 

プリペイド方式の電子決済システムのインフラ整備が進展する。 

NFC（Near Field Communication）への対応により非接触ICカ

ード規格間の相互接続が実現。 

2015年：各種決済インフラ、課金システム間における相互運用性が確保。 

2020年：国際間での統一的な決済サービス（電子現金など）を可能とする相

互運用性の確保 

≪欧州≫ 

■ドイツ 

RMVがNFCを用いた携帯電話による交通系サービスを開始。 

 

■フィンランド 

ドイツと同様の方式が試験運用中。 

 

■フランス 

ICカードの保険証の配布が始まり、カードを使った認証によって、

個人の医療情報にアクセス可能となっている。 

 

≪アジア≫ 

■韓国 

LG TelecomがBank Onという携帯電話に金融チップを挿入す

ることでプリペイド、ポストペイドサービスが利用できるサービス

が普及している。現在17行が提携している。また、T-moneyと

呼ばれるSIMチップを携帯電話に挿入して利用する交通系サービ

スがある。 

○ 

モバイルコマース分野にお

ける実用化技術に関しては日

本が先行しているが、国際的

な相互運用性については今後

の課題 

モバイルPKIに基づき、モバイ

ル事業者、サービスプロバイ

ダ間で相互運用が可能となる

モバイル認証基盤の研究・開

発が行われている。 

 またNFCについては欧州で

着実に検討が進捗している。

開発／実用 ◎ 

ユビキタスア

プライアンスに

おける相互運用

性に関しては国

際的な標準化が

重要 

現行のクレジッ

ト決済端末など

と同様に、ユビ

キタスアプライ

アンスに関する

セキュリティ技

術適合制度が必

要となる。 

やや難 200億円 

（2008～ 

2020） 

＜ポータブル決済端末市場＞ 

■国内市場 

2015年：320億円 

■世界市場 

2015年：3,200億円 

 

2007年における国内市場が

200億円であり、年率6%成長を仮

定して、2015年においては320

億円を想定。 

, 

＜相互運用性を確保する決済ネッ

トワークシステム市場＞ 

■国内市場 

2015年：1,000億円 

■世界市場 

2015年：1兆円 

 

両市場ともに、世界においては、

普及が遅れると考え、世界市場は、

国内市場の約10倍と見込んだ。 

 

（ただし、ここで決済によって生じ

るマーケットは算出に入れていな

い） 

民間、大

学 

国、民間 また、開発した技

術がより早く世の

中へ普及促進させ

るために「ユビキタ

スネットワーキン

グフォーラム」や決

済システム等に関

する検討を行って

いる「モバイルITフ

ォーラム」等の協力

を得てこれまでの

取組みや成果を国

内外にアピールす

るなど産学官の連

携を推進すること

が有効。 

 

ユビキタスサービ

スプラットフォーム

の国際標準化を見据

えて、フォーラム間の

連携による調整や、そ

の作業部会を活用す

ることが必要。 



○個人認証技術 

一般に、バイオメトリクスや

認証デバイスを活用して、個人

がいつでもどこでも認証を受

けられる技術 

2015年：個人属性保証（担保）やプライバシーに関する考え方が整理され、

システム整備が進む。                  

2020年：C-S連携型認証に基づくセキュアな国際間での決済サービスやその

相互運用技術が確立し、実サービスとして提供開始。 

バイオメトリクス認証を積極的に活用するため、クライアント-

サーバ（C-S）連携型のバイオメトリクス認証などが研究されてい

る。また、匿名認証技術などの検討も進められている。 

○ 

個人属性の保証に関して

は、現時点では各課金決済シ

ステム個々の基準で行われて

いる。 

また、ロケーションプライバ

シーや追跡不可能性など各種

プライバシーを考慮した匿名

認証技術が学際レベルで検討

が進められている。 

基礎／開発 ◎ 

国際的な相互

運用性を実現す

るためには、各

国間で異なるプ

ライバシールー

ルやプライバシ

ーの考え方にま

で踏み込んだ検

討が必要。また、

C-S連携型にお

いては、国際間

の認証サービス

も想定されるた

め、生体認証の

システムとして

の国際的な評価

基準を作成する

必要がある。 

難 100億円

（2008～ 

2020） 

 

＜個人認証市場＞ 

■国内市場 

2015年：800億円 

■世界市場 

2015年：8,000億円 

 

国内市場については、2010年に

おいて400億円(BSC調査)と見込

まれており、同様の成長を見込んで

算出。世界市場については、2006

年においては世界/日本の市場比率

が約10倍であったことから、約

8000億円と算出。 

国、大

学、民間

国、民間 C-S連携型のバ

イオメトリクス認

証方式の基本研究

は、国内においても

積極的に成されて

いるが、産業界では

自らの商品やﾏｰｹｯﾄ

戦略に沿った研究

を個別に、また大学

でも要素技術をそ

れぞれ個別に研究

するなどにより、利

便性・事業性などの

面で実用化研究ま

でには到っていな

い。産官学連携の研

究体制を構築し、実

用化に向けて技術

検討を加速させる

ことが必要。 

個人認証において

は、本人性の保証が

重要であり、公的な

認証技術との連携

が必要となる。 

ISOなどでバイオメ

トリクス認証に使用

するテンプレートの

共通化や、保護メカニ

ズムの標準化などの

検討が進められてお

り、各標準化団体と連

携を図ることが必要。
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ユビキタスプラ

ットフォーム 

             

  ●ユビキタス端末技術 

ユーザに身近な端末で、いつでもどこでも、ユー

ザの状況に応じたユビキタスネットワークサービス

を提供できる端末技術の開発 

2010年：・ユビキタス端末技術の確立 

・電子タグリーダ/ライタ機能 

・シームレス機能 

・M2M通信機能 

2015年：ユビキタス端末サービス普及及び低価格M2M通信端末の出現 

      関連市場として、RFID携帯端末市場、シ

ームレス端末市場及び無線M2Mグローバ

ル市場を想定。 

■国内市場 

2015年：3.5兆円 

■世界市場 

2015年：29兆円 

 

RFID携帯端末市場とシームレス端末市

場との間では、重複が存在するため、上記

の金額は、これら３市場の合計金額と一致

しない。 

    

   ○電子タグリーダ／ライタ機能付小型携帯端末

技術 

 身近な端末で、いつでもどこでも電子タグや

センサを用いた多様なユビキタスネットワーク

サービスを利用可能とする技術の確立 

2010年：ユビキタス端末技術の開発 

2015年：ユビキタス端末の普及 

 個別ユビキタス技

術は日本が先行した

が、韓国が精力的な取

組みを行っており、

ETRIによるチップ開

発、携帯機試作が行わ

れている。 

○ 

個別ユビキタス

ネットワーク技術

は日本が先行的に

取組み。 

開発／実用 ○ 

ISO/IEC 

JTC1/SC31にて

モバイルRFIDの標

準化を検討。 

難 80億円 

（2008～ 

2015）

＜RFID携帯端末市場＞ 

■国内市場 

2015年：0.7兆円 

■世界市場 

2015年：7.5兆円 

 

国内では2015年には年間7000万台の

端末需要があると推定され、うち２割がタ

グリーダ機能があると仮定して算出。5万

X1400万台=０．７兆円となる。 

世界では2015年には年間15億台のマ

ーケットがあり、その１割タグリーダ機能

があると仮定して算出。５万x１5000万台

=7.5兆円となる 

電子タグR/W機能搭載による端末、及び

電子タグ自体の需要、販売の拡大のみなら

ず、本技術導入による新規サービス事業の

創出、拡大等にも大きく貢献し、市場効果

も極めて大きい。 

民間、大

学 

国、民間 ユビキタス端末の実

現には、超小型モジュー

ル化技術等に関する専

門知識・研究設備を有す

る大学やメーカー、それ

にサービス提供主体と

なり得る携帯電話事業

者等、並びに民間の利害

調整を行う官が一体と

なって検討を進める必

要があるため、産産学官

が連携して進めていく

ことが有効。 

ユビキタス端末の国

際標準化を見据えて、フ

ォーラム間の連携によ

る調整や、その作業部会

を活用することが必要。

（ISO/IEC 

JTC1/SC31やITU等

に積極的な寄与が有

効。） 

   ○ブロードバンド・シームレス端末技術 

 FMCの拡大に向けたブロードバンド・シーム

レス端末技術の確立。 

通信方式の違いを認識するだけでなく、各種

サービスを統合できるインテリジェントな端末

技術。 

2008年以降：FMCの拡大 

2010年 シームレス技術の確立・標準化（NW機能含む） 

2015年 シームレスサービスの普及 

 端末としては海外

メーカーが先行。 

○ 

FMCサービスに

関しては欧米等が

先行している状況

にある。 

しかし、技術力に

関しては日本も高

く、諸外国と拮抗し

ている。 

実用 ◎ 

 通信分野はグロ

ーバル化が進展し

ており、国際標準化

の獲得がその後の

国際競争力に大き

な影響を与える状

況にある。 

 FMC等における

シームレス化技術

は通信分野で核と

なる技術であり、国

際標準化する意義

は高い。 

標準 100億円 

（2008～ 

2011）

（シームレス

化部分のみ）

＜シームレス端末市場＞ 

■国内市場 

2015年：2.5兆円 

■世界市場 

2015年：15兆円 

 

国内では2015年には年間7000万台の

端末需要があると推定され、うち7割がシ

ームレス機能があると仮定して算出。５万

X5000万台=2.5兆円となる。 

世界では2015年には年間15億台のマ

ーケットがあり、その２割がシームレスと

仮定して算出。5万x30000万台=15兆円

となる。 

FMCの拡大に伴い、ブロードバンド・シ

ームレス端末の市場は既存の携帯端末を置

換するものとなるため、市場規模は極めて

大きい。 

民間、大

学、独法 

民間 シームレス化の実現

においては、民間業者間

の利害関係の調整が必

要であるため、学官を加

えた産学官全体での取

り組みが望ましい。 

シームレス化の実現

にはネットワーク側の

機能が重要である。この

ため、ユビキタス端末の

国際標準化を見据え、ネ

ットワーク側機能の標

準化なども含めて、ITU

等への積極的な寄与が

必要。 

   ○モノ通信向けユビキタス端末技術 

 家庭や個人向け端末に加えてモノ向けの通信

端末を開発する。特にRFIDが不得意とする屋

外・面的展開、長距離通信可能な端末技術 

～2009年：RFIDの普及 

2011年：屋外も含めた面的展開可能なモノ通信向けユビキタスサービス 

      ･単機能、専用端末  

･自動車、自転車、ペットに装着できる小型端末 

･長電池寿命端末 

2015年：低価格・使い切り可能な端末 

 海外では既存ネッ

トワークを使ったモ

ノ通信向け研究開発

が活発化。超小型の通

信モジュール（mote）

などを活用した研究

が盛ん。 

○ 

 Moteを用いた各

種センサーの開発

や適用が進められ

ているほか、独自

OSによってアルタ

イム性を確保して

いる例もあり。 

開発／実用 ◎ 

端末価格の低減

のため国際標準化

は必須。 

標準 60億円 

（2008～ 

2015）

 

※端末ver.1

の開発費20

億円（開発直

接費10億円、

その他の費用

10億円） 

 Ver.3まで

開発するとし

て60億円を

計上 

＜無線M2Mグローバル市場＞ 

■国内市場 

2011年：0.8兆円 

■世界市場 

2011年：8兆円 

※用途別内訳は以下の通り。 

AMR：4.5兆円 

テレマティクス：1兆円 

その他：2.5兆円 

※地域別内訳は以下の通り。 

北米：3兆円 

ヨーロッパ：2.5兆円 

アジア：1.6兆円 

日本：0.8兆円 

民間 民間 モノ通信向けユビキ

タス端末は環境・防災

等、公共性の高い分野で

活用される可能性が高

い。よって、ブロードバ

ンド通信と比較して相

当の低価格化が要求さ

れ、リスクの高いビジネ

スになると考えられる。

このため、学官の呼びか

けの下、産が主導する体

制が望ましい 

 端末価格の低減のた

め国際標準化は必須で

あり、ITU-R等への積極

的な寄与が必要。 

 



新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスプラット

フォーム 

             

 ●著作権管理基盤技術 

プライベートコンテンツを含む全

てのデジタルコンテンツの著作権者

にとって、その著作権に基づく利用

制限の付与や変更が容易に行え、利

用者にとっては、いつでもどこでも

コンテンツの利活用が自由に行える

柔軟(flexible)でかつ更新(renewal)

可能な新しい著作権管理基盤を生み

出すことによって、健全なコンテン

ツ流通を促進する。 

2012年：ユビキタスネットワーク向けDRM基盤技術の実用化に向けた技術開発、

及び技術評価完了 

2015年：ユビキタスネットワーク向けDRM基盤技術の確立。普及段階へ移行。 

 

商用コンテンツ向けのDRM技

術としては、各ベンダー固有の

独自DRMと並行して、Marlin 

DRM や、OMA 

（OpenMobileAlliance）DRM

などの標準技術に基づくオープ

ンなDRMが開発されており、実

用化段階を迎えているが、プラ

イベートコンテンツ向けに関し

ては初期の研究段階に留まって

いる。 

○ 

商用コンテンツ向け

DRM技術開発のレベルは

諸外国と同様であるが、民

生機器の実装面では、世界

に先駆けて市販DTVでの

DRM付きHD動画配信を実

現するなど、先進的な試み

がなされている部分もあ

る。プライベートコンテン

ツ向けに関しては諸外国と

同様の状況であるが、今後

の発展が望まれる。 

開発 ◎ 

公平な競争環境

を作り出す観点で

国際標準化は重要

である。 

やや難 10億円 

（2008～ 

2012）

＜市場損失防止効果＞ 

■国内市場 

2015年：800億円 

■世界市場 

2015年：1兆円 

 

DRMがないために不正にコピー

されて被る損害は200６年でも音

楽、映画を合わせて世界で100億

ドルと言われており、2020年まで

に少なく見積もっても1200億ド

ル（12.7兆円）の累積損失が懸念

される。年間あたりでは約1兆円と

見込まれる。また、国内では現在年

間約800億（7億ドル）の売り上げ

のオーダである。 

 

また、DRM分に関しては、コン

テンツ市場の数%と予想されるこ

とから、100円/月X0.３億人X12 

= 360億円（2020年）の市場が見

込まれる。 

民間 民間 技術開発は、民間が主体と

なって進めることが見込まれ

るが、DRMに係る相互認証機

能およびセキュリティ更新機

能に係るPKI認証局などのイ

ンフラ整備に対しては、国を

中心とした官学の支援が望ま

しい。 

デジタルコンテンツは国境

をまたいで流通するという特

徴があるため、海外の標準化

団体、及び業界団体との連携

が必要である。 

 

 



 新世代ネットワーク 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタスプラ

ットフォーム 

             

  ●空間情報基盤技術 

いつでもどこでもユーザの居場

所に関連した情報や、ユーザが指定

した任意の場所の情報を、詳細な場

所を特定できるコード（空間コー

ド）を介して地理情報データベース

から取り出して利用可能とする技

術を開発する。 

2010年：ユビキタス空間情報基盤の開発 

2015年：実用化・空間情報サービスの普及 

【韓国】 

ＩSO／TC211において、

UBGI（ユビキタス地理情報

分野）ワーキング・グループ

設立を提案。昨年１１月に承

認。  U‐Position（ユビ

キタス位置情報識別標準）、

などを推進。 

個別ユビキタスネッ

トワーク技術は日本が

先行したが韓国などが

精力的な取組みを実施。

  

 

 42億円 

（2008～ 

2015）

＜GIS市場＞ 

■国内市場 

2010年：6.1兆円 

■世界市場 

2010年：21.9兆円 

 

国内市場の内訳は以下の通

り。 

 国      837億円 

 自治体   2,779億円 

 民間業務  36,483億円 

 カーナビ   10,716億円 

 携帯端末   9,720億円 

 家庭     837億円 

  

世界市場として、2007年の日

本と世界のPC台数比が18倍、日

本に比べての普及ファクターを

0.２と仮定してとして、6.1兆

X18X0.2=21.9兆円 

 

 

 ユビキタス空間基盤の実現には、実

用化の促進のため、基盤技術から利用

技術まで広く技術開発を推進する必

要がある。産学官で連携し、企業、大

学を含め関連機関で進められている

研究の成果を広くかつ有効に統合さ

せることが必要である。 

地理空間情報については、ITU、ISO

等の国際標準化団体において標準化

が検討されており、北米、欧州、韓国

など広く連携することが重要である。

   ○複数位置検出方式の統合利

用技術 

GPS、電子タグ、センサー

等を利用した複数の位置検

出方式を統合し、屋外から屋

内まで広範囲での位置検出

を可能とする技術。 

 

 

2010年：複数位置検出方式の統合利用技術の開発 

2015年：標準化・共通基盤の普及 

位置情報を各種のサービ

スに共通的に提供するよう

なプラットフォームはない。

 

○ 

測位技術については

諸外国と同等の水準に

ある。 

開発 ◎ 

共通基盤の競争力

維持のためにも標準

化は重要。 

標準 民間、大

学 

国、民間 

   ○GIS連携技術 

  地図データベース等の情

報を空間コードに関連づけ、

検索・利用可能にするととも

に、人が理解しやすい各種場

所表現と空間コードとを相

互に変換するための空間表

現技術。 

2010年：GIS連携技術の開発 

2015年：標準化・共通基盤の普及 

 緯度経度から住所への変

換や、住所から緯度経度への

変換の機能（ジオコーディン

グと呼ばれる）によるサービ

スは北米･ヨーロッパを中心

に開始されている。 

○ 

屋外を対象としたジ

オコーディングサービ

スは、一部で利用可能。

開発 ◎ 

地理空間情報はグ

ローバルサービスを

前提に置くことが不

可欠であり、国際標準

化の獲得がその後の

国際競争力に大きな

影響を与える状況に

ある。 

 

標準 民間、大

学 

国、民間 

 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に 
必要な資金 
（概算）

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

セキュアネット

ワーク 

悪意ある通信からネットワークを守る

通信技術、認証・暗号技術を実現すると

ともに、災害時や非常時における通信を

維持する技術を開発することで、安心・

安全な通信インフラを実現する。 

2011年：悪意のある通信の遮断の実現 

2015年： 

・非常時のネットワーク構築技術の実現 

・セキュアなネットワーク網管理の実現 

・災害時にも確実な通信を確保できる地上／衛星共用モバイル通信技術の実現 

・次世代暗号の実現 

2020年： 

・成りすまし対策技術の実現 

・情報資産管理基盤技術の実現 

・耐量子計算機暗号の実現 

2025年：次々世代暗号技術の実現 

           

  ●非常時衛星・地上通信技術 

 災害時の被災者・状況に関する情

報の収集や配信を可能とする技術、

通信回線確保を実現するマルチシ

ステムアクセスに関する技術及び

全国どこでも、災害時等にも携帯電

話から通信を行うための技術 

2010年 :  

・大災害時の輻輳や基地局損壊等がある環境下でも、残存の様々な通信資源を有効活用し多くの携

帯電話が使えるための、非常時通信の共通基盤制御技術の確立、および基地局を用いないアドホ

ックネットワークによる人対人の通信及び遠隔制御の実現 

・災害時に被災者救出・支援や状況把握に必要な情報を収集・配信可能とする技術の開発や、事業者

をまたがって正常な基地局にアクセスし通信できるマルチシステムアクセスを可能にする基本技

術を開発 

2015年： 

・多数のノードが存在する状況でのアドホックネットワークやDTN（Delay Tolerant Network）技

術の開発および、無線LANや近距離無線による管理不要のアドホック通信基地局設備の実現 

・携帯電話、無線LAN、近距離無線、WiMAXなど複数の通信手段を具備したDTN（Delay Tolerant 

Network）中継局設備および各種モバイル機器での非常用通信基盤対応端末の実現 

・全国どこでも、災害時等にも携帯電話から通信を行うことができるた  

めの、大型展開衛星通信システム技術、フレキシブル中継技術、高効 

率デバイス技術等の開発 

 

      関連市場として、非常時ケアネッ

トワーク市場、地上／衛星共用携帯

電話システム市場等を想定。 

■国内市場 

2020年：1.5兆円 

■世界市場 

2020年：3.0兆円 

 

    

   ○非常時通信網構築技術 

災害時に、被災者救出・支援

や状況把握に必要な情報を収

集・配信可能とする防災・減災

技術 

2010年： 

・大災害時の輻輳や基地局損壊等がある環境下でも、残存の様々な通信資源を有効活用し多くの携帯電

話が使えるための、共通基盤制御技術の確立 

・基地局を用いないアドホックネットワークによる人対人の通信及び遠隔制御の実現 

2015年：  

・多数のノードが存在する状況でのアドホックネットワークやDTN（Delay Tolerant Network）技

術の開発 

・非常時通信の共通基盤技術に基づく通信設備ならびに端末の実現 

・無線LANや近距離無線による管理不要のアドホック通信基地局設備の実現 

・携帯電話、無線LAN、近距離無線、WiMAXなど複数の通信手段を具備したDTN（Delay Tolerant 

Network）中継局設備の実現 

・携帯電話を初めとする各種モバイル機器での非常用通信基盤対応端末の実現 

非常時にエンドツーエンドの

接続性が保証できない状況にお

いても情報伝達を可能とする

DTNという技術がある。DTNに

ついては欧米、特にEUで盛んに

研究がなされており、Haggleプ

ロジェクト（2006～）などEU 

FP6の支援による研究プロジェ

クトが立ち上がっている。 

○ 

アドホック網を用

いた帰宅困難者支援

への実証実験など、ア

ドホック網が総務省

関東通信局などで既

に実施されている。

DTNに関する研究

は日本ではまだ十分

にはたちあがってい

ない。 

基礎 ○ 

ネットワーク制

御基盤技術の標準

化。特に非常時の端

末として携帯端末

を想定した場合、本

邦訪問中のユーザ

が有するローミン

グ端末の収容のた

めには技術の標準

化が必要であるが、

ローミング端末の

比率は小さいので

国際標準化の重要

度はそう高くはな

い。 

やや難 25億円程度 

（2008～ 

2015） 

＜非常時ケアネットワーク市場＞ 

■国内市場 

2015年：0.1兆円 

2020年：0.2兆円 

2025年：0.2兆円 

（2015年、ユーザ数5000万人×

本機能（HW/SW）拡充コスト

1000円=500億円。サーバ側合計

コストも同規模と見積もりとした。

2020年には、ユーザ数が1億人に

増加、サーバ数も比例して増加。

2025年はユーザ数変わらず1億

人を想定。） 

■世界市場 

2015年：0.1兆円 

2020年：0.4兆円 

2025年：2兆円  

（2015年の国内と同じ根拠。

2020年は、ユーザ数4億人想定。

2025年にはユーザ数10億人を想

定。） 

 

非常通信網の構築により、災害時

に利用可能な通信回線が確保され、

迅速・的確な対応が可能となること

により、相当の社会的便益が期待で

きる。具体的には、災害が予測でき

ないため予めこの基盤に対応した

携帯電話等の端末を大半の国民に

持たせることが本技術を活用する

ためには有効であり、その規模は大

きい。但し携帯電話の端末への機能

拡充で行えることから、利用者数の

割には効率的な技術展開が可能で

ある。 

民間、大

学、独法 

国、民間 技術の性質上、民間企

業での取組は限られて

いるため、国及びNICT

において継続的に研究

開発を進める必要があ

る。更に研究開発した技

術の普及を図るため、防

災関連機関、民間企業、

大学と連携する必要が

ある。 

実際に災害等を想定

したアドホック技術の

実証などは日本が進ん

でいる。このため独自で

の研究開発で進展させ

ることが有効である。

一方DTN技術に関し

ては欧米、特にケンブリ

ッジ大などEUの研究機

関が進展しており、その

応用としての非常通信

網基盤技術の確立につ

いては、これらの研究機

関との連携の考慮が必

要である。 

   ○防災・減災基盤技術 

 災害時の被災者・状況に関す

る情報収集・配信技術 

2010年 : センサー等により、災害時に被災者救出・支援や状況把握に必要な情報を収集・配信可能とする技

術を開発する。 

 

米国FEMAなど欧米において

も取組が行われている。 

○ 

米国と同等レベル

である。 

基礎 ○ 

災害情報共有プ

ラットフォームの

標準化 

やや難 20億円 

（2008～ 

2010） 

＜関連センサー・端末市場＞ 

■国内市場 

2020年：100億円 

（約2,000自治体×@500万円） 

 

災害時の被災者の迅速な救出や状

況の的確な把握により、被害の軽

減・最小化が可能となる。 

民間、大

学、独法 

国、民間 現在、研究開発した技

術の普及等のため、防災

関連機関、民間企業、大

学と連携を行っている。

 民間企業の取組は限

られており、上記連携を

ベースに国及びNICTに

おいて今後も継続的に

大きな災害に見舞われ

やすく復興が困難な、フ

ィリピン、ベトナム、イ

ラン等、アジア地域の

国々との間で重点的に

連携を推進する。そのた

め、国際消防救助隊の活

動効率化のためのICT技



研究開発を進める必要

がある。 

 

術の研究開発を実施す

る。 

   ○重要通信確保技術 

災害時の通信回線確保を実

現するマルチシステムアクセ

スに関する技術 

2010年：激甚災害時でも、重要通信や緊急通信を高信頼に確保するための無線アクセスネットワークの耐災

害性の向上技術として、普段接続する事業者のネットワークの基地局が輻輳や故障などした場合

に、他の事業者の正常な基地局にアクセスし通信できるマルチシステムアクセスを可能にする基本

技術を開発する。 

 

 

米国では、NCC主導のもと事

業者が共同で開発した優先番号

による優先接続システムの

GETSが実用化されているなど、

欧米においても取組が行われて

いる。 

○ 

米国と同等レベル

である。 

基礎 ○ 

非常時マルチシ

ステムアクセスの

標準化 

やや難 20億円 

（2008～ 

2010） 

＜関連センサー・端末市場＞ 

■国内市場 

2020年：100億円 

（約2,000自治体×@500万円） 

 

災害時のネットワーク制御技術の

確立により、災害時に利用可能な通

信回線が確保され、迅速・的確な対

応が可能となることにより、相当の

社会的便益が期待できる。 

民間、大

学、独法 

国、民間 現在、国及びNICTに

おいて研究開発に取り

組むとともに、電気通信

事業者との連携を進め

ている。 

今後は上記連携をベ

ースに、複数事業者にま

たがる課題を克服する

ことが必要。 

 

現在は、国内において

複数事業者にまたがる

課題が克服できていな

い。 

海外連携を進めるた

めにも、まずは国内連携

を進めることが必須。

   ○地上／衛星共用モバイル通

信技術 

全国どこでも、災害時等にお

いても携帯電話から通信を行

うための技術 

2012年：地上系との周波数共用技術の開発 

（周波数共用システムを構築するために必要となる地上/衛星系周波数協調技術及び衛星系周波数

の割当最適化技術の開発） 

2015年：大型展開アンテナ搭載の衛星通信システム技術の開発 

     大型反射鏡技術の開発 

     超マルチビームデジタルビームフォーミング技術の開発 

     フレキシブル中継器（通信機）技術の開発 

     高効率デバイス・耐妨害波高耐圧デバイスの開発 

米国で地上系との周波数共用

化をした22mのLバンド展開ア

ンテナ搭載移動体通信衛星が

2009年に打上予定。 

○ 

地上系との周波数

共用技術は米国がリ

ードしているが、他の

部分については拮抗

している。 

きく8号（ETS-Ⅷ）

で13m展開アンテナ

を実現し、世界的なレ

ベルを誇っている。

基礎 ◎ 

インタフェース

の標準化が重要 

やや難 200億円 

（2008～ 

2015） 

＜地上／衛星共用モバイル通信市

場＞ 

■国内市場 

2020年：1.3兆円 

■世界市場 

2020年：2.6兆円 

 

防災・減災の社会的便益と共にシ

ームレス通信等による地上/衛星系

の既存市場拡大・新規市場開拓が期

待できる。 

 

 

 

独法、民

間 

国 基礎・基盤的な技術か

ら製造的な技術まで

様々な技術が関わって

いるため、NICT等の公

的研究機関と民間企業

との連携が必要である。

このため、平成19年6月

に設立された「次世代安

心・安全ICTフォーラム」

の衛星通信技術分科会

にて地上／衛星共用携

帯電話システムの検討

を行っている。今後、更

にフォーラムを活用し

たユーザニーズ等のシ

ステム要件の明確化が

必要である。 

研究開発成果の普及

促進のため、アジア地域

の国との連携が有効。こ

れにより市場拡大が期

待できる。 

具体的には、自然災害

多発地域国における“非

常時通信手段”確保のた

めのツールとしての活

用等が有望。 

 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

セキュアネット

ワーク 

             

  ●ネットワーク運用管理技術 

ネットワークの安全な利用を実

現するための、ネットワーク管理技

術としての悪意のある通信を検

知・防衛・回復・予防する技術およ

び、ネットワーク構成する機能・機

器の安全性を高める技術 

 

2010年： 

・サイバー攻撃を予知する技術を確立 

・経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する技術の確立 

・情報通信機器の安全性・信頼性の検証・評価をするためのシステム及び

評価指標の基礎を確立。 

2013年：インターネットにおけるトレースバック技術の実用化 

 

      

 

関連市場として、ネットワークイン

シデントの検知・オ防衛サービス市

場、ISP向けエッジルータ市場、ハイ

エンドルータ市場、情報通信機器市場

規模を想定。 

■国内市場 

2015年：0.45兆円 

2020年：0.58兆円 

2025年：0.77兆円 

2030年：0.77兆円以上 

■世界市場 

2015年：2.91兆円  

2020年：4.45兆円  

2025年：6.3兆円  

2030年：6.3兆円以上 

  ネットワーク全体に関する課

題では、民間だけでは限界があ

り、大学や官による先行的な技

術開発や社会への浸透などにお

いて連携が必要である。 

国際間での攻撃に対する対応

策や情報交換およびすばやく対

応するための技術や情報交換の

プロセスやフォーマットの標準

化を進めていく。 

   ○ネットワークインシデント

の分析・対策技術 

 サイバー攻撃への対策技術、 

暗号・認証理論技術 

2008年：仕掛けられているサイバー攻撃を実時間で分析し、対策に向けた情

報を導出する技術を確認 

2010年：微細なサイバー攻撃を検知（感知）して（予兆分析）、以後に発生

する本格的なサイバー攻撃を予知する技術を確立 

 

検知に関しては一部（ミシガン

大、REN-ISAC等）例があるもの

の、世界的に未着手。 

マルウェア解析に関しては、ウ

イルスベンダや大学、研究機関等

で実施しているが、ネットワーク

インシデントとの結びつけは未着

手。 

暗号技術に関しては、NISTが次

世代ハッシュアルゴリズムのコン

ペを開始。 

◎ 

攻撃などの観測と解析の相

互分析において世界的に先

行。 

Telecom-ISACを中心とし

た、組織間でのイベント情報

の共有（SOC-IX）は世界的に

先行。 

基礎 ◎ 

イベント分析、マル

ウェア解析結果の共

有プロセスの標準化

などが重要。エストニ

アへのサイバー攻撃

（2007年）などの政

府機能が麻痺する事

態を避けるためにも

各国の政府間での情

報共有が必要。 

やや難 100億円

（2008～ 

2010）

 

＜ネットワークインシデントの検

知・オ防衛サービス市場＞ 

■国内市場 

2015年：0.16兆円 

2020年：0.2兆円 

2025年：0.24兆円 

■世界市場 

2015年：0.96兆円 

2020年：1.2兆円 

2025年：1.4兆円 

 

攻撃の準備段階や攻撃規模が小規

模な段階から検知、分析、対策導出、

対策実施を行い、攻撃被害の拡大を未

然に防止することにより、ネットワー

クインフラの崩壊を未然に防止する

効果は計り知れない。 

また、今後は検知に加え防御のニー

ズが増加すると予想され、ネットワー

クインシデントの検知・防御のサービ

ス事業の市場は大きく広がると予想

される。 

民間、大

学、独法 

国、民間 NICTにおいて先行的に研究

開発が進められており、継続的

に研究開発を推進する必要があ

る。多くの事例を参照してイン

シデント対策を強化するため、

今後も民間企業、

Telecom-ISAC、大学等と連携

が不可欠。 

NICTの研究開発は国際的に

見ても先行。 

インシデント対策において

は、効果を上げるためには、イ

ンシデントの情報交換、対策プ

ロセスなどで、国際的な連携を

図ることが有効である。このた

め、今後も連携を推進していく

必要がある。 

   ○トレーサブルネットワーク

技術 

 送出機器のアドレスを詐称

している通信であっても、本当

の送出機器を探知しうるトレ

ースバック技術 

2009年：トレースバックネットワーク相互接続方式の確立 

2009年：トレースバックネットワーク方式の確立 

2013年：インターネットにおけるトレースバック技術の実用化 

 

 

一部例がある。 

AS内のトレースバック方式と

して、 iTrace方式（IETF：標準

化推進）,マーキング方式（カーネ

ギーメロン大学、UCサンディエ

ゴ）、Hashアルゴリズム方式

（BBNテクノロジ）などにおいて

実施されている。 

 

・知財の所有状況米：1567件、

欧州：5件、日本：160件 

 

◎ 

空間的なトレースバックの

技術開発において先行。 

わが国の研究開発は、AS内の

トレースバック方式は諸外国

と拮抗しているが、AS間で連

携するトレースバック方式と

しては日本が先行している。

 

・標準化：日本先行技術（上

記AS間連携方式）を、ITUお

よびIETFでの標準化を目指す

活動を進めている 

・特許獲得動向：左欄参照 

・論文：IEEEでは日本から8

件の論文（全体では100件）

・製品化動向：横河電機の

PAFFI 

基礎 ◎ 

トレースバックの

国際連携のための情

報の交換フォーマッ

トの標準化や、各AS

間でのパケットトレ

ース情報交換のため

のプロトコルフォー

マット、メッセージ転

送方式等インタフェ

ースの標準化が必要。

（IETF等） 

 

・標準化の可能性： 有

り（現時点ではICMP 

トレースバックの

み）、2007 I-Dの提

案予定（IETF） 

・標準化の方策： 

IETFでの

InternetDraft提出。

もしくは、実機開発・

早期市場投入による

デファクトスタンダ

ード。 

 

やや難 50億円程度

（2008～ 

2013）

＜ISP向けエッジルータ市場＞ 

■国内市場 

2015年：0.05兆円 

2020年：0.06兆円 

2025年：0.07兆円 

■世界市場 

2015年：0.5兆円 

2020年：0.6兆円 

2025年：0.7兆円 

 

トレースバック技術の実用化によ

り、安心してネットワークを利用可能

な環境が実現。 

 

 

民 間 大

学、独法 

国、民間 事業者はニーズ主導でトレー

ス技術導入を進めており、事業

者の連携に難がある。事業者間、

異機種間の連携について、NICT

によって先行的に研究開発が進

められており、継続的に研究開

発を推進する必要がある。 

今後も大学等の研究成果を応

用・転用し、遡及能力を高める

技術を NICT において開発し、

事業者へ導入を図る、という体

制で産学官が連携して取り組む

事が有効。 

NICTの先行的な研究開発成

果を国外の研究機関、機器ベン

ダ、セキュリティ事業者にも展

開し、知識と経験を共有するこ

とで、標準化に向けてのベース

ラインを揃える。また個々の要

素技術について海外の研究機関

や、機器ベンダの成果を積極的

に活用し、実用化に向けてのリ

ードタイム短縮につとめていく

必要がある。 



   ○経路ハイジャックの検知・回

復・予防に関する技術 

経路ハイジャックの検知・回

復を数分以内で可能とする技

術及び、経路ハイジャックの発

生を予防可能とする技術 

 

2010年：経路ハイジャックの検知・回復・予防に関する技術の確立 

 

 

世界的に未着手。 ◎ 

世界的に未着手。 

開発 ◎ 

海外ISPが経路ハイ

ジャックを引き起こ

している事例が多い

ため、諸外国と協力し

て経路ハイジャック

検知・回復・予防技術

の標準化が必要。 

やや難 15億円程度

（2008～ 

2010）

＜ハイエンドルータ市場＞ 

■国内市場 

2015年：0.12兆円  

2020年：0.16兆円  

2025年：0.25兆円  

2030年：0.33兆円   

■世界市場 

2015年：1.15兆円 

2020年：1.45兆円 

2025年：2.4兆円 

2030年：3.0兆円 

 

ひとたび経路ハイジャックが発生

すれば、社会経済生活全般が機能停止

に陥る危険性があり、本研究開発によ

りその危険性を除去できることによ

る効果は計り知れない。 

民間 国、民間 本技術開発は、米国政府主導

で開発されたインターネットの

基盤技術を改良するものである

ため、民間企業間の協調が求め

られ、業界全体への展開に向け

た取り組みが必要であることか

ら、今後も、官民連携のもと国

が中心となり推進していく必要

がある。 

本施策を効率的に推進するた

め、方式の検討やフィールドで

の実証を国内外の関連機関（ISP

や主要IRR等）と連携し、効果的

に実施していく必要がある。 

   ○情報通信機器の安全性・信頼

性の検証・評価技術 

情報通信ネットワークを構

成する機能・機器等の安全性検

証の確度を高める技術 

2010年：情報通信機器の安全性・信頼性の検証・評価をするためのシステム

及び評価指標の基礎を確立。 

 

 

世界的に未着手。 ◎ 

世界的に未着手。 

基礎 ◎ 

安全性・信頼性を検

証・評価する統一的な

指標の確立が必要。

やや難 15億円程度

（2008～ 

2015）

＜情報通信機器市場＞ 

■国内市場 

2015年：0.17兆円  

2020年：0.22兆円  

2025年：0.28兆円  

2030年：0.36兆円  

■世界市場 

2015年：0.8兆円  

2020年：1.8兆円  

2025年：2.5兆円  

2030年：3.3兆円  

 

検証・評価システム及び指標の確立

は、情報通信機器の信頼性保証の基盤

となるものであり、安心して情報通信

機器を利用可能な環境が整備される 

独法 国 NICTにおいて研究開発を進

めており、今後は、技術を普及・

推進するため、国と民間企業に

おいては標準化や制度化に向け

ての連携、大学とは技術の継続

的な研究等で連携を推進してい

く必要がある。 

日本が先行して開発を進めて

いることから、日本がリードし

て国際標準、国際的な制度化へ

の実施に向けて国際連携を進め

ていく必要がある。 

 

 

 

 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

セキュアネット

ワーク 

             

  ●悪意ある通信遮断技術 

 ICTに対する国民生活の依存度

が高まる中、悪意を持った攻撃の被

害最小化を目的とした，（1）ボッ

ト対策技術、および（2）情報漏洩

対策技術 

2010年：自動転送型ファイル共有ソフトによるネットワークを通じた情報流

出の検出及び漏出情報の自動流通停止のための技術の確立 

2011年：ボット駆除のための基盤の構築 

     

 

 関連市場として、ウイルス監視サービス市

場、セキュリティ監視製品市場を想定。 

■国内市場 

2015年：610億円 

2020年：770億円 

2025年：860億円 

■世界市場 

2015年：3,880億円 

2020年：4,900億円 

2025年：5,450億円 

  民間においては限定的な対

応になるため、国を中心とし

て官民連携が必要。すでにボ

ット対策においては現在官民

連携で取り組んでいる。 

現状ほとんど連携はとられて

いない。悪意のある通信を減ら

すという見地からは、今後国際

的なインシデント対応組織等と

の情報交換を行ったり、先進的

事例として国内のボット対策の

取り組みを各国に紹介していく

などの連携が有効。 

   ○ボット対策などサイバー攻

撃の停止に向けた枠組みの構

築 

ボットプログラムの確保及

び、実際の感染者に対し確実に

駆除プログラムを送り届ける

技術 

2011年 : ボット駆除のための基盤の構築 

 

世界的に例のない取り

組み。 

◎ 

世界的に例のない取り組

み（ボット収集・分析は韓

国、米国でも実施）であり、

日本の研究開発水準は高

い。 

開発 × やや難 

（日々新しいタ

イプのボットが

出現する現状に

おいて、汎用的

な対策技術を確

立するのは困難

である） 

180億円 

（2008～ 

2011）

 

＜ウイルス監視サービス市場＞ 

■国内市場 

2015年：450億円 

2020年：570億円 

2025年：630億円 

■世界市場 

2015年：3,000億円 

2020年：3,800億円 

2025年：4,200億円 

 

2005年度のスパムメールによる被害は、

全世界で500億ドル、日本で50億ドルと推

計。本研究により、これらの被害を最小にで

きる。 

民間 国、民間 ISP、ウイルス対策ベンダー

の協力の下、国が中心となっ

て推進。2011年度からは民

間企業の自主的な取り組みと

して実施。 

先進的事例として国内のボッ

ト対策の取り組みを各国に紹介

していくなどの連携が有効。 

   ○ネットワークを通じた情報

流出の検知及び漏出情報の自

動流通停止のための技術 

ネットワークを通じた情報

流出が起こってしまった際の

情報漏出発生を迅速に検知し、

漏出情報の無制限な流通・拡散

を防止する基盤技術 

 

2010年 : 自動転送型ファイル共有ソフトによるネットワークを通じた情報

流出の検出及び漏出情報の自動流通停止のための技術の確立 

  

 

世界的に例のない取り

組み 

（自動転送型ファイル共

有ソフトにおける情報漏

洩は諸外国で問題が顕在

化してきた段階。セキュア

なP2P通信システムの要

求条件・アーキテクチャに

ついては、国際的な会議の

場で研究者により議論が

なされている。） 

◎ 

世界的に例のない取り組

み（自動転送型ファイル共

有ソフトにおける情報漏洩

は諸外国で問題が顕在化し

てきた段階。セキュアな

P2P通信システムの要求

条件・アーキテクチャにつ

いては、国際的な会議の場

で研究者により議論がなさ

れている。）であり、日本

の研究開発水準は高い。 

開発 ○ 

セキュアなP2P通

信システムの要求条

件、通信制御インター

フェース、マーク形式

の標準化について検

討が必要。 

やや難 

（多種多様な自

動転送型ファイ

ル共有ソフトが

開発されている

現状において、

汎用的な対策技

術を確立するの

は困難である）

60億円 

（2008～ 

2010）

＜セキュリティ監視製品市場＞ 

■国内市場 

2015年：160億円 

2020年：200億円 

2025年：230億円 

■世界市場 

2015年：880億円 

2020年：1,100億円 

2025年：1,250億円 

 

近年、Winny等の自動転送型ファイル共有

ソフトや組織における職員等による個人・企

業・行政の機密情報の漏えい事件が多発して

おり、情報漏出の社会に与える悪影響は大き

な問題となっており、本研究開発によりその

危険性を除去できることによる効果は計り知

れない。個人情報の漏えいによる2006年の

想定損害賠償額は約5,000億円。そのうち、

件数比率でWeb・ネットワークに起因したも

のは約22％。（「2006年情報ｾｷｭﾘﾃｨｲﾝｼﾃﾞﾝ

ﾄに関する調査報告書」（NPO日本ﾈｯﾄﾜｰｸｾｷｭ

ﾘﾃｨ協会）参考） 

民間 国、民間 情報の漏えい対策は、国民

の自助的な対策に加え、電気

通信事業者、セキュリティベ

ンダー側での対策が必要とな

るが、各々が個別に対処して

おり、極めて限定的な対策し

か講じられていない状況。そ

のため、国が中心となって官

民連携しながら研究開発を推

進する必要あり。 

国内外のインシデント対応組

織等の関連組織と連携しなが

ら、自動転送型ファイル共有ソ

フトの動向や情報漏えい状況に

ついて把握し、研究開発へとフ

ィードバックすることが有効。

 

 

 

 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

セキュアネット

ワーク 

             

  ●成りすまし防止技術 

情報が発信元から正しく送信され

たものであること、個人が正しくそ

の本人であること、及び情報が送信

経路上で改ざん等されていないこ

と、などを確認・証明し、ネットワ

ーク上での成りすましを防止する

ための技術 

2010年: 暗号・認証プロトコルの検証手法の提案・実現① 

（既存攻撃に対する安全性の検証手法の確立） 

2010年: 証拠性を確保したログ保存等の管理基盤技術の確立②  

2010年 漏洩電磁波の評価手法と対策技術の確立③ 

2010年：バイオメトリクス認証基盤技術の確立④ 

2010年：バイオメトリクス認証のセキュリティ評価手法の確立⑤ 

2010年：バイオメトリクス情報保護型認証技術の確立⑥ 

（データ漏洩による偽造なりすまし脅威への対策） 

2015年: 暗号・認証プロトコルの検証手法の提案・実現⑦ 

      （任意のプロトコルを対象に、安全性証明等検証手法を確立） 

    

 

  ＜成りすまし防止関連市場＞ 

■国内市場 

2012年：2,624億円 

1.内部攻撃防御 912億円 

2.個人認証   569億円 

3.内部漏洩防止 636億円 

4.ﾊﾞｲｵﾒﾄﾘｸｽ   507億円 

■世界市場 

2012年：22,313億円 

1.内部攻撃防御 6,080億円 

2.個人認証   3,793億円 

3.内部漏洩防止 4,240億円 

4.ﾊﾞｲｵﾒﾄﾘｸｽ  8,200億円 

 

※内訳は以下のとおり 

○内部攻撃防御 912億円 

 ｳｨﾙｽ対策、ｽﾊﾟｲｳｪｱ対策、不正侵入検知、ﾌｧｲｱｳｫｰﾙﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

国内市場：912億円 

世界市場：6,080億円 

○個人認証 

ｱｸｾｽｺﾝﾄﾛｰﾙﾊﾟｯｹｰｼﾞ、ﾜﾝﾀｲﾑﾊﾟｽﾜｰﾄﾞﾊﾟｯｹｰｼﾞ、PKI及び電子認

証構築関係、SSLｻｰﾊﾞ/ｸﾗｲｱﾝﾄ証明書、認証系ﾊﾟｯｹｰｼﾞ 

国内市場：569億円 

世界市場：3,793億円 

○内部漏洩防止 

暗号系ﾊﾟｯｹｰｼﾞ、ﾌｫﾚﾝｼﾞｯｸｽ 

国内市場：636億円 

世界市場：4,240億円 

○ﾊﾞｲｵﾒﾄﾘｸｽ 

指紋認証、静脈認証、虹彩認証、網膜認証、顔認証、声紋認

証等 

国内市場：507億円 

世界市場：8,200億円 

 

参考資料： 

http://www.thinkit.co.jp/free/article/0606/2/2/ 

（「情報ｾｷｭﾘﾃｨ製品の市場動向」（ﾐｯｸ経済研究所、

2006.7.18） 

http://www.group.fuji-keizai.co.jp/press/pdf/040525

_04027.pdf  

（2004年富士ｷﾒﾗ総研調べ）

http://www.nikkeibp.co.jp/sj/2/navi/03/index1.html 

（米国調査会社International Biometric Group（IBG社）調

べ） 

http://www.meti.go.jp/policy/netsecurity/060625_sijy

outyousa_17FY.pdf  

（経済省委託調査 H17年度「情報ｾｷｭﾘﾃｨ市場調査報告書」） 

 

認証成りすまし等の不正アクセス行為等により、フィッシ

ング詐欺や情報漏えい等の被害が深刻化している。 

ネットサービスも増加しており、今後認証システムに対す

る攻撃は爆発的に増加し、巧妙化すると予測される。 

そのような中、電子政府システムや一般企業の情報システ

ム等において本セキュリティ基盤技術を利活用して認証成り

すまし等を防止する効果は計り知れない。 

  民間企業での投資インセ

ンティブが比較的低いこ

と、技術確立には多様な業

種が関連すること、電子政

府システムの実現に不可欠

な技術であること、などを

勘案すると、国が中心とな

り、民間企業、大学等と連

携を進める必要あり。 

研究開発の多様化・高度

化や、ネットワーク犯罪被

害の国際性などを踏まえ、

現在でも海外の大学と連携

しているが、今後も更に国

際連携の強化が必要。 

   ○セキュリティ基盤技術 

情報漏えい等を防ぐために、

高度な暗号化等のセキュリテ

ィ基盤技術。 

 

2010年: 暗号・認証プロトコルの検証手法の提案・実現① 

（既存攻撃に対する安全性の検証手法の確立） 

2010年: 証拠性を確保したログ保存等の管理基盤技術の確立② 

2010年 漏洩電磁波の評価手法と対策技術の確立③ 

2010年：バイオメトリクス認証基盤技術の確立④ 

（従来の記憶や所有物に因る認証は利用者の管理・運用に安全性が依

存する。これに対し、利用者の生体特徴を利用するバイオメトリク

ス認証では利用者は管理・運用する必要がなく、安全で便利な認証

方法と考えられる。安全・安心なネットワークの要素技術として、

まず、バイオメトリクス認証プロトコルなどを含むネットワーク基

盤技術の確立が必要。） 

2010年：バイオメトリクス認証のセキュリティ評価手法の確立⑤ 

      （バイオメトリクス認証について本人拒否率や他人受け入れ率といっ

た定量的な評価方法はあるものの、取り替えることができないバイ

オメトリクス固有の脆弱性を網羅したものではない。近年、グミを

用いた人工指紋などの偽造の報告がされており、バイオメトリクス

情報漏洩における偽造なりすまし脅威なども考慮した評価手法・検

証手法を確立することが必要。） 

2010年：バイオメトリクス情報保護型認証技術の確立⑥ 

（取り替えることができないバイオメトリクス情報を利用した認証にと

って、データ漏洩による偽造なりすまし脅威への対策が必要。バイオメ

トリクス情報保護型認証技術により、登録情報の管理や交換のリスク低

減が可能。） 

2015年: 暗号・認証プロトコルの検証手法の提案・実現⑦ 

      （任意のプロトコルを対象に、安全性証明等検証手法を確立） 

  

・左記①-③については、学

会レベルではいずれも海

外では研究開発は進めら

れているものの、実現可能

といったレベルではなく、

特に①は実現にはかなり

遠い。 

・④については、ISOや

ITU-Tにて普及を目的と

した標準化が進んでいる。

・ ⑤ に つ い て は 、

ISO19792にて脆弱性を

列挙した標準化が進んで

いるが、評価に関しては、

世界的に未着手。 

・⑥については、学会で問

題提起はされているが，研

究着手段階であり実用化

には程遠い 

 

○ 

基本的には、海外

の研究をキャッチ

アップしながら、大

学を中心に、学会レ

ベルで進められて

いる。 

 

①⑦日本応用数理

学会「数理的技法に

よる情報セキュリ

ティ」研究部会 

②デジタルフォレ

ンジック研究会 

③電子情報通信学

会 電磁界理論研

究専門委員会 

④-⑥海外と同様

基礎 

 

◎ 

電子政府システム

のための推奨暗号の

制定、電磁波情報通信

セキュリティの国際

標準化が重要 

（ CRYPTREC 活 動

に関しては、適切にメ

ンテナンスすること

が必要） 

（ITU-T SG17への

提案などを推進） 

 

やや難 

ただし、①-

⑦でレベルが

異なり、特に

①を実用レベ

ルとするのは

「難」である。

 

70億円 

（2008～ 

2015）

 

 

民間 

（及び

大学、独

法） 

国 

（ 及 び

民間） 

認証成りすまし等につい

ては、ネットワーク事業者

が直接責任を問われないた

め、民間企業での本技術開

発に対する投資インセンテ

ィブは低い。また、本技術

はネットワーク事業者やセ

キュリティ対策ベンダー等

の様々な業種が関連すると

ともに、広く社会実装され

る必要がある。そのため、

国が中立的な立場から本施

策を実施し、基本技術の確

立、並びに産官学の連携を

推進する必要がある。 

電子政府システムのため

の推奨暗号の制定のため、

国が中心となり、民間企業、

大学等と連携を現在行って

いる。 

 

 

 

 

 

 

 

研究開発の多様化・高度

化や、ネットワーク上の各

種犯罪が国境を越えて影

響・被害を及ぼす可能性の

増大を鑑み、技術開発段階

からの積極的な国際連携推

進が必要。 

 

現在、①-③については、

NICT・IPA等の研究機関が

中心となり、実験を進めつ

つ現実的な解を検討してい

る。④-⑥については、

ISO19792に対応して国

内委員会SC27,SC37を

中心に進められている。⑦

については、大学中心の議

論レベルであり、研究者間

の連携において目標の共有

及び体系的活動が不十分。

今後、①-③については、

現在の取組を継続しつつ海

外連携を進めていくべき。

例えば、電子政府システム

等への実装に向けた共通ガ

イドライン作成等の取組が

考えられる。④-⑥について

は、現状活動の継続推進が

望ましい。⑦については、

資金的な援助も含めて研究

をより活発化し、日本のレ

ベル向上が必要。その上で、

国際標準化等において、我

が国の存在感を出せるよう

推進が必要。 

 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

セキュアネットワー

ク 

             

  ●次世代暗号技術 

安心・安全な高度情報化社会を支

える基盤要素技術として、計算機環

境等の変化に対応した、より高度な

安全性と高い処理性能を有する方式

を実用化する。また、安全性が低下

した暗号をより高い暗号へスムース

に切り替える手法を確立することに

より、長期にわたって安心・安全な

システムとして運用できるようにす

る。 

 

 

 

2015年：次世代ハッシュ、次世代公開鍵暗号、ペアリング応用技術の基礎・開

発段階完了 

2020年：耐量子計算機公開鍵暗号、長期保存技術の基礎段階完了 

2025年以降：次々世代ハッシュ、次々世代共通暗号、耐量子計算機公開鍵暗号、

長期保存技術、量子暗号技術の基礎・開発・実用段階継続 

 

      関連市場として、暗号ラ

イブラリ市場を想定。 

■国内市場 

2015年：100億円 

2020年：125億円以上 

2025年：160億円以上 

2030年：200億円 

■世界市場 

2015年：1000億円 

2020年：1250億円 

2025年：1600億円 

2030年：2000億円 

 

ただし、暗号は製品やシ

ステムに組み込まれ、これ

らについては、市場数値と

して算入されないため、暗

号そのもので市場を見積も

るのは難しい。関連市場は

上記より大きいと考えられ

る。 

 

上記で算出した市場規模

には、その内数として「次

世代暗号技術市場」が存在

し。これは暗号ライブラリ

市場の成長のために必要と

なる。 

その規模は、81億円

（2011年国内市場）であ

る。 

 

  技術的な困難や製品化でのリス

クが高い領域なので、基礎技術の開

発、普及のための環境投資（認証局

の整備など）に、大学や国との連携

が必要。 

先行する海外大学及び研究機関、

企業との連携が必要である。また、

ISO/IECなどの標準化における連

携も重要。 

   ○次世代ハッシュ技術 

 暗号の基盤技術の1つであ

るハッシュ関数の評価技術・

設計技術 

2009年：ハッシュ関数の評価技術の開発 

2011年：次世代ハッシュ関数AHS相当の設計技術の評価検証 

2013年：特定領域向けのハッシュ関数の開発、実用化への展開 

2030年：次々世代ハッシュ関数に係る研究開発の実施 

2035年：次々世代ハッシュ関数の実用化への展開 

      

※ 線表的に、NISTが実施する次世代ハッシュ関数（AHS）公募には間に合

わないと考えられます（公募締切2008年10月31日）。したがって、今回開

発する次世代ハッシュ関数は、米国政府標準（すなわち国際標準）となるAHS

やSHA-2と完全に競合することを前提に、どのように取り組むかを検討する

必要があります。特に、AHSに対抗する国産ハッシュ関数を開発するのか、

AHSの次を目指して技術蓄積するのかによって研究開発目標は大きく異なり

ます 

 

 

事実上、製品市場を牽引する

米国NISTが2008-2012年に

実施するFIPS（米国標準）の

AHS公募に向け、企業・公的機

関・大学が入り乱れて、研究開

発活動が世界中で活発化。AHS

を含め、汎用的なハッシュ関数

は世界中で特許を無償で利用可

能。 

× 

欧米よりも一歩劣るのが

現状。日本のハッシュ関数

が国際標準等の選定された

実績はない。また、設計論

や評価方法等で国際論文が

通っているが、実際のハッ

シュ関数まで設計を練り上

げたものはほとんどない。

基礎 ◎ 

汎用目的で開発し

たハッシュ関数で

あれば、国際標準化

は必須 

特定目的で開発し

たハッシュ関数で

あれば業界標準化

が必要 

 

※ AHSに競合す

るハッシュ関数が

国際標準になるた

めには、その必要性

について世界各国

を説得しなければ

ならないため、国の

全面的かつ強力な

バックアップが必

要不可欠 

やや難 100億円 

（2008～ 

2035）

独法 

 

国 

 

製品化へのリスクが極めて高

く、国内企業の開発インセンティ

ブが高まらない技術分野である

反面、安全性の観点から一定の技

術レベルの保持が必要な技術分

野であることから、国による研究

開発が必要。 

先行する海外大学及び研究機

関との連携が必要である。 

   ○次々世代共通鍵暗号技術 

将来的なプラットフォームの

進展を考慮した、次世代暗号よ

りも高速かつ安全な共通鍵暗号

技術 

2020年：次世代共通鍵暗号への解読手法の開発 

2023年：次々世代暗号の評価技術の開発 

2025年：次々世代共通鍵暗号への設計技術の評価検証 

2030年：次々世代共通鍵暗号の開発 

2035年：次々世代共通鍵暗号の実用化への展開 

すでに次世代共通鍵暗号として

AES（米）、Camellia（日）が標

準化されたことにより、研究動向

は設計フェーズから解読フェーズ

に移行。このように、共通鍵暗号

は次世代暗号がすでに開発・実用

化されており、研究対象が実装系

にシフトしている。 

 

※ 共通鍵暗号は、次世代暗号とし

てすでに米国政府標準AES, 電子

政府推奨（NTT・三菱電機）

Camellia, 韓国政府標準SEEDの

3つが多くの国際標準化に採用さ

れている。現在は、これらの暗号

の製品化が進展しており、新規の

次世代暗号の開発需要は当面低

い。 

○ 

世界有数の研究能力があ

る。ただし、実用化となると、

政府の支援を受けている米国

政府標準暗号が圧倒的に優位

にあり、例え世界トップの研

究開発成果であっても、世界

市場は日本技術をほとんど受

け入れないという構造があ

る。 

基礎 ◎ 

汎用目的で開発す

る共通鍵暗号であれ

ば、国際標準化は必須

難 100億円 

（2008～ 

2035）

大学、民

間、独法 

国 すぐに製品に反映する可能性が

ないため、企業としてはインセンテ

ィブがほとんどない反面、安全性の

観点から一定レベルの技術蓄積及

び技術継承が必要であることから、

国による研究開発が必要。 

欧米の大学との個別連携が考え

られるものの、各国の暗号政策にも

関連する研究分野であるため、方式

研究として国際連携をするかどう

かには高度な政策的判断が必要。

   ○次世代公開鍵暗号技術 

 RSAよりもサイズが小さい高

速かつ安全な公開鍵暗号・デジ

タル署名技術 

2010年：次世代公開鍵暗号の開発 

2015年：次世代公開鍵暗号の実用化への展開 

より高速な暗号開発が米国を中

心に活発化。公開鍵暗号は次世代

暗号の開発・実用化が遅れている。

技術的には優れた方式も研究され

ているが、実用化のためにはイン

フラ基盤の整備が不可欠であるた

め、インフラ基盤が整備されてい

るRSA以外では大きな成果を上げ

ているものがない。このため、方

式研究をしている企業では世界で

も数社程度であり、ほとんどが大

学・公的機関と連携して実施して

いる。 

○ 

世界有数の研究能力があ

る。ただし、実用化となると、

政府の支援を受けている米国

政府標準暗号が圧倒的に優位

にあり、例え世界トップの研

究開発成果であっても、世界

市場は日本技術をほとんど受

け入れないという構造があ

る。 

開発 ◎ 

汎用目的で開発す

る公開鍵暗号であれ

ば、国際標準化は必須

標準 30億円 

（2008～ 

2015）

民間、独

法 

民間 広く利用するには認証局等のイ

ンフラ基盤を整備する必要がある

が、基盤整備のための費用を企業が

出すことは難しいため、国による支

援が必要。 

方式研究としての連携よりも、む

しろインフラ基盤整備のための国

際的調整としての連携のほうが非

常に重要。 

   ○耐量子計算機公開鍵暗号技術 

量子計算機が実用化されても

安全性が危殆化しない暗号・署

2015年：量子計算機が実用化されても安全な暗号の技術を確立 

2020年：量子計算機が実用化されても安全な署名の技術を確立 

2030年：実用化への展開 

格子系・多変数多項式系技術を

利用した暗号方式についての研究

が盛んに行われているが、それぞ

○ 

世界有数の研究能力があ

る。ただし、実用化となると、

基礎 ○ 

長期的には標準化

は必要であるが、現状

難 100億円 

（2008～ 

2030）

独法、大

学 

国 

 

技術的困難性が高いため、製品化

へのリスクが極めて高い技術分野

であるが、危殆化対策として極めて

現状ではこの分野の研究者が少

ないため、国際的に広範囲な体制を

組んでも効果が薄いと予想される。



名技術 れ安全性が疑問視されていたり、

近年解読法が発見されたりしてい

るなど、解読手法の研究が進展し

ている一方、安全な方式の開発手

法はまだ見いだせていない状況。

政府の支援を受けている米国

政府標準暗号が圧倒的に優位

にあり、例え世界トップの研

究開発成果であっても、世界

市場は日本技術をほとんど受

け入れないという構造があ

る。 

ではまだ量子計算機

が実用化されていな

いため、必ずしも標準

方式を決める要望・必

要性があるわけでは

ない。 

需要なため、国による研究開発が必

要。 

研究者の個別つながりで対応可能。

   ○ペアリング応用技術 

楕円曲線上のペアリング技術

を応用した従来の方式にない特

徴を有する暗号・署名技術 

2010年：ペアリング応用技術を確立 

2012年：ペアリングの実装技術を確立 

2015年：ペアリングの実用化技術を確立及び実用化への展開 

方式については盛んに研究され

ているが、ペアリング技術の特徴

を生かした適切な応用先が明確で

ない、処理速度が十分ではないな

ど、実装技術・実用化技術に関し

ては数多くの課題がある。 

○ 

世界有数の研究能力があ

る。 

開発 ◎ 

汎用目的で開発す

る応用技術であれば、

国際標準化は必須。

標準 30億円 

（2008～ 

2015）

民間、独

法、大学 

民間 

 

実装・実用化に関しては民間主導

で開発が可能であるが、ペアリング

技術の特徴を生かせる応用先やサ

ービス市場が現状ではほとんどな

く、民間での開発インセンティブは

あまり高くない。市場立ち上げに向

けた応用先やサービスイメージの

明確化には国による補助が必要。

Voltage社が有力な技術を保有

しているために、連携が有効であ

る。また、ISO/IECなどでも議論が

始まっている。 

   ○長期保存技術 

 長期間保存する署名・暗号に

ついて、暗号方式が危殆化して

も有効性を維持するための技術 

2020年：暗号方式が危殆化した際に、有効性を維持したまま、新暗号への移行

する技術の確立及び評価技術の確立 

2025年：長期保存技術の実用化への展開 

世界的に将来の暗号の危殆化へ

の問題点が指摘されているが、長

期保存技術で実用化されているも

のは少ない。 

○ 

研究ベースでは進んでい

る。 

基礎 ○ 

長期保存方法はシ

ステムごとに要求が

異なる可能性がある

ため、システムごとの

標準化方式になる可

能性がある。 

 

やや難 60億円 

（2008～ 

2025）

民間、独

法 

国 製品化へのリスクが高く、当面は

明確な需要が見込めないため、企業

としてはインセンティブが小さい

反面、危殆化が起きた時に準備が整

っていなければならないため、国に

よる研究開発が必要。 

現状ではこの分野の研究者が少

ないため、国際的に広範囲な体制を

組んでも効果が薄いと予想される。

また、実現すべき要求項目も各国ご

とに異なる可能性がある。 

 

 
 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

セキュアネット

ワーク 

             

  ●情報漏えい防止技術 

電子・紙など媒体種別に依存せ

ず、組織間をやり取りされる情報資

産を適正に管理するための技術 

 

2010年:  

・電子ファイル、紙文書などの情報資産、あるいは電子ファイルを格納し

た外部記憶媒体などを一元管理する基盤技術の確立 

・組織をまたがって流通する情報資産を管理して情報漏えい等を防止する

基盤技術の確立 

・情報資産の重要度を自動評価する管理基盤技術の確立 

 

   

 

  

 

＜内部セキュリティ製品市場＞ 

■国内市場 

2015年：620億円 

2020年：800億円 

2025年：1,030億円 

■世界市場 

2015年：2,300億円 

2020年：3,000億円 

2025年：3,850億円 

 

企業内部からの情報漏えいが多発

しており、企業で取り扱うさまざまな

情報資産を管理する技術・システムが

求められている。 

そのような中、電子政府システムや一

般企業の情報システム等において本

セキュリティ基盤技術を活用して情

報漏えいを防止する効果は計り知れ

ない。 

 

 

 

民間、大

学 

 

国、民間 

 

電子・紙など媒体種別に依存

せず，異なる組織間をやり取り

される情報資産を適正に管理す

る技術に対するニーズは官民問

わず広範囲に及ぶが、特定の民

間企業で開発するにはリスクが

大きく、国主導の下、産学官連

携して推進することが有効。 

 

 

 

 

 

 

異なる組織間をやり取りされ

る情報資産を適正に管理するた

めにはログ管理基盤技術の標準

化が必要であり、学界や標準化

団体等での活動を通じて国内の

研究成果を海外へと発信してい

くことが有効。 

   ○情報資産管理基盤技術 

情報漏えい等を防ぐために、

さまざまな企業等にある情報

資産を管理する基盤技術 

2010年:  

・電子ファイル、紙文書などの情報資産、あるいは電子ファイルを格納し

た外部記憶媒体などを一元管理する基盤技術の確立－① 

・組織をまたがって流通する情報資産を管理して情報漏えい等を防止する

基盤技術の確立－② 

・情報資産の重要度を自動評価する管理基盤技術の確立－③ 

 

電子・紙など媒体種別に依存せ

ず，組織間をやり取りされる情報

資産を適正に管理するための技術

については世界的にも未着手（部

分的な技術要素に関する研究は行

われつつある）。 

 

・左記①について 

 電子ファイルを管理する技術

（DRM、ログ収集）は多く知られ

ているが、紙文書・外部記憶媒体

まで含めた管理技術はまだない。

 

・②について 

SOAPなどXMLベースで組織

をまたがって情報を授受するプロ

トコルが策定されているが、情報

漏えい防止の観点ではまだ研究レ

ベルである。 

 

・③について 

研究開発が行われており、部分

的に製品化されつつあるが、精

度・速度の観点からまだ実用レベ

ルには遠い。 

 

 

○ 

情報漏えい防止の観

点から、電子ファイルだ

けでなく紙文書・外部記

憶媒体まで含めた総合

的な情報資産管理基盤

技術は、世界的にも実用

レベルには未だ遠い。日

本はDRM技術など世界

トップレベルの要素技

術を有している。 

基礎 

 

◎ 

異なる組織間をや

り取りされる情報資

産を適正に管理する

ためにはログ管理基

盤技術の標準化が必

要。 

やや難 

 

25億円 

（2008～ 

2010）

 

民間、大

学 

 

国、民間 

 

 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算）

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

センシング・ユビ

キタス時空基盤 

地球の大気や水の計測・センシングや、

宇宙環境や電波伝搬の監視・予測、衛星

による測位、時間・周波数基準の発生や

供給、電磁環境保護技術など、ICTを社

会・生活に利活用するための基盤を確立

する。 

2020年：4次元時空座標系及び国際環境観測網の実現。 

2025年：宇宙環境評価・中長期予測が可能になる。 

           

  ●環境センシング技術 

 原子・分子レベルから宇宙空間ま

での環境情報をトータルにカバー

する世界最高精度の計測・センサ技

術、宇宙システム技術 

 

2020年：全地球規模で観測する環境計測技術の確立       関連市場として、主にテラヘルツ波利

用市場を想定。 

■国内市場 

2010年：1,700億円 

2015年：7,250億円 

■世界市場 

2010年：8,500億円 

2015年：36,250億円 

 

テラヘルツ波利用市場の規模が、他の

市場規模と比べて、非常に大きいため、

テラヘルツ波利用市場の規模で以て代表

した。 

    

   ○映像レーダ技術 

 航空機搭載高分解能マルチ

パラメータ合成開口レーダに

よる地上の自然現象などの観

測・監視技術 

2010年：1m以下の分解能と準リアルタイムでデータを伝送できる機能を持

つ航空機SARシステム技術を開発 

2013年：被害マッピング等の応用技術開発 

2015年：模擬実験及び実災害時における実証 

2015年：50cm以下の分解能と準リアルタイムでデータを伝送できる機能を

持つ航空機SARシステム技術を開発 

 

欧米でも研究が活発化。航空機・衛星搭載と

もに活発な研究開発。代表的な研究機関として

米国のNASAのJPLがある。 

◎ 

航空機等搭載高分解

能化では、日本が先行。

開発 ○ 

データ利用、地図

利用等で標準化が

重要。 

難 16億円 

（2008～

2015）

災害時のニーズは国または地方自治

体。地図利用等で民間の市場の可能性あ

り。 

独法 国 地図利用のための画像補正

等の技術については、民間に

ノウハウがあり、NICTが中心

となり、民間と連携して研究

開発を推進することが、より

効果的である。 

わが国では高度な技術開発

が行われており、防災等に対

する高いニーズをもつアジア

諸国等とは、技術移転、観測

運用、データ利用・配布技術

の普及等で連携を深める必要

がある。 

   ○CO2計測ライダー 

 人工衛星からのライダー（レ

ーザ光の反射光を利用）による

温室効果ガス（CO2）の3次元

高精度観測技術 

2010年：高出力2μレーザ 

2011年：レーザモジュール化、航空機搭載システム開発 

2013年：CO2ライダー地上実験 

2015年：CO2ライダー航空機実証 

2017年：衛星搭載型CO2技術実証 

2020年：人工衛星に搭載 

欧米でも研究が活発化。 ◎ 

2μm帯大出力、およ

び1.6μm帯のレーザ技

術で日本が先行。 

基礎 ◎ 

環境の精密定量

評価のため、計測技

術およびデータ利

用技術として標準

化は重要 

京都議定書に基づ

くCO2計測の国際

標準化が必要。 

難 90億円 

（2008

～2015）

CO2排出量取引、監視に利用される

（米国外交審議会では、2012年までに

2.3兆ドルの排出権取引があると予想）。 

CO2排出量／吸収量の高精度計測は、

世界的に喫緊の課題であり、全地球規模

及び国ごと、地域ごとの測定が必要であ

る。また、技術の普及が求められる。温

暖化対策費は今後GDPの5％必要とい

われており、本技術は対策費の適正化の

ために貢献する。 

独法、 

民間、 

大学 

国 NICTは固体レーザをはじ

めセンサ開発技術をもってい

るが、JAXAは衛星搭載技術、

民間は製造技術、大学はレー

ザ基礎等、学術的な検討につ

いて秀でており、NICT等の研

究開発機関が大学、民間と連

携して研究開発を推進するこ

とが、より効果的である。 

地球温暖化対策は急ぎ全地

球規模に広げる必要があるこ

とから、利用促進のため、 

技術開発、技術移転、観測運

用、データ利用にわたり、国

際的連携が不可欠である 

特に利用技術のアジアへの展

開を図る必要がある。 

   ○全球規模高度環境観測技術 

気象・大気成分等の環境デー

タを全地球規模（人工衛星利活

用）で計測するとともに、得ら

れたデータから情報を抽出し、

即時に利用可能とする技術 

 

2011年：GPM衛星搭載降水レーダ技術および、EarthCARE搭載雲レーダ技

術の開発（両者とも打ち上げは2013年） 

2017年：CO2等の次世代衛星リモートセンシング技術の開発 

2019年：同上技術の衛星搭載 

各国において活発な研究開発；国際協力の下

で衛星実現。 

◎ 

マイクロ波素子およ

び宇宙レーダ技術で日

本が先行。 

基礎 ◎ 

センサ方式の標

準化およびデータ

利用における環境

評価手法等の標準

化は重要。 

難 200億円

（2008～

2020）

＜新気象情報サービス市場（現在の気象

情報サービスの拡大、発展部分）＞ 

■国内市場 

2020年：88億円 

■世界市場 

2020年：342億円 

 

「都市規模高度環境計測技術」「CO2計

測ライダー」の市場は上記に含むもとの

する。 

 

地球規模の降水量予測により農業など

での旱魃、洪水の事前対策の可能性あり。

市場規模は大きくないが、国際協力の下

で、継続的に実施する必要がある。温暖

化予測の精度向上や災害被害の軽減効果

を評価すべきである。 

独法 国 NICTにはセンサ技術、

JAXAには衛星バス技術、民

間には製造・打上技術があり、

NICT等研究開発機関が大学、

民間と連携して研究開発を推

進する必要がある。 

米欧各国宇宙機関等と、そ

れぞれ分担、協力により技術

開発及び連携を深める必要が

あり、データ利用技術に関し

ては、広くアジア諸国等と密

な連携を行う必要がある。 

   ○都市規模高度環境計測技術 

気象・大気成分等の環境デー

タを都市規模で計測するとと

もに、得られたデータから情報

を抽出し、即時に利用可能とす

る技術 

 

2010年：都市大気計測のプロトタイプ実証、モデル－観測同化試験、実証 

2013年：災害・危機管理センシングネットワーク、情報分析・配信技術の開

発 

2015年：センシングネットワーク・ナウキャスト融合システム、技術実証 

2016年：センシングネットワーク・ナウキャスト融合システム社会実証シス

テム 

都市気象災害、テロ対策等、世界で研究開発

は活発化。 

○ 

都市の総合的安全保

障技術は米国が先行。

基礎 ◎ 

環境の精密定量

評価のため、標準化

は重要。 

難 30億円 

（2008～

2015）

都市計画への利用や汚染大気の流れる

方向を提示できる。自治体等での普及の

可能性あり。 

独法 国 NICTはセンサ技術、データ

処理技術をもっているが、民

間はソフトウェア、大学はモ

デリング等、学術的な検討に

ついて秀でており、NICT等研

究開発機関が大学、民間と連

携して研究開発を推進するこ

とが、より効果的である。 

テロ対策も含む都市の総合

的安全保障技術は米国が先行

していることから研究促進の

ために国際連携が必要。 

また、アプリケーション面

では、アジア諸国等に技術協

力、技術移転が必要なため、

国際連携が必要。 

   ○次世代ドップラーレーダ技

術 

突発的局所災害（集中豪雨、

突風等）の観測を行い、災害発

生予測、発生状況を迅速かつ的

確に収集するための技術 

 

2012年：10～20Km四方を分解能数十mで瞬時（10秒以内）に空間スキャ

ンを行うことが可能なフェーズド・アレイ・レーダーユニットを開

発 

2015年：広域高密度空間スキャンシステムを実現するネットワークセンシン

グ技術を開発、災害予測、情報伝達システムの開発 

≪米国≫ 

次世代型レーダの研究開発計画が進められて

いる。 

 

≪欧州≫ 

未着手。 

○ 

米国と同等レベル。

基礎 ○ 難 60億円 

（2008～

2015）

＜次世代の気象レーダ市場＞ 

■国内市場 

2020年：150億円 

 

1式2.5億円の気象レーダが、60式日

本全国に配備されると仮定して算出。 

 

次世代の気象レーダとしての普及が見

込まれる。気象官署だけでなく、自治体、

交通機関、民間等への普及が期待される。 

独法、民

間、大学 

国 NICTは降雨観測の技術、民

間はハードウェア、大学は学

術的知見を持つ。 

更に実用化の促進にあたって

は気象・防災機関との連携促

進も必要。 

国際的には、高い技術力と

応用技術を持つ米国等と連携

する。防災に対するニーズの

高いアジア諸国等に対して

は、技術移転、利用技術等で

連携を強化する。 

   ○テラヘルツ波センシング技

術 

 煙霧等で見えない場所にい

る人物等の発見を可能とする

小型可搬なテラヘルツカメラ

や離れた地点から有毒ガスを

検知できるテラヘルツ領域の

電磁波センシング技術 

 

2010年：デバイス、伝搬等のテラヘルツ基盤技術の開発 

2015年：テラヘルツ帯パッシブセンサ技術の開発 

2025年：テラヘルツ帯アクティブセンサ技術の開発 

≪米国） 

米国でテロ対策等のためのセンシング技術が

活発。 

 

主なプロジェクトは以下の通り。 

■TIFT （Terahertz Imaging 

Focal-plane-array Technology） 

セキュリティ応用の小型高感度テラヘルツ波

センシングシステムの開発。 

 

■SWIFT （Submillimeter Wave Imaging 

FPA Technology） 

◎ 

テラヘルツ帯量子カ

スケードレーザ技術は

世界水準、テラヘルツ帯

量子井戸型検出器技術

で日本が先行。他は同

等。 

 

基礎 ◎ 

新たな領域であ

り、標準化は極めて

重要。 

難 110億円

（2008～

2025）

＜テラヘルツ波利用市場＞ 

■国内市場 

2010 年：1,694 億円 

2015 年：7,247 億円 

■世界市場 

2010 年：8,470 億円 

2015 年：36,235 億円 

 

国内市場は、テラヘルツテクノロジー

動向調査報告書（（財）テレコム先端技

術研究支援センター）を参照した。内訳

は以下の通り。 

独法、民

間 

大学 

国 NICTは、テラヘルツ帯量子

カスケードレーザ、テラヘル

ツ帯量子井戸型検出器、大気

伝搬特性計測とモデル化等の

技術を持っているが、民間は

ハードウェアの技術、大学は

共鳴トンネルダイオード、分

光等、学術的な検討に秀でて

おり、NICT等研究開発機関が

大学、民間と連携して研究開

発を推進することが、より効

果的である。 

欧米、中国等で高い技術レ

ベルを有しており、開発促進

のため、これらとの研究連携

が必要である。 

成果移転、社会応用におい

てはアジア、各国と連携が必

要。 



セキュリティ、防衛用イメージング応用のサ

ブミリ波 FPA に係るコンポーネント開発。テラ

ヘルツ自由電子レーザ開発。 

 

■スペースシャトル外壁タイル内部の欠陥検査

テラヘルツイメージングシステムがNASAで実

用。 

 

■テラヘルツ帯小型高出力炭酸ガスレーザを開

発。環境・天文応用、イメージングシステム開

発を展開。 

 

■テラヘルツ光のセキュリティ分野への応用進

行中。 

 

≪欧州≫ 

■TERAVISION （Terahertz Frequency 

Imaging Systems for Optically Labeled 

Signals） 

・英国：2000年～2003年 

・医療応用小型テラヘルツパルスイメージング

装置の開発。関連して、ベンチャー企業を通

じた技術の事業化も進展（TeraView社） 

①IT 市場 

2010 年：619 億円 

2015 年：3,800 億円 

②セキュリティー市場 

2010 年：519 億円 

2015 年：1,583 億円 

③バイオ・メディカル市場 

2010 年：58 億円 

2015 年：1,044 億円 

④農業･食品モニタリング市場 

2010 年：388 億円 

2015 年：596 億円 

⑤工業モニタリング市場 

2010 年：86 億円 

2015 年：192 億円 

⑥環境分析市場 

2010 年：8 億円 

2015 年：18 億円 

⑦宇宙計測リモートセンシング市場 

2010 年：16 億円 

2015 年：16 億円 

 

 

また、世界市場は、国内市場の 5 倍と

想定して算出。 
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  ●電波伝搬監視・予測技術 

 社会インフラや宇宙利活用、測

位・通信・放送など電波利用に影響

を与える宇宙環境変動をリアルタ

イムに監視・予測し、被害を低減さ

せ、安定した利用を実現する技術 

2025年：宇宙環境評価・中長期予測技術の開発       ＜電波障害予報サービス市場＞ 

■国内市場 

2015年：30億円 

■世界市場 

2015年：140億円 

 

民間気象予報会社の市場規模

300億円（1995年度～2002年度

平均）の10%の規模で電波障害予

報サービスが普及すると仮定して

算出。 

 

このほか、以下に示すような効用

もあり、上に示した市場規模以上の

大きな効果がある。 

 

・磁気嵐による障害（停電。送電シ

ステム、石油パイプラインへの影

響）や、電離層異常による障害（衛

星通信、衛星放送、GPSへの影

響）の予測・予防に利用できる。

（磁気嵐による1989年カナダ

発電所の被害額700億円相当：

http://www.stelab.nagoya-u

.ac.jp/ste-www1/pub/ste-nl

/Newsletter28.pdf） 

 

・宇宙環境情報利用により、衛星障

害の回避等で貢献する（衛星障害

は1回当たり、数100億円規模の

損失となる）。 

 

・航空機関では、本システムを前提

とした管制システムを構築しつ

つあり、燃料節約・飛行時間軽減

などのメリットから100億円規

模の市場効果が見込まれる。 

 

・通信・放送関連機関には業務の安

定性への寄与により数億円規模

の市場効果が見込まれる 

    

   ○宇宙環境監視・予測技術 

社会インフラや宇宙の利活

用に影響を与える宇宙環境変

動をリアルタイムに監視・予測

し、被害を低減させる技術 

2010年：地上･衛星観測データネットワークとデータ駆動型シミュレータによる磁気圏・

放射線帯・電離圏総合監視技術の開発、地上・衛星観測データを用いた宇宙放射

線変動速報技術の開発 

2015年：太陽及び内部太陽圏の観測ネットワークとシミュレーションおよびその融合技術

の開発 

2020年：宇宙環境評価・予測技術の開発 

2025年：太陽活動サイクルの活動レベル予測に基づく数年レベルの中長期予測 

 

米国、欧州等でも積極的

に推進している。 

また、近年中国が本課題

の研究開発に力を入れ始め

ている状況。 

○ 

全体的には日本と

諸外国はほぼ拮抗し

ているが、衛星観測に

ついては米国が先行。

基礎 ○ 

宇宙環境評価基準

の標準化は重要。 

やや難 60億円 

（2008～ 

2020）

独法、大

学 

国 当該分野において、NICTは基

礎から実用への橋渡しの研究開

発を担っており、大学は基礎研

究を中心に行っているため、

NICTが中心となり、大学等と連

携して研究開発を推進するとよ

り効果的である。 

本研究業務は、国際的ネットワー

クの下で、観測の分担等により緊密

な連携・協力が行われている。 

 

   ○電波伝搬障害監視・予測技術 

測位・通信・放送など電波利

用に影響を与える現象を監

視・予測し、安定した利用を実

現する技術 

2010年：電波伝搬障害の発生メカニズムの解明による高度予測技術の開発 

    （1 時間前の擾乱予測） 

2015 年：数時間～1 日先の電離圏擾乱予測手法の開発 

2020年：電離圏リアルタイムトモグラフィー技術の開発 

近年、米国・欧州・中国

が相次いで大規模プロジェ

クトを推進している。 

◎ 

日本が先行。 

基礎 ○ 

障害評価基準の標

準化は重要。 

標準 10億円 

（2008～ 

2015）

独法、民

間、大学 

国 NICTには実利用に影響を与

える電離圏変動の解析評価技術

があるが、民間は一般に普及す

る測位・通信・放送システムの

開発技術、大学は電離圏に関す

る学術的な検討に秀でており、

NICTが中心となり、大学等と連

携して研究開発を推進すること

が、より効果的である。 

高い研究ポテンシャルをもつ欧

米との連携が必要であり、かつ新た

な観測データ取得および技術移転、

成果の普及のためには、アジア各国

との連携が必要である。 
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   ●高精度衛星測位基盤技術 

準天頂衛星等を活用した高精

度な衛星測位基盤技術 

2008年：静止衛星・地上局間の双方向時刻・周波数比較技術の

確立。ETS-Ⅷによる要素技術開発 

2012年：非静止衛星・地上局間の双方向時刻・周波数比較技術

の確立。衛星搭載原子時計同士の時刻・周波数比較技

術の確立。準天頂衛星初号機による実証試験 

 

 

米国、ロシア、中国、欧州でシステム全体

の研究開発が行われている。特に衛星測位の

基幹技術である搭載原子時計については欧米

等で以下の開発・改良が進められている。 

 

≪米国≫ 

Rb型搭載原子時計に対するさらなる改善と

新型のCs型搭載原子時計の開発が並行して実

施されている。 

 

≪欧州≫ 

Rb型搭載原子時計を完成・宇宙実証済みで、

2008年には受動型水素メーザ原子時計を搭

載した宇宙実証試験が行われる予定。 

○ 

静止衛星を用いた実

験を実施中。また現在準

天頂衛星の研究開発に

取り組んでいる。 

開発 ◎ 

高精度な衛星測

位の実現には、

GPS等との相互運

用性を確保するこ

とが重要。 

やや難 18億円 

（2008～ 

2012）

＜歩行者ナビ等関連サービス及び携帯端末等関連端末市場＞ 

■国内市場 

2010年：550億円 

2015年：1500億円 

2020年：2000億円 

 

 準天頂衛星システムサービスによる製品やサービスの市場

規模を想定しているため、国内市場のみ算出。 

 

独法 国 基盤的な技術から製造的

な技術まで様々な技術が関

わっているため 

NICT等の公的研究機関と

民間企業との連携が有効。

米国が運用するGPSと

の相互運用性確保が重要で

あり、継続的に米国と連携

していくことが必要。 

 



ICT 安心・安全 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に必

要な資金

（概算）

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

センシング・ユビ

キタス時空基盤 

             

   ●高精度時刻・周波数標準

技術 

 高精度な周波数標準器

の構築と、標準電波による

時刻情報の供給、ならびに 

時空間情報の精密計測技

術 

2009年：２台目のCs原子泉型一次周波数標準器の完成。

搬送波位相を利用した衛星（GEO）双方向時刻

比較技術の実証。 

2011年：Sr原子の光領域遷移周波数をCs原子周波数標準

と同等の精度で測定。精度10^(-12)以内の周波

数情報と10μs以内の精度の時刻情報を標準電

波で供給。 

2016年：イオンや中性原子の光領域の遷移周波数の精度を

Cs原子周波数標以上に向上。 

高精度時刻比較技術の実現。 

４次元時空座標系及び国際観測網の確立。 

           

   ○高精度時間・周波数

標準の発生技術 

新たな秒の定義と

なり得る光周波数標準

器Cs一次周波数標準

器及び、多数の商用原

子時計と一次周波数標

準器を組み合わせた時

系構築アルゴリズムの

開発 

2009年：2台目のCs原子泉型一次周波数標準器を完成させ

て、NICT-CsF1との周波数比較を行なうと共に

Ca+イオンの光領域遷移周波数をCs原子周波数標

準と同等の精度で測定  

2011年：Sr原子の光領域遷移周波数をCs原子周波数標準

と同等の精度で測定 

2016年：イオンや中性原子の光領域の遷移周波数の精度を

Cs原子周波数標以上に向上。その上で複数の遷移

周波数の高精度比較より基礎物理定数の時間的変

化を観測や超高安定周波数光源による通信技術の

発展に貢献 

・SYRTE(仏)、NIST(米)では原子泉型Cs一次周波数標準

器の確度は16桁に達している。 

・トラップされたイオンの光領域の遷移周波数の確度は

NIST(米)で16桁に突入しているほか、PTB(独)や

NPL(英)でも15桁前半に達している。 

・中性原子の光領域遷移周波数安定度はJILA（米）で16

桁に到達している上に、SYRTE(仏)における測定結果

と16桁の精度で一致している。 

○ 

NICTでは原子泉型Cs一次

周波数標準器NICT-CsF1を

開発し、2x10-15の周波数確

度を得ている。また、Ca+イオ

ンの時計遷移が20-30 kHz

の線幅で観測されている。 

Sr中性原子を用いた光格子

時計は東大―産総研の共同研

究で開発され、15桁の周波数

確度を得ている。 

開発 ◎ 

時間、周波数の精密測

定は基礎物理や通信技

術の発展に欠かすこと

ができないものであり、

国際的に共通なひとつ

の基準を設けることが

絶対不可欠である。 

難 16億円 

（2008～ 

2016）

時間と位置はあらゆる事象の

根源的なインデクスであり、基

盤であるため、単純に市場規模

では表せない。 

独法 国 市場規模が明確に表せない事か

ら民間企業が主体となりづらく、

NICTが研究開発の主体となり、そ

の成果を応用する出口面で官と連

携し、大学や産業界への技術移転を

行い、活用を図って行く。 

時刻・周波数標準の発生技術は、国

際的な相互比較による承認を得るこ

とが必須であり、国際度量衡局

（BIPM）や世界各国の標準機関との

連携が不可欠になる。このためBIPM

やアジア太平洋計量計画（APMP）の

会合への参加、貢献を行ない、主導的

立場を確立する。また国内外の大学や

企業とも技術協力を行う。 

   ○時間・周波数標準の

供給・利活用基盤技術 

 長波標準電波により

時間周波数標準供給技

術、インターネット、

電話回線などを用いた

有線ネットワークによ

る時間周波数供給技術

及び衛星測位技術によ

る高精度時間周波数供

給技術 

2011年：精度10^(-12)以内の周波数情報と10μs以内の

精度の時刻情報を標準電波で供給するとともに、

ISO17025に基づいて、精度5×10^(-14)の高

品質な周波数較正サービスを提供。ネットワーク

を通じて簡便に正確な時刻情報を認証すること

のできるユビキタス時刻認証システムの実用化

・長波による時刻配信は我が国のほかにドイツ及び米国で

実用化されている。さらに高精度な時刻情報を得るに

は、GPSなどの測位衛星による方法があり、この分野

では米国が先行し、ほかに欧州のGalileo計画が追随し

ている。 

○ 

日本は、ドイツ、米国と並

んで長波による標準電波供給

を実現しているアジア唯一の

国であり、研究開発水準は国

際的にも先端的と言える。測

位衛星による高精度な時刻情

報供給については、準天頂衛

星システムによる研究開発が

進められている。 

開発 ◎ 

時間・周波数標準は世

界各国共通の基盤であ

り、国際協力の下で実現

されるものであるので、

国際標準化は重要であ

る。 

やや難 ６億円 

（2008～ 

2011）

＜タイムビジネス市場＞ 

■国内市場 

2005年：1,481億円（NTT

データ経営研究所調べ） 

独法 国 NICTが主体となり、関連する産

学官と連携をとりつつ研究開発を

進める。 

国際組織における標準の構築と配

信の標準化が必須であり、標準化に積

極的に貢献するとともに、アジア諸国

における時刻供給システムの構築に

おいて、日本がリーダーシップを発揮

する。 

   ○時間・空間情報の精

密計測技術 

 GPS、通信衛星など

を用いた高精度時刻比

較技術及びVLBI、

GPSなどを用いた高

精度測位、位置計測技

術 

2009年：搬送波位相を利用した衛星（GEO）双方向時刻

比較技術の実証 

2011年：正確で信頼できる時間と空間的な位置の基準を統

合した時空統合標準技術を構築 

2016年：複数の衛星測位システム（GPS等）を利用した

高精度時刻比較技術の実現。国際的な時刻比較網

（BIPM）とIVSなどの宇宙測地技術の国際機関

を連携・統合し、国際的に時間と空間基準座標系

とが統合した４次元時空座標系及び国際観測網

の確立 

・衛星双方向時刻比較のモデムについては、日本とドイツ

（民間企業）がリード。解析技術については日米欧各国

で研究。 

・国際的な時刻比較網が国際協力のもとで組織化され、高

精度な国際原子時が実現している。また、宇宙測地技術

を統合し、空間位置の基準となる国際基準座標系が構築

され、定常的にモニターする体制が整えられている。

・日米欧の研究機関が中心となり、より確度の高い時間と

空間の精密計測技術の研究開発が進められている。 

○ 

搬送波位相を利用した衛星

双方向時刻比較技術の実証が

進んでいる。 

国際時刻比較網や国際基準

座標系の維持・構築は世界各

国の相互協力のもとで進めら

れているが、日本はアジア地

域における国際時刻比較網の

ハブとしての役割を果たして

おり、また宇宙測地技術の研

究開発でも国際的に先進的な

研究開発を進めている。 

開発 ◎ 

時刻・周波数の国際精

密比較や、宇宙測地技術

の観測およびデータ解

析では、参加する研究機

関が使用する装置・解析

方法の標準化を図る必

要がある。 

難 1６億円 

（2008～ 

2016）

時間と位置はあらゆる事象の

根源的なインデクスであり、基

盤であるため、単純に市場規模

では表せない。 

独法 国 市場規模が明確に表せない事か

ら民間企業が主体となりづらく、

NICTが研究開発の主体となり、そ

の成果を応用する出口面で官と連

携し、大学や産業界への技術移転を

行い、活用を図って行く。 

時刻・周波数の精密比較および国際

空間基準座標系の構築のためには、国

際的に装置・解析方法の標準化を図る

必要があり、BIPM、CCTF、ITU-R、

IERS等の国際組織のもと、参加する世

界各国の研究機関の間で協力を行う。
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キタス時空基盤 

             

  ●電磁環境保護技術 

 あらゆる機器・システムを電磁干

渉や生体影響のない状態で使用可

能とするために必要なEMC（電磁

適合性）に関する計測・評価・対策

技術 

 

2015年：準ミリ波帯までをカバーする総合的広帯域電磁環境技術の確立 

2025年：ミリ波帯までをカバーする総合的超広帯域電磁環境技術の確立 

      関連市場として、ノイズ対策部品及

び計測器市場等を想定。 

■世界市場 

2010年：7,710億円 

    

   ○通信EMC基準評価技術 

電子・電気機器から発生する

電磁妨害波（エミッション）が、

通信システムに障害を与えな

いレベル／通信システムの電

磁波が各種機器に影響を与え

ない（イミュニティ）レベルの

確立 

2016年：第4世代携帯等、新たな無線通信システムに対応したエミッション・

イミュニティ基準策定 

2025年：新たな無線通信システムに対応したエミッション・イミュニティ基

準策定 

 

電磁雑音による通信

への影響を体系的に研

究している機関は大学，

国立研究機関とも世界

的に少ない。 

 

◎ 

APD測定法開発

を先導。 

基礎／開発

 

 

◎ 

CISPR規格への導

入後に国内規格化。

やや難 60億円 

（2008～

2025）

 

測定器等への応用が広がりつつあ

る。 

（参考市場：世界の4G市場は2020

年頃に2,500M加入に拡大

（http://japan.researchonasia.co

m/report/report_name.html?nu

m=226）） 

独 立 行

政法人、

大学、民

間企業 

国 及 び

民 間 企

業 

情報通信技術の研究開発を進めるに当たって、新たな

情報通信機器と他の機器間の電磁干渉を避けるために通

信EMC技術が必要である。 

このため、1987年に産学官による不要問題対策協議会

（現電磁環境協議会）を設立し、不要電波による障害に

対応する通信EMC技術の検討を行ってきている。 

また新たな通信方式に対応していくためには、産学官

の連携を行って電磁干渉の抑制のための研究開発を行う

とともに規格等を作成していく必要がある。 

通信EMCに関して、国際標準

化等による技術の普及を測るた

めに、日本と同等の技術レベル

を有する独、米国等と連携を進

めて行くことが重要である。 

   ○通信・電磁環境相互影響評価

技術 

都市雑音等の電磁環境の測

定法を確立するとともにデー

タベースを整備するとともに、

通信システム設計のための影

響評価技術を確立する。 

2013年：第4世代携帯等、新たな無線通信システムへの影響評価法確立 

2015年：ITU-Rの都市雑音のデータベース勧告の改訂版を構築 

2020年：新たな無線通信システムへの影響評価法確立 

2025年：ITU-Rの都市雑音のデータベース勧告の再改訂版を構築 

電磁雑音による通信

への影響を体系的に研

究している機関は大学，

国立研究機関とも世界

的に少ない。 

 

○ 

予備検討の段階。

基礎 ◎ 

定義・測定法を統一

する必要がある。 

難 90億円 

（2008～

2025）

 

公共的利用面を重視する。 独法、大

学、民間 

国、民間 

   ○電波防護基準適合性評価技

術 

無線局が電波防護基準を満

足しているかを判定するため

の評価技術（測定、計算を含む） 

2010年：IEC/TC106のSAR測定法を改訂 

2015年：防護指針適合性評価法の妥当性確認 

2025年：生体内ICTのばく露評価法の確立 

電磁波による生体へ

の影響を体系的に研究

している機関は大学，国

立研究機関とも世界的

に少ない。 

英国HPA, 米国FDA，

ユタ大学等が有名。 

◎ 

液剤開発や不確

かさ評価に実績。

 

 

基礎／開発

 

 

◎ 

通信機器の国際流

通のためには国際的

な統一が重要。 

 

 

やや難 135億円

（2008～

2025）

 

 

無線の利活用の進展により周囲に

電磁波が充満する環境になる。加え

て、医療分野での無線の活用が予想さ

れる。 

行政ニーズに応えるための技術開

発；測定技術等の応用の可能性あり。

独法、大

学、民間 

国、民間 生体電磁環境技術は、人体の安全性を確保するため、

国内においては総務省を中心に研究開発の実施・支援を

継続的に行う必要がある。 

このため、平成9年度から18年度までの10年間、生

体電磁環境研究推進委員会を設置し、研究を推進してき

ており、その結果を受け、19年度以降も研究を継続して

いるところである。一方、産業会においても、業界団体

が協力し、別途、研究を推進しているところである。 

今後も、更なる安心安全な情報通信社会を目指し、産

学官連携による研究を促進し、継続的に実施していくこ

とが非常に重要である。 

生体電磁環境技術は、国際規

格等の制定や国際比較等が重要

であり、日本と同等の研究開発

を行っている各国との連携を行

うことが重要である。 

   ○電磁波生体影響評価技術 

電波防護基準の基礎・妥当性を

確認するための生物実験・疫学

評価技術等 

2010年：防護指針の妥当性確認 

2015年：防護指針の妥当性再確認 

2025年：最新の研究結果等を踏まえた防護指針の妥当性再々確認 

◎ 

高精度曝露評価

に基づく生物実験

結果を発信、疫学調

査にも寄与。 

基礎 ◎ 

基礎指針値は、国際

的な統一が重要。 

難 360億円

（2008～

2025）

 

無線機器の安全・安心を担保するこ

とにより、無線機市場の拡大を支え

る。 

 

以上の 4 項目は主として携帯電話

の端末市場向けの技術として適応さ

れていると考えられる。市場規模は携

帯電話端末の世界市場（2010 年）

16 兆円の 1％として、1,600 億円

（2010 年）と考えられる。 

独法、大

学、民間 

国、民間 

   ○電磁波セキュリティ対策技

術 

漏洩電磁波の受信による情

報の漏洩、強い電磁波による通

信システムへの侵入・障害を防

ぐための基準及び対策技術 

2010年：フィルタ測定法の標準化策定（CISPR17） 

2012年：電磁波セキュリティ基準策定（ITU-T） 

2015年：電磁波セキュリティ基準対応機器の製品化 

2025年：新たな情報漏えいに対応する電磁波セキュリティ基準の見直し 

米国で防衛のために

検討が進んでいる（が、

一般には開示されてい

ない）。 

○ 

測定・評価技術の

検討段階。 

基礎／開発

 

 

◎ 

防御レベルごとに

標準化する必要があ

る。 

難 120億円

（2008～

2025）

 

ノイズ対策市場は、世界規模で約 1

兆円と考えられるが、セキュリティ対

策は、そのうち 10％程度の 1,000

億円（2010 年）と思われる。 

 

独法人、

大学、民

間 

国、民間 新たな情報通信機器の研究開発を進めるに当たって、

情報通信機器から意図しない電磁波の漏えいにより回路

間の干渉及び情報漏えいを抑えるため回路／デバイス

EMC技術が必要である。 

これまでは、情報通信機器からの意図しない電磁波の

漏えいに対し、産学がそれぞれ独自に研究開発を行って

きている。今後は、情報通信機器から意図しない電磁波

の漏えいにより回路間の干渉及び情報漏えいの抑制が情

報通信機器の小型化及び情報漏えい防止を阻害すること

から、国内においては、産学官の連携による研究開発の

実施が必要である。 

米国の防衛技術が先行してお

り、米国との連携が非常に重要。

   ○情報通信機器内EMC対策技

術 

携帯電話等の小型・高密度・多

機能化に伴う機器内の電磁干

渉を低減するための設計・対策

技術 

2010年：マイクロ波帯の雑音抑制技術の確立 

2010年：低ノイズ半導体設計技術の確立 

2016年：雑音抑制技術対応機器の製品化 

2025年：高周波化、高密度実測への対応 

 

日本の他、米国、独等

で開発が進んでいる。

○ 

抑制材料・小型化

が課題。 

基礎／開発

 

○ 

抑制材料評価技術

の統一が課題。 

やや難 180億円

（2008～

2025）

 

ノイズ対策市場の1兆円のうち、本

項目の100MHz以上のノイズ対策部

品と計測器の市場は約半分の5,000

億円（2010年）と考えられる。 

独 立 行

政法人、

大学、民

間企業 

国、民間 

   ○EMC／無線計測技術 

新たな通信システム開発に必

要な基盤的測定技術、通信シス

テムの管理に必要な測定技術 

2010年：FAR活用による効率的な計測手法の確立 

2012年：FAR活用による効率的な計測手法の国際標準化 

2013年：広帯域、高速、高ダイナミックレンジ測定技術の確立 

2025年：新たな情報通信機器に対応したEMC／通信計測技術の確立 

 

英国NPL、オースト

リアARS等の国家標準

機関・公的機関に検討さ

れている。 

○ 

提案手法の評価

に留まっている。

 

開発 ◎ 

国際貿易の障壁と

ならぬように標準化

する必要がある。関連

産業への影響大。 

標準 90億円 

（2008～

2025）

 

ノイズ対策市場の1兆円のうち、計

測器市場は5％の500億円と思われ、

そのうち本項目は100億円（2010

年）と考えられる。 

独法、大

学、民間 

国、民間 情報通信技術の研究開発を進めるに当たって、情報通

信の性能の確認のためEMC／無線計測技術が必要であ

る。 

これまでは、産学がそれぞれ独自に研究開発を行って

きている。 

今後は情報通信の確保のために測定器の基盤技術の確

保・測定の不確かさの評価を行うため国及びNICTが研究

開発を継続的に実施・支援し、必要な技術レベルを産学

官連携のもとに確保していくことが必要である。 

測定器技術の技術基盤を国際

的なレベルに維持することは、

わが国の情報通信技術の国際的

展開に不可欠であり、同等の技

術を有する独、米国等と連携を

進める必要がある。 

   ○測定器・アンテナ較正技術 

システムの管理・品質維持に

必要な測定器・アンテナ等の測

定精度向上のための標準およ

び較正方法の確立 

 

 

2010年：110GHzまでの電力・アンテナ測定技術の確立 

2015年：110GHzまでのスペアナ・大型アンテナ較正技術の確立 

2025年：275GHzまでの測定・較正技術 

英国NPL、オースト

リアARS、米国NIST等

の国家標準機関で精力

的に検討されている。

○ 

40 GHz程度ま

でに留まっている。

 

基礎 

 

○ 

較正（校正）法はい

くつもあって良いが、

不確かさの項目（評価

法）は統一する必要が

ある（同じ尺度で比較

するため）。 

標準 60億円 

（2008～

2025）

 

スペクトルアナライザー（100Gz

以上）の世界市場規模は約10億円程

度（2010年）である。 

独法、大

学、民間 

国、民間 わが国の技術レベルの維持、

国際比較等を行うために、各国

の標準機関との連携（相互比較）

が重要。 

 



 ICT 安心・安全 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の 

研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタス＆ユ

ニバーサルタウ

ン 

センサーネットワークやロボット等に

より、高齢者・障害者をはじめ人に優し

く地球に優しいユビキタスネット環境を

実現する。 

2017年：ユビキタスネットワークや環境配慮型情報プラットフォームなどの

異種技術の連携 

2020年：状況認識ができるロボットとの対話に基づくサービスの提供 

2025年：セキュリティ上のリスクや環境負荷を低減する工夫を具備した生活

サポート向け環境の実現 

           

  ●ネットワークロボット技術 

 ユビキタスネットワーク技術と

ロボット技術を融合して、単体ロボ

ットではできなかった、ロボットが

協調・連携したサービスを実現する

ための技術 

2010年：遠隔対話制御を併用して人とロボットの間で自然な対話とジェスチ

ャの実現 

2015年：人の嗜好・意図・コンテキストを反映した対話とジェスチャの実現 

 

      関連市場として、ロボット産業全体の市場、ネットワークロボ

ット特有のバーチャル型ロボット端末機器（携帯電話）市場及び

とアンコンシャス型ロボット（監視カメラ）の市場を想定。 

■国内市場 

2010年：3.3兆円 

2015年：5.3兆円 

■世界市場 

2010年：20.9兆円 

2015年：26.3兆円 

 

 

＜ロボット産業全体の市場＞ 

■国内市場 

2005年：7,601億円 

2010年：2.3兆円 

2015年：4.3兆円 

■世界市場 

2010年：6.2兆円 

2015年：11.6兆円 

 

（国内市場規模は、平成19年3月新エネルギー・産業技術総合

開発機構：平成18年度『ロボット技術戦略マップ』のローリン

グに関する調査研究成果報告書、および、平成19年8月「ロボ

ット分野アカデミックマップおよびロボット技術戦略マップ

2007」報告会―ロボット技術（RT）の中長期的なビジョンマ

ッチングーより、世界市場規模は，下記の2005年ワールドワイ

ドFAロボット市場の規模を参照し、世界市場規模は日本の市場

規模の約2.7倍として算出） 

日本：1,669億円 

アジア：1,150億円 

北米南米：1,076億円 

欧州：649億円 

その他：1億円 

--------------------- 

世界市場：4,545億円） 

 

 

＜バーチャル型ロボット端末機器（携帯電話）市場＞ 

■国内市場 

2007年：9,400億円 

■世界市場 

2007年：14兆円 

（電子情報技術産業協会（JEITA）による需要予測等から2007

年携帯電話端末の国内販売数は4700万台、世界販売数は7億

台、平均端末価格を2万円と仮定して算出） 

 

＜アンコンシャス型ロボット（監視カメラ）市場＞ 

■国内市場 

2005年：580億円 

■世界市場 

2005年：7,000億円 

（富士経済調査より2005年の監視カメラ国内市場は58万台、

世界市場は700万台、平均価格を10万円と仮定して算出） 

 

 

なお、初めに示したロボット産業全体の市場には、以下に示す

ロボットハードウェア市場及びアンコンシャスセンシング技術

による社会経済損失低減効果を含んでいる。 

 

＜ロボットハードウェア市場＞ 

■国内市場 

2010年：8450億円 

2015年：1.254兆円 

■世界市場 

2010年：2.28兆円 

  ネットワークロボット技術

は、ATR（国際電気通信基礎

技術研究所）などを中心に研

究が行われている。 

2003年9月に、大学、電気

通信事業者、メーカ、研究機

関、地方公共団体からなるネ

ットワークロボットフォーラ

ムが発足し、産学官が連携し

て標準化の推進等を進めてい

る。 

同フォーラムはユビキタス

ネットワーキングフォーラム

（UNF）とMOUを2005年9

月に締結。両技術を橋渡しす

る標準化に向けて共同検討。

CEATECなどを通じて、ユビ

キタスデバイス、ネットワー

クロボットの相互乗り入れ実

験も成功。 

ロボット単体での市場創出

が難しいことを企業が認識し

始めており、今後、高度化す

るユビキタスネットワーク環

境と連携したロボットのアク

チュエーション（モノを運ぶ、

人の誘導など）サービスが市

場創出に不可欠である。今後

は両技術を複合したサービス

発見、検索、利用が重要課題。

大阪市は、ネットワークロ

ボットなどの実証実験を資

金、実験場所提供で支援。市

外郭団体が運営するロボット

ラボラトリーでは320社を超

える全国の中小企業が会員と

なり、ロボット、ユビキタス

ネットワーク、ITを連携した

新ビジネス創出を目的に産学

連携で実施中。人材育成事業

も強化。 

けいはんな地区でもけいは

んな生活支援ロボット実証実

験推進協議会が2007年7月

に発足し、産学自治体が連携

したネットワークロボット実

験を2007年77-8月に実施。

市場創出には、ユビキタス

ネットワーキング技術とネッ

トワークロボット技術の両方

が利用できる実験場所を設置

するのが有効。その場合に

B2B2C,すなわち、地元産業

（企業）と住民（自治体）と

の実験協力体制を組めるかが

鍵。 

 

   ○ネットワークロボット共通

フレームワーク技術 

ユビキタスネットワークや

環境情報構造化プラットフォ

ームなどの異種ネットワーク

環境携 

 

2009年：ロボット間協調・連携技術の確立 

2010年： 

・ロボットのサービスの識別・検索・利用手法の確立 

・ロボットが情報家電等の異種ネットワーク環境と連携し、サービスを行

う技術の確立 

2013年： 

・ロボットコミュニケーション技術等と連携した総合的な実証実験を実施 

・複数のロボットが機能拡充・連携可能で、屋外でも自在にネットワーク

と接続し多用途での利用を可能とするプラットフォーム技術の確立 

≪米国≫ 

米国防衛高等研究企画

庁（DARPA）の分散ロ

ボットプロジェクト

（2003-）にてネット

ワーク利用型再設定可

能ロボットなどについ

て研究開発 

268億円の一部 

 

≪欧州≫ 

FP6の下で、ネットワー

クロボット関係の研究

開発が行われている。

・期間：2002-2006

・予算：57億円 

 

■Ubiquitous 

Networking Robotics 

in Urban Settings

（URUS）プロジェクト

都会で使われるネッ

トワークロボットシス

テムに必要となる基本

機能を統合する適応可

能なネットワークロボ

ットアーキテクチャを

開発することを目標。

（2006年-） 

 

■Dustbotプロジェク

ト 

ゴミ処理専用車の進

入が難しいヨーロッパ

のタウンにおいてロボ

ットによる清掃・ごみ収

集のフィールド実験を

行い、人手によるサービ

スとの比較を実施。 

（2006年開始、2008

年プロトタイプ開発、

2009年より実験開始

予定） 

 

≪アジア≫ 

韓国版ネットワークロ

ボットプロジェクト

（URC）を開始。 

（2004年-） 

2004年予算 20億円

 

◎ 

 ネットワークによるロボ

ット連携は日本初のアイデ

ア。 

ビジブル・アンコンシャ

ス・バーチャルの3タイプ

のロボットをプラットフォ

ームを介して連携させるコ

ンセプトは日本発。 

URC、URUSはネットワ

ークロボットのコンセプト

を踏襲して実施計画を立案

しており、実施にむけては

同一線上にある。 

 

開発 ◎ 

ネットワーク

間、ネットワー

クロボット間イ

ンタフェースの

標準化が必要。

サービスの特

徴についての標

準化が必要。 

ITU-Tにてロ

ボットを通信機

器の1つと見な

し、接続技術を

標準化する動き

がある。 

やや難 50億円

（2008～ 

2015）

民間、大

学 

国、民間 我が国が世界に先駆

けて開始したネットワ

ークロボット技術の研

究開発の流れが、現在、

アジア、米国、EUへと

拡大している状況。今

後、標準化を進めるため

に、ネットワークロボッ

トフォーラム等を通じ

て海外の研究機関等と

連携を更に進めていく

方針。 

 

 

 

 

 

   ○ロボットコミュニケーショ

ン技術（ヒューマンインター

フェース等を含む） 

 視覚や触覚等の感覚情報に

基づいて、音声や表情やジェ

スチャを交えて対話行動でき

る人に優しいネットワークロ

ボット技術 

 

2009年：人とのコミュニケーション能力（身振り手振り等の基本動作など）

の高度化 

2010年： 

・遠隔対話制御を併用して人とロボットの間で自然な対話を実現 

・アンコンシャスセンシング技術と連携した人の行動・状況認識に基づく

対話行動の改良 

2013年：アンコンシャスセンシング技術との連携による，人の嗜好・意図・

コンテキストを反映した対話行動の実現 

◎ 

アンコンシャスセンシン

グ技術と連携させること

で、高度対話行動技術が確

立 

ロボット-人のコミュニ

ケーションを人-人のコミ

ュニケーションに近づける

ための研究、特に集団対話

制御や遠隔対話制御などの

高度コミュニケーション技

術に関しては日本が先導し

て米国が追従している状

況。今後も国際的な主導権

を維持するためには、高い

優先度での研究開発が不可

欠。 

開発 ○ 

共通的な対話

行動パターン等

の標準化により

ロボットコミュ

ニケーションの

高度化が可能。

 

難 

 

200億円

（2008～ 

2013）

民間、大

学 

国、民間

 

ロボット関連の二大

国際会議IROS及び

ICRAで，日本（ATR）・

韓国・EU（URUSネッ

トワークロボットプロ

ジェクト）・米国IEEEネ

ットワークロボット技

術委員会が協力して、ネ

ットワークロボットの

ワークショップを

2007年10月までに6

回開催。国内外の相互接

続実験、標準化課題検討

を日本（ATR）主導で推

進。 

EUのURUS等の海外

プロジェクトとの共同

実験等を通じて海外機

関との連携を強化し標

準化にむけた働きかけ

を加速。 

伊ピサ・ペッチョリ市と

ネットワークロボット

フォーラムが2007年9

月にMOU締結。 

 

IROS: IEEE/RSJ 

International 

Conference on 

Intelligent Robots 

and Systems. 

ICRA: IEEE 

International 

Conference on 

Robotics and 

Automation. 

 ○アンコンシャスセンシング

技術 

 ロボットや環境に埋め込ま

れたセンサ等を用いて、人の

行動や状況を認識すること

で、ロボットが環境や状況に

応じたサービスを行う技術 

 

2010年： 

・行動履歴からの嗜好抽出技術の確立 

・人の位置、軌跡、行動パターンをリアルタイムに確認・理解できる技術

の確立 

2013年： 

・人の行動・状況認識に基づく状況予測技術の確立 

・数億個のセンサからリアルタイムマイニングにより、ユーザーの状況に

適合した最適な情報を提供する技術の確立 

・自動車の予防安全のためのインタフェースとして，従来の警報に代わっ

て，ドライバーに適切な情報提示を行うRTシステムによって，思い込

み運転からドライバーを保護する技術の確立． 

○ 

屋内で数人程度の人の正

確な位置や動きを計測可能

であり、日本の研究開発水

準は欧州より先行している

が、米国と拮抗している 

視線を計測して個人のよ

り詳細な行動を推定する技

術の研究開発に関しては、

自動車運転時の安全確保等

のニーズと相まって世界で

研究開発が進められてお

り、人の身体に装着せず計

測できる技術については日

本もトップランナーの一翼

を担っている。 

開発 ◎ 

OMG で 位 置

情報インタフェ

ースの標準化を

進めている。今

後は、位置情報

から抽出される

意味情報につい

て も 検 討 が 必

要。 

難 150億円

（2008～ 

2013）

民間、大

学 

国、民間

   ○ロボットセキュリティ認証

技術 

 安全性を保ちつつシームレ

スな認証を可能にするととも

に通信ロボットとネットワー

ク間を自動的に暗号化しプラ

イバシーを保護する技術 

2010年： 

・家庭内などの限定された環境での認証技術の確立 

・ロボットへの制御命令を安全に同報できる技術の確立 

2015年： 

・ソフトウェアの正当性を保証する技術の確立 

・センサなどから収集される情報について情報流通経路を確認する技術の

確立 

○ 

単独の生体認証以外に、

音声・顔・網膜などの生体

情報を組み合わせた信頼性

の高い個人認証が行われて

いる。 

開発 ◎ 

個人認証、ロ

ボット認証は一

般的な標準化技

術の適用が可能

であるが、プラ

イバシーやデー

やや難 50億円

（2008～ 

2015）

民間、大

学 

国、民間



 ワイヤレスでロボットの制

御を行う際に伝送信号のセキ

ュリティを確保するととも

に、周囲電子機械との電磁干

渉を防ぐ技術 

 

・収集した情報などの内容を解析しプライバシー情報とその重要性を判断

し、情報漏洩を防止する技術の確立 

タ漏えいに関し

てはロボット固

有の課題がある

ため、今後検討

を進めることが

必要。 

2015年：3.38兆円 

 

＜アンコンシャスセンシング技術による自動車事故防止効果＞ 

■国内損失低減規模 

740～890億円 

（2010年度から半減と仮定したときの損失低減額） 

 

＜アンコンシャスセンシング技術による火災防止効果＞ 

■国内損失低減規模 

36～140億円 

（2005年度から死者数が5～20％減少すると仮定したときの

損失低減額） 

   ○メカトロニクス安全性確保

技術 

 人との衝突回避や、フェイ

ルセイフ機構、転倒防止や転

倒した場合の復帰機構に関す

る技術 

 ロボット単独で長時間動作

を可能にするためのバッテリ

技術及び短時間でエネルギー

供給を可能にする技術 

 

2010年： 

・対人の安全を確保できる最適設計手法の確立 

・転倒防止。転倒からの復帰技術の確立。 

・人との対話時の柔らかい制御技術の確立 

・高密度・軽量の新型バッテリの実現 

2015年： 

・ハードウェア、ソフトウェアの複合的な障害に対する安全保障を実   

現 

・どんな姿勢で転倒しても復帰できる技術の確立 

・高効率燃料電池を使用したエネルギー供給システムの実現 

○ 

ロボット個別の安全性及

びエネルギー供給技術につ

いては、研究開発が進めら

れている。 

平成19年4月に経済産

業省の主導で、稼働領域を

人間の存在領域と共有する

ロボット（次世代ロボット）

を対象とし、これらロボッ

トの安全性を確保すること

を目的とする次世代ロボッ

ト安全性確保ガイドライン

が制定。 

開発 ○ 

ロボットの安

全 性 に つ い て

は、ISOにて産業

用ロボットを中

心に検討中。 

今後、介護用

ロボットなど、

人と接するロボ

ットに関しても

検 討 が 重 要 課

題。 

難 50億円

（2008～ 

2015）

民間 民間 

 

 



 

ICT 安心・安全 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

ユビキタス＆ユニ

バーサルタウン 

             

  ●ホームネットワーク技術 

 様々な通信規格（有線・無線）を適

切かつ統合的に利用して、幅広い利用

者の負担を軽減しながら、様々な家庭

内向けサービス・コンテンツを高品質

に提供できるようにするための、通信

インフラ・端末機器・サービス提供設

備に利用される、ハード・ソフト技術。 

2010年：通信規格の違いを利用者が意識せずに利用できるようにする技術、 

幅広い年代の利用者が負担を感じずにサービスを享受できるように

するための技術の実現 

2015年：様々なセキュリティ上の懸念（個人情報保護、著作権保護、家庭外

からの不正なアクセス、緊急時情報提供など）を低減する技術、高

信頼・高速無線技術、および端末間の連係動作を可能とする技術の

確立 

2020年：自動的にユーザの好みに応じた形で情報を提供する技術の確立 

 

      ＜ホームネットワーク技術関連

市場＞ 

■国内市場 

2010年：11.4兆円 

■世界市場 

2010年：114兆円 

 

国内市場は、「デジタル情報

家電のネットワーク化に関する

調 査 研 究 会 」 報 告 書

（http://www.soumu.go.jp/s

-news/2004/040827_11.

html）を参照した。内訳は以下

の通り。 

①ホームネットワークサービス

（アプリケーションサービ

ス）：4.56兆円 

②ホームネットワークデバイス

（デジタル家電＋メディアな

ど）：5.46兆円 

③ホームネットワークインフラ

（インフラサービス＋ルータ

/STB）：1.4兆円 

 

 

総 務 省 報 告

（ http://www.johotsusintok

ei.soumu.go.jp/whitepaper/

whitepaper01.html） におい

て、 

国内：電気通信事業売上 

 145,767億円（2004） 

海外：電気通信サービス 

1,216x10億米ドル≒

1,337,600億円（110\/$） 

（2004） 

とあることから、国内：海外の

市場規模比が1：9と予測し、世

界市場規模は、国内市場規模の

10倍と想定。 

 

 

このほか、「次世代IP放送アプ

リケーションプラットフォーム」

及び「高速ホームネットワーク技

術」については、ケーブルテレビ

市場が見込まれ、その規模は以下

の通り。 

■国内市場 

2015年：8,049億円～1兆

40億円 

■世界市場 

2015年：12兆円以上 

 

国内市場規模については、

「2010年代のケーブルテレビ

の在り方に関する研究会」の報告

書

（http://www.soumu.go.jp/s

-news/2007/070706_5.ht

ml）を参照。 

 

ただし、初めに示したホーム

    

   ○異種ネットワーク高信頼統合管

理技術 

 異なる規格の通信が混在する場

合でも、同じインタフェースで利用

を可能にする技術 

2010年: 異なる通信規格・あるいは異なるチャネルを同時に複数利用可能な

場合に、これらを仮想化することによりあたかも一つのインタフェ

ースでの通信で見せかけることで冗長化・高速化し、高信頼な統合

管理を実現 

2013年: 緊急呼、緊急メールを異なる通信規格・あるいは異なるチャネルを

同時に利用して通報することを可能とし、重要通信の信頼性を担保

する技術 

IETFのMONMIなどで複数のI/F持

つ端末の動作を検討中。 

 

○ 

シームレスHOなどの検

討が進んでいる。 

基礎 ○ 

仮想化したインタ

フェースの仕様は、国

際標準化することが

望ましい。 

やや難 20憶 

（2008～ 

  2015）

民間、独

法 

国、民間 

 

仮想化インタフェース仕様の

策定は、デファクトに従うので

はなく、産学官連携での標準化

に基づく方が、国際競争力上望

ましい。 

 

   ○ユニバーサル・ユーザインタフェ

ース 

 年齢、障がい、使用言語等によら

ず誰でも容易にIT機器やソフトを

利用可能にするユーザインタフェ

ース技術 

2010年：シニアの特性に適応した情報提示技術の開発 

2012年：IT機器利用時のトラブルを容易に解決する支援技術の開発 

2014年：PC、携帯、家電等の複数の機器から同様のメタファで容易に利用可

能にするユーザインタフェース技術 

2015年：コンテンツの自由な多言語変換 

    ：情報バリアフリーのための多感覚メディア変換技術 

≪米国≫ 

リハビリテーション法508条にて、政

府調達のIT機器・ソフトについて障害

者対応を規定しているため、視聴覚障

害だけではなく、知的障害者や四肢障

害者向けのIT支援技術の開発も進んで

いる。 

○ 

シニア向けIT支援技術や

携帯を用いたサービスの開

発は先行。 

基礎 ○ 

特に携帯電話のユ

ーザインタフェース

の標準化が重要。 

やや難 20億円 

（2008～ 

  2015）

 

民間、独

法 

国、民間 

 

現在、産学官連携の「情報大

航海プロジェクト・コンソーシ

アム」にて知的情報アクセス技

術を開発している。 

携帯インタフェースの統一に

は、国からの統制が必要。 

ユーザインタフェースは生活

スタイルや言語に依存する部分

も多いことから、まずは国内で

の適用を目指した検討を進め

る。さらには、海外での開発状

況をふまえ、国際的に適用可能

な技術の創出を目指す。 

   ○シームレス・セキュアネットワー

ク 

 種々の通信路および通信規格を

相互接続する電子機器相互接続技

術及び個人情報およびコンテンツ

著作権を保護しながら個人情報発

信を支援する個人情報発信基盤技

術 

 

2010年：異なる通信規格を変換し、家庭内の電子機器の相互接続を可能とす

るホームネットワーク制御技術の開発。ホームネットワークの多様

性を高めるためユビキタス系のエンドデバイス（ZigBee、センサ

ー）、無線系デバイス、PLC・同軸等の伝送技術の高性能化開発。 

2015年：個人情報保護及びコンテンツ保護を実現する個人情報発信技術の開

発。コンテンツの不正利用を検出するコンテンツ監視技術の開発。 

米国の電力会社においてZigBeeを

用いた電力負荷制御や需要に基づく価

格設定検討中。 

ITU-T J。190でホームネットワー

クアーキテクチャについて勧告。 

○ 

規格は国内外で推進。機

器開発は国内先行。 

開発／実用 ◎ 

家庭内のあらゆる

機器間において相互

接続・相互運用性を確

保するための標準化

が必要。 

やや難 30億円 

（2008～ 

2015）

 

民間、独

法 

国、民間 さまざまなネットワーク規格

がある中、相互接続性を検証す

るための実証実験機会を、産学

官連携で準備することが望まし

い。 

国外での規格と連携すべく

ITU-T、CEAなどの国際標準化

団体において技術標準の策定を

行うとともに法制度整備の検討

を行う。 

   ○無線干渉 

周波数利用効率を高め、通信容量

を高める技術 

2010年：MIMO技術応用時空間周波数多重アクセス技術の開発 

2015年：超マルチアンテナ干渉活用型信号処理技術の開発  

 

北米を中心に周波数利用効率の最大

化に向けた理論研究が先行。 

○ 

理論的な検討は北米が先

行しているが、実際の電波

伝搬実験は国内が先行して

いる。 

開発 ◎ 

家庭内のあらゆる

機器間において相互

接続・相互運用性を確

保するため、無線伝送

方式の標準化が必要。

難 30億円 

（2008～ 

2015年）

 

民間 民間 信号処理の理論部分は大学に

知識が蓄積しているので産学連

携が必要と考える。 

標準化活動を着実に進める必

要がある。 

   ○高品質伝送（宅内QoS）・低遅

延伝送 

高精細動画を遅延無く無線伝送

する技術 

2012年：低遅延コーデックとミリ波通信による超高精細動画リアルタイム伝

送 

2015年：異種トラフィック混在型クロスレイヤーQoS技術の開発 

ミリ波通信チップは北米ベンチャー

系企業が先行。 

○ 

ミリ波は信号処理論理でや

や遅れ、RF回路は拮抗。

開発 ◎ 

家庭内のあらゆる

機器間において相互

接続・相互運用性を確

保するため、無線伝送

方式、画像圧縮方式の

標準化が必要。 

難 30億円 

（2008～ 

2015年）

 

民間 国 信号処理部の開発は北米に遅

れをとっているので国家PJを活

用し国として挽回すべき（大学

ではあまり研究が行われていな

い分野のため）。 

標準化活動を着実に進める必

要がある。 

   ○多機能アプライアンス（ウェアラ

ブルコンピュータ等を含む） 

 携帯型の情報端末を高機能化す

るための技術 

2010年：複数の無線での送受信、表現メディアの自由な切り替えを実現する

技術 

2015年：ユーザの状況把握が可能な身に着けていることが意識されない機器。

状況に応じた適切な情報の提供技術。 

2020年：給電、通信機能を持つ服の標準化。 

    身につけた複数機器間連携利用技術。 

トロント大らがウエアラブル機器研

究で先行。 

○ 

機器小型化技術で優位。

携帯を用いたサービス開発

は先行。 

基礎 ○ 

ウエアラブル機器

間連携、給電などの標

準化が必要。 

難 30億円 

（2008～

  2012）

 

民間、独

法 

国、民間

独法 

デバイス、、通信、人間科学

など、多面的なアプローチが求

めらる分野。国のリーダーシッ

プが必要。 

本格的な普及のためには、標

準化が不可欠。国際的な標準化

の推進すべき。 

   ○個人適応エージェント 

 自動的にユーザの好みに応じた

形で情報を提供する技術 

2011年：衛星放送の大容量化、ダウンロード型サービス 

2015年：メタデータ活用サービスの開発 

2020年：コンテンツ内容の意味の理解に基づく知的メディア変換技術 

Webページの意味を扱うことを目

的としたセマンティックWebプロジ

ェクトが提唱されている。 

○ 

左記プロジェクト提案元

のW3Cには日本も参画し

ている。 

基礎 ◎ 

ネットワークがグ

ローバル化する中、今

後はコンテンツのグ

ローバル競争が激化

するものと考えられ

る。このためコンテン

ツの制御技術の国際

標準化が必要。 

難 30億円 

（2011～

2020） 

 

民間、独

法 

国、民間

独法 

人間科学からのアプローチが

求められるため、ICT分野以外の

心理学、人間工学など幅広い異

分野との連携が必要。そのため

には、産官学連携が有効。 

市場拡大には言語や文化の違

いを克服するための国際的な連

携が求められる。 

   ○緊急情報提供技術 

 少ない待機電力で、様々なルート

2010年：緊急情報による自動起動省電力化技術の開発 

2015年：緊急情報によるホームネットワーク制御技術の開発 

ITU-Rにおいて公衆通信による被災

軽減が研究課題となっている。 

○ 

緊急地震速報など防災サ

開発／実用 ◎ 

地震等の災害が多

やや難 20億円 

（2010～

民間、独

法 

国、民間

独法 

「安心・安全な社会」の実現

に向け、国策としての取組みが

ITUなどでの国際的な標準化

の推進、防災分野における寄与



から提供される緊急情報を遅延な

くしかも確実にユーザに提供する

技術 

ービス提供側は先行。 い日本が先行してい

る分野であり、日本の

国際貢献の観点から

標準化が必要。 

2015）

 

ネットワーク技術関連市場 

にケーブルテレビ市場が内包さ

れると考えられるため、全体の数

値には加算しない。 

 

 

また、「二次元通信技術」の

関連市場の規模として、2005

年からの10年間で、国内におい

て750億円、世界で1兆2500

億円が見込まれる。算出過程は

以下の通り。 

 

●前提 

1．本技術はPC用 

2．PCの10％が使用、 

3．二次元通信シート 

単価＝5000円 

4．10年間使用 

 

●PCの年間出荷台数 

国内：  1500万台/年 

（2005年） 

世界：2億5000万台/年 

（2007年） 

●市場規模 

国内：1500万台/年

x0.1x5000円x10年 

＝750億円 

世界：2億5000万台/年

x0.1x5000円x10年＝ 

1兆2500億円 

 

同様に、この市場についても、

初めに示したホームネットワー

ク技術関連市場に内包されると

考えられるため、全体の数値に

は加算しない。 

有効。防災分野は、国土、交通、

消防、自治体など様々な分野に

またがるため、利害関係を超え

た産学官の連携が必要。 

を通じた日本のプレゼンス向上

を視野に入れた途上国への支援

が必要。 

   ○インテリジェンスホームネット

ワーク制御 

ホームネットワークにおいて、情

報家電、白物家電をはじめ、ロボッ

ト、センサー、タグ等の家庭内機器

が、自立的に相互接続・協調運用で

きるホームゲートウェイ技術 

2010年：異なる通信規格を変換し、家庭内の電子機器の相互接続を可能とす

るホームネットワーク制御技術の開発。ホームネットワークの多様

性を高めるためユビキタス系のエンドデバイス（ZigBee、センサ

ー）、無線系デバイス、PLC・同軸等の伝送技術の高性能化開発。 

2015年：家庭内の全ての機器同士が自由に相互接続し、機器間における情報

共有をする連携・協調動作が可能な技術の確立。各エンドデバイス

組み込みのマイクロゲートウェイチップ開発。 

ITU-Tでホームネットワークアーキ

テクチャが規定（09-12年の主要課題

として取り上げられる）。DLNA、 

UPnP等との連携も整備される。 

◎ 

家電は日本が世界を先導

している分野の一つであ

り、技術水準は高い。 

基礎 ◎ 

家庭内のあらゆる

機器間において相互

接続・相互運用性を確

保するためにも標準

化が必要。 

 

難 30億円 

（2007～

2009）

独法 

 

国、民間

独法 

 

 

ホームネットワークは、「次

世代IPネットワーク推進フォー

ラム」を中心に検討が行われて

いるところ。様々な民間標準が

乱立しているため、産官学で連

携して、国内技術の標準化活動

とホームネットワーク機器にお

ける相互接続・相互運用の実現

に向けた一体的な研究開発の推

進が必要。 

 

国際的にも様々な標準規格が

乱立しているため、日本として

の標準規格を明確にするととも

に、国際標準の獲得に向け、今

後有望な情報家電の市場とみら

れるアジア各国と連携した研究

開発の取組みが必要。 

キャリア、通信機器ベンダー、

情報家電ベンダー、デバイスベ

ンダーと国際間・異種業者間で

の横断的な研究開発が必要。 

   ○高信頼ホームネットワーク遠隔

制御・管理基盤技術 

家庭外からホームネットワーク

に接続されている機器へのセキュ

アな通信を確保するとともに、ホー

ムネットワークの状況をモニタ

ー・遠隔制御が可能なプラットフォ

ームを実現する技術 

2010年：情報家電等の端末に安心・安全に遠隔アクセス・制御できる技術の

確立。エンドデバイスの広域網（NGN）サービスの提供を狙った制

御方式の確立。 

2015年：様々なサービス事業者等の家庭外からのセキュアな家庭内の機器の

活用とサービスの利用が可能となるプラットフォームの確立 

◎ 

日本はFTTHの浸透、

NGN商用化により遠隔制

御に適した環境を世界に先

駆けて実現しており、技術

水準も高い。 

基礎 ◎ 

家庭内のあらゆる

機器間において相互

接続・相互運用性を確

保するためにも標準

化が必要。 

 

難 30億円 

（2007～

2009）

   ○次世代IP放送アプリケーション

プラットフォーム 

次世代IPTV／CATVを始めと

する映像サービス、およびFMC等

によるメディア、端末連携サービス

の推進、高度化のため、共通プラッ

トフォーム、CAS技術、高度アプ

リケーション技術 

2009年：仮想OSを含む、ハードウェア非依存で柔軟且つオープンなアプリケ

ーションプログラムインターフェース（API）の開発。 

様々なシステムに柔軟に対応するためのダウンローダブルCAS技

術の開発 

2010年：アプリケーションの付加価値を高めるメタデータ及びメタデータハ

ンドリングアーキテクチャの確立、高速エンコード／トランスコード技

術の確立 

2012年：番組視聴中及び視聴後（録画後）に番組の内容と高度に連携するア

プリケーションの確立、TV／STBとモバイル端末等とのシームレスな

連携サービスを実現する技術の確立  

各ベンダー独自仕様が一般的で互換

性に問題あり。JAVAベース手続き記

述型標準規格としてMHP/OCAPな

どもあるが普及のためには一層の高度

化が必要。 

 

≪米国≫ 

able CARDとしてSTBからのセキ

ュリティ機能分離を義務付け。今後の

DCAS技術導入に向け規格化が進行

中。 

○ 

日本は宣言記述型の

BMLがデジタル放送で広

く用いられている。手続き

型もARIB STD B-23と

して規格化はされている。

オープンなプラットフォ

ーム技術であるOSGiの推

進に日本企業も貢献。 

次世代CASの検討は

Marlinをベースに実用化が

進められている。 

開発／実用 ◎ 

APIの標準化、コン

テンツの国際流通に

も対応する標準化、メ

タデータ等の標準化、

今後のIPTV/CATV

サービスの高度化の

基盤となるものであ

り、極めて重要。 

やや難 150億円

（2008～

2012）

民間、独

行 

国、民間 製品化や実サービスを見据え

た研究開発が国際競争力を有す

る技術を確立する上で重要であ

るため、NICT等を拠点にCATV

機器メーカや事業者等の参画に

よる研究開発を初期段階から集

中的に実施。 

 

世界最大のCATV関連市場を

有する米国や今後の市場拡大が

見込まれる国々の動向を的確に

把握・分析し、研究開発への反

映を図るとともに、研究開発成

果の国際展開を図る。 

   ○高速ホームネットワーク技術 

STBをゲートウェイとするホー

ムネットワークにおいて、大容量

のコンテンツデータを高速に伝

送・共有するためのネットワーク

技術 

2009年：携帯端末とホームネットワークの連携によるコンテンツ共有環境の構

築 

2010年：500Mbps程度の伝送速度を有する高速ホームネットワーク技術の開

発 

2012年：同軸、電力線、無線などの異媒体ホームネットワークをシームレスに

接続する技術の開発 

同軸についてはMoCAがc.LINKを、

ITU-TがG.9954としてHPNA over 

Coaxを規格化。高速PLCが普及。 

 

 

 

○ 

MoCA、ITU-TやDLNA

に日本企業も参加。 

HPNA over Coax につ

いては、米国に並び、実サ

ービスに導入済み。 

HDMI インタフェースに

よるネットワーク化を日本

企業が先導。 

高速PLCが導入され、急速

にユーザー数が増大。

開発／実用 ◎ 

STBをゲートウェ

イとする通信プロト

コルの標準化、今後の

家庭内のICT高度化を

図るために非常に重

要。 

やや難 民間、独

行 

国、民間 

   ○二次元通信技術 

従来の有線や無線ではなく、面で

構成する伝送媒体を用いることに

より、高速・広帯域な通信を行うと

ともに、電源供給も可能な二次元通

信技術の研究開発を実施する。具体

的な研究開発課題は次のとおり。 

 

1．二次元信号伝送技術の研究開発 

 

2．電磁波漏えい抑制技術の研究開

発 

 

3．二次元通信適用技術の研究開発 

 

2013年： 

・二次元通信による安心安全で利活用性の高い新しい通信方式の確立 

・二次元通信媒体と近接コネクタの設計方法の確立 

・二次元通信における電波の安全規格と標準の確立 

・二次元通信に適した通信方式の確立 

 

エバネッセント波を利用する通信方

式が提案されてはいるが、媒体を家屋

の鉄骨のような規模で考えているた

め、漏洩の解決が不完全である。また

イギリスではPin & Play システム、

米国ではPushpin Computingが提

案されている。しかし、これらの方法

では、導電層と安定な電気的接続を確

保するのが難しく、電気ショートする

という問題がある。 

◎ 

東大では、2層の導電層

から構成される二次元通信

シートに近接結合するコネ

クタを開発し、既存の無線

プロトコルで信号伝送及び

電力伝送の実証実験を行っ

たが、電力伝送を含んだ二

次元通信プロトコルの確立

と安全性の確認まで。 

 

基礎 ◎ 

本通信技術の主要

な開発は国内企業で

進めてデファクトス

タンダードを目指す

のが効率的であると

考える。しかし最終的

に国際標準化し幅広

く応用されるために

は、各国において研究

開発・普及活動が活発

に展開されることが

必要である。 

標準 5億円／年

 

本研究

開発は

社会的

波及効

果が極

めて大

きいた

め、国と

して主

導権を

確保す

べきで

ある。特

にEMC

関連の

問題が、

国が実

施すべ

き最重

要課題

のひと

つであ

る 

国、民間  技術的な完成度を高めるた

め、当面は以下の体制で産学官

の連携を図る。 

 その後、ビジネス化可能な技

術が創設されれば民間企業に移

管し、学官協力の元、デファク

トスタンダートを目指す。 

 

（当面の体制） 

研究開発の産学官の実施体制と

して、けいはんな情報通信オー

プンラボ研究推進協議会のユニ

バーサルコミュニケーション分

科会の下に、二次元通信ワーキ

ンググループを設置、今後アプ

リケーション、方式、電波伝搬・

EMC、システムの4つのタスク

フォース（専門家会合）を組織

して、これら専門家会合の下で

新しい課題に取り組むこととす

る。 

本通信技術の開発に必要な人

材、基礎技術のリソースはわが

国に完備しており、開発期間に

おける主要な開発は国内企業で

進めるのが効率的であると考え

る。しかし最終的に国際標準化

し幅広く応用されるためには、

各国において研究開発・普及活

動が活発に展開されることがの

ぞましく、学術レベルでの連携

は早期に開始する。特に通信の

基本技術としての二次元通信

を、他国がヒューマンインタフ

ェース、ロボットなどの応用開

発に利用することは国際連携方

策として有効。 

 

 

 

 

 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に 

必要な資金 

（概算）

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

高度コンテンツ創

造・分析・流通 

玉石混淆のデジタルコンテンツがあふれ

るネットワーク空間から情報を分析するこ

とで信頼できる情報を見極め、知識として

収集して利活用することでユビキタスネッ

ト社会においても安全にデジタルコンテン

ツの創造・流通・利活用が行える環境を実

現する。 

2010年： 

・インターネット上の玉石混淆のコンテンツから信頼できる情報を判断するための

情報分析が可能になる。 

・分野や言語の壁を越えて，情報の相関性を分析した連想的情報検索が可能になる。 

・ユーザが希望する高品質なマルチメディアコンテンツを探し出し、自由自在な視

聴が可能になる。 

2015年： 

・ユーザの価値観を含めた信頼性分析が可能になる。 

・ネットワーク上に分散化された知識ベースの連結による知識情報網の利用が可能

になる。 

・いつでもどこでも、あらゆる端末を使って高品質なコンテンツが視聴可能になる。 

2025年： 

・信頼できない情報や、違法・有害情報を直ちに検知し、価値のある情報をネット

ワークのレベルに合わせて流通させることが可能になる。 

・個人レベルの専門知識がネットワーク上に集積され、それらを組み合わせて人類

の英知の、ユーザの要求に基づいて分野と言語の壁を越えて組み合わされた上で

の利活用が可能になる。 

・ユーザの端末や公共の端末が連携し、その場にある多様な機器で高品質なステレ

オや立体映像の利用が可能になる。 

           

  ● コンテンツ信頼性分析技術 

次世代のWebサービスとして、発信

者や、評判情報、意見情報の時間的

推移、マルチメディアコンテンツを

利用して、利用者が情報の信頼性を

判断したり、違法・有害情報の有無

を分析することで有益なコンテンツ

を情報サービスに提供する技術 

2010年：ネットワーク上の文字、音声、画像、映像情報について、情報の信憑性を分析す

る技術として、Webコンテンツに含まれるマルチメディアデータとテキスト内容の

不整合性の発見技術や、内容に含まれる意見情報の分析技術 

2015年：ユーザの価値観を含めて、個人にあわせた信頼性分析技術 

 

2025年：信頼できない情報や、違法・有害情報を直ちに検知し、価値のある情報をネット

ワークのレベルに合わせて流通させる技術 

 ○ 

情報の信憑性に関する研究開発

を産学官連携体制を構築して開始

している。なお、NICT では、大規

模 Web コーパスを構築し、情報発

信者の信頼性、Web 頁の外観的な

特徴に基づく信頼性、情報内容の信

頼性等に基づき、Web コンテンツ

の信憑性判断を支援するシステム

の構築を進めており、既に情報発信

者の自動分類技術を開発している。

  

 

  

 

＜Web コンテンツ信憑性分析サ

ービス市場＞ 

■国内市場 

2015 年：0.29 兆円 

■世界市場 

2015 年：3.5 兆円 

 

IPA 報告書（2007 年 5 月）

に記載されているセマンティッ

ク Web 世界市場のうち、ナレッ

ジワークの自動化 3２兆円の

11%と仮定して算出。 

  基礎から応用、製品化の

一連の研究開発の効率化の

ために、総合科学技術会議 

科学技術連携施策群「情報

の巨大集積化と利活用基盤

技術開発」の中で経済産業

省、文部科学省とともに、

産学官連携体制を構築して

実施している。各府省下で

産学による基礎研究・産業

化の推進を行う。 

 

 

既存の技術開発は日

本語を対象としている

が、その技術を国際的に

利用できるようにする

ために多言語処理を想

定した国際連携が今後

必要である。 

   ○発信者分析技術 

情報発信者を内容情報やURLな

どから分析して推定する技術 

2010年： URLやコンテンツに含まれる情報発信者に関する記述などから発信者の情報を抽

出する技術 

2015年：次世代ネットワークから取得できる発信者情報なども加味した情報分析技術の開

発 

2025年：コンテンツの発信者のみならず、その内容に記述された記事の発言者が、任意の

分野でどれくらいの専門家であるかを過去の発言などから判断する技術  

 

各国とも研究開発が進められ

ているが大学の研究室レベルで

ある。 

○ 

 発信者情報分析においては、

URL などに基づくものであり実用

サービスには至っていない。 

基礎 ○ 

 情報発信者分析

手法の呼び出しな

どについてのプロ

トコルは標準化が

必要。 

 

難 ４億円 

（2008～ 

2010） 

 

独法 国 

   ○評判情報分析技術 

同様の内容が記述されている情

報を分析し、その内容に対する評判

情報を分析する技術 

2010年： ユーザの要求に基づき、特定の話題に関する情報を収集した後に、その話題に関

する評判情報を分析し、収集した情報全体における評判情報分布やしてした情報の

位置づけなどを明確にする技術 

2015年：利用者の評価モデルを加えた評判分析技術 

2025年：利用者に評価モデルのみならず、発信者側の知識レベルを判定し、総合的に評判

情報を分析する技術  

 

 

各国とも研究開発が進められ

ているが大学の研究室レベルで

ある。 

○ 

 評判情報については、製品情報に

限定したものが商用サービスとし

て存在するが、特定用途に限定され

る。 

基礎 ○ 

評判情報分析手

法の呼び出しなど

についてのプロト

コルは標準化が必

要。 

 

難 ４億円 

（2008～ 

2010） 

 

独法 国 

   ○情報信憑性のための意味内容及

びその時系列分析技術 

 コンテンツの内容を解析し、意見

情報を抽出した後、その情報を俯瞰

できるマップを作成する技術，およ

び時間的推移を分析して意味内容

の時系列分析技術。 

2010年：Webコンテンツの信憑性を検証するための意見情報分析技術と、 

その内容の生成過程が時系列的に俯瞰できる技術の開発 

2015年：情報発信において、時間だけではなく場所やユーザの状況に基づいた意見情報分

析技術 

2025年：ユーザの意見情報の時系列推移から、今後の意見推移について推測する意味内容

分析技術 

 

各国とも研究開発が進められ

ているが大学の研究室レベルで

ある。 

○ 

大学や企業等において研究が開

始されており，Web のリンク構造

などを解析し、話題の伝搬などを分

析する技術が存在する。さらに，意

味内容まで踏み込んだ言語処理解

析による分析技術を開発中である。

基礎 ○ 

時系列分析手法

の呼び出しなどに

ついてのプロトコ

ルは標準化が必要。

難 ６億円 

（2008～ 

2010） 

 

独法 国 

   ○情報信憑性のためのマルチメデ

ィア情報分析 

Webコンテンツに含まれるマル

チメディアデータやテキストデー

タなどの各要素データ間の不整合

性を検証する技術 

2010年： Webコンテンツに含まれるテキスト内容の不整合性や映像コンテンツの改ざん発

見技術 

2015年：マルチメディア情報や周辺情報なども含めた複合コンテンツとしての情報分析技

術 

2025年：マルチメディア情報の内容分析と、周辺情報から意味情報を抽出しマルチメディ

アデータの不整合性を検証する情報分析技術  

 

安全・安心のための情報分析

技術として米国ではGALEプロ

ジェクトが進められているが、

各国とも大学の研究室レベルで

ある。 

○ 

各要素データを用いた分析技術

は存在するが、信頼性分析のための

技術は存在しない。 

基礎 ○ 

分析する対象と

なるデータ構造に

ついての標準化が

必要。 

難 １6億円 

（2008～ 

2010） 

 

独法 国 

   ○違法・有害情報の分析・検知技術 

ネットワーク上の違法・有害情報

を発見して通知する技術。 

2010年：プロバイダ等の要求に基づき、ネットワーク上に存在するコンテンツから違法・

有害情報に関する内容を発見し、違法・有害情報中の隠ぺいされた悪意の発信者の

分析や、違法・有害情報の広がりなどを分析する技術 

2015年;発見された違法・有害情報の分析情報を共有化し、全世界規模で検知する技術の開

発 

2025年：違法・有害情報の共有化による違法・有害情報の即時検知技術と流通経路の探索・

フィルタリング技術 

 

安全・安心のための情報分析

技術として米国ではGALEプロ

ジェクトが進められているが、

各国とも大学の研究室レベルで

ある。 

○ 

違法・有害情報フィルタリング技

術については、商用サービスが行わ

れているが記事単位での違法・有害

情報の分析に関する研究開発は、大

学や民間企業等において手がけら

れはじめたところである。 

 

基礎 ○ 

共通のサービス

インターフェース

を実現することに

より、多様なサービ

スの拡充や、より高

度な信憑性評価技

術への発展が期待

できる。 

難 30億円 

（2009～ 

2011） 

 

独法、 

民間 

国 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 

難易度 

研究開発に 

必要な資金 

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体 
産学官の連携 国際連携方策 

高度コンテンツ創

造・分析・流通 

             

  ● 知識情報基盤技術 

デジタルコンテンツ収集・蓄積技術

によって蓄積された分析情報を元に専

門分野の知識を抽出して知識ベース化

する技術、マルチメディア・ユビキタ

スコンテンツ利活用技術によって要求

された知識情報の利活用を超分散知識

ベース環境で実現する技術。 

 

2010年：信頼できる情報から、専門分野の知識ベースが構築され、必要に応

じて言語と分野、メディアの壁を越えて情報を検索し、利活用する情

報基盤の確立（プロトタイプシステムの実現） 

2015年：ネットワーク上に分散化された知識ベースを連結させた知識情報網

利活用技術 

2025年：信頼できる専門知識がネットワーク上に集積された知識情報網にお

いて、ユーザの要求に基づいて分野と言語の壁を越えて横断的に情報

をつなぎ合わせて閲覧できる情報利活用技術  

複数の関連情報にまた

がる連想検索システムな

どの開発が進められてい

るが、各国とも大学の研

究室レベルである。 

○ 

知識ベースを活用す

るシステムは、研究開発

されている。しかし、実

用システムとしては、対

象を限定しておりたよ

うな目的に活用できる

システムの開発には至

っていない。また、次世

代の Web 技術としては

利用されていない。 

    ＜知識ベース連携基盤システム市場＞ 

■国内市場 

2015 年：0.2 兆円 

■世界市場 

2015 年：2.4 兆円 

 

IPA 報告書（2007 年 5 月）に記載さ

れているセマンティック Web 世界市場

のうち、セマンティックインフラ分野

22 兆円の 11%と仮定して算出。 

  より実用的な成果をいち早く導

き出すためには、委託研究などを通

して、基礎研究から応用研究までの

幅広い技術開発を行うべきである。

 

国際的に利用できるようにする

ために多言語やその国の文化を想

定したユーザコンテキストの取得

が必要であり、国際連携が必要であ

る。現在はパートナーを見つけてコ

ンソーシアムなどの立ち上げにつ

いて議論を行っている。 

   ○知識情報抽出・知識ベース構築技

術 

Webなどに集積された情報から

、知識として活用するための知識情

報を抽出し、再利用できるように知

識ベースとして構築するための技

術 

2010年：信頼できる情報から、知識情報を抽出し、専門分野の知識ベースを

構築する技術の確立（プロトタイプシステムの実現） 

2015年：知識情報オントロジの構築と、分野別知識ベース管理技術 

2025年：利用者の知識をネットワーク上にアップすることで、知識情報オン

トロジにより知識情報が抽出され、言語資源として共有化され、メタ

情報が付与されて知識ベース化される技術 

各国とも知識ベース化

のための多様な知識獲得

手法が研究されており、

エキスパートシステムな

どに応用されている 

○ 

知識ベースの構築の

ための知識獲得につい

ては、研究開発が行われ

ておりエキスパートシ

ステムなどで用いられ

ている。 

基礎 ◎ 

知識ベースの構築

手順は、多様な方式が

考えられるが知識ベ

ースとして活用する

ためのフォーマット

については標準化が

必要である。 

 

難 4 憶円 

（2008～ 

2010）

独法 国 

   ○知識情報の利活用技術 

知識情報の収集・分析・提示を実

現する次世代Web技術に向けたア

ーキテクチャ技術 

2010年：専門分野の知識ベースを連携させて情報を検索し、提示する技術の

確立（プロトタイプシステムの実現） 

2015年：異分野知識ベース連携による異分野間，言語間にまたがる情報検索

技術  

2025年：いつでも、どこでも、だれもが必要な知識ベースを用いて、専門家

による情報利活用と同等の情報収集・分析を行い適切に提示できる技

術  

各国とも専門家の知識

に基づく情報検索システ

ムの研究開発が進められ

ているが大学の研究室レ

ベルである。 

○ 

知識ベースを活用し

て Web 情報の検索に利

用する手法はまだ確立

していない。 

 

基礎 × 

知識ベースを活用

して Web の情報検索

や定時には多様性が

あることが望ましく、

標準化は不必要。 

 

難 4 億円 

（2008～ 

2010）

独法 国 

   ○大規模知識ベースにおける超分

散知識ベース連携技術 

グローバルなグリッドネットワ

ーク上に分散知識ベースを構築し、

必要に応じて連携させる技術 

2010年：インターネット上に分散した専門分野の知識ベースを必要に応じて

連携させて、利用できる情報分散知識処理ベース連携技術（プロトタ

イプシステムの実現） 

2015年：グリッドネットワーク上に構築された多言語・他分野知識ベースを

用いた、異分野・多言語知識ベース動的連携に基づく知識情報網（ナ

レッジクラスタ）の構築技術 

2025年：大規模知識情報網における知識ベースの自律的な修正と連携手段の

発見を行い、最新かつ有益な情報の発見技術 

複数の知識ベースを連

携させて、情報探索を行

うシステムについては、

ほとんど研究がなされて

いない新しい分野であ

る。 

◎ 

大量の知識ベースを

連携させて Web 情報の

検索に利用する手法は

まだ確立しておらず、ま

ったく新しい分野であ

り、我が国が世界に先駆

けて研究開発に取り組

んでいる。 

基礎 ◎ 

知識ベースの連携

プロトコルや分析手

順について標準化が

必要である。 

難 4 億円 

（2008～ 

2010）

独法 国 

 

 

 

 

 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 
主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 
研究開発目標 海外の研究動向 

日本の 

研究開発水準 

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要

素の技術的

難易度

研究開発に 

必要な資金 

（概算） 

将来の市場規模 

（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 

資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

高度コンテンツ創

造・分析・流通 

             

  ● コンテンツ収集・利活用技術 

次世代のWebサービスとして、収集・蓄積さ

れた情報を情報分析技術を用いて、分析結果をさ

らに蓄積する技術、ユーザコンテキスト情報を分

析する技術、マルチメディアコンテンツ利活用技

術やユビキタスコンテンツ利用技術を介してユ

ーザにサービスを提供する技術。 

2010年：ユビキタスネットワークに接続されたユビキタスデバイス上で、センサ

情報やその場に埋め込まれたデジタルコンテンツを、ユーザの興味に併せ

て収集する。さらに、その内容を分析して多様な言語やメディアの壁を越

えて、専門的な知識を組み合わせて利活用する情報基盤技術 

2015年：いつでもどこでも，あらゆる端末を使って，ユーザに適切な高品質なコ

ンテンツが利用可能となる技術 

      

 

＜デジタルコンテンツ

収集・利用基盤システム

市場＞ 

■国内市場 

2015 年：0.2 兆円 

■世界市場 

2015 年：2.4 兆円 

 

IPA 報告書（2007 年

5 月）に記載されている

セマンティック Web 世

界市場のうち、ナレッジ

ワークの自動化の 32 兆

円および知的システム 1

兆円の 14％と仮定して

算出。 

   

 

 

   ○デジタルコンテンツ収集・蓄積技術 

インターネット上に存在するコンテンツ

のみならずユビキタスネットワーク上など

に存在する情報までを収集、蓄積する技術と

情報分析技術で分析された結果も収集・蓄積

する技術。 

2010年：定期的に偏りなくインターネット上のコンテンツを収集・蓄積できる技

術 

2015年：インターネット上に接続されたサーバのみならず、ユビキタスネットワ

ークに接続されたユビキタスデバイスやセンサ情報などからも情報を迅速

に収集し、情報分析サービスに提供するアーカイブ構築技術 

ユビキタス環境における多様な

デバイス・センサからの情報収集技

術はデバイス間通信ミドルウェア

の開発を含めて研究室レベルであ

る。 

 

◎ 

ユビキタス環境における多様なデ

バイス・センサからの情報収集技術は

センサやデバイス間通信ミドルウェ

アの開発を含めて新しいコンテンツ

利用技術の実現に向けて他国に先駆

けて開発されている。 

基礎 ◎ 

情報の格納方式やプ

ロトコルについては、標

準化が必要である。 

難 2 億円 

（2007～ 

2010） 

 

独法 国 より実用的な成果を

いち早く導き出すため

には、委託研究などを通

して、基礎研究から応用

研究までの幅広い技術

開発を行うべきである。

国際的に利用できるよう

にするために多言語やその

国の文化を想定したユーザ

コンテキストの取得が必要

であり、国際連携が必要で

ある。しかし、現時点では

具体的な活動に至っていな

い。 

   ○コンテンツ個人化技術 

ユーザコンテキスト情報に基づいてユー

ザに適切な情報を提供する技術。 

2010年：ユーザのアクセス履歴などを用いて、ユーザが求める情報を判断し、各

ユーザに適切な情報を提示する技術 

2015年：情報利活用のためにユーザ履歴だけでなくセンサ情報や周辺環境の情報

も含めたユーザコンテキスト情報を用いて、個人嗜好をモデル化する技術 

ユーザコンテキスト情報に基づ

いた個人化技術については、GPS

などを用いた位置情報に基づく研

究所レベルのものが主である。 

 

◎ 

ユーザコンテキスト情報に基づい

た個人化技術については、GPS など

を用いた位置情報に基づくものだけ

でなく、各種センサ情報や RFID など

を使った研究開発が他国に先駆けて

行われている。 

基礎 ○ 

個人化するためのコ

ンテキス情報のフォー

マット、セキュリティ確

保の方式などは標準化

が必要である。 

難 4 億円 

（2007～ 

2010） 

 

独法 国 

   ○マルチメディアコンテンツ利活用技術 

ユビキタスネットワークに接続されたデ

バイス上で音声や動画像などを含むマルチ

メディアコンテンツを通常のWebコンテン

ツと同様に利活用する技術。 

2010年：多様な機器に適切なフォーマットや品質で提供する利活用技術 

 

2015年：インターネットのみならずユビキタスネットワークに接続されたデバイ

ス上で、多様な言語、メディアのマルチメディアコンテンツを利用するた

めの情報基盤技術 

 

マルチメディアコンテンツの異

なーネット上での販売やレンタル，

配信などは既に実用段階であるが，

コンテンツの閲覧，視聴などのサー

ビスにとどまっている。 

◎ 

いつでもどこでもマルチメディア

コンテンツを楽しむだけでなく、コン

テンツを閲覧したことによるユーザ

へのインセンティブの提供などの複

合的なサービス手法の研究の実証実

験が始まっている。 

基礎 ◎ 

コンテンツ提供サー

ビスに基づく、多様なサ

ービスを活用した複合

的なサービスを実現す

るプロトコルの標準化

が必要である。 

難 4 億円 

（2007～ 

2010） 

 

独法 国 

   ○ユビキタスコンテンツ利活用技術 

ユビキタスネットワークに接続された複

数のユビキタスデバイスをシームレスに活

用したコンテンツの利活用技術。 

2010年：実世界に埋め込まれたユビキタスデバイスに格納されたデジタルコンテ

ンツを，ユビキタスネットワークに接続されたユビキタスデバイス上で、

複数のデバイスを組み合わせてシームレスに利活用する基盤技術 

2015年：ユビキタスネットワーク上でユーザの自然な振る舞いによって必要な情

報を適切に提供するコンテンツ利活用技術の開発 

街中に存在するデバイスを活用

したコンテンツ利用サービスは研

究室レベルである。 

◎ 

日本のユビキタスコンピューティ

ング環境の整備に伴い、街中に埋め込

まれた公的なデバイスと、各個人が所

有するデバイスなどを連携させた上

で、専門的な知識を用いて必要な情報

を提供する技術の開発がおこなわれ

ている。 

基礎 ◎ 

デバイス連携プロト

コルや知識情報の連携

プロトコルには標準化

が必要である。 

難 6 憶円 

（2007～ 

2010） 

 

独法 国 

   ○画像情報認識分類検索技術 

ネットワーク上の画像つき不特定情報に

ついて、意味理解技術を高度化してメタデー

タを生成・蓄積し、利用者の知識と情報の獲

得を飛躍的に向上させる技術。 

2010年：ネットワーク上の画像・映像情報について、内容に含まれる意味情報を

分類・データベース化し、「国立インターネット図書館」とでも言うべき

知的資産の自動蓄積を可能にする技術の確立 

2015年：メタデータを利用し、ユーザーが所望するデータを容易かつ的確に検

索・提供する技術。 

Google社が刊行物をScanner

入力により大量に蓄積を進めてい

るといわれている。メタデータにつ

いては別の会社が運用開始の模様。

× 

極一部の古文書や遺構を電子化し

つつあるが、意味理解・メタデータ生

成には至っていない。 

基礎 ○ 

メタデータの有効か

つ円滑な利用にはデー

タ形式、抽出方法等の国

際標準化活動が必要。

難 4億円 

（2008～ 

2012） 

 独法 国 経産省の情報大航海

プロジェクトにて一部

次世代技術の実証実験、

検討等が進んでいる。引

き続き研究開発および

実証実験等を産学官で

推進する必要がある。

グローバルにコンテンツ

利活用を促進するため、国

際標準化団体にてデータフ

ォーマット等の仕様を策定

することが有効である。

   ○コンテンツ保護情報のネットワーク上で

の自動監視技術 

ネットワーク上を流通するコンテンツに付

与されたウォーターマークなどのコンテン

ツ管理情報を、自動的に監視、検出する技術

の開発。 

2010年：可視化されたコンテンツ管理情報をネットワーク上で自動的に監視検出

するシステムの開発 

2015年：非可視化されたウォーターマークを含むコンテンツ管理情報をネットワ

ーク上で自動的に監視検出する公的に利用可能なシステムの開発 

米国ではカジュアルコピーによ

る著作権侵害事例はさほど多くな

いため、日本を含むアジア圏での摘

発および啓蒙に注力された技術開

発を含めた対策が行われている。

○ 

ネットワーク上に流通する著作権

侵害コンテンツの摘発は各企業努力

で行われているが、P2Pなどにおける

著作権侵害に対しては技術的に困難。

また個人の財産権の主張等により、一

企業としての努力には限界があり、国

を挙げての取り組みが望まれる。 

基礎 ○ 

ネットワーク上のコ

ンテンツ管理を自動的

に行うためには、国際的

な取り決めは避けられ

ない。付与されるセキュ

リティ情報、監視方法な

ど標準化を行う必要が

あるが、クラッキング危

険性との得失を見極め

て検討する必要がある。

難 

 

10億 

（2008～ 

2012） 

 国・民間 国 海外との競争上、速や

かな市場化が必要。その

ためにも、技術開発の基

礎から応用に至るレベ

ルに応じた産学官の役

割分担が望まれる。ま

た、デジタルコンテンツ

配信に係わる著作権制

度改定の観点から産学

官連携は必要。また、本

研究開発はインフラ的

側面が強いため、国によ

る資金提供が望ましい。

標準化を行うことによる

クラッキングの危険性との

得失を見極めて検討する必

要がある。 

   ○無形文化財保存に応用可能な映像・音声・

データコンテンツ情報の効率的蓄積管理技

術 

無形文化財の映像化コンテンツや、放送通

信で伝送されるデジタルコンテンツを効率

的にアーカイブ化し将来の文化財として保

存するための効率的アーカイブ化技術と管

理技術の構築。 

2015年：コンテンツのメタ情報を自動的に付与し、サーバとして蓄積し、効率的

に管理する技術とシステムの開発。 

2020年：映像・音声・データを含む全てのコンテンツの効率的な圧縮技術の開発

および著作権管理を伴う暗号化や管理技術の開発。 

 

・  

コンテンツホルダーへのアーカ

イブ化の取り組みの援助等が推進

されているが、各企業努力に委ねら

れている。 

○ 

放送事業者や映画製作会社などの

各企業においては、一部アーカイブ化

が進んでいる企業もあるが、メタ情報

付与自動化への要求に対する技術開

発は未着手。 

基礎 ○ 

放送局等でのアーカ

イブを想定すると標準

化は必要。 

やや難

 

 

1 億円 

（2008～ 

2012） 

 独法 国 放送局等でアーカイブす

る場合を考慮すると、機器

等の互換性から標準化に向

けた働きかけが必要。 

   ○ コンテンツ創作支援システム技術 

高性能PCやCGを用いた創作に必要な高

額の機材費用負担を軽減して若者の創作意

欲の実行を促す目的で、市販の廉価版PCを

クライアント端末にできるようなソフトウ

ェア技術と、それを可能にする創作用高性能

サーバ・ソフトウェア技術。 

2010年：輸出産業として期待されているマンガ・アニメ業界で、才能溢れる若者

がペン1本で起業できる状況に無い現状を打破するため、線画からアニメ

動画を生成する技術、二次元動画から三次元動画を生成する技術、静止キ

ャラクターを動作させる技術、などの高機能クライアントソフトウェア

と、これら断片的な創作コンテンツを一連の創作ストーリー動画にまとめ

あげる高性能サーバ構成技術の開発 

 

大手映画会社向け商用 CG サー

バ企業が主体であり個人用小規模

の創作環境 開発は未着手。 

× 

初等的な線画作成にとどまってお

り、商用価値の高い創作用の開発は未

着手。 

開発 ○ 

国内産業振興の観点

からはさほど重要では

ない。 

難 

 

2 億円 

（2008～ 

2010） 

 民間 国 映画など大規模コン

テンツ産業は市場原理

にまかせてよい部分が

大きいのに対し、小規模

創作者用のインフラ開

発投資は産学官連携が

必要である。 

コンテンツ制作は各国の

国策的側面が強く、国際連

携にはあまりなじまないの

で必要性は希薄。 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

スーパーコミュ

ニケーション 

人間の言語コミュニケーション能力を

飛躍的に向上させるほか、言語ばかりで

なく、知識、文化、既成コミュニティの

壁をも越えた真の相互理解のためのコミ

ュニケーションを促進することを通じ

て、あらゆる人間同士の、より深い相互

理解を実現する。 

2015年：ネットワーク翻訳の実用化 

2020年：人間並みに意味理解する翻訳システムの実現 

2025年：知識、文化の壁を越えるエージェントの実現 

           

  ●テキスト翻訳技術 

柔軟かつ高品位の翻訳を実現す

るための、テキストの表層情報から

深層情報に至るまでの広範な解

析・生成技術や多言語に対応した言

語資源（辞書や意味情報のついたコ

ーパスなど）自動構築技術。 

2010年：汎用性の高い多言語解析・生成手法の確立。 

2015年：アジア言語の多言語かつ高品位の翻訳支援システムの開発。 

2020年：アジア言語・欧米言語など多数の言語を対象とした機械翻訳システ

ムの開発。 

欧米言語間のテキスト翻訳は統

計ベースの新しい手法の著しい発

展により欧米を中心に従来手法を

上回る翻訳精度が実現されている

が、多様なアジア言語を対象にし

た翻訳にはそのままでは適用でき

ていない。また、ヨーロッパや米

国では、国際社会におけるセキュ

リティの確保の観点から、多言語

情報処理（翻訳、情報抽出）の研

究が進められているが、対象は限

定的である。 

言語資源を収集し、研究用に公

開する枠組みは、ヨーロッパおよ

び米国においては、概ね確立して

いる。 

     ＜テキスト言語処理市場＞ 

■国内市場 

2020年：4.5兆円 

■世界市場 

2020年：18兆円 

 

2020年には全普及PCに本ソ

フトが搭載されると仮定して、

PCの台数にソフト単価を乗じ

ることにより算定。国内普及PC

は、1.5億台（CIAJ2005年情

報家電報告より）、ソフト単価：

は、30千円と仮定して、国内市

場4.5兆円を算出。 

世界市場は、アメリカ、ヨー

ロッパ、中国においても、日本

国内市場相当の市場規模がある

として、国内市場に4倍の係数を

かけて算出。 

 

テキスト言語処理市場の主な

製品・サービスとしては、以下

のものが想定される。 

・機械翻訳ソフト 

・翻訳機能付きチャットシステ

ム 

・言語横断検索（CLIR）サービ

ス 

・翻訳支援システム/サービス 

  自然言語の実用的ブレークス

ルーを実現し、国民へのサービ

スを実現するためには、大規模

な言語資源に、先端的な研究成

果を適用することにより、高い

精度の機構を実現し、さらにそ

れをビジネスにまで発展させる

必要がある。多大な研究資金と

長い研究期間を必要とすること

から、官の関与が必須であると

ともに、実用化も見据えた研究

開発を推進するため、産業界の

関与も必要である。 

このような産学官の協調の必

要性を踏まえ、テキスト言語処

理技術については、現在、けい

はんな地区において産学官が積

極的に連携して研究開発を推進

しており、わが国における中核

となっている。 

今後とも、このような地理的

状況を活かし、引き続き産学官

が連携し、研究開発を進めてい

く。 

 

今後更なる発展が期待される

統計翻訳や用例翻訳などのコー

パスベースの機械翻訳手法は、

従来のルールベースの機械翻訳

と比べ、手法自体の言語依存性

が遥かに小さいため、複数言語

に共通して適用できる技術を国

際的な枠組みのなかで連 

携して開発することは極めて有

効である。また言語資源や開発

資産に恵まれた言語間で開発さ

れた技術が他の多くの言語にも

効果的に適用される効果も期待

できる。また機械翻訳技術の開

発のためには、原言語と目的言

語両方の言語知識が不可欠であ

るが、今までの開発体制ではど

ちらか一方の知識に偏る傾向が

あった。国際連携によりこれら

の偏りを是正し、バランスの取

れた体制を構築することが期待

できる。 

これまでは、欧米、日本など

の技術先進国の機関が連携して

最先端技術の開発が進められて

きた。しかし、従来のルールベ

ース翻訳や単言語の言語処理

は、技術の言語依存性が大きい

ため、各国が自国語関連の開発

をで単独で進め、最後にそれら

を持ち寄って連結させる形態が

多く取られていた。 

わが国での流通度の高い言語

においては、世界トップレベル

の研究開発機関と連携して、比

較的言語に依存しない基盤技術

の高度化を図るとともに、最先

端技術の当該言語への適用を加

速することにより、抜きんでた

成果を目指す。既に自然言語処

理研究機関が存在する中国、韓

国、インド等については、当該

機関との人的交流を深め、日本

語とこれらの国々の言語との間

の機械翻訳技術や多言語コーパ

スの開発を促進する。 

   ○多言語言語資源の構築 

言語サービスの研究開発及

び実現に必要となる言語資源

（辞書や意味情報のついたコ

ーパスなど）の仕様を多言語対

応と多種の応用への対応を前

提に確立する。その仕様に沿っ

て、実際に言語資源を開発す

る。 

 

2010年  アジア、ヨーロッパ、アメリカの主要言語の言語資源の仕様の確立。 

2015年 コーパスの収集の大規模化、多数言語への展開。言語識別機能の充

実。これに伴うタグ体系の改良。 

 

 

◎ 

言語資源を収集し、研究用

に公開する取り組みは欧米が

先行している 

が、多言語コーパスの構築に

ついては国内でも日英言語間

を中心に大規模コーパスの収

集・加工や大規模電子化辞書

の開発が進んでいる。但し、

世界標準に向けた取組はまだ

少ない。 

開発 ◎ 

アジア圏での翻訳

用言語資源の共有化

において、標準化の重

要性は高い。 

やや難 80億円 

（2008～ 

2015）

独法 国 

 ○テキスト解析・生成技術 

大規模コーパスの効率良い

作成や、翻訳・検索等のシステ

ム開発の基盤となるテキスト

解析・生成技術（構文情報・意

味情報付与技術）。 

2010年：高性能の多言語構文解析・生成システムの開発。 

     言語識別システムの開発。 

2015年：意味情報付与・対訳アライメント技術の開発。 

2020年：各応用に即した深さで理解を行う技術の開発。 

◎ 

アジア言語の解析技術にお

いては最先端の技術を擁して

いる。 

開発 ◎ 

ツールの入出力の

標準化が、効率よいシ

ステム開発には重要

である。 

やや難 30億円 

（2008～ 

2020）

 

独法 国 

 ○テキストからのオントロジ

ー生成技術 

オントロジーの自動構築の

ためのコーパスからの言語情

報獲得技術。 

2010年：単語間の意味関係の自動抽出。 

2015年：意味階層辞書の自動構築。 

2020年：オントロジーの自動構築法の開発。 

○ 

分野自体が比較的新しく、

欧米と共に最新の成果を目指

している。 

基礎 ◎ 

元データとして用

いる言語資源の標準

化が重要である。 

難 30億円 

（2008～ 

2020）

 

独法 国 

 ○ネットワーク多言語コミュ

ニケーション技術 

 ネットワーク上に点在する

言語処理システムや言語資源

を連携させることにより、ユー

ザのニーズに合った言語サー

ビスを実現する技術。 

2010年 言語グリッドによる多言語サービスの実現。 

言語資源の標準仕様の策定。 

2015年 両言語間の翻訳システムが存在しない場合に、最終的なサービスの

質を落とさずに、他の言語を介して翻訳を行うなど、言語サービス

を連結する手法を開発する。 

 

◎ 

グリッドシステムを実用化

し、サービスを開始している。

開発 ◎ 

言語資源やツール

の外部仕様を標準化

することにより、グリ

ッドへの新たな資源

の連携が容易になる。

やや難 20億円 

（2008～ 

2015）

独法 国 

   ○文意獲得・活用技術 

 翻訳、検索、情報抽出等のサ

ービスに応じて必要となる、文

章の内包する意味サービスに

応じた深さで理解し、その結果

を用いて必要十分な質のサー

ビスを実現する技術。 

2010年 目的に応じた深さで、一文の意味を取り出し、利用する技術の開発。 

照応解析などの文間の関係を判定する技術の開発。 

2015年 分野および目的を限定し、一つの文ではなく、ひとまとまりの文章

を対象に意味の獲得を行い、目的に応じた深さの意味理解を実現す

る技術の開発。 

○ 

文や文章の深い解析技術

は、わが国に限らず、まだ十

分には実現されていない。 

基礎 ◎ 

複数の技術の連携

など、標準化の重要性

は高い。 

難 30億円 

（2008～ 

2015）

独法 国 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

スーパーコミュ

ニケーション 

             

  ●音声翻訳技術 

 音声言語を対象とした、意味、文脈

を踏まえた翻訳、同時翻訳、多言語翻

訳などの技術で、異なる言語による対

話を可能にするとともに、ネット上の

知識活用、非言語情報（表情、ジェス

チャ）の活用などで、真に言語の壁を

越えた自然なコミュニケーションを実

現する技術。 

 

2010年：対話理解、音声翻訳・合成のための基本手法の確立 

2015年：表情、ジェスチャなどの非言語情報利用した、より高度な音声翻訳

技術の開発。 

2020年：空間共有技術の導入により、遠隔地にいる利用者同士があたかも同

一の場にいるかのように、母国語による自然なコミュニケーションを

行える技術の開発。 

      関連市場として、音声翻訳市場及び空

間コミュニケーション市場を想定。 

■国内市場 

2020年：2兆円 

■世界市場 

 2020年：14兆円 

 

    

   ○高精度多言語ネットワークベー

ス音声翻訳技術 

ネットワーク上に偏在するノー

ドごとに、言語知識の自動取得機

能、翻訳機能、他のノードへの翻訳

結果の伝搬機能をもたせ、これらと

利用者の翻訳端末をネットワーク

を介して連携させることにより、ど

こでも幅広い分野・話題に適応でき

る翻訳を分散して行う技術。 

2010年 ：ネットワーク翻訳基本手法の確立 

2012年：日英の言語間で改良・評価実用化に向けた社会実験 

2015年：実サービスの開始 

 

≪米国≫ 

・国防総省が中心となっ

て、軍事利用を念頭におい

た研究開発が行われてい

る。 

GALEプロジェクト： 

46億円/年（推定） 

（2006年～） 

Babylon,CAST： 

11億円/年（推定） 

（2002～2005年） 

 

≪欧州≫ 

・FP6の中で会議や講演の

音声翻訳に関する研究開

発が行われている。 

TC-Star： 

 20億円/年 

（2004～2009年） 

 

≪アジア≫ 

・2003-2005年に韓国

において音声翻訳に関す

る研究開発が行われてい

た。 

（予算額は不明） 

 

 

◎ 

日本は音声翻訳研究のトップ

ランナーである。 

開発 ◎ 

翻訳端末とネットワ

ーク間のインタフェー

スの標準化が必要。 

標準 60億円 

（2008～ 

2015）

＜音声翻訳市場＞ 

■国内市場 

2020年：1兆円 

■世界市場 

2020年：10兆円 

 

※内訳は以下の通り。 

・多言語コミュニケーション支援端末（携

帯電話、電子辞書、ビジネス通訳機、

音声翻訳サービスを含む） 国内：

9,400億円、世界：8.4兆円 

・多言語通訳機能つき会議システム 国

内：500億円、世界：9,000億円 

・その他 国内：100億円、世界：7,000

億円 

 

 

独法、 

民間 

国、民間  音声言語処理技術の研究開

発は、関西のけいはんな地区

（NICT, ATR）が研究開発の

中核拠点となって進められて

いる。一方、これらの技術の

実現には、用例データベース

（コーパス）を大量に集積す

る必要があり、様々な研究者

の共通研究基盤として広く利

用する必要があることから、

けいはんな地区と関係機関と

が連携して、共同研究等を通

して産学官が一体となって研

究開発を進めていくべきであ

る。 

 

 開発する国によって開発す

る言語に違いが生じる為、我

が国独自に用例データベース

を開発する必要があるが、他

国の研究成果を有効に活用す

ることによって効率的な研究

開発が実施可能である。その

ため、共同研究等を通して連

携した研究開発を進める。 

   ○意味理解・文脈処理技術 

固有名詞や専門用語などの未知

語がある場合や曖昧な表現や言い

回しがある場合でも適切な翻訳を

可能にする技術。 

2010年 ：基本手法の確立 

2015年：意味理解の基本方式の確立 

2017年：意味理解を用いた翻訳方式の確立 

○ 

意味理解の研究は各国拮抗し

ており、ブレークスルーが待た

れる状況である。 

基礎 × 

標準化を議論するの

は時期尚早。 

難 20億円 

（2008～ 

2017）

独法 国 

   ○同時翻訳技術 

文の途中からでも意味単位を解

析・抽出、翻訳を開始し、同時性の

高い翻訳を可能とする技術。 

2012年：文分割手法の確立 

2015年：五月雨翻訳方式の確立 

2017年：講演の日英同時通訳の実現 

○ 

各国とも具体的な取組がまだ

ない状況。 

基礎 × 

標準化を議論するの

は時期尚早。 

難 90億円 

（2008～ 

2017）

独法 国 

   ○高精度多言語音声認識・合成技術 

誰が、どこで、いつ、何語で喋ろ

うとも、音声でコミュニケーション

できる技術を実現するために、子供

から老人に至る幅広い話者に対応

でき、対話から講演に至る多様なス

タイルおよび多様な表現に対応で

きる高精度多言語音声認識・合成技

術。 

2010年 ：対話の音声認識・合成技術の高精度化を実現 

2015年： 

・何語にでも対応出来るアルゴリズムを実現 

・会議および講演の音声認識・合成技術の高精度化を実現 

 

○ 

多言語の音声認識、会議・講

演の音声認識を高精度に実現す

る技術は未開拓である。 

音声合成は、多言語に関して

は同様であり、さらに、会議・

講演の長文をわかりやすく伝え

るために、文解析を利用した制

御を新規に研究する必要があ

る。 

開発 ◎ 

基本的部分の標準化

が進んでいるので、さら

に、新規の成果に対応す

る部分も追加していく

必要がある。 

標準 20億円 

（2008～ 

2015）

独法、大

学、民間 

国、民間 

   ○音声検索＆モニタリング技術 

ネットワークを含む多様な音声、

テキスト、映像中の言語情報を自動

アーカイブ・要約し、その中から一

定のキーワードを含む情報を検索

したり、情報の傾向をモニタリング

する技術。また、ユビキタス端末用

にコンパクト化する技術。 

2010年：ネットワーク上のドキュメント、音声、映像情報からの情報モニタ

リング 

2011年：放送上のドキュメント、音声、映像情報からのリアルタイム情報モ

ニタリング 

2015年： 

・ユビキタス端末への実装 

・モニタリングした情報を傾向分析する技術の確立 

○ 

ネットワーク上のテキスト情

報の検索は可能。 

開発 ○ 

標準化が未開拓で有

望な分野である。 

標準 20億円 

（2008～ 

2015）

独法、民

間 

国、民間 

   ○状況依存ロバスト言語・メディア

処理技術 

人間による語の概念の獲得をモ

デル化することにより、ロボット等

の機械が自立的に対話しながら学

習出来る技術。機械に、音声や映像

から言語情報を与え、そこから語の

分節と語と概念との対応を学習し、

音声処理に反映させる技術。 

2010年：100-1000単語レベルの名詞に加えて、動詞概念の学習と学習技

術の確立。 

2015年：10万単語レベルの名詞、動詞概念の学習と学習技術の確立。 

 

○ 

 10 単語程度の物体の音声、画

像情報による教示、 

波形合成で入力テキスト通りの

読み上げ調音声合成が可能。 

基礎 × 

標準化を議論するの

は時期尚早。 

難 10億円 

（2008～ 

2015）

独法、大

学 

国 

   ○音声対話・特化技術 

 話者の特徴に応じた対話や発

話の場所に局所化したコミュニケ

ーションなど音声対話に特化する

技術。 

2010年： 

・特定の話者について利用者が自由に聞きたいことを聞く音声対話シス

テム 

・複数マイクとスピーカによる会議室内での個人音場創成技術 

2015年： 

・子どもから老人に至る幅広い話者と色々な対話を行えるシステム 

・計算機から利用者に話しかける対話システム 

・複数マイクとスピーカによる屋外空間での個人音場創成技術 

◎ 

局所化では、日本はトップラ

ンナーである。 

基礎 ○ 

標準化が未開拓で有

望な分野である。 

やや難 10億円 

（2008～ 

2015）

独法、民

間 

国、民間 

   ○非言語情報（状況・意図・感情、

表現・ジェスチャ等）分析・活用技

術 

 話者のイントネーション、表情、

ジェスチャ、などの非言語情報を活

用して、言語情報を補うことにより

認識率の向上を図り、機械と人間の

自然なコミュニケーションを実現

2010年： 

・イントネーションなどの利用による音声翻訳・音声対話の高度化 

・表情、ジェスチャの抽出、関連性モデル化技術 

2015年： 

・表情、ジェスチャなどを利用した音声翻訳・音声対話の高度化 

・発話者の個人性を保持する音声翻訳コミュニケーション 

・唇、表情、ジェスチャ、音声の統合 

◎ 

日本は米国と並びトップラン

ナーである。 

 

基礎 

 

○ 

標準化が未開拓で有

望な分野である。 

 

 

難 

 

20億円 

（2008～ 

2015）

 

独法、民

間 

 

 

国、民間 

 

 



する技術。 

○空間共有コミュニケーション技

術 

物理的に忠実な音響空間の再現

と、全方位映像、高精細なCGを用

いて遠隔地にいる複数の人々が同

じ空間を共有し、相手の存在を感じ

ながら会話することを可能とする

コミュニケーション技術。 

2010年：全方位映像撮影・提示技術。複数人数を対象とした3次元音場再

現技術 

2015年：利用者の個人性を反映した高精細CG生成技術。3次元音場のリア

ルタイム通信技術 

2020年： 

・利用者の視線や体の動きを再現するためのリアルタイムセンシング

技術 

・複数地点の個人やグループによる一つの空間を共有したコミュニケ

ーション技術 

 ◎ 

音場収録技術に関して日本は

トップランナーである。CG技術

に関して日本は米国と並びトッ

プランナーである。 

基礎 ○ 

標準化が未開拓で有

望な分野である。 

難 50億円 

（2008～ 

2020）

＜共有空間配信サービス市場＞ 

■国内市場 

2020年：4兆円 

■世界市場 

2020年：1兆円 

 

共有空間配信サービスとは、海外を含

む遠隔地に居る友人と、ワールドカップ

をスタジアムで一緒に観戦したり、ロッ

クコンサートをコンサートホールで一緒

に聞くといった共有空間（仮想体験）を

家庭や施設に配信するサービスのこと。 

 

※国内市場規模の内訳は以下の通り。 

・映像コンテンツ配信： 

5,500億円 

・音楽コンテンツ配信: 

1,600億円 

・（映画館等）施設サービス： 

2,900億円> 

 

●上記市場規模の根拠は、以下の通り。 

・上記市場規模予測では、コンテンツ市

場を主なターゲットとして想定。 

・市場規模推計の元データは以下の通り。 

①映像コンテンツ配信（#1）： 

2005年：436億円 

2006年：778億円（出典：A） 

②音楽コンテンツ配信（#1）： 

2005年：184億円 

2006年：235億円（出典：A） 

③施設サービス（#2）： 

2005年：1982億円 

2006年：2026億円 

#1：インターネットでの配信 

#2：おもに映画館を想定 

（出典） 

A：総務省「メディア・ソフト制作及び

流通の実態に関する研究調査報告」

（2006年、2007年発表資料） 

B：（社）日本映画製作者連盟「日本映

画産業統計」（2006年、2007年発表

資料） 

・よって、2007年から2020年までの

平均成長率を、コンテンツ15%、施設サ

ービス3%と想定して、2020年の市場

規模を推計。 

・世界市場は、米国、欧州、中国において、

日本国内市場相当の市場規模があるとし

て、国内市場の4倍と推計。 

独法、大

学、民間 

国、民間 言語に依存しない様々な国

の音楽、映像、スポーツなど

のコンテンツをデータベース

としてアーカイビングし配信

することも本研究の重要な課

題の一つである。そのため、

世界に通用するコンテンツ収

集、データベース作成におい

て海外の共同研究機関と連携

した研究開発を進める必要が

ある。 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

スーパーコミュ

ニケーション 

             

  ●利用者適応型コミュニケーショ

ン技術 

 人間のマインドに悪影響を及ぼ

す情報をフィルタリングすると同

時に、利用者の個性、性格、文化に

適応して、感情、感性を適切に伝達

することによって、安全性を確保し

つつ、文化の壁を越えたコミュニケ

ーションを活性化する技術。 

 

2010年：情報の善悪・内容の理解に基づくフィルタリング手法の確立。 

2015年：個人の感じる感覚・感性を計測評価し、個人の嗜好に応じて情報流

通を行う技術の開発。 

2020年 ：個人の嗜好・能力・性格などの特性抽出機能を高度化し、感覚・感

性情報を取捨選択、検索、抽出して提供、伝達できる技術の開発。 

 

≪米国≫ 

10代の子供を持つ家庭の

半数以上がインターネッ

トフィルタを使って有害

コンテンツへのアクセス

を制限。 

 

≪欧州≫ 

欧州委員会（EU）の通信

委員会は、子供にインター

ネットを安全に利用して

もらうための「Safer 

Internet Plus」プログラ

ムを発表2005年から4年

間で4500万€を拠出、有

害なコンテンツから子供

を守るためのツールを保

護者や教育者に提供。 

 今後更に高度なフィル

タリング技術が求められ

る。 

     ＜コミュニケーションエンハンスメント市場＞ 

■国内市場 

2020年：1兆円（国内） 

■世界市場 

2020年：5兆円（世界） 

 

●算出方法は以下の通り。 

・2006年、国内のセキュアコンテンツ管理ソフ

ト市場規模（728億円、IDCJapan資料）と

ブログ関連市場規模（1,377億円、総務省資

料）の合計2105億円に基づき、成長率10％

で、2020年における市場規模を算出。 

・さらに2005年の日本の情報化投資額のうちソ

フトウェアを除く投資額8,970億円（平成19

年情報通信白書より）に対してエンハンスメ

ント化に対する投資を15％と考え、成長率

2%で、2020年市場規模を算出し、これらを

合計する。 

・世界市場は、国内市場の5倍として算出（欧州、

中国において日本国内市場相当の市場規模が

あり、米国においてはその2倍の市場規模があ

るとした）。 

 

コミュニケーションエンハンスメント市場の

主な製品・サービスとしては、以下のものが想定

される。 

・コンテンツ内容と利用者の意識を判断する自動

フィルタリングサービス 

・ネット上の情報を自動分析する推薦サービス 

・意味内容に基づく情報検索サービス 

 

また、生活・社会への貢献として、セキュアな

コンテンツ管理は、インターネットへのアクセス

を安心して行うために必須のものであり、国民の

社会生活上不可欠である。そのため、本技術をい

ち早く確立することによって、我が国が国際社会

に貢献することができる。 

 

  本技術の実現に当たっては、

コンテンツの意味内容の理解だ

けでなく、利用者の嗜好、思想

信条、行動特性等、個人の内面

的特性を明らかにし、両者を統

合的に処理する必要がある。特

に個人の内面状況を解析する技

術は、当該個人固有の特性だけ

でなく、個人のおかれている環

境とのインタラクションや心理

状態により決定するものである

から、工学分野だけでなく、認

知科学など人文系分野の知見も

加味した、長期にわたる基礎研

究が必要である。従って、官学

が中心となって基礎研究を実施

し、実証実験の段階から産が加

わるのが望ましい。 

人間の心理行動特性を解明する

必要があるため、国内だけでなく、

海外で同様の研究を実施する機関

との連携が望ましい。 

   ○マインドセキュリティ技術 

心にとって安全な情報のみ

を与えるための情報制御技術。 

2010年 人間のマインドに対して、情報の善悪、内容の分類に基づいて、フ

ィルタリングすることができる。 

2015年 流通する情報に関して、人間のマインドや嗜好に応じて分類し、情

報流通を制御できる。 

 

 

○ 

ユニバーサルコミ

ュニケーション研究

において、情報の信憑

性の研究に着手した

ばかり。 

基礎 

 

× 

標準化を議論する

のは時期尚早。 

やや難 20億円 

（2008～ 

2015）

独法、 

大学、 

民間 

国 

   ○利用者適応型コミュニケー

ション技術 

利用者の意識や状況の変化、

感情・感性、言語能力や年齢に

応じた検索・フィルタリング処

理をリアルタイムに行い、適切

な情報提供を行う技術。 

2015年 ユーザ状況（コンテキスト）に基づく感情認識精度60％。10～100 

個程度の大きなジャンルでの難易度測定技術の開発。 

2020年 ユーザ状況（コンテキスト）に基づく感情認識精度80％に向上。

再分化されたジャンルでの難易度測定技術の開発。利用者に合っ

た情報フィルターの実用化。 

 

 

 

 

 

 

 

○ 

画像や音声などか

らコンテキストを考

慮しない静的な感情

抽出ができ 

る。一般の情報に 

おける難易度の評 

価は行われていな 

い。 

基礎 × 

標準化を議論する

のは時期尚早。 

難 50億円 

（2008～ 

2020）

独法、 

大学 

国 

 ○個性に対応した感覚・感性情

報伝達技術 

 個人の嗜好・能力・性格に関

わる感覚情報（個性）を効果的

に獲得・理解・伝達するための

感覚情報の個性適応化技術。  

2010年 個人の体型など、簡単な特徴に応じた情報を選別して提供する技

術。 

2015年 個人の感じる感覚・感性を計測評価する技術の開発。 

2021年  個人の嗜好・能力・性格に応じて感覚・感性情報を取捨選択、検索、

抽出して提供、伝達できる技術の開発。 

 

 

 

 

 

 

○ 

Digital Humanプ

ロジェクト（産総研）

のように、個人の好み

を元にモデル化する

試みが始まったばか

り。 

基礎 × 

標準化を議論する

のは時期尚早。 

難 50億円 

（2008～ 

2020）

独法、 

大学 

国 

 

 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

スーパーコミュ

ニケーション 

             

  ●ネットワークコミュニティ形成

支援技術 

個人の活動履歴等から推定され

る好み、嗜好等に基づく知識コミュ

ニティの形成を促進するとともに、

コミュニティ内外の情報流通を安

全に管理することによって、既存の

コミュニティの壁を越え、知の創発

に結びつくコミュニケーションを

支援する技術。 

2010年：個人の活動履歴等から個人の嗜好・好み等を推定する基本手法の開

発。 

2015年：抽出した個人情報からコミュニティを形成し、安全なコミュニケー

ションを行う手法の開発。  

2025年：個人の嗜好・好み等からのコミュニティ形成支援システムの実用化。 

過去には、各国で専門家の

知識をデータベース化して

共有する方式が研究された

が、知識には、暗黙知の部分

が多いため、この方式では、

知識の一部しか活用できず

限界がある。この問題意識か

ら、1990年代に入ってから

は、ウェンガー博士らの提唱

する「実践共同体論」代表さ

れるようにコミュニティに

おける知識共有、知識協創の

重要性が注目され、研究され

つつある。また、暗黙知を取

り扱うためには、身体的動作

等も含む個人の経験に関す

る情報を蓄積する必要があ

る。個人の経験に関する情報

を蓄積する技術の研究開発

の一環として、例えば、米国

では、個人の一生の経験を蓄

積するためのMyLifeBitsプ

ロジェクト等が進められて

いる。 

     ＜知識コミュニティ市場＞ 

■国内市場 

2020年：1兆円 

■世界市場 

2020年：5兆円 

 

●算出方法は以下の通り。 

・国内SNS（ソーシャルネットワークサ

ービス）市場規模は、矢野経済研究所

において2009年度に550億円と予

測されている。また、ASP市場規模成

長率は、IDC Japanにおいて 30％と

予想されている。この成長率で2009

年から2020年まで成長すると仮定

して2020年における国内市場規模

を算出。 

・世界市場は、国内市場の5倍として算

出（欧州、中国において日本国内市場

相当の市場規模があり、米国において

はその2倍の市場規模があるとした）。 

 

知識コミュニティ市場の主な製品・サ

ービスとしては、以下のものが想定され

る。 

・知識コミュニティ支援サービス 

・コミュニティ知識コンテンツ作成シス

テム（個人の実世界での活動履歴等か

らコミュニティ知識となるコンテン

ツ作成を支援） 

・ネットワークコミュニティプラットフ

ォーム（知識コミュニティを形成・管

理・維持する際に、知識コミュニティ

内の情報の質を保つために常に信頼

できる情報が交換されていることを

保証するエージェント技術や、個人情

報保護、個人の尊厳の尊重のために意

識的、無意識的に記録された自己記録

のデータ管理技術等に基づき、サイバ

ー空間上で交換される情報の信頼性

を保証するプラットフォーム） 

    

   ○コミュニティ知識獲得・生成

技術 

個人の実世界での活動履歴

等からコミュニティ知識とな

るコンテンツを作成し、ネット

ワーク上に蓄積する技術、およ

び、個人の活動履歴等から個人

の嗜好・好み等を推定し、同じ

ような嗜好・好みを持つ人から

なるコミュニティ形成を支援

する技術。 

2012年 個人の実世界での活動履歴等からコミュニティ知識となるコンテ

ンツを作成する基本手法の開発。個人の活動履歴等から個人の嗜

好・好み等を推定する基本手法の開発。 

2015年 推定された個人の嗜好・好み等からのコミュニティ形成支援手法の

開発。 

2025年 個人の嗜好・好み等からのコミュニティ形成支援システムの実用

化。 

 

◎ 

ネットワーク上のコ

ミュニティを支援する

技術の蓄積がある。他

方、個人の経験のコンテ

ンツ化技術としては、

ATRから概念「ユビキタ

ス体験メディア」が提唱

され、また、様々な研究

機関が「ライフログ」等

の名の下で研究開発を

進めており、先進性は高

い。 

基礎 ◎ 

コミュニティにお

ける経験知識のモデ

ル化、記述方式の標準

化が必要。 

標準 100億円 

（2008～ 

2025）

大学、 

独法、 

民間 

国 個人の経験知識のモデル化、記述

方式の標準化などを行うためには、

個人の経験知識を大量に収集する

ことが必要であり、このデータベー

スを構築する必要がある。ATRな

どの個人の経験のコンテンツ化に

関する研究蓄積のある研究機関が

核となり、モデル化、記述方式の標

準化となりえる技術の研究開発を

推進するとともに、産学官の諸機関

がその得意とする分野のデータベ

ース構築を進めながら、標準化を推

進することが必要である。 

国際的競争力を確保するために

は、個人の経験やプライバシに関し

て異なる文化的背景を持つ諸外国

と連携し、広範囲の文化的背景に根

ざす経験的知識を取り扱うことが

可能な技術を開発することが必要

である。 

   ○コミュニティのセキュリ

ティ向上技術 

知識コミュニティ内の情報

の質を保つために常に信頼で

きる情報が交換されているこ

とを保証するエージェント技

術と、個人情報保護、個人の尊

厳の尊重のために意識的、無意

識的に記録された自己記録の

データ管理技術。 

2010年 法規制に基づき、暗号化された識別情報を明示的に付与された 自  

己記録を、サイバー空間上で適切に追跡、監視する技術を開発。 

2015年 サイバー空間上で交換される情報の信頼性の保証技術の確立。 

全国規模のネットワークコミュニティプラットフォームの構築。 

 

 

 

   ○ 

自由参加型コミュニ

ティで情報の信頼性を

保証する手段、流出した

事故記録の追跡、消去の

手段は完成されていな

い。 

基礎 ○ 

標準化が未開拓で

有望な分野である。

標準 30億円 

（2008～ 

2015）

大学、 

独法、 

民間 

国 技術開発のみではなく、法整備な

ども必要とするため、産官学の連携

は不可欠である。 

サイバー空間での追跡技術など

は一国だけでは無意味であり、国際

連携は不可欠である。 

 ○生態系メカニズムのモデル

化・標準化 

生態の進化メカニズム、個体

の学習機構のモデル化、およ

び、エージェントへの実装技

術。エージェント間のインタラ

クションの技術とそれらの標

準化。 

2010年 生態系メカニズムをモデルかするためのエージェント間のインタ

ラクション規格の標準化。 

2015年 数万人規模の知識コミュニティをシュミレーションできる技術の

開発。 

2020年 全世界を対象に10億人程度の知識コミュニティをシュミレーショ

ンできる技術の開発。 

2025年 全世界を対象に10億人程度の知識コミュニティをシュミレーショ

ンできる技術の実用化。 

○ 

 生態メカニズムの解

明は大学等で研究は進

められているが、基礎研

究 レベルである。 

基礎 ○ 

標準化が未開拓で

有望な分野である。

やや難 30億円 

（2008～ 

2025）

大学、 

独法 

国 基礎レベルを実用化レベルに立

ち上げるためには、産官学の連携が

重要である。 

世界を対象としたコミュニティ

形成支援技術の開発には、国際連携

は不可欠である。 

 

 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に 
必要な資金 
（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体
産学官の連携 国際連携方策 

超臨場感コミュニケ

ーション 
高精細・立体映像やリアルな音響環境の

実現や、五感情報の伝達により、人間の機

能と感性に調和しつつ、あたかもその場に

いるかのような感覚や、より深い理解や感

動を共有することができる世界初の超臨

場感コミュニケーションを実現する。 

 

2020年：高精細な立体映像、高品質な立体音響によるコミュニケーションの実現。PCやテレビだけでなく、

携帯電話等のユビキタス端末においても、立体映像・立体音響コミュニケーションシステムが実

用化。 

2025年：立体映像・音響を含む五感情報を統合した臨場感の高いコミュニケーションを実現。放送、医療、

教育、テレワーク、芸能等様々な分野において、高臨場感コミュニケーションシステムが実用化。

2030年：五感情報だけでなく、情感、暗黙知、雰囲気等の感性情報についても伝達し、五感情報と感性情報

に基づく、真にリアルで、人間に優しく、こころを豊かにする超臨場感コミュニケーションを実

現。生活のあらゆる場において、超臨場感コミュニケーションシステムが実用化。 

      
 

    

  ●超高精細映像技術 

いわゆるスーパーハイビジョン

と呼ばれる映像を実現するための

技術 

2010 年：超高精細・高感度撮像素子製作技術の開発。 

2011 年：超高精細映像高効率符号化、伝送路符号化、変復調、記録、多重化技術の確立。 

2015 年：超高速ファイル転送技術の確立。映画・コンピュータ・産業用特殊用途の相互映像変換装置、小

型カメラ、家庭向けディスプレイモデル搭載用デバイスの開発。高感度撮像デバイス、家庭用録

画装置、アーカイブスの実現。 

2020 年：大容量情報の多重・伝送技術、降雨減衰補償技術、放送衛星実用化技術の確立。高速編集システ

ム、家庭導入受像システム、映画・コンピュータ・産業用特殊用途の相互映像変換技術の実現。

 

走査線2000本の

システムの開発はさ

れているが、走査線

4000本級の開発は

例がない。 

     ＜スーパーハイビジョン対

応TV市場＞ 

■国内市場 

2025年：12兆円 

■世界市場 

2025年：60兆円 

 

＜スーパーハイビジョン対

応放送機器市場＞ 

■国内市場 

2025年：10兆円 

■世界市場 

2025年：50兆円 

 

他にも以下のような製

品・サービスの創出が見込

まれる。 

・超高精細映像放送サービ

ス 

超高精細映像による衛星放

送、ネット配信、CATV等

による一般家庭向けTV放

送、演奏会、劇場のサテラ

イト上映、美術館、博物館

応用（常設展示品以外の展

示、他館の展示） 

・超臨場感コンテンツ制作 

デジタルシネマなどの映

画，スーパーハイビジョン

の放送用コンテンツ，ゲー

ムなどの超高精細映像に

よるコンテンツ制作サー

ビス 

・超高精細映像対応の AV

機器 

超高精細映像に対応した

DVD プレーヤー/レコーダ

ーや，民生用デジタルカメ

ラなどのデジタル AV 機

器、超高精細電子ペーパー 

 

・超高精細映像を用いた医

療用システム 

医療画像の超高精細映像化

などによるに信頼ある遠隔

診断や遠隔手術が可能とな

る 

 

民間 国、民間 ・NICT、NHK、ATR等

において、当該分野の基

礎研究が進められてい

る。 

・「超臨場感コミュニケ

ーション産学官フォー

ラム」（URCF）におい

て、ICT分野だけでなく

心理・生理学、メディア

制作等の幅広い分野か

らも参加している産学

官の会員の協働により、

当該分野の技術開発ロ

ードマップや実用化将

来ビジョンを取りまと

めるとともに、各会員

（NICT、NHK、ATRを

含む）が開発した個々の

要素技術を統合しトー

タルシステムを実現し、

オープンなイノベーシ

ョンを創出することに

取り組む。 

 

とりわけ、超高精細映

像技術の研究開発を進

めることに当たって現

実世界と同じ３次元メ

ディア環境を実現する

ため、長期的な取り組み

が必要である。 

このため、2007年3

月には超臨場感コミュニ

ケーション産学官フォー

ラムを設立し、ロードマ

ップ作成を行っている。

更に関係者の連携促

進を図るため、すでに研

究開発実績のある

NICT、NHKを研究開発

拠点として活用するこ

とが必要である。 

・URCFが海外の当該分

野の推進団体と連携・リ

エゾンすることにより、

国内外の関係主体にお

ける情報の共有や国際

標準化の協力を図る。

・URCFが国際シンポジ

ウムを開催することを

通じて、国内の研究成果

を海外に発信する。 

 

とりわけ、超高精細映

像技術の研究開発を進

めることに当たって国

際的な市場の裾野を広

げるため、オープンスタ

ンダード化が必要であ

る。 

このため、ITUや

SMPTEでの国際標準化

を推進している。 

更にオープンスタン

ダード化を図るため、海

外の映像産業との地道

な連携が必要である。

 

圧縮・符号化技術につ

いては、標準化を念頭に

国際連携はすでに進み

つつある。 

   ○超高精細映像撮像技術 
 超高精細映像撮像デバイス

とそのデバイスを実装したカ

メラの開発や超高精細と高感度

を同時に実現する撮像技術 

 

2010年：超高精細と高感度を同時に実現させる原理的素子構成と具体化技術の確立 
2015年：スーパーハイビジョン級の高感度素子の実現。小型カメラの開発。 

2020年：小型・高機能カメラの開発 

◎ 

既に世界最高水準のハイビジョン

用超高感度素子の開発が行われてい

るが、超高精細と高感度を両立させる

技術レベルに達していない。 

基礎 × 

素子そのもの

の開発には標準

化は不要。 

難 

 

200億円 

（2008 

～2020） 

民間 国、民

間 

   ○超高精細映像表示技術 

 超高精細、高輝度、高効率（低消

費電力）、高速応答を同時に実現

する技術を確立し、超高精細

映像を家庭でも楽しめるＰＤ

Ｐや液晶などによる100イ

ンチクラスの直視型超高精細

ディスプレイを開発 

2010年：超高精細・高輝度・高効率・高速応答を相反することなく実現させる素子構成と作製技術を開拓

する。 
2015 年：スーパーハイビジョン級の家庭用ディスプレイモデル搭載の素子を開発する。 

2020年：高効率化技術、軽量化技術の確立。家庭導入受像システムの実現。 

◎ 

現在は、撮像・表示ともに複

数の素子を斜め方向にずらす

ことで見かけ上の解像度を向

上する方式（画素ずらし方式）

を採用。直視型では超高精細素

子構造の開発を推進。 

基礎 ◎ 

製品化を見据

えて伝送方式と

ともに表示方式

も標準化する必

要がある。 

TV 以外にも

ゲームなどの他

のアプリケーシ

ョンも考慮する

必要がある。 

難 

 

200億円 

（2008 

～2020） 

民間 国、民

間 

   ○多重・伝送技術 

 超高精細映像信号を放送衛

星やＣＡＴＶ網で伝送する際

の、多重化方式や伝送方式、

降雨減衰補償技術 

2011 年：高効率伝送路符号化（変復調、多重化技術）の確立 

2020 年：大容量情報の多重・伝送技術、降雨減衰補償技術、放送衛星実用化技術の確立 

 

◎ 

変復調器と伝送シミュレー

タによる室内実験が行われて

いる。 

 

基礎 ◎ 

伝送方式の規

格化が必要。 

難 300億円 

（2008 

～2020） 

民間 国、民

間 

   ○圧縮・符号化技術 
 大容量の超高精細映像情報を放送

に資するために必要な、高画質のま

ま伝送容量を圧縮・符号化する技術

や大型TV向けのHDサイズ画

像から携帯電話向けの小型画

像まで、複数解像度の映像を

一本のデータに符号化する技

術 

201１年：スーパーハイビジョン級の映像を効率的に圧縮するアルゴリズムを開発 

○ 放送用映像符号化技術 

201１年：衛星放送用高圧縮符号化技術、素材伝送用低遅延符号化技術、高品質記録・編集用符号化技術

の確立 

○ 通信ネットワーク用映像符号化技術 

201１年：通常の符号化と同程度の圧縮効率の階層伝送用（スケーラブル）符号化の基本技術確立、公衆

網で配信するための著作権保護やセキュリティー技術の確立 

2015 年：ダウンロード視聴を可能にする超高速ファイル転送技術の確立。 

○ 

超高精細映像を MPEG-2

により 180～600 Mbps に

圧縮する CODEC が開発され

ている。また、H.264 ベース

の試作機により 128 Mbps

のリアルタイム圧縮を実現。

基礎 ◎ 

H.264 等の現

行規格への追加、

または新たな規

格化が必要。 

難 

 

 

100億円 

（2008 

～2015） 

民間 国、民

間 

   ○高速・大容量記録技術 
 スーパーハイビジョンを非圧縮・

実時間で長時間記録できる技術 

201１年：半導体メモリなどによるスーパーハイビジョン級の情報量について非圧縮・実時間記録を2時間

程度可能な実用機の実現。 
2016年：スーパーハイビジョン級の情報量が扱える家庭用録画装置の実現。スーパーハイビジョン番組の

アーカイブスの実現。 

2020年：実時間以上の高速編集システムの実現。 

○

ハードディスクでは、Ｔ（テ

ラ）バイトレベルのストレージ

は実用化に向けて開発段階。 

基礎 ◎

製品化までを

見据えると、標準

化の必要性が高

い。 

難 

 

200億円 

（2008 

～2020） 

民間 国、民

間 

   ○フレームレート変換技術 
 フレームレートの異なる映像を画

質の劣化なく自由に相互変換する技

術 

・放送局内フレームレート変

換 

・受像機内フレームレート変

換 

・圧縮技術との連携 

201２年：フレームレート変換に応用出来る高次元の処理・アルゴリズムの開発。 
2015年：実時間で超高精細映像、映画、コンピュータ映像、産業用特殊映像などの相互変換ができる装置

の開発。 

2020年：超高精細映像、映画、コンピュータ映像、産業用特殊映像などを画質劣化なく相互変換できる技

術の実現。 

○

一定のレベルの変換にとどまって

いる。 

基礎 ◎

製品化までを

見据えると、標準

化の必要性が高

い。 

やや難 50億円 

（2008 

～2020） 

民間 民間 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

超臨場感コミュニケ

ーション 
        

 
    

  ●立体映像技術 

実物に匹敵する超リアルな実写、

CGの立体映像を、 リアルタイムに

撮像、生成、合成、伝達、表示する

ための技術 

2020年： 

・立体動画を撮像し、CGと違和感のない自然な映像に合成する技術を開

発。 

・リアルタイムに圧縮、復号する装置の実現によって、放送、通信で伝送。 

・立体映像大画面ディスプレイで、実物に匹敵する超リアルな立体映像の

視聴を可能にする。 

・人間の認知メカニズムに最適化された新たな表現・演出技術の 体系化

により、立体映像コンテンツ制作を促進する。 

2025年：HDTVレベルへ立体映像技術を進化させ、放送、医療、教育、テレワー

ク、芸能等、広範な分野に応用を拡大する。 

      ＜立体映像関連市場＞ 

■国内市場 

2015年：11.2兆円 

2020年：30.2兆円 

■世界市場 

2015年：56兆円 

2020年：151兆円 

 

●算出方法は以下の通り。 

・ユニバーサル・コミュニケーション

技術を応用した、立体TV、立体TV

電話、携帯電話、携帯デジタルAV

端末、PC、モニター、ブロードバ

ントコンテンツサービスなどの関

連市場を合算。（出典：「ユニバー

サル・コミュニケーション技術に関

する調査研究会最終報告書」経済波

及効果試算資料における映像領域

小計による） 

・世界市場は、国内市場の5倍として

算出（欧州、中国において日本国内

市場相当の市場規模があり、米国に

おいてはその2倍の市場規模があ

るとした） 

 

他にも以下のような製品・サービス

の創出が見込まれる。 

・立体映像によるテレビジョン放送サ

ービス 

・立体映像による超臨場感通信 

・携帯端末用立体情報提示サービス 

・創薬用立体表示システム 

・3次元CAD用立体表示システム 

・立体表示運転支援システム 

・立体視聴覚教室 

・文化財記録展示システム 

・立体映像電子カタログ 

・立体映像案内・広告システム 

 

  ・NICT、NHK、ATR等におい

て、当該分野の基礎研究が進め

られている。 

・「超臨場感コミュニケーショ

ン産学官フォーラム」（URCF）

において、ICT分野だけでなく心

理・生理学、メディア制作等の

幅広い分野からも参加している

産学官の会員の協働により、当

該分野の技術開発ロードマップ

や実用化将来ビジョンを取りま

とめるとともに、各会員（NICT、

NHK、ATRを含む）が開発した

個々の要素技術を統合しトータ

ルシステムを実現し、オープン

なイノベーションを創出するこ

とに取り組む。 

・立体映像、立体音響、その他

の五感情報を圧縮・伝送するた

めの符号化技術を研究するにあ

たっては、URCFは「次世代IP

ネットワーク推進フォーラム」、

「新世代ネットワーク推進フォ

ーラム」等と連携・リエゾンを

図る。 

  

当該技術に係る国内の主要な

研究主体は、NICT（官）、NHK

（産）、東京農工大学、名古屋

大学（学）。 

 一方、立体を社会に普及させ

ていくことを目的に設立された

産業側の団体としてとして「3D

コンソーシアム」、「立体協」

がある。これまでは、産学官が

それぞれの課題について独立し

て議論を進めてきたが、研究開

発投資効率を高めるためには、

出口を担う産と、研究開発主体

の学官が密接に連携して進める

ことが必要不可欠であり、その

ための場としてURCFが積極的

に活用されるべきである。 

 また、立体映像、立体音響、

その他の五感情報を圧縮・伝送

するための符号化技術を研究す

るにあたっては、URCFは「次世

代IPネットワーク推進フォーラ

ム」、「新世代ネットワーク推

進フォーラム」等と連携・リエ

ゾンを図るべきである。 

・URCFが海外の当該分野の推進

団体と連携・リエゾンすること

により、国内外の関係主体にお

ける情報の共有や国際標準化の

協力を図る。 

・URCFが国際シンポジウムを開

催することを通じて、国内の研

究成果を海外に発信する。 

  

当該技術に係る主な海外のパ

ートナーとして、ECの立体関連

プロジェクト、韓国のETRI 

（Electronics and 

Telecommunications 

Research Institute）、 

台湾のITRI（Industrial 

Technology Research 

Institute）が想定される。 

 立体の事業化は日本でも過去

何度か試みられたが普及には至

っていない。むしろ今は海外が

積極的である。万一、海外主導

で産業化が進み、日本が蚊帳の

外になると国益を損なうことに

なる。優れた技術を保有する日

本は国益を守るために積極的に

海外との連携を深め保有技術の

採用をアピールすべきである。

   ○複数視差映像撮影・表示技術 

視差の異なる複数の映像を

撮影・表示するための、超並列

光学系撮像デバイス、立体映像

大画面ディスプレイ技術 

2011年：超並列光学系を利用した方式（インテグラル方式）で、解像度QVGA

（320×240）レベル、フレームレート30fps以上の動画の撮像・表

示技術を実現。 

2016年：インテグラル方式で、解像度SDTV（720×480）レベル、フレーム

レート60fps以上の動画の撮像・表示技術を実現。 

2025年：インテグラル方式で、解像度HDTV（1920×1080）レベル、フレー

ムレート60fps以上の動画の撮像・表示技術を実現。 

EC、韓国において、国家

プロジェクトとして、研究

を実施。 

○

1.8万個程度の並列光学系

による撮像・表示システム

や128指向性ディスプレ

イを実現。 

基礎 ◎ 

標準化を行うことで安価

なデバイス供給、豊富なコ

ンテンツ供給、新しいサー

ビス提案が可能になる。

ITU-T 、ISO/IEC（MPEG）

において、映像方式の標準

化を目指す。 

難 200億円 

（2008～ 

2025）

独法、大

学、民間 

国 

   ○リアルタイムホログラフィ

生成・表示技術 

リアルタイムにハイビジョ

ン級の高精細な動画を表示で

きるホログラフィ立体映像を

実現するための、微細画素構造

を持つ光変調素子、2次元映像

からホログラフィ映像を生成

する信号処理技術 

2010年：フルカラー、サイズ1.3インチ以上、解像度QVGAレベル、視域15度

以上、フレームレート30fps以上の動画表示を実現。 
201７年：フルカラー、サイズ5インチクラス、解像度SDTVレベル、視域20度

以上、フレームレート30fps以上の動画表示を実現。プロトタイプの試

作。 
2020年：立体遠隔会議システム、立体デジタルアーカイブ等の企業ユース向けの

試行。 
2025年：フルカラー、サイズ5インチ以上、解像度HDTVレベル、視域30度以上、

フレームレート60fps以上の動画表示を実現。立体テレビ電話、高臨場

感放送等の個人ユース向けに実用化。 

米国のMIT、英国の兵器

メーカーにおいて、カラー、

低解像度、視域4～20度、

動画表示を実現。 

× 

大学において、カラー、

サイズ数インチ、低解像度、

視域5～18度、静止画表示

を実現。NICTにおいて、モ

ノカラー、サイズ1インチ

以下、低解像度、視域10度、

フレームレート30fpsの動

画表示を実現。 

基礎 ◎ 

標準化を行うことで安価

なデバイス供給、豊富なコ

ンテンツ供給、新しいサー

ビス提案が可能になる。 

ITU-T 、ISO/IEC

（MPEG）において、ホロ

グラフィの立体映像方式の

標準化を目指す。 

難 250億円 

（2008～ 

2025）

 

独法、大

学、民間 

国 

   ○任意・多視点映像生成・表示

技術 

複数視点から撮影した映像

を元に、各シーンにおいて視点

を切り替え、前後左右360度の

あるゆる方向から表示可能と

するための、全視点映像生成技

術、任意視点切替表示技術 

2010年：100程度の視点から撮影した映像を元にした全視点映像情報を効率的か

つ高速に生成し、圧縮するアルゴリズムを開発。 
2015年：全視点映像情報の生成・圧縮アルゴリズムをハードウエアで実装。圧縮

伝送されたデータから任意視点映像情報を効率的に生成・表示する技術

を実現。 
2020年：25～50程度の視点数で100視点と同等の全視点映像情報を生成し、圧

縮するアルゴリズムを開発。 

90年代末以降、スタンフ

ォード大など米国を中心

に、研究を実施。 

○ 

100程度の視点から撮

影した映像を元にした全視

点映像生成技術、任意視点

切替表示技術を実現。 

開発 ◎ 

標準化を行うことで安価

なデバイス供給、豊富なコ

ンテンツ供給、新しいサー

ビス提案が可能になる。

ITU-T 、ISO/IEC（MPEG）

において、任意視点・多視

点映像の符号化方式につい

て標準化作業が進められて

いる（現在8視点から撮影

された映像について作業

中）。日本からも作業に積

極的に参加している。 

やや難 75億円 

（2008～ 

2020）

独法、大

学、民間 

国、 

民間 

   ○没入型空間構築技術 

 現実世界との違いを感じさ

せない超リアルな映像空間を、

ユーザを取り囲むような大

型・高精細な立体ディスプレイ

を用いて提供する技術 

2010年：映像提供システムの小型化と、コンテンツ制作手段の簡易化を図る。 

2015年：没入型ディスプレイ、実写、リアルタイムCG、通信、遠隔マニュピュ

レータ（ロボット）等を組み合わせた遠隔コミュニケーションシステム

を構築。 

90年代以降、米国を中心

に、CAVEなどの技術・シ

ステムが研究開発されてい

る。 

× 

多面や湾曲のスクリーン

により、多数のプロジェク

タ映像をつなぎ合わせ、実

写・合成映像の表示を実現。

開発 ○ 

標準化を行うことで安価

なデバイス供給、豊富なコ

ンテンツ供給、新しいサー

ビス提案が可能になる。

ITUにおいて、標準的な画

面構成や映像形式の標準化

を目指す。 

やや難 25億円 

（2008～ 

2015）

大学、民

間 

民間 

   ○立体映像符号化技術 

複数視差映像や多視点映像

のように冗長的で大容量の立

体映像を配信するための、信号

の特徴を利用した効率性の高

い映像圧縮符号化技術 

2010年：様々な立体映像表示技術に適用可能で、蓄積型データ向けを想定した、

圧縮率200倍以上、伝送速度24Gbps以上の圧縮符号化技術を実現。 
2015年：リアルタイム型データ向けを想定した、圧縮率400倍以上、伝送速度

100Gbps以上、遅延200ms以内の圧縮符号化技術を実現。 

2020年：通信回線や放送波による立体映像情報の伝送のための利用を想定した、

圧縮率500倍以上、伝送速度500Gbps以上、遅延100ms以内の圧縮

符号化技術を実現。リアルタイム符号化など実用に耐えうる符号化装置

の実現。 

欧州の民間企業数社が開

発を進めている。 

○

現行のスケーラブル符号

化への拡張方式が検討され

ている。映像に奥行データ

を追加することによる効率

改善の研究が実施されてい

る。 

基礎 ◎ 

標準化を行うことで安価

なデバイス供給、ワンコン

テンツマルチユースによる

豊富なコンテンツ供給、新

しいサービス提案が可能に

なる。 

ITU-T 、ISO/IEC

（MPEG）において、

Depthベース（奥行きデー

タ）の標準化が進められて

いる。欧州からの提案がい

くつかある。 

やや難 75億円 

（2008～ 

2020）

独法、大

学、民間 

国 



   ○3次元情報取得技術 

 2次元映像の奥行き情報の生

成、視点移動自由化、インタラ

クティブ化等のために、複数視

点から撮影した2次元映像を元

に、Computer Graphicsや

Computer Visionの手法を駆

使することで、映像中のオブジ

ェクトの3次元情報を取得する

技術 

2010年：被写体のテクスチャ付きCGモデルを自動的に取得・生成する技術を実

現。 

2015年：特定の位置に設置した複数の異視点カメラ群で撮影された実写映像か

ら、映像中のオブジェクトの3次元情報を、オブジェクトの種別によら

ず、自動的に生成する技術を実現。 

2020年：任意の位置に設置した複数の異視点カメラ群で撮影された実写映像か

ら、映像中のオブジェクトの3次元情報を、オブジェクトの種別によら

ず、自動的に生成する技術を実現。 

米国のスタンフォード大

学、カーネギーメロン大学

などにおいて、マルチカメ

ラからの3次元情報取得の

研究を実施している。 

○ 

マルチカメラからの3次

元モデル化技術についての

研究が実施されている。 

開発 ○ 

標準化を行うことで安価

なデバイス供給、ワンコン

テンツマルチユースによる

豊富なコンテンツ供給、新

しいサービス提案が可能に

なる。ISO/IEC（MPEG）

において、3次元情報の符

号化方式の標準化を目指

す。 

やや難 50億円 

（2008～ 

2020）

独法、民

間、大学 

民間、 

国 

   ○実写・CG3次元映像合成技術 

 実写映像とCG映像を違和感

なく合成するための、CGによ

る自然な陰影表示技術、CGモ

デルによる実写空間上の姿勢

推定技術、CG映像の高速生成

技術、AR・MR技術 

2010年：高精細なCG映像を、予め決められたマーカ（CGオブジェクトを実写に

結び付けるための座標上の基準点）に基づき、実写上にリアルタイムに

合成する技術を実現。 

2015年：特定の実写映像（静止画、動きの少ない動画）にCG映像を合成し、違

和感なく、自然に表示させる技術を実現。 

2020年：任意の実写映像（立体映像含む）にCG映像を合成し、違和感なく、自

然に表示させる技術を実現。 

米国（映画分野）を中心

にリアルなCG生成技術、実

写との合成技術の実用化が

進んでいる。 

× 

マーカを付けた被写体映

像にCGオブジェクトを多

重化する技術の開発が実施

されている。 

開発 ○ 

標準化を行うことで安価

なコンテンツ開発ツール供

給、豊富なコンテンツ供給、

新しいサービス提案が進

む。ITU-R、ISO/IEC

（MPEG）において、実写

映像の特徴抽出によりCG

映像合成のための座標上の

基準点を自動生成する方式

の標準化を目指す。 

やや難 25億円 

（2008～ 

2020）

民間、大

学 

民間 

   ○心理・生理学側面からの人間

の立体視メカニズムの解析 

主観評価手法による立体視

の成立条件、疲労要因、効果な

どの解析、眼・脳機能の生体系

の計測による立体視に関わる

メカニズムの体系化 

2010年：主観評価手法や生体系計測により、ピント調節、輻輳、両眼視差に関わ

る眼球や脳の動作、反応について、知見（実験データ等）を取りまとめ。 

2015年：心理・生理学側面からの人間の立体視メカニズムの体系化。 

2020年：立体視に伴う心理・生理学側面におけるネガティブ効果（光感受性発作、

映像酔い、眼精疲労等）の低減・解消方法の確立。 

ECのImmerSenceプロ

ジェクトにおいて、人間の

視覚・触覚等のメカニズム

解明を目指した研究を実施

している。 

○ 

立体視の心理／生理学的

側面の研究並びに立体視の

疲労要因に関連する研究が

実施されている。 

基礎 ◎ 

標準化を行うことで関連

製品の優劣が同じ評価尺度

で判定でき、結果的に人に

優しい立体システムの開発

を促す。 

ITUにおいて、立体映像

を視た人の心理・生理学的

な反応を評価・測定する手

法の標準化を目指す。 

難 25億円 

（2008～ 

2020）

独法、大

学 

国 

   ○立体映像制作技術 

自然な立体感が得られ、立体

映像としての効果が十分でか

つ疲労が少ないコンテンツの

制作技術、表現手法（複数視差

映像に限定されず、立体映像技

術全体に関連する） 

2010年：コンテンツ制作に伴う制作理論、文法、専門的知識、職人的技能、経験

を学際的に収集し、知識データベースとして蓄積。 

2015年：知識データベースに基づき、立体映像コンテンツに関する映像表現の基

本ガイドラインを策定。 
2020年：人間の認知メカニズムに最適化された新たな表現・演出技術の体系化。

各立体映像表示技術に対応した立体映像表現手法の実現。 

米国、韓国の映画産業に

おいて、3Dシネマ制作技術

の研究が先行。そこでは、

二視差映像視聴における疲

労軽減が主要課題となって

いる。台湾でも産学官連携

の機関を設立し当該技術の

技術開発を推進。 

◎ 

立体ハイビジョン映像コ

ンテンツの制作技術で先

行。視差数を増すことで立

体映像をより自然なものに

近づける等による視覚疲労

研究で先行。 

開発 ◎ 

ガイドライン的なものを

標準化することで誰でも安

心して使える立体コンテン

ツが制作されるようにな

り、立体システムの普及が

進む。 

ISO、ITU-Rにおいて、

ディスプレイ要件、コンテ

ンツ制作条件に関するガイ

ドラインの策定が進められ

ている。 

やや難 25億円 

（2008～ 

2020）

民間 民間 

 

 

 



 ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 国際標準化の重要度 
研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

超臨場感コミュニケ

ーション 
        

 

 

 
 

    

  ●立体音響技術 

任意の音場情報を効率的に符号

化・伝達・立体再現するための技術 

2015 年：複数音源の高品質な音響情報を配信するための効率性の高い音響圧縮符

号化技術の確立 

2020 年： 

・頭部伝達関数（HRTF）を用いて、聴取者個人の頭部形状特性や、聴取

者の音源に対する位置・方向を考慮した立体音響を、頭部感応型また

はトランスオーラル型により再生する技術の確立 

・聴取者を囲む一定の空間を想定し、その空間の境界面を通過する音響を

取得・再生することにより、立体音場を再現する技術の確立 

2025年：映像と統合化された立体音場制御技術の実現 

      ＜立体音響関連市場＞ 

■国内市場 

2015年：11.4兆円 

2020年：30.2兆円 

■世界市場 

2015年：57兆円 

2020年：151兆円 

 

立体音響技術は、超臨場感コミュ

ニケーション技術を支える技術と

して重要である。また、本技術をコ

アとして、下記の用途が見込まれ

る。 

 

・障害者福祉応用 

視覚障害者が自由に街中を安全・安

心に移動したり、聴覚障害者の聞き

取りが大幅に改善されることがで

きるなどが可能になる。これによ

り、障害者の社会参画が大きく進む

と期待される。また、健常者と障害

者を区別しなくてすむ真の意味で

のユニバーサル通信が可能となり、

通信の自由度が大幅に向上する。 

 

  ・NICT、NHK、ATR等において、

当該分野の基礎研究が進められて

いる。 

・「超臨場感コミュニケーション産

学官フォーラム」（URCF）におい

て、ICT分野だけでなく心理・生理

学、メディア制作等の幅広い分野か

らも参加している産学官の会員の

協働により、当該分野の技術開発ロ

ードマップや実用化将来ビジョン

を取りまとめるとともに、各会員

（NICT、NHK、ATRを含む）が

開発した個々の要素技術を統合し

トータルシステムを実現し、オープ

ンなイノベーションを創出するこ

とに取り組む。 

・立体映像、立体音響、その他の五

感情報を圧縮・伝送するための符号

化技術を研究するにあたっては、

URCFは「次世代IPネットワーク推

進フォーラム」、「新世代ネットワ

ーク推進フォーラム」等と連携・リ

エゾンを図る。 

 

当該技術に係る国内の主要な研

究主体は、理論的な面で、東北大学、

京都大学等（学）、システム構築評

価実証にいて、NICT・ATR（官）、

デバイス技術においてNHK、デバ

イス企業（産）等の連携が実用化を

加速する上で重要となる。 

・URCFが海外の当該分野の推進

団体と連携・リエゾンすること

により、国内外の関係主体にお

ける情報の共有や国際標準化の

協力を図る。 

・URCFが国際シンポジウムを開

催することを通じて、国内の研

究成果を海外に発信する。 

・当該技術に係る主な海外のパ

ートナーとして、米国のNASA

が想定される。 

・米国のDolby社、DTS社、韓

国のモバイル環境応用技術を有

するベンチャー等が競合相手と

想定される。 

   ○境界音場制御技術 

聴取者を囲む一定の空間を

想定し、その空間の境界面を通

過する音響を取得・再生するこ

とにより、立体音場を再現する

技術 

2010年：境界音場制御の基礎技術の確立。 

2015年：境界音場の測定における測定方法、解析方法の確立。 

2020年：境界音場制御のプロトタイプの試作。家庭向けの22.2マルチチャネル音

声再生方式の確立。 

2025年：映像と統合化された境界音場制御技術の実現。境界音場の測定結果を共

有するための音場情報フォーマットの策定。 

基礎理論は西欧が

先行して波面合成法

(WFS、Wave Field 

Synthesis) として研

究が始められ、シアタ

ーなどの拡声設備と

して配備された例も

ある。また、現在も一

部継続研究が続いて

いる。 

  しかし、この技法

は、ややアカデミック

な要素が強く、スピー

カ配置や再生空間に

制約があるために、特

殊な環境、例えば、劇

場やアートスペース

では有効活用できる

が、一般家庭や広く普

及し大きな市場開拓

の面で実用的では必

ずしもない。 

○ 

左記WFSが音源と受

音点とのあいだにある

平面上の音響物理量を

制御するのに対して、我

が国で進めている手法

は、受音点を取り囲む境

界上の側に配置された

スピーカによって、境界

上の音響物理量を制御

することが特徴であり、

このような方法は世界

的にも類がない。 

  この手法は、スピーカ

配置等の制約を大きく

緩めることを可能にし

たものであり、一般家庭

での普及面で実用化の

可能性が非常に高い。こ

の境界音場制御の研究

については、諸外国での

報告はあまりなく、日本

が先行しており、理論面

だけではなく、京都大

学、NICT、ATR、秋田

県立大などが実装・実証

実験を行っている。 

基礎 ◎ 

ITU-R 、 AES (Audio 

Engineering Society)において、

マイクとスピーカの設置位置

や音声情報のデータフォーマ

ットの標準化を目指す。 

標準化への対応が急がれる

背景は次の通り：スーパーハ

イビジョンを含む、ITU-Rの

LSD I(Large Screen 

DigitalImaginary）規格では、

音の方式のfurther studyと

して、22.2マルチチャネル音

響とWFSが併記されている。

また、IECでは、32chまでの

マルチチャネル音響インター

フェイスの規格化が検討され

ており、ここ数年で、境界音

場制御法も含めた将来の 音

響方式の方向性が定まる可能

性がある。 

やや難 150億円 

（2008～ 

2025）

・超臨場感TV会議システム 

接続先の音場を高精度に収録・再現

することで、情報交換にとどまら

ず、雰囲気をも共有 

・監視システム 

異常発生時に現場の音場を正確に

再現することで、状況の把握と迅速

な対応をアシスト  

・ホームシアターシステム 

あたかもその場にいるかのような

超臨場感を実現するハイエンド宅

内映画・放送再生システム 

独法、民

間、大学 

国 この分野では、京都大学、名古屋

大学等の理論面と、NICTやNHKの

システム構築技術、更に、我国に多

く存在する民間企業（良質な音響デ

バイスを実現している企業は多い

ものの、有効なターゲットアプリが

見付けかねて苦慮しているのが現

状）による先進的なデバイス技術か

らなる産学官連携を進めることに

より、実現の可能性が高まり、実用

化が加速すると期待される。 

  更に、我が国の関連分野産業の活

性化のためには、22.2のようなマ

ルチチャネル音響と、境界音場制御

法の互換性を確立しておく必要が

ある。そのためにも、研究機関の間

の連携を官がうまく取り持つこと

が重要である。 

規格化の意味では、欧州の発

言力が強いため、WFSと我が国

の音場制御技術との連携を模索

していく必要がある。一方、米

国の10.2ch などのマルチチャ

ネル音響方式が市場に対して強

い影響力を持つことが予想され

る。そのため、我が国の22.2ch

との連携を強化していく必要が

ある。 



   ○HRTF型立体音響技術 

頭部伝達関数（HRTF）を用

いて、聴取者個人の頭部形状特

性や、聴取者の音源に対する位

置・方向を考慮した立体音響

を、ヘッドフォン（頭部運動感

応型）または2スピーカ（トラ

ンスオーラル型）により再生す

る技術 

2010年：小音場空間におけるHRTF型立体音響の取得技術を実現。 
2015 年：頭部運動感応型用の立体音響データベースの構築。トランスオーラル型

の前後左右上下の全方向における移動再生技術の実現。HRTF を聴取者

個人向けにカスタマイズする基礎手法の確立。 
2020年：一部屋程度の中規模音場空間におけるHRTF型立体音響の取得技術を実

現。HRTFの個人向けカスタマイズを短時間で可能とする手法の確立、

6自由度の角度・位置センサーの実現により、頭部運動感応型立体音響

再生技術のプロトタイプ（ヘッドフォン）を試作。 

2025年：頭部運動感応型（ヘッドフォン）、トランスオーラル型（2スピーカ）

の両方について、立体音響再生装置を家庭向けのコンパクトサイズで試

作。 

米国のNASA、欧州

のヘルシンキ工科大

学、韓国のKAIST、

オーストラリアにお

いて、HRTFの測定手

法、計算手法、ヘッド

トラッキング等の研

究が実施されている。

○

取得技術、再生技術そ

れぞれについて技術開

発が進められており、超

音波スピーカによる高

指向性の再生技術の実

用化も開始されつつあ

る段階。 

開発 ○

ITU-R、AESにおいて、

HRTF型立体音響のデータフ

ォーマットの標準化を目指

す。 

HRTFは個人性が大きいこ

とが知られている。したがっ

て、HRTFに依拠する音場制

御技術を普及させるために

は、大規模なコーパスを構築

することが不可欠であり、そ

のためにはデータフォーマッ

トの標準化が不可欠である。

また、HRTFの精密計測技法

の標準化が可能であれば、よ

り望ましい。 

更に、それに併せて、個々

人 そ れ ぞ れ に て 適 合 し た

HRTFを選択・合成する技術

の標準化が必要となろう。 

やや難 100億円 

（2008～ 

2025）

・セーフティドライブアシスト［カ

ーナビゲーション］ 

進行/危険情報をその方向に音声提

示を行い、ドライバーの視覚に依存

することなく安全走行に必要な情

報を提供 

・補聴器 

進行/危険情報をその方向に音声提

示を行い、使用者の視覚に依存する

ことなく歩行・日常生活に必要な情

報を提供 

・遠隔作業・医療システム 

接続先の音場を高精度に収録・再現

することで、状況の把握と高度な作

業をアシスト 

独法、民

間、大学 

国 理論解析と精密計測技術面では、

東北大学、富山県立大学等が先進的

な技術を有しており、その計測環境

においては、 ATRやNTT等の民

間企業の実験施設が充実している。

これらの研究機関が連携すること

により実用を目指した大規模コー

パスの構築が可能となる。 

米国のNASA、欧州のヘルシ

ンキ工科大学等、日本における

研究機関と拮抗した技術を有す

る海外学術機関との連携が望ま

れる。 

また、規格化にあたっては、

モバイル関係に技術を展開しよ

うとしている韓国のベンチャー

企業などとの連携・情報交換に

より、デファクト化に偏らず、

必要部分はしっかりとデジュリ

規格化することが望まれる。 

   ○立体音響符号化技術 

複数音源の高品質な音響情

報を配信するための効率性の

高い音響圧縮符号化技術 

2010年：蓄積型データ向けを想定した、圧縮率20倍以上、伝送速度1Mbps以上

の圧縮符号化技術（CD音源で16チャンネル相当）を実現。 
2015年：リアルタイム型データ向けを想定した、圧縮率30倍以上、伝送速度

5Mbps以上、遅延5ms以内の圧縮符号化技術（CD音源で32チャンネ

ル相当）を実現。 

2020年：通信回線や放送波による立体映像情報の伝送のための利用を想定した、

圧縮率50倍以上、伝送速度10Mbps以上、遅延1ms以内の圧縮符号化

技術（CD音源で64チャンネル相当）を実現。 

米 国 の Dolby 社 ，

DTS社等において、5

～6チャンネルの音響

符号化技術を実用化

しており、最近は数十

～数百チャンネルの

音響符号化技術に研

究的関心を示してい

る。 

×

聴覚の知覚特性に基

づく高周波数音域のマ

スキングによる圧縮符

号化技術を実現。 

基礎 ◎

ITU、ISO/IEC(MPEG)にお

いて、立体音響の符号化方式

の標準化を目指す。 

やや難 30億円 

（2008～ 

2020）

・蓄積・放送、通信用エンコーダ／

デコーダ 

多チャンネル・高音質コーデックと

して、各種半導体に実装 

独法、大

学、民間 

国 NHKや松下電器などが予備的検

討を開始した段階にある。今後，音

声符号化で高い実績を持つNTT 

や千葉工大，多チャネル同期通信で

実績のあるNICT等とも連携した研

究開発体制が必要である。また、従

来の圧縮符号化の多チャネル化だ

けでなく、超多チャネルロスレス符

号化に関する産学官の連携も検討

していく必要がある。 

先行するDolby社(米)，DTS社

(米)に加え，標準化に強い影響力

を持つ，欧州のフラウンホーフ

ァー研究所，放送技術研究所

（IRT，独）との連携により，

22.2chを始めとする国産多チ

ャネル音響技術をも対象とした

研究開発が望まれる。 

   ○心理・生理学側面からの人間

の聴覚メカニズムの解析 

主観評価、生体計測を通じ

た、高臨場感音場を効果的に構

築するために必要な聴覚メカ

ニズムの体系化、聴覚心理に関

する知見の収集 

2010年：主観評価手法や生体系計測により、聴覚に関する脳の動作、反応につい

て、知見（実験データ等）を取りまとめ。 

2015年：心理・生理学側面からの人間の聴覚メカニズムの体系化。 

2020 年：聴覚メカニズムに基づく、心理・生理学側面から最適な立体音響の取得・

提示方法を確立（例、最適なサンプリングやマスキングの方法）。立体

音響の生体への影響ガイドラインの策定。 

欧米において、心

理・生理学側面からの

聴覚メカニズムの研

究は幅広く実施され

ている。 

○ 

かねてから NHK，

NTT, ATR，東北大学，

九州芸工大（現：九大）

などで研究が進められ

てきている。近年では，

JAIST, NICT，山梨大学

などでも研究が進んで

いる。また，聴覚を含む

マルチモーダル知覚の

臨場感に関しては，

NICT で研究が開始され

た。 

基礎 ○ 

ISO、ITU、AES において、

立体音響の生体への影響ガイ

ドラインの策定が進められて

いる。 

難 40億円 

（2008～ 

2020）

・臨場感評価エンジン 

各種コンテンツの臨場感を自動評

価する機能として検索エンジンに

実装 

独法、大

学 

国 聴覚に関する心理・生理学的な解

明には様々な分野での研究が必要

であり、当面は、官の研究機関と大

学の異分野の学際連携による基礎

基盤研究が必要である。 

ケンブリッジ大学（英），オ

ルデンブルク大学(独），ミュン

ヘン工科大学（独），ボストン

大学(米）等が活発に研究を行っ

ており，これに国内の関連官学

研究機関とが連携して，基礎基

盤研究を進めることが必要であ

る。また，臨場感の観点からは，

聴覚のみならず，聴覚を含むマ

ルチモーダル知覚の研究が重要

であり，これについて，オクス

フォード大学(英)，アムステルダ

ム自由大学(オランダ)，TNO(オ

ランダ)，ヨーク大学(加)，マギ

ル大学(加)等と連携した基礎基

盤研究が必要である。 

 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準

現在の

研究段階

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算）

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体

資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

超臨場感コミュニケ

ーション 
        

 
    

  ●五感情報伝達技術 

視覚や聴覚に加えて、香りや触

覚、味覚を統合して相手に伝えるこ

とを実現する技術 

2015年：視覚、聴覚に加えて触覚、香りなどの感覚情報を統合化するこ

とによる相互作用の効果の評価。 

2020年：触覚、香りなど各感覚情報単独での呈示技術を確立し、主に配

信型のサービス（例えば、香り付きコンテンツの配信サービス、

香りつき広告など）の五感情報配信サービスへの応用の実現。 

2025年：視覚、聴覚に加えて五感情報を統合呈示し、インタラクション

操作もリアルタイムに実現する技術を確立し、通信、教育、医療

などの分野への応用の実現。 

 

  

 

◎ 

五感情報伝達技術は

映像、音、香り、触覚な

どの連動方法や、これら

の情報をネットワーク

を介して流通させるた

めにはインタオペラビ

リティ確保が必要であ

る。そのために、ITU、

ISO/IEC（MPEG）、

IETF、W3C （World Wide 

Web Consortium）におい

て、香り情報の符号化方

式、データフォーマット

の標準化を目指す。 

  ＜五感情報伝達技術関連市場

＞ 

■国内市場 

2015年：5.8兆円 

2020 年：17.8 兆円 

■世界市場 

2015年：29兆円 

2020 年：89 兆円 

 

五感情報伝達技術は、超臨

場感コミュニケーション技術

を支える技術として重要であ

る。また、本技術をコアとし

て、下記の用途が見込まれる。

 

・携帯香り付き携帯電話 

携帯小説などの携帯コンテン

ツと連動して香りを提示する

ことで臨場感を高めることが

できる香り提示可能な携帯電

話端末。 

 

・香りや触覚も提示可能なネ

ットワーク広告 

ネットワークを介して商品広

告を配信するネット広告ビジ

ネスにおいて、映像の他に香

りや触覚も提示することで、

商品の実在感をより高めるこ

とを可能とするサービス 

 

・ネットショッピング 

モバイル通信、ブロードバン

ド環境などの普及により、立

体映像とともに香りやざらつ

きなどの触覚情報も併せて提

示され、商品の触り心地や重

さなども確認しながらショッ

ピングが可能となるサービ

ス。 

 

・香りや触覚も提示可能な五

感コンテンツ制作 

ネットショッピング商品のカ

タログなどの制作に必要な装

置、ソフトウェアツールなど

一連の五感コンテンツ制作に

必要な機器など。ネットワー

クにより情報が配信される五

感コンテンツにはカタログの

他に、ゲーム、博物館の展示

品などの教育用コンテンツも

含まれる。 

 

・映像に触覚情報も合わせて

提示することにより、手術な

どを擬似体験できる医療シミ

ュレーションシステム 

 

・より実在感のある工業製品

デザインを可能とするデジタ

ルモックアップ作成システム

 

等 

 

 

 

 

 

  ・NICT、NHK、ATR等において、当該分野の

基礎研究が進められている。 

・「超臨場感コミュニケーション産学官フォー

ラム」（URCF）において、ICT分野だけでなく

心理・生理学、メディア制作等の幅広い分野か

らも参加している産学官の会員の協働により、

当該分野の技術開発ロードマップや実用化将来

ビジョンを取りまとめるとともに、各会員

（NICT、NHK、ATRを含む）が開発した個々

の要素技術を統合しトータルシステムを実現

し、オープンなイノベーションを創出すること

に取り組む。 

・立体映像、立体音響、その他の五感情報を圧

縮・伝送するための符号化技術を研究するにあ

たっては、URCFは「次世代IPネットワーク推進

フォーラム」、「新世代ネットワーク推進フォ

ーラム」等と連携・リエゾンを図る。 

 

五感情報伝達技術に係る国内の主要な研究主

体は、NICT（官）、ATR（産）、東京大学、早

稲田大学（学）、大阪大学（学）、電機通信大

学（学）であり、2007 年 3 月に設立された「超

臨場感コミュニケーション産学官フォーラム」

（URCF）において、上記研究機関を中心に、ICT

分野だけでなく心理・生理学、メディア制作等

の幅広い分野からも参加して当該分野の技術開

発ロードマップや実用化将来ビジョンを取りま

とめている。また、上記研究機関も含め、各会

員が開発した個々の要素技術を統合しトータル

システムを実現し、オープンなイノベーション

を創出することにも取り組んでいる。さらに、

五感情報を統合して伝送する技術を開発するた

めには、「次世代 IP ネットワーク推進フォーラ

ム」、「新世代ネットワーク推進フォーラム」

等と連携・リエゾンを図る必要がある。 

・URCFが海外の当該分野の推進団体と連携・リエゾ

ンすることにより、国内外の関係主体における情報の

共有や国際標準化の協力を図る。 

・URCFが国際シンポジウムを開催することを通じ

て、国内の研究成果を海外に発信する。 

 

とりわけ、五感情報伝達技術に係る国際標準化や情

報共有を行うためには、当該技術に係る主要な海外の

研究機関との連携が有効である。 

現状､五感情報伝達技術における海外との連携体制

は、大学や研究機関の研究者が個別に行っており、情

報共有や標準化に向けた協力体制としては不十分で

ある。 

日本には当該技術をカバーする産学官フォーラム

が設立されており、今後は、国際標準化への協力や国

内での外国での研究状況に関する情報共有などの観

点から、このフォーラムを通して、海外との連携を行

うことが有効である。なお、主な海外のパートナーと

して、ドイツのMax Planck研究協会、米国のMITが

考えられる。 

   ○香り情報の取得・提示技術 

香り情報の取得技術、提示技

術 

2015 年：香りに対するおおまかな認知メカニズムを分析し、デバイスが

提示する香りを、実物が放つ香りと比較・評価する手法を確立。 

2020 年：特定少数の香りの元素から多様な香りを生成し、提示する技術

の実現。実物が放つ香りから香り情報を取得するセンシング技

術の実現。 

2025 年：デバイスが提示した香りを瞬時に消臭する技術の実現。 

米国において、不

発弾処理、大気の変

化のモニター等へ

の応用を目指した

Electronic nose

の研究を実施して

いる。EC の Immer 

Sence プロジェク

トにおいて、人間の

視覚・触覚等のメカ

ニズム解明を目指

した研究を実施し

ている。 

○ 

香り提示装置

は比較的ポータ

ブルなものが開

発されているが

単一の香りりの

提示に留まって

いる。香りのセ

ンシング技術の

研究は着手され

たばかり。 

基礎 ◎ 

香り情報は映像や音

楽などとあわせて提示

されることが多く、これ

らの情報との連動方法

や、香り情報のインタオ

ペラビリティ確保のた

めに、ITU、ISO/IEC

（MPEG）、IETF、W3C 

（World Wide Web 

Consortium）において、

香り情報の符号化方式、

データフォーマットの

標準化を目指す。 

難 50 億円 

（2008～ 

2025）

独法、大

学、民間

国 香り情報の取得・提示技術の研究を進めるに

あたっては、ICT 分野だけでなく心理・生理学、

メディア制作等の幅広い分野からの議論が必要

である。このため、2007 年 3 月に「超臨場感

コミュニケーション産学官フォーラム」

（URCF）を設立し、ICT 分野だけでなく心理・

生理学、メディア制作等の幅広い分野からも参

加して当該分野の技術開発ロードマップや実用

化将来ビジョンを取りまとめている。さらに、

香り情報を映像や音などと統合して伝送する技

術を開発するためには、「次世代 IP ネットワー

ク推進フォーラム」、「新世代ネットワーク推

進フォーラム」等と連携・リエゾンを図る必要

がある。 

香り情報の取得・提示技術に係る国際標準化や情報

共有を行うためには、当該技術に係る主要な海外の研

究機関との連携が有効である。 

現状､香り情報伝達技術における海外との連携体制

は、大学や研究機関の研究者が個別に行っており、情

報共有や標準化に向けた協力体制としては不十分で

ある。 

日本には当該技術をカバーする産学官フォーラム

が設立されており、今後は、国際標準化への協力や国

内での外国での研究状況に関する情報共有などの観

点から、このフォーラムを通して海外との連携を行う

ことが有効である。 

  ○触覚・力覚などの体性感覚情

報の取得・提示技術 

触覚、力覚、その他の皮膚感

覚（温度など）情報の取得技術、

提示技術 

2015 年：簡単に操作可能で装着負担の少ない触覚・力覚提示デバイスの

実現。特に、物をつかむ感覚を再現するデバイスの実現。 

2020 年：きめ細かい触覚・皮膚感覚（ざらつき感、質感等）を再現する

提示デバイスの実現。 

2025 年：より高度な体性感覚（風、温湿度、自己運動感覚、平衡感覚等）

を再現する提示デバイスの実現。触覚・力覚などの体性感覚情報

を取得するセンシング技術の実現。 

2030 年：日常空間を超えた空間感知の体性感覚（宇宙感覚、異次元空間

感覚等）を再現する提示デバイスの実現。 

米国において、ロ

ボットハンド操作、

手術シミュレーシ

ョン等への応用に

向けた触覚・力覚提

示デバイスの研究

が進められている。 

○ 

接触点が 1 点

のみの力覚提示

デバイスが商品

化されている。

ざらつき感や質

感を再現する提

示デバイスの研

究が実施されて

いる。 

基礎 ◎ 

触覚情報は映像（特

に、立体映像）とあわせ

て提示されることが考

えられ、映像情報との連

動方法、触覚情報のイン

タオペラビリティ確保

のために、ITU、ISO/IEC

（MPEG）、IETF、W3C

において、触覚・力覚情

報の符号化方式、データ

フォーマットの標準化

を目指す。 

難 65 億円 

（2008～ 

2030）

独法、大

学、民間

国 触覚情報の取得・提示技術の研究を進めるに

あたっては、ICT 分野だけでなく心理・生理学、

メディア制作等の幅広い分野からの議論が必要

である。このため、2007 年 3 月に「超臨場感

コミュニケーション産学官フォーラム」

（URCF）を設立し、ICT 分野だけでなく心理・

生理学、メディア制作等の幅広い分野からも参

加して当該分野の技術開発ロードマップや実用

化将来ビジョンを取りまとめている。さらに、

触覚情報を映像や音などと統合して伝送する技

術を開発するためには、「次世代 IP ネットワー

ク推進フォーラム」、「新世代ネットワーク推

進フォーラム」等と連携・リエゾンを図る必要

がある。 

触覚情報の取得・提示技術に係る国際標準化や情報

共有を行うためには、当該技術に係る主要な海外の研

究機関との連携が有効である。 

現状､触覚情報伝達技術における海外との連携体制

は、大学や研究機関の研究者が個別に行っており、情

報共有や標準化に向けた協力体制としては不十分で

ある。 

日本には当該技術をカバーする産学官フォーラム

が設立されており、今後は、国際標準化への協力や国

内での外国での研究状況に関する情報共有などの観

点から、このフォーラムを通して、海外との連携を行

うことが有効である。 



  ○味覚情報の取得・提示技術 

味覚情報の取得技術、提示技

術 

2015 年：単純な味覚の元素（甘さ、辛さ、酸味等 6 元素）を客観的に計

測可能なポータブルな味覚センサーの開発。 

2020 年：単純味覚の計測データを収集し、味覚データベースとして蓄積。

味覚データベースに基づき、より複雑な味覚の要素（個々の食

材、料理の味を構成する要素）を体系化。 

2025 年：味覚提示デバイスの試作。 

2030 年：複雑な味覚の提示と同時に、触覚・力覚提示技術による食感（歯

ごたえ、舌触り等）を提示することにより、仮想的な食事を再

現するデバイスを試作。 

世界的に見ても、

味覚情報の取得・提

示技術の研究はほ

とんど実施されて

いない。 

○ 

単純な味覚セ

ンサーを開発。

基礎 ○ 

味覚情報はセンシン

グ技術から取り組まれ

ているが、このセンシン

グ情報を相互に流通さ

せるために、ITU、

ISO/IEC（MPEG）、

IETF、W3C において、

味覚情報の符号化方式、

データフォーマットの

標準化を目指す。ただ

し、味覚情報はセンシン

グが主に取り組まれて

いる段階であり、標準化

は時期尚早である。 

難 65 億円 

（2008～ 

2030）

独法、大

学、民間

国 味覚情報の取得・提示技術の研究を進めるに

あたっては、ICT 分野だけでなく心理・生理学、

メディア制作等の幅広い分野からの議論が必要

である。このため、2007 年 3 月に「超臨場感

コミュニケーション産学官フォーラム」

（URCF）を設立し、ICT 分野だけでなく心理・

生理学、メディア制作等の幅広い分野からも参

加して当該分野の技術開発ロードマップや実用

化将来ビジョンを取りまとめている。さらに、

味覚情報を伝送する技術を開発するためには、

「次世代 IP ネットワーク推進フォーラム」、「新

世代ネットワーク推進フォーラム」等と連携・

リエゾンを図る必要がある。 

味覚情報の取得・提示技術に係る国際標準化や情報

共有を行うためには、当該技術に係る主要な海外の研

究機関との連携が有効である。 

現状､味覚情報伝達技術における海外との連携体制

は、実例がほとんどないのが現状である。 

今後は、国際標準化への協力や国内での外国での研

究状況に関する情報共有などの観点から、海外との連

携を行うことが有効である。 

  ○多感覚情報の統合提示技術 

ユーザのインタラクション

（例えば、物に触れる位置、強

さ、触り方など）に応じて、視

覚・聴覚・触覚・嗅覚・味覚に

係る様々な五感情報を統合的

かつリアルに提示する技術 

2015 年：特定の環境において五感の各感覚情報を統合的に提示する場合

の感覚情報どうしの相互作用の解析。相互作用を最適化し、多

感覚情報を最もリアルに再現する統合提示情報の実現。 

2020 年：ユーザのインタラクションに応じて、多感覚情報を統合的かつ

リアルに提示する技術の実現。 

2025 年：コミュニケーションを行うユーザどうしの相互のインタラクシ

ョンに対して、双方向的な多感覚情報を同期して、統合的かつ

リアルに再現する提示技術の実現。 

米国において、ロ

ボットハンド操作、

手術シミュレーシ

ョン等の研究にお

いて、視覚と触覚の

統合提示技術の研

究が進められてい

る。五感情報全体の

統合提示技術の研

究は世界的に見て

も未着手。 

◎ 

視覚・聴覚・

触覚の 3 つの感

覚情報を統合し

た提示技術の研

究が進められて

いる。 

基礎 ◎ 

香り、触覚、味覚など

の感覚情報は映像や音

楽などとあわせて提示

されることが多く、これ

らの情報との連動方法

や、感覚情報のインタオ

ペラビリティ確保のた

め に 、 ITU 、 ISO/IEC

（MPEG）、IETF、W3C

において、多感覚情報の

統合提示時の同期プロ

トコル、多感覚情報の統

合データフォーマット

などの標準化を目指す。

難 150 億円 

（2008～ 

2025）

独法、大

学、民間

国 五感情報の統合提示技術の研究を進めるにあ

たっては、ICT 分野だけでなく心理・生理学、

メディア制作等の幅広い分野からの議論が必要

である。このため、2007 年 3 月に「超臨場感

コミュニケーション産学官フォーラム」

（URCF）を設立し、ICT 分野だけでなく心理・

生理学、メディア制作等の幅広い分野からも参

加して当該分野の技術開発ロードマップや実用

化将来ビジョンを取りまとめている。さらに、

五感情報を統合して伝送する技術を開発するた

めには、「次世代 IP ネットワーク推進フォーラ

ム」、「新世代ネットワーク推進フォーラム」

等と連携・リエゾンを図る必要がある。 

五感情報の統合提示技術に係る国際標準化や情報

共有を行うためには、当該技術に係る主要な海外の研

究機関との連携が有効である。現状､当該技術におけ

る海外との連携体制は、ほとんど無いのが実情であ

る。しかし、日本には当該技術をカバーする産学官フ

ォーラムが設立されており、今後は、国際標準化への

協力や国内での外国での研究状況に関する情報共有

などの観点から、このフォーラムを通して、海外との

連携を行うことが有効である。 

   ○多感覚情報の符号化技術 

多感覚コンテンツを蓄積・配

信するための、各感覚情報を効

率的に圧縮符号化する技術 

2015 年：香り情報、体性感覚情報、味覚情報の 3 情報の符号化方式、デ

ータフォーマットの確立。 

2020 年：五感情報の全体的な特性を利用した、五感情報の効率的な圧縮

符号化技術の実現。 

2025 年：インタラクションに応じて提示される五感情報の特性を利用し

た、五感情報の効率的な圧縮符号化技術の実現。 

世界的に見ても、

視覚、聴覚以外の五

感情報の符号化の

研究はほとんど実

施されていない。 

◎ 

視覚・聴覚・

触覚を統合した

提示技術の研究

は進められてい

るが、符号化技

術の研究は未着

手。 

基礎 ◎ 

香り、触覚、味覚など

の感覚情報を映像や音

などと連動して伝送す

るには、これらの情報が

現状ネットワークを介

して流通していないこ

とから新たな符号化方

式が必要となる。そのた

め、ITU、ISO/MPEG に

おいて、五感情報を統合

的に扱う圧縮符号化方

式の標準化を目指す。

難 50 億円 

（2008～ 

2025）

独法、大

学、民間

国 五感情報符号化技術の研究を進めるにあたっ

ては、ICT 分野だけでなく心理・生理学、メデ

ィア制作等の幅広い分野からの議論が必要であ

る。このため、2007 年 3 月に「超臨場感コミ

ュニケーション産学官フォーラム」（URCF）

を設立し、ICT 分野だけでなく心理・生理学、

メディア制作等の幅広い分野からも参加して当

該分野の技術開発ロードマップや実用化将来ビ

ジョンを取りまとめている。さらに、五感情報

して伝送する際の符号化技術を開発するために

は、「次世代 IP ネットワーク推進フォーラム」、

「新世代ネットワーク推進フォーラム」等と連

携・リエゾンを図る必要がある。 

五感情報符号化技術に係る国際標準化や情報共有

を行うためには、当該技術に係る主要な海外の研究機

関との連携が有効である。現状､当該技術における海

外との連携体制は、ほとんど無いのが実情である。し

かし、日本には当該技術をカバーする産学官フォーラ

ムが設立されており、今後は、国際標準化への協力や

国内での外国での研究状況に関する情報共有などの

観点から、このフォーラムを通して、海外との連携を

行うことが有効である。 

   ○心理・生理学側面からの人間

の五感認知メカニズムの解析 

主観評価、生体計測を通じ

た、人間の五感認知メカニズム

の体系化 

2010年：主観評価手法や生体系計測により、五感認知に関する各感覚器

や脳の動作、反応について、知見（実験データ等）を取りまと

め。 

2015年：心理・生理学側面からの人間の個々の五感情報の認知メカニズ

ムの体系化。香り情報、体性感覚情報、味覚情報の3情報につ

いて、デバイスが提示する感覚のリアルさを定量的に測定・評

価する手法を確立。 

2020 年：心理・生理学側面からの人間の五感情報の統合的認知メカニズ

ムの体系化。デバイスが五感情報を統合的に提示する多感覚の

リアルさを定量的に測定・評価する手法を確立。 

世界的に見ても、

五感認知メカニズ

ムの研究は黎明期

にあり、体系立てた

研究は実施されて

いない。 

○ 

NICT 、 ATR

等により脳活動

計測による五感

認知メカニズム

の研究が実施さ

れている。 

基礎 ○ 

香り、触覚、味覚など

の感覚情報を映像や音

と連動して伝送するこ

とは、現在実現されてい

ないことから、これらの

情報を伝送することに

よるユーザに与える影

響は未知である。これら

の影響等を調べるため

の評価方式を標準化し、

共通した指標のもとで

検討する必要がある。そ

のため、ITU、ISO にお

いて、五感情報に係る多

感覚提示の評価方式の

標準化を目指す。ただ

し、現時点では五感情報

の伝達技術が確立され

ていないため、現時点で

は時期尚早である。 

難 70 億円 

（2008～ 

2020）

独法、大

学、民間

国 五感の認知メカニズムの研究を進めるにあた

っては、心理・生理学の分野だけでなく、ICT

関連技術やメディア制作等の幅広い分野からの

議論が必要である。このため、2007 年 3 月に

「超臨場感コミュニケーション産学官フォーラ

ム」（URCF）を設立し、ICT 分野だけでなく

心理・生理学、メディア制作等の幅広い分野か

らも参加して当該分野の技術開発ロードマップ

や実用化将来ビジョンを取りまとめている。ま

た、また、各会員が開発した個々の要素技術を

もちより、客観的に評価できる環境を構築する

など、オープンなイノベーションを創出するこ

とにも取り組んでいる。さらに、五感情報を統

合して伝送する際に、人が快適に感じるために

は、ネットワークパラメータ（遅延、ジッタ、

パケロスなど）の制御が必要になると考えられ、

「次世代 IP ネットワーク推進フォーラム」、「新

世代ネットワーク推進フォーラム」等と連携・

リエゾンを図る必要がある。 

五感の認知メカニズム解明に係る国際標準化や情

報共有を行うためには、当該技術に係る主要な海外の

研究機関との連携が有効である。現状､当該技術にお

ける海外との連携体制は、ほとんど無いのが実情であ

る。しかし、日本には当該技術をカバーする産学官フ

ォーラムが設立されており、今後は、国際標準化への

協力や国内での外国での研究状況に関する情報共有

などの観点から、このフォーラムを通して、海外との

連携を行うことが有効である。 

 



ユニバーサルコミュニケーション 

研究開発分野 主な研究開発課題と技術要素 

及びその概要 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策 

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

超臨場感コミュニケ

ーション 
        

 
    

  ●感性情報認知・伝達技術 

驚きや快適さといった情感や暗

黙知等、五感を超越した感性をあり

のままに伝えるための技術 

2015年：脳活動計測などにより、人が感じる臨場感を計測・評価する技術の開発。 

2020年：五感情報と人が感じる感性との相関関係の分析・評価技術を開発するとともに、

人が感じる感性情報を科学的観点からの体系化。 

2025年：五感情報と人が感じる感性との相関関係の分析・評価、認知メカニズムの解明

などを通じて、人の認知特性に最適化されたインタフェースを開発。 

  

 

○ 

人が感じる感性的

要因は映像、音、香り、

触覚などの五感情報

と強く結びついてお

り、これらの五感情報

がネットワークを介

して流通させるため

にはインタオペラビ

リティ確保が必要で

ある。そのために、ま

ずは、五感情報伝達の

符号化、データフォー

マットの標準化を、

ITU、ISO/IEC

（MPEG）、IETF、

W3C （World Wide 

Web Consortium）にお

いて行うことを目指

すこととし、感性情報

の認知・伝達に関する

標準化は時期尚早で

ある。 

  ＜感性情報認知・伝達技術関

連市場＞ 

■国内市場 

2015年：10.8兆円 

2020 年：29.5 兆円 

■世界市場 

2015年：54兆円 

2020 年：147.5 兆円 

 

感性情報認知・伝達技術は、

超臨場感コミュニケーション

技術を支える技術として重要

である。また、本技術をコア

として、下記の用途が見込ま

れる。 

 

・感情制御 

人が気分転換をしたいとき

に、その人がいる空間（例え

ば、部屋）をその気分にあっ

た環境に映像・音・五感情報

などを制御して出力する住宅

（部屋）。 

 

・プロの技を学習 

プロの身体動作やその場の状

況を立体映像、音響、感触情

報を利用して、学習者の身体

動作とリアルタイムに比較提

示するサービス。 

 

・感動視聴率 

視聴率に代わり、人が感じた

感動などを計測することで、

番組に対する満足感を計測す

る装置。テレビ番組だけでな

く、種々のコンテンツサービ

スの評価に利用 

可能である。 

 

・感情編集サービス 

コンテンツ（映像、音楽など）

に感動（例えば、意外性、郷

愁感など）を与える 

情報を付加するサービス。 

 

  ・NICT、NHK、ATR等において、当

該分野の基礎研究が進められている。

・「超臨場感コミュニケーション産学

官フォーラム」（URCF）において、

ICT分野だけでなく心理・生理学、メ

ディア制作等の幅広い分野からも参

加している産学官の会員の協働によ

り、当該分野の技術開発ロードマップ

や実用化将来ビジョンを取りまとめ

るとともに、各会員（NICT、NHK、

ATRを含む）が開発した個々の要素技

術を統合しトータルシステムを実現

し、オープンなイノベーションを創出

することに取り組む。 

・立体映像、立体音響、その他の五感

情報を圧縮・伝送するための符号化技

術を研究するにあたっては、URCFは

「次世代IPネットワーク推進フォー

ラム」、「新世代ネットワーク推進フ

ォーラム」等と連携・リエゾンを図る。

 

感性情報認知・伝達技術の国内の主

要な研究主体は、NICT（官）、ATR

（産）、東京大学（学）、早稲田大学

（学）である。しかし、当該技術の研

究を進めるにあたっては、心理・生理

学の分野だけでなく、ICT 関連技術や

メディア制作等の幅広い分野からの

議論が必要であり、2007 年 3 月に

「超臨場感コミュニケーション産学

官フォーラム」（URCF）を設立し、

ICT 分野だけでなく心理・生理学、メ

ディア制作等の幅広い分野からも参

加して当該分野の技術開発ロードマ

ップや実用化将来ビジョンを取りま

とめている。また、各会員が開発した

個々の要素技術をもちより、人がどの

ように臨場感を感じたかなどの感

情・感性情報を客観的に評価できる環

境を構築するなど、オープンなイノベ

ーションを創出することにも取り組

んでいる。さらに、人が快適に感じる

ためには、ネットワークパラメータ

（遅延、ジッタ、パケロスなど）の制

御が必要になると考えられ、「次世代

IP ネットワーク推進フォーラム」、

「新世代ネットワーク推進フォーラ

ム」等と連携・リエゾンを図る必要が

ある。 

・URCFが海外の当該分野の推進団

体と連携・リエゾンすることによ

り、国内外の関係主体における情報

の共有や国際標準化の協力を図る。

・URCFが国際シンポジウムを開催

することを通じて、国内の研究成果

を海外に発信する。 

 

感性情報認知・伝達技術に係る国

際標準化や情報共有を行うために

は、当該技術に係る主要な海外の研

究機関との連携が有効である。現

状､当該技術における海外との連携

体制は、大学や研究機関の研究者が

個別に行っており、情報共有や標準

化に向けた協力体制としては不十

分である。日本には当該技術をカバ

ーする産学官フォーラムが設立さ

れており、今後は、国際標準化への

協力や国内での外国での研究状況

に関する情報共有などの観点から、

このフォーラムを通して、海外との

連携を行うことが有効である。な

お、主な海外のパートナーとして、

ドイツの Max Planck 研究協会が

考えられる。 

   ○臨場感の感性的要因の解明 

 プロカメラマン、効果音制作

者、アロマセラピストなどの専

門家の卓越した技・感性・知識

の収集・分析、臨場感の感性的

要因の解明 

2015年：五感のプロ（映像製作家、効果音製作家、調香師、ソムリエなど）が持つ感性

に関連する専門的知識、職人的技能、経験を収集し、知識データベースとして蓄

積。 

2020年：知識データベースに基づき、情感（驚き、快適さ、集中度合い）、暗黙知、雰

囲気等の臨場感の基となる感性情報をブレイクダウンした上で、個々の感性情報

を認知している状態を客観的に定義する。五感刺激に伴う人間の感性情報の認知

を判定する技術を実現し、五感情報と感性情報との相関を解明することにより、

感性情報を体系化する。 

世界的に見ても、感性情

報の研究は黎明期にあり、

体系立てた研究は実施され

ていない。 

○ 

制作現場などで、職

人的技能や経験に基

づき、独自に感性的な

分析、対応が行なわれ

ている。研究として、

感性メカニズムに関

して体系的に実施さ

れているものはない。

基礎 ○ 

人が感じる感性的

要因は映像、音、香り、

触覚などの五感情報

と強く結びついてお

り、これらの五感情報

がネットワークを介

して流通させるため

にはインタオペラビ

リティ確保が必要で

ある。そのために、

ITU、ISO/IEC

（MPEG）、IETF、

W3C （World Wide 

Web Consortium）にお

難 35 億円 

（2008～ 

2020）

独法、大

学、民間 

国 臨場感の感性的要因の解明に関す

る国内の主要な研究主体は、NICT

（官）、ATR（産）、早稲田大学（学）

である。しかし、当該技術の研究を進

めるにあたっては、心理・生理学の分

野だけでなく、ICT 関連技術やメディ

ア制作等の幅広い分野からの議論が

必要であり、2007 年 3 月に「超臨

場感コミュニケーション産学官フォ

ーラム」（URCF）を設立し、ICT 分

野だけでなく心理・生理学、メディア

制作等の幅広い分野からも参加して

当該分野の技術開発ロードマップや

実用化将来ビジョンを取りまとめて

いる。さらに、ユーザが感じている感

臨場感の感性的要因の解明に係

る情報共有を行うためには、当該技

術に係る主要な海外の研究機関と

の連携が有効である。現状､当該技

術における海外との連携体制は、ほ

とんど無いのが実情である。しか

し、日本には当該技術をカバーする

産学官フォーラムが設立されてお

り、今後は、国際標準化への協力や

国内での外国での研究状況に関す

る情報共有などの観点から、このフ

ォーラムを通して、海外との連携を

行うことが有効である。 



いて、香り情報の符号

化方式、データフォー

マットの標準化を目

指す。ただし、世界的

にみても感性に関す

る研究は黎明期であ

り、標準化は時期尚早

である。 

情を計測・分析するためには、産業界

において実際に映像制作、音響効果制

作、調香師などプロフェッショナルな

人との連携が必要である。 

   ○臨場感定量評価技術 

ユーザが感じている臨場感

の定量化技術（脳活動計測、生

体信号測定、心理物理実験等に

よる客観的数値化と、アンケー

ト等による主観的数値化）、超

臨場感システムがもたらすマ

イナス面（人間への負荷・障害）

に対するガイドライン策定 

 

2015 年：脳活動計測等により、静止したオブジェクトの空間的要素（立体感・質感・包

囲感など）に対する各感性情報及び個々の感性情報を総合した臨場感を客観的か

つ定量的に評価する手法の実現。 

2020 年：脳活動計測等により、静止したオブジェクトに対する五感情報と感性情報との

相関を客観的かつ定量的に評価する手法の実現。五感情報と感性情報との相関の

分析・評価に基づく、共感覚感受メカニズムの科学的解明。 

2025 年：移動するオブジェクトの時間的要素（動感・同時感など）に対する各感性情報

及び個々の感性情報を総合した臨場感を客観的かつ定量的に評価する手法の実

現。同手法により、人間の動作に対しインタラクティブに反応するコミュニケー

ションシステムにおいて、入力動作とそれに対するシステムの反応との間の自然

さ、リアルさの評価を実現。視聴覚情報を含む五感情報と感性情報とを統合的に

提示するにあたってのマイナス面等を踏まえたガイドラインの策定。 

世界的に見ても、感性情

報の研究は黎明期にあり、

体系立てた研究は実施され

ていない。 

○ 

五感情報について

の脳活動計測による

定量化技術は研究さ

れているが、感性情報

についての同様な研

究は未着手。 

基礎 ○ 

ユーザに与える影

響等を調べるため、人

が感じる臨場感を評

価する方式を標準化

し、共通した指標のも

とで検討する必要が

ある。そのため、ITU、

ISO/IEC（MPEG）に

おいて、五感情報と感

性情報に係る評価方

式の標準化を目指す。

ただし、現時点では感

性情報の研究は黎明

期であり、標準化は時

期尚早である。 

難 50 億円 

（2008～ 

2025）

独法、大

学、民間 

国 臨場感定量評価技術の国内の主要

な研究主体は、NICT（官）、ATR（産）、

早稲田大学（学）である。しかし、当

該技術の研究を進めるにあたっては、

心理・生理学の分野だけでなく、ICT

関連技術やメディア制作等の幅広い

分野からの議論が必要であり、2007

年 3 月に「超臨場感コミュニケーショ

ン産学官フォーラム」（URCF）を設

立し、ICT 分野だけでなく心理・生理

学、メディア制作等の幅広い分野から

も参加して当該分野の技術開発ロー

ドマップや実用化将来ビジョンを取

りまとめている。また、各会員が開発

した個々の要素技術をもちより、人が

どのように臨場感を感じたかなどの

感情・感性情報を客観的に評価できる

環境を構築するなど、オープンなイノ

ベーションを創出することにも取り

組んでいる。さらに、人が快適に感じ

るためには、ネットワークパラメータ

（遅延、ジッタ、パケロスなど）の制

御が必要になると考えられ、「次世代

IP ネットワーク推進フォーラム」、

「新世代ネットワーク推進フォーラ

ム」等と連携・リエゾンを図る必要が

ある。 

臨場感定量評価技術に係る国際

標準化への協力や情報共有を行う

ためには、当該技術に係る主要な海

外の研究機関との連携が有効であ

る。現状､当該技術における海外と

の連携体制は、ほとんど無いのが実

情である。しかし、日本には当該技

術をカバーする産学官フォーラム

が設立されており、今後は、国際標

準化への協力や国内での外国での

研究状況に関する情報共有などの

観点から、このフォーラムを通し

て、海外との連携を行うことが有効

である。 

   ○超臨場感インタフェース技

術 

臨場感をありのままに感じ

かつ伝えるための、人間の機能

と感性と調和した臨場感のユ

ーザーインタフェース技術、臨

場感の体感品質（Quality of 

Experience）の評価技術 

2015 年：ユーザーインタフェースを介した臨場感の体感品質（Quality of Experience 

（QoE））を、人間の感性情報に対する認知特性に基づき、評価する手法を実

現。 

2020 年：五感情報の提示と同時に、感性情報を効果的に提示する技術の実現。人間の機

能（五感に基づく形式知を扱う能力）と感性（五感を超える感覚（情感、暗黙知

等）を扱う能力）の調和に基づいたインタフェースのシステム要件を取りまとめ。 

2025 年：人間の機能と感性の調和に基づいたインタフェースの試作。 

世界的に見ても、感性情

報の研究は黎明期にあり、

体系立てた研究は実施され

ていない。 

○ 

ユニバーサルデザ

イン、QoE という観

点から、感性の研究が

着手されたところ。体

系立てた研究は実施

されていない。 

基礎 ○ 

人が感じる臨場感

は映像、音、香り、触

覚などの五感情報と

強く結びついており、

これらの五感情報が

ネットワークを介し

て流通させるために

はインタオペラビリ

ティ確保が必要であ

る。そのために、ITU、

ISO/IEC（MPEG）、

IETF、W3C （World 

Wide Web Consortium）

において、香り情報の

符号化方式、データフ

ォーマットの標準化

を目指す。ただし、世

界的にみても感性に

関する研究は黎明期

であり、標準化は時期

尚早である。 

難 

 

150 億円 

（2008～ 

2025）

独法、大

学、民間 

国 超臨場感インタフェース技術の国

内の主要な研究主体は、NICT（官）、

ATR（産）である。しかし、当該技術

の研究を進めるにあたっては、心理・

生理学の分野だけでなく、ICT 関連技

術やメディア制作等の幅広い分野か

らの議論が必要であり、2007 年 3

月に「超臨場感コミュニケーション産

学官フォーラム」（URCF）を設立し、

ICT 分野だけでなく心理・生理学、メ

ディア制作等の幅広い分野からも参

加して当該分野の技術開発ロードマ

ップや実用化将来ビジョンを取りま

とめている。また、各会員が開発した

個々の要素技術をもちより、人がどの

ように臨場感を感じたかなどの感

情・感性情報を客観的に評価できる環

境を構築するなど、オープンなイノベ

ーションを創出することにも取り組

んでいる。さらに、人が快適に感じる

ためには、ネットワークパラメータ

（遅延、ジッタ、パケロスなど）の制

御、 

新たなネットワーク制御技術が必要

になると考えられ、「次世代 IP ネッ

トワーク推進フォーラム」、「新世代

ネットワーク推進フォーラム」等と連

携・リエゾンを図る必要がある。 

超臨場感インタフェース技術に

係る国際標準化への協力や情報共

有を行うためには、当該技術に係る

主要な海外の研究機関との連携が

有効である。現状､当該技術におけ

る海外との連携体制は、ほとんど無

いのが実情である。しかし、日本に

は当該技術をカバーする産学官フ

ォーラムが設立されており、今後

は、国際標準化への協力や国内での

外国での研究状況に関する情報共

有などの観点から、このフォーラム

を通して、海外との連携を行うこと

が有効である。 

 



  

研究開発 

プロジェクト 概要・主な研究開発要素 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金 
（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

地球環境保全（地

球温暖化対策技

術） 

             

  ●エコドライブ技術 

自動運転等により、目的地を入力

すると最少のエネルギーで目的地

に到着できる技術 

2015年：制御（予知・判断）技術の確立 

2020年：自動運転技術の確立 

2030年：各種交通手段・個人移動の連携によるシームレスで安全快適かつ環

境負荷最小のモビリティ技術の確立 

           

   ○車両制御技術 

渋滞・故障・事故などを事前

に予知、予測、判断し、環境負

荷最小かつ安全・快適な運転を

実現する走行制御技術 

2015年：自動車内に各種センサーが配備され、故障・事故の予知、判断がで

きるシステムの技術の確立 

2030年：CO2排出削減、安全、快適に最適な各種公共交通・個人移動手段が

連携し、シームレスなモビリティを確保（次世代移動体開発、モビリ

ティ・ミックス、電気エネルギー車両プラント等） 

自律系による追従走行の開発競争

状態。 

◎ 

トップクラスの技

術について米国、欧州

と競合。 

開発／実用 ◎ 

 

難  具体的な数値は算出できな

いが、社会経済への波及効果

は大きい。 

民間 国 （ 一

部） 

民間・研究機関が共同で研究開発

を行うことが望ましい。 

国際的な優位性確保に向けて戦略

的に連携を図る必要がある。 

 

   ○自動運転技術 

目的地に自動で到達可能な

環境負荷最小かつ安全・快適な

自動運転を実現するためのセ

ンサー、車車間通信技術 

2020年：目的地を入力すると自動運転で目的地に到達できるシステムの技術

の確立 

2030年：CO2排出削減、安全、快適に最適な各種公共交通・個人移動手段が

連携し、シームレスなモビリティを確保（次世代移動体開発、モビリ

ティ・ミックス、電気エネルギー車両プラント等） 

米国は軍事目的で完全自動制御。ロ

ボットカー等を技術開発。 

○ 

ロボット・自動制御

等トップクラスの技

術について米国と競

合。 

開発 ◎ 

 

難  民間、大

学 

国 （ 一

部） 

民間・大学・研究機関が共同で研

究開発を行うことが望ましい。 

国際的な優位性確保に向けて戦略

的な連携（国際コンペ実施）と競争原

理の導入を図る。 

 

 

 

 



  

研究開発 

プロジェクト 概要・主な研究開発要素 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金 
（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

地球環境保全（地

球温暖化対策技

術） 

             

  ●高度ドライブレコーダ技術 

車両等の運転における高精度・広

範囲な映像データを収集する技術 

2015年：高精度・広範囲な映像データが各種制御機器と連動して収集され、

必要に応じてリアルタイムにデータ通信される技術の普及 

 ○ 開発／実用 ◎ 

国際商品とし

ての車に搭載す

るコンピュータ

ソフトの取り組

みが必要であ

る。 

標準  国内7500万台市場におい

て本技術に活用が期待され

る。（特にトラック・タクシ

ー等業務用市場で有望） 

研究機

関 

国 産学官が連携して、社会的要請を踏

まえた社会制度・仕組み作りを行うべ

きである。 

国際標準化活動に向け国際連携を図る

必要がある。 

 

 

 

 



  

研究開発 

プロジェクト 概要・主な研究開発要素 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算）

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

地球環境保全（地

球温暖化対策技

術） 

             

  ●可視光通信技術 

低消費電力なLED/有機EL照明

などの環境光を活用してICTイン

フラにおいても低消費電力ワイヤ

レスアクセスを提供する技術 

          可視光通信コンソーシアム等の

既存の連携組織を活用し、産学官が

地球温暖化対策に協調して取り組

む。 

産学において開発を進めつつ、官

で普及を後押しする。 

 

韓国及び中国等との連携するこ

とが必要である。 

   ○LED/有機EL照明高効率変

調技術 

 照明や自然光など環境光を

変調し、通信のためのエネルギ

ー消費を抑制する技術 

2010年：照明装置対応変調技術 

2020年：変調電力適応化技術 

     環境光利用(反射)型可視光通信技術 

2030年：量子レベルの超低電力、高速変調技術 

韓国が国研を含めて注力

している。 

◎ 

デバイス及び方式

技術で先行している。

開発 ◎ 標準 30億円 

（2010 

～2015）

＜LED照明、有機EL照明市場＞ 

■国内市場 

2015年：1兆円 

大学、民

間 

国 

   ○低消費電力可視光受信技術 

 環境光を媒体として伝送さ

れる情報を受信する技術 

2010年：照明装置対応受信技術 

2020年：電力適応化対応受信技術 

     可視光イメージセンサ通信 

2030年：量子検出による高速、高効率受信技術 

 韓国が国研を含めて注力

している。 

◎ 

デバイス及び方式

技術で先行している。

開発 ◎ 標準 大学、民

間 

国 

   ○太陽電池利用可視光端末起

動技術 

環境光を利用して情報端末

を動作させる技術 

2010年：低速起動技術 

     ２次電池を利用し蓄電した電力で端末を作動させる技術 

2020年：瞬時起動技術 

     光発電と消費電力が均衡し蓄電せずに端末を常時作動させる技術 

2030年：量子技術に対応した高性能端末動作技術 

CPUメーカーを中心に

超低消費電力化を推進して

いる 

○ 

基礎段階である。

基礎 ◎ やや難  ＜Mobile Internet Device用

CPUの市場規模＞ 

■世界市場 

2013年：100億米ドル 

大学、民

間 

国 

 

 

 

 



 

研究開発 

プロジェクト 概要・主な研究開発要素 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準

現在の 
研究段階 

国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

地球環境保全（地

球温暖化対策技

術） 

             

  ●直流電源融合高速通信技術 

直流電力線を利用して高速大容

量通信を可能とする通信技術。日本

全国で周波数が統一された電源と

なり、各種端末～NW～サーバー系

まで全て直流電源で稼動し、その直

流電灯線に大容量伝送を可能とす

る電灯線ＮＷが融合され、配線機材

も電源のみとなる。 

2015年：サーバー系機器直流化 

2020年：端末系機器＋コンセント直流化 

2025年：システムall直流化 

2030年：直流電灯線ネットワーク 

日本と同等と思われ

る。 

○ 開発／実用 ◎ 

ネットワークプ

ロトコルとインタ

ーフェースの標準

化仕様の確立が必

須。 

難 数十億円 関連の市場規模は以下の

通り。 

■国内市場 

 2025～2035年の10

年間において３兆円と予測

される。 

■世界市場 

 2025～2035年の10

年間において12兆円と予

測される。 

 

・現在の日本における非住

居の建物頭数約300万棟

のうち、事務所100万棟、

店舗80万棟である。 

・ただし、減少傾向である。 

・年間あたり約３万棟が着

工。 

・１棟あたりにシステム価

格平均を1,000万と想定。 

・10年間でのシステム更

新。 

 

 国内市場と同等の市場が

欧州、米国、アジアにおい

て創成されると仮定し、世

界市場は、国内市場の４倍

として算出。 

国、独

法、民間 

国、民間 直流電灯線ネットワーク技術の

基礎と標準化部分を国が担当し、シ

ステム開発・導入については民間が

担当する。 

国際的な優位性確保に向けて戦

略的に連携を図る必要がある。 

  2010年：PLCによる大容量通信を前提とした家庭内直流給電システム及び電流路の開発 

2015年：家庭内直流電力路を用いた高速PLCデバイスの開発 

2020年：家庭内直流電力路を用いた組込用高速PLCデバイス及び実装技術の開発 

 

日本とほぼ同レベル。 ○ 

スピーカー線

等を用いて直流

給電及びIP通信

を実現するPLC

技術等は実用化

段階。 

基礎／開発 ◎ 

現在、既存の高速

PLC技術について

はIEEE1901、

ITU-T等の場で標

準化検討が進行中。

やや難 

 

約50億円

（2008～

2015） 

＜組込直流電源対応高速

PLCデバイス市場＞ 

■国内市場 

2020年：1,110億円 

■世界市場 

2020年：5,550億円 

 

2020年の主要家電機器

（ｴｱｺﾝ､冷蔵庫､洗濯機､ｽﾃﾚ

ｵ､VTR､PC､FAX）の国内

保有台数は、推計で443百

万台。全台数の50％に単価

500円のPLCチップが組

み込まれると想定し、443

百万*0.5*500＝約1,110

億円となる。 

 

世界市場は国内市場の5

倍と想定。 

 

大学、民

間 

国、民間 現在は産学が個別案件毎に連携

している。 

今後は、電力会社、ハウスメーカ

ー、設備メーカー、家電機器メーカ

ー等、多様な主体を巻き込んだ推進

が必要となり、また国際標準化も必

要であることから、国が主導して産

学官連携を推進する必要がある。

現在は、既存の高速PLC技術につ

いては国際標準化において

IEEE1901、ITU-T等の場で国際

連携が推進中。 

今後は、より大容量のPLCを前提

とした直流電力路及び直流給電技

術の研究開発段階から、大学及び民

間レベルでの国際連携を進めつつ、

国際標準化に向けて国も積極的に

国際連携を強化していく必要あり。

 

 

 

 



  

 

 

研究開発 

プロジェクト 概要・主な研究開発要素 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

地球環境保全（地

球温暖化対策技

術） 

             

  ●省電力近距離無線通信高度化技

術 

近距離にあるセンサ及び家庭内

機器情報等を極めて低消費電力で

通信するための技術 

2012年：新たな超省電力・近距離無線通信規格の確立 

     （伝送・変調方式、誤り訂正等の技術及び実装技術の確立） 

2012年：光や振動、体温等による発電デバイス技術の開発 

2015年：発電デバイス、無線IC、アンテナ等の実装・セット化技術確立、 

電池不要の超省電力近距離無線通信システムの実現 

Nokia、Broadcom、CSR、エプ

ソン、Nordic Semiconductor、

Suunto、太陽誘電によるWibree

（2.4GHz帯、10m、1Mbps）

○ 

・Zigbee規格の実用化

・Wibree Forumにも一

部企業が参加      

・総務省委託研究によ

り、インパルス型UWB

方式の超低消費電力ア

ク テ ィ ブ タ グ が 実 現

（UWB dice、4.1GHz

帯 、 ピ ー ク 19mA 、

10m ）

http://www.ubin.jp/p

ress/pdf/UNL06070

4-02.pdf 

基礎／開発 ◎ 

伝送・変調方式、使

用周波数帯等で国際的

整合性が重要。 

難 200億円

（2008～ 

2015）

＜短距離無線通信システムの市場

＞ 

■国内市場 

 2015～2025年の10年間にお

いて2.5兆円と予測される。 

■世界市場 

 2015～2025年の10年間にお

いて10兆円と予測される。 

 

情報通信審議会950MHz帯報告

によると、同システムは約5,000

万ノード存在する。また、1ノード

あたりの単価を5万円と想定。これ

らを乗じることにより、国内市場規

模を2.5兆円と算出した。 

 

 国内市場と同等の市場が欧州、米

国、アジアにおいて創成されると仮

定し、世界市場は、国内市場の４倍

として算出。 

 

 

このほか、関連市場として、以下

の市場規模が見込まれる。 

■国内市場 

2015年：1,056億円 

■世界市場 

2015年：5,280億円 

 

Zigbee市場の2割、UWB市場の

1割の置換に加えて、独自市場がそ

の3倍とすると、世界市場は、 

(12,200*0.2+2000*0.1)//2 

*4 ＝ 5,280（億円） 

と算出される。日本市場はこのうち

1/5を想定。 

 

（参考）             

・ZigBee ｺｰﾃﾞｨﾈｰﾀ･ﾙｰﾀ/ｴﾝﾄﾞﾃﾞﾊﾞ

ｲｽ 1兆2,200億円（2015予測） 

・UWBﾁｯﾌﾟ/ﾓｼﾞｭｰﾙ  2,000億

円（2015予測）         

（2007.06.12.富士ｷﾒﾗ総研 

http://www.group.fuji-keizai.c

o.jp/press/pdf/070612_070

43.pdf） 

・Wibree 

500億円（2011年予測） 

（http://www.cellular-news.co

m/story/20705.php） 

大学、民

間 

国、民間 現在、UWB等については

YRP研究開発推進協会等の場

で産学官連携が図られてい

る。今後、特に産学の連携強

化を進めつつ、官による開発

支援・普及促進が必要。 

現在、IEEE802.15等の場で国

際連携が図られている。本技術は多

様な機器・製品に実装されるもので

あるため、今後、特に国際標準化面

での国際連携が必須。 



  

研究開発 

プロジェクト 概要・主な研究開発要素 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

地球環境保全（地

球温暖化対策技

術） 

             

  ●パワーセンシング・分析技術 

ホームやオフィスの生活環境に

おいて、様々な機器の電力消費をネ

ットワーク経由で計測・収集し、生

活者の行動分析を行う技術 

 

            

   ○パワーセンシングネットワ

ーク技術 

 ホームやオフィスの生活環

境において、様々な機器のエネ

ルギー消費をネットワーク経

由で測定・収集した上で、非日

常的なイベントの検出や生活

者の行動分析を行う技術の開

発 

2010年：一般的な家庭における特定の機器のエネルギー消費データをネット

ワーク経由で収集し、機器の種別や状態を判定する技術の実現 

2015年：一般的な家庭の全ての機器を対象に、エネルギー消費データから機

器の種別や状態を判定する技術の実現 

2020年：一般的な家庭内の主要な機器のエネルギー消費を実時間で収集し、

非日常的イベント（故障、漏電など）の検出の実現 

2025年：一般的な家庭内の主要な機器のエネルギー消費を実時間で収集し、

生活者の行動パターンを把握する技術の実現 

2030年：家庭内の全ての機器のエネルギー消費を実時間で収集し、行動パタ

ーンよりエネルギー消費効率化の推定まで行い、さらに非日常的イベ

ントの未然防止、早期発見を実現 

《米国》 

■MIT 

・MIT(マサチューセッツ工科大

学 ) の メ デ ィ ア ・ ラ ボ の

Responsive Environments 

Groupで，2005年より各電気

機器のコンセントレベルでパワ

ーセンシングを行う研究開発を

行っている。 

・カリフォルニア大学バークレ

ー校で、ACラインの周囲の磁場

から電流地を測定し、ワイヤレ

スネットワーク化する研究が行

われている。 

《欧州》 

■Opera 

・電力線通信(PLC)の技術開発

と標準仕様策定を推進する欧州

の業界団体で、PLCのブロード

バ ン ド ア ク セ ス 技 術 Opera 

Phase 1を2006年1月までに

確立し、現在2008年12月を目

指しOpera 2を策定中。 

◎ 

HEMSやBEMSと

いう形で家庭内・オフ

ィス内のエネルギー

マネジメントが進め

られている。 

分電盤レベルでの

電力センシングが一

部商品化されている。

電力センシングデ

ータより、あらかじめ

登録された機器の種

別や状態判定が一部

実現されている。 

基礎／開発 ◎ 

様々な機器のセンシ

ングデータが相互利用

できる共通プラットフ

ォームとして普及させ

るために、ITU、ISO等

における国際標準化が

必要。 

やや難 10億円 

（2008～ 

2012）

＜パワーセンシング市場＞ 

■国内市場 

2022年：900億円 

 

国内5,000万世帯の６割に1

セット3,000円のパワーセンシ

ング機器が普及すると想定。 

 

独法、民

間 

国、民間 センサ技術やホームネットワー

ク関係の技術が関連しており、応用

まで視野に入れた活動が必要なた

め、既存のユビキタスネットワーキ

ングフォーラムや次世代IPネット

ワーク推進フォーラムを活用し、産

学官が連携して戦略的な活動を行

っていく必要がある。 

上記の既存のフォーラム内の活

動にこだわらずとも、それらの活動

を参考にして独自にコンソーシア

ム的なものを立ち上げることも産

学官の連携方策としてあり得る。

 

欧米の研究開発プロジェクトの動

向調査をより精力的に進め、アジア諸

国の中でリーダーシップを発揮して、

欧米と伍する技術開発を推進する。国

際標準化の観点では世界的な連携が

必要である。 

   ○ホーム内制御技術 

 家庭内の各機器のエネルギ

ー生成・蓄積・消費をネットワ

ーク連携により予測・最適化

し、ホーム全体でエネルギーの

利用効率を最適化する技術 

2010年：エネルギー消費のセンシング結果に基づいて、無駄な消費電力をネ

ットワーク経由で制御する技術の実現 

2015年：家庭の自家発電量や蓄電容量の情報をネットワークで把握した上

で、ホーム全体のエネルギー管理を行う技術の実現 

2020年：生活者の行動パターンを予測した上で、家庭の発電・蓄電・電力消

費を総合的に管理する技術の実現 

2025年：生活者の行動パターン予測をし、家庭の発電時の排熱利用も含めて

トータルなエネルギー管理の実現 

2030年：生活者の心理的な負担が生じないように、エネルギー消費削減によ

る効率化を実現するエネルギー制御技術の実現 

 

《国際規格》 

■X10 

・屋内電力線などを用いて家電

製品等を制御するホームオート

メーションの通信規格が用いら

れている。 

《欧州》 

■FP7 

・第 7 次フレームワーク計画

において、環境マネジメントと

エネルギー効率化に資するICT

という研究テーマが進められて

いる。 

○ 

 HEMSやBEMSと

いう形で家庭内・オフ

ィス内のエネルギー

マネジメントが進め

られている。 

基礎／開発 ◎ 

機器制御メッセージ

のフォーマット・プロト

コルに加え、安全性等に

関する基準を策定する

ために、国内の標準化機

関で標準化を進めたう

えで、ITU、ISO等にお

ける国際標準化が必要。

難 50億円 

（2008～ 

2015）

＜パワーマネジメント市場＞ 

■国内市場 

2025年：3,100億円 

 

国内5,000万世帯の5%およ

び国内企業300万社の20%に1

セット平均10万のパワーマネジ

メント装置が普及すると想定。 

独法、民

間 

国 

 



  

研究開発 

プロジェクト 概要・主な研究開発要素 研究開発目標 海外の研究動向 日本の 

研究開発水準 
現在の 

研究段階 
国際標準化 

の重要度 

研究開発要素

の技術的 
難易度 

研究開発に

必要な資金

（概算） 

将来の市場規模 
（予測） 

推進主体 推進方策

研究開

発主体 
資金提

供主体 産学官の連携 国際連携方策 

地球環境保全（地

球温暖化対策技

術） 

             

  ●地域内電力制御技術 

地域コミュニティ内の複数の家

庭やビル群と発電装置の間で生

成・蓄積・消費の情報をやり取りし、

課金も含めたコミュニティレベル

での高効率なエネルギー管理を実

現し、災害時でも自立できる社会基

盤の構築 

2010年：近隣の家庭同士で電力を相互に送受する技術の実現 

2015年：事務所・店舗を含むコミュニティ内の発電・蓄電・電力消費に関する情報

を共有化し、地域での総合的電力管理の実現 

2020年：コミュニティ内の発電施設の利用や家庭同士、事務所・店舗同士の電力の

送受を、課金も含めて適切に行うシステムの実現 

2025年：各家庭間および各事務所・店舗間で不公平感が出ないように、コミュニテ

ィ内の発電時の排熱利用も含めたトータルなエネルギー管理の実現 

2030年：コミュニティ間で柔軟にエネルギーの相互補完が行うために、エネルギー

生成・蓄積・消費の情報を共有できるネットワーク社会基盤の実現 

《米国》 

■CERTS 

・米国の電力システム

の信頼性を守り、高度

化するための研究開

発 を 行 う た め に

1999年に結成され

たコンソーシアム。分

散型電源と需要家か

らなる小規模系統の

テ ス ト ベ ッ ド Micro 

Gridを提唱し、実験を

行っている。 

■ TXU Electric 

Delivery 

・テキサス州の電力

会社で、Smart Grid

という電力線による

インターネット接続

サービスに着手。分散

型発電という観点で

Micro Gridシステム

が実験的に行われて

いる。 

○ 

分散型エネルギ

ーシステムの実証

研究が行われてい

る。 

・近未来のエネルギ

ークラスタ

(FRIENDS) 

・京都エコエネルギ

ープロジェクト

(KEEP:2003-

2007) 

・愛知万博(2005)

・環境・エネルギー

産業創造特区(八

戸市を含む青森

県内の14市町

村) 

基礎／開発 ○ 

関係する事業者、

ベンダー等が主導

し、相互運用性を確

保するための基準

をまずは国内の標

準として策定し、そ

の後ITU、ISOで順

次標準化を進める

ことが必要。 

難 100億円 

（2008～ 

2015）

関連の市場規模は以下の通

り。 

■国内市場 

 2015～2030年の15年

間において4,500億円と予測

される。 

■世界市場 

 2015～2030年の15年

間において1.8兆円と予測さ

れる。 

 

・現在の日本における非住居

の建物頭数約300万棟のう

ち、事務所100万棟、店舗80

万棟。 

・ただし、減少傾向である。 

・年間あたり約3万棟が着工。 

・1システムあたり100棟を

制御するシステムと想定。 

・1棟あたりにシステム価格平

均を1億と想定。 

・10年間でのシステム構築 

 

 

 日本国内市場と同等の市場

が欧州、米国、アジアにおい

て創成されると仮定し、世界

市場は、国内市場の4倍として

算出。 

独法、民

間、大学 

国 通信ネットワーク、エネルギーマネジ

メント、環境問題が関係する分野である

ので、省庁横断の連携施策として、産学

官が一体となって研究開発を行う戦略が

必要である。 

欧米の研究開発プロジェクトの動向調

査をより精力的に進め、アジア諸国の中

でリーダーシップを発揮して、欧米と伍

する技術開発を推進する。標準化の観点

では世界的な連携が必要である。 
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